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１．令和４年度決算の状況 

令和４年度一般会計決算において、歳入の総額は、対前年度△14.6 億円（△1.6％）の 917.4

億円、歳出の総額は、対前年度△2.4 億円（△0.3％）の 880.2 億円となりました。実質収支

は、対前年度△12.3 億円（△25.2％）の 36.5 億円となっています。 

歳入では、その根幹をなす市税が対前年度＋11.7 億円（＋3.2％）、また、地方消費税交付金

も＋3.1 億円（＋6.0％）、それぞれ増加したものの、総額では前年度を下回りました。これは

主に、令和３年度に実施した子育て世帯への臨時特別給付事業など、国庫支出金を財源とする

事業の減少によるものです。 

歳出については、前述の国庫支出金を財源とする事業の減少等がありつつも、９回にわたっ

て補正予算を措置し、新型コロナウイルス感染症や原油価格・物価高騰への対応として、新型

コロナウイルスワクチン接種事業、住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業、電力・

ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業など、様々な取組を行ってきました。このことに

加えて、環境管理センターごみ処理施設延命化に向けた改修、北大和小学校増築事業、学習セ

ンター施設整備事業などによる教育施設の改善を実施したほか、小児医療費助成の所得制限撤

廃に向けたシステム改修、企業活動促進支援など、将来を見据えた取組も着実に進めてきたこ

とにより、総額は前年度とほぼ同水準となりました。 

今後の財政運営に際しては、少子高齢化の進展に伴う社会保障関係経費の増加が見込まれ、

さらに物価高騰の市民生活への影響が懸念されるなど、厳しさが増していくことも予測されま

す。引き続き、事業の選択と集中により、限りある財源を効率的に活用することはもちろん、

後年度の負担にも配慮しつつ、対応してまいります。

－1－
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令和４年度歳入歳出決算総括表 

※ 純計とは、一般会計と特別会計間での繰出金、繰入金を除いた額です。

歳　入 （単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度 比  較 増減率

国民健康 保険 事業 21,369,478 21,939,100 △ 569,622 △ 2.6

介 護 保 険 事 業 17,730,517 17,039,206 691,311 4.1

後期高齢者医療事業 3,376,400 3,227,846 148,554 4.6

計 42,476,395 42,206,152 270,243 0.6

歳　出 （単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度 比  較 増減率

国民健康 保険 事業 21,277,514 21,669,841 △ 392,327 △ 1.8

介 護 保 険 事 業 17,541,245 16,849,503 691,742 4.1

後期高齢者医療事業 3,248,239 3,104,654 143,585 4.6

計 42,066,998 41,623,998 443,000 1.1

130,083,785 129,876,825 206,960 0.2

91,743,069 93,203,602 △ 1,460,533 △ 1.6

134,219,464 135,409,754 △ 1,190,290 △ 0.9

88,016,787

124,680,339 △ 60,124 0.0純 計

合 計

特

別

会

計

特

別

会

計

会     計

124,620,215

88,252,827 △ 236,040 △ 0.3

会     計

128,755,894 △ 1.1△ 1,457,374130,213,268

一 般 会 計

一 般 会 計

合 計

純 計

－2－
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２．令和４年度一般会計決算 

（１）決算の概要

「実質収支」は、3,650,417 千円となりました。 
歳入総額は 91,743,069 千円で、前年度と比較して 1,460,533 千円、1.6％減少しました。 

また、歳出総額は、88,016,787 千円で、前年度と比較して 236,040 千円、0.3％減少しました。 

また、実質収支額（決算剰余金）は、前年度と比較して 1,230,184 千円、25.2％減少の 

3,650,417 千円となりました。 

決算の状況
区　分 令和４年度 令和３年度 比　較

歳 入 91,743,069 93,203,602 △ 1,460,533

歳 出 88,016,787 88,252,827 △ 236,040

形 式 収 支 3,726,281 4,950,775 △ 1,224,494

翌 年度 繰 越 財 源 75,863 70,173 5,690

実 質 収 支 3,650,417 4,880,601 △ 1,230,184

（単位：千円、％）

増減率

△ 25.2

8.1

△ 24.7

△ 0.3

△ 1.6

－3－
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（２）歳入決算の概要

① 総括

「歳入総額」は、91,743,069 千円となりました。
前年度と比較して 1,460,533 千円、1.6％減少し、収入率は、98.0％となりました。主な内訳

は、以下のとおりです。 

市税 

市民税及び固定資産税の増などにより、前年度と比較して 1,165,255 千円、3.2％増加の

37,803,993 千円となりました。 

地方消費税交付金 

前年度と比較して 308,210 千円、6.0％増加の 5,406,191 千円となりました。 

国庫支出金 

子育て世帯への臨時特別給付事業補助金の減などにより、前年度と比較して3,200,049千円、

12.1％減少の 23,179,948 千円となりました。 

市債 

臨時財政対策債や中央林間小学校増築事業に係る市債の減少などにより、前年度と比較して

1,315,000 千円、19.0％減少の 5,594,700 千円となりました。 

－4－
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歳入の状況

（単位：千円、％）

予算現額 決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

1 37,280,000 37,803,993 41.2 36,638,738 39.3 1,165,255 3.2

2 415,000 407,707 0.5 405,717 0.4 1,990 0.5

3 20,000 13,356 0.0 18,993 0.0 △ 5,637 △ 29.7

4 218,000 269,076 0.3 283,190 0.3 △ 14,114 △ 5.0

5 309,000 206,618 0.2 360,601 0.4 △ 153,983 △ 42.7

6 299,000 429,970 0.5 310,449 0.3 119,521 38.5

7 4,930,000 5,406,191 5.9 5,097,981 5.5 308,210 6.0

8 11,000 11,823 0.0 11,546 0.0 277 2.4

9 110,000 88,612 0.1 74,759 0.1 13,853 18.5

10 359,992 367,533 0.4 359,992 0.4 7,541 2.1

11 309,000 353,346 0.4 507,338 0.6 △ 153,992 △ 30.4

12 2,609,427 2,674,067 2.9 2,776,968 3.0 △ 102,901 △ 3.7

13 34,000 31,778 0.0 34,410 0.0 △ 2,632 △ 7.6

14 779,404 757,849 0.8 703,822 0.8 54,027 7.7

15 1,576,989 1,529,174 1.7 1,503,909 1.6 25,265 1.7

16 26,652,152 23,179,948 25.3 26,379,997 28.3 △ 3,200,049 △ 12.1

17 6,494,147 6,224,790 6.8 6,015,401 6.5 209,389 3.5

18 88,016 98,023 0.1 275,846 0.3 △ 177,823 △ 64.5

19 134,100 129,428 0.1 130,235 0.1 △ 807 △ 0.6

20 1,427,673 1,426,484 1.6 392,438 0.4 1,034,046 263.5

21 2,150,774 2,150,775 2.3 1,658,144 1.8 492,631 29.7

22 2,497,612 2,586,983 2.8 2,353,428 2.5 233,555 9.9

23 6,317,233 5,594,700 6.1 6,909,700 7.4 △ 1,315,000 △ 19.0

24 0 845 0.0 0 0.0 845 皆増

95,022,519 91,743,069 100.0 93,203,602 100.0 △ 1,460,533 △ 1.6

対前年度比較

市 税

ゴルフ場利用税交付金

区　　　分

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

令和３年度令和４年度

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

法人事業税交付金

交通安全対策特別交付金

負 担 金

自動車取得税交付金

国 有 提 供 施 設 等 所 在

市 町 村 助 成 交 付 金 等

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

環 境 性 能 割 交 付 金

市 債

合　　　計

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

－5－
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自主・依存財源

＜解 説＞

 自主財源とは、市税や使用料など市が自主的に収入することができる財源です。この自主財

源が多ければ多いほど、市の行政活動の自主性と安定性が確保されていると言えます。

 依存財源とは、国や県の意思決定によって交付される、補助金などの財源です。依存財源の

多くは、使途が制限されています。

 令和４年度収入総額 91,743,069 千円のうち、自主財源の割合は 50.7％となっています。前

年度と比較して、自主財源が 2,826,149 千円増加し、自主財源割合は 3.9 ポイント増加しま

した。自主財源割合の増加は、国庫支出金などの依存財源が大きく減少したことと、市税な

どの自主財源が増加したことによるものです。 

（単位：千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

市 税 37,803,993 41.2 36,638,738 39.3 1,165,255 3.2

使 用料 及び 手数料 1,529,174 1.7 1,503,909 1.6 25,265 1.7

繰 入 金 1,426,484 1.6 392,438 0.4 1,034,046 263.5

繰 越 金 2,150,775 2.3 1,658,144 1.8 492,631 29.7

諸 収 入 2,586,983 2.8 2,353,428 2.5 233,555 9.9

そ の 他 985,300 1.1 1,109,903 1.2 △ 124,603 △ 11.2

46,482,709 50.7 43,656,560 46.8 2,826,149 6.5

地 方 譲 与 税 407,707 0.5 405,717 0.4 1,990 0.5

地 方消 費税 交付金 5,406,191 5.9 5,097,981 5.5 308,210 6.0

環 境性 能割 交付金 88,612 0.1 74,759 0.1 13,853 18.5

地 方 特 例 交 付 金 353,346 0.4 507,338 0.6 △ 153,992 △ 30.4

国 庫 支 出 金 23,179,948 25.3 26,379,997 28.3 △ 3,200,049 △ 12.1

県 支 出 金 6,224,790 6.8 6,015,401 6.5 209,389 3.5

市 債 5,594,700 6.1 6,909,700 7.4 △ 1,315,000 △ 19.0

そ の 他 4,005,066 4.2 4,156,149 4.4 △ 151,083 △ 3.6

45,260,360 49.3 49,547,042 53.2 △ 4,286,682 △ 8.7

91,743,069 100.0 93,203,602 100.0 △ 1,460,533 △ 1.6

令和４年度 令和３年度 対前年度比較

合 計

計

計

依
存
財
源

自
主
財
源

区 分

－6－
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② 市税 
収入総額は、37,803,993 千円となりました。 
前年度と比較して 1,165,255 千円、3.2％増加し、収納率は 97.0％となりました。 
市民税は、納税義務者の増加などにより 619,157 千円の増収、固定資産税も、マンションをはじ

めとする家屋の増加などにより 365,259 千円の増収となりました。 

 
 
 

 

 
 

  

市税の状況

増減額 増減率

18,446,897 17,827,740 619,157 3.5

16,735,293 16,164,557 570,736 3.5

1,711,604 1,663,183 48,421 2.9

15,033,515 14,668,256 365,259 2.5

13,058,842 12,771,444 287,398 2.3

1,889,528 1,810,905 78,623 4.3

85,145 85,907 △ 762 △ 0.9

305,875 283,645 22,230 7.8

1,842,248 1,731,516 110,732 6.4

2,175,458 2,127,581 47,877 2.3

37,803,993 36,638,738 1,165,255 3.2

対前年度比較

（単位：千円、％）

区　　　分

市 民 税

令和３年度令和４年度

個　　人

法　　人

都 市 計 画 税

合　　　計

固 定 資 産 税

土 地 ・ 家 屋

償 却 資 産

国 有 資 産 等 所 在

市 町 村 交 付 金

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

－7－



- 8 -

③ 市債

借入総額は、5,594,700 千円となりました。
臨時財政対策債や中央林間小学校増築事業に係る市債の減少などにより、前年度と比較して

1,315,000 千円、19.0％減少の 5,594,700 千円となりました。 

市債の状況 （単位：千円）

令和３年度 令和４年度

末現在高 借入額 償還元金 末現在高

38,453,565 4,536,700 3,499,670 39,490,595

415,200 0 143,130 272,070

19,150,474 1,058,000 1,683,927 18,524,547

280,800 0 0 280,800

58,300,039 5,594,700 5,326,727 58,568,012

3,351,489 269,200 1,039,788 2,580,901

27,234,744 857,600 2,059,388 26,032,955

88,886,272 6,721,500 8,425,903 87,181,868合計

区  分
令和４年度

一
般
会
計
債

普通債

計

減税補てん債

臨時財政対策債

企業債（下水道）

企業債（病院）

減収補てん債

－8－
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市債に関する参考資料 

＜解 説＞ 

・ 全会計の市債残高は、平成９年度の 112,293,549 千円をピークに平成 25 年度の 82,637,492

千円まで減少傾向にありましたが、平成 26 年度以降、公債費（返済）を上回る額を借入れた

ため増加に転じました。令和４年度は、一般会計の残高が増加したものの、下水道事業会計

及び病院事業会計の残高が減少し、年度末残高は87,181,869千円（前年度比1.9％、1,704,403

千円減）となりました。

・ 渋谷土地区画整理事業特別会計は、令和２年度から一般会計に統合しています。

－9－
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（３）歳出決算の概要

① 総括

「歳出総額」は、88,016,787 千円となりました。
前年度と比較して 236,040 千円、0.3％減少し、執行率は 92.6％となりました。主な内訳は、

以下のとおりです。 

 民生費 

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業が増加した一方で、子育て世帯への臨時特

別給付事業が終了したことなどにより、前年度と比較して 1,279,693 千円、2.9％減の

43,455,067 千円となりました。 

 衛生費 

環境管理センターごみ処理施設維持補修事業が増加した一方で、新型コロナウイルスワクチン

接種事業が減少したことなどにより、前年度と比較して 26,917 千円、0.2％減の 11,764,777

千円となりました。 

商工費 

原油価格・物価高騰対策中小企業支援事業などの増加により、前年度と比較して 89,044 千円、

5.5％増の 1,702,662 千円となりました。 

土木費 

やまと公園改修整備事業などの増加により、前年度と比較して 447,634 千円、8.0％増の

6,023,468 千円となりました。 

教育費 

北大和小学校増築事業などの増加により、前年度と比較して 390,853 千円、4.6％増の

8,899,046 千円となりました。 

歳出の状況（目的別）

予算現額 決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

1 議 会 費 398,726 364,774 0.4 379,049 0.4 △ 14,275 △ 3.8

2 総 務 費 7,774,681 7,426,511 8.4 7,385,102 8.4 41,409 0.6

3 民 生 費 47,317,045 43,455,067 49.4 44,734,760 50.7 △ 1,279,693 △ 2.9

4 衛 生 費 13,236,370 11,764,777 13.4 11,791,694 13.4 △ 26,917 △ 0.2

5 労 働 費 221,921 210,829 0.2 209,051 0.2 1,778 0.9

6 農 林 費 114,385 105,898 0.1 100,760 0.1 5,138 5.1

7 商 工 費 1,923,080 1,702,662 1.9 1,613,618 1.8 89,044 5.5

8 土 木 費 6,424,616 6,023,468 6.9 5,575,834 6.3 447,634 8.0

9 消 防 費 2,532,711 2,501,871 2.9 2,711,713 3.1 △ 209,842 △ 7.7

10 教 育 費 9,439,060 8,899,046 10.1 8,508,193 9.7 390,853 4.6

11 災 害 復 旧 費 17,000 0 0.0 0 0.0 0 0.0

12 公 債 費 5,570,635 5,561,407 6.3 5,239,550 5.9 321,857 6.1

13 諸 支 出 金 1,004 477 0.0 3,503 0.0 △ 3,026 △ 86.4

14 予 備 費 51,285 0 0.0 0 0.0 0 0.0

95,022,519 88,016,787 100.0 88,252,827 100.0 △ 236,040 △ 0.3

（単位：千円、％）

合　　　計

対前年度比較
区 分

令和４年度 令和３年度
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歳出の状況（性質別） （単位：千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

45,561,818 51.7 44,195,219 50.0 1,366,599 3.1

人 件 費 12,944,597 14.7 12,832,718 14.5 111,879 0.9

扶 助 費 27,055,814 30.7 26,122,951 29.6 932,863 3.6

公 債 費 5,561,407 6.3 5,239,550 5.9 321,857 6.1

6,547,242 7.5 7,083,764 8.0 △ 536,522 △ 7.6

補 助 事 業 2,103,520 2.4 2,608,881 3.0 △ 505,361 △ 19.4

単 独 事 業 4,443,722 5.1 4,474,883 5.0 △ 31,161 △ 0.7

15,843,401 18.0 15,077,933 17.1 765,468 5.1

1,348,489 1.5 1,230,357 1.4 118,132 9.6

11,996,346 13.6 14,177,977 16.1 △ 2,181,631 △ 15.4

5,453,149 6.2 5,213,237 5.9 239,912 4.6

1,195,000 1.4 1,195,000 1.4 0 0.0

71,342 0.1 79,340 0.1 △ 7,998 △ 10.1

88,016,787 100.0 88,252,827 100.0 △ 236,040 △ 0.3合 計

維 持 補 修 費

補 助 費 等

繰 出 金

貸 付 金

積 立 金

令和３年度 対前年度比較

投 資 的 経 費

物 件 費

区 分
令和４年度

義 務 的 経 費
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（４）健全化判断比率

財政の健全化に関する比率について、監査委員の審査を受け、その意見を付けて市議会へ報告し、

公表をするものです。 

【健全化判断比率及び資金不足比率】 

指 標 説 明 
大和市 

令和４年度 

大和市 

令和３年度 

早期健全化 

基準 

財政再生 

基準 

健 

全 

化 

判 

断 

比 

率

①実質赤字比率 一般会計を対象と

した実質赤字の標

準財政規模に対す

る割合 

－ － 11.34％ 20％ 

②連結実質赤字比率 全会計を対象とし

た赤字の標準財政

規模に対する割合 

－ － 16.34％ 30％ 

③実質公債費比率 一般会計等が負担

する元利償還金及

び準元利償還金の

標準財政規模に対

する割合 

3.4％ 2.8％ 25％ 35％ 

④将来負担比率 一般会計等が将来

負担すべき実質的

な負債の標準財政

規模に対する割合 

33.7％ 34.5％ 350％ 

⑤資金不足比率 

（公営企業ごと） 

資金不足額の事業

規模に対する比率 
－ － 

経営健全化基準 

20％ 

＜用語解説＞ 

ア．早期健全化基準 ～ ①から④の指標のうち、１つでも基準以上となった場合、

「財政健全化計画」を作成し、議会の議決を経たうえで、 

県知事に報告しなければなりません。  

イ．財政再生基準 ～ ①から③の指標のうち、１つでも基準以上となった場合、 

「財政再生計画」を作成し、議会の議決を経たうえで、 

県知事に報告しなければなりません。  

ウ．経営健全化基準 ～ 公営企業会計ごとに算定した資金不足比率が基準以上となった

場合、「経営健全化計画」を策定し、議会の議決を経たうえで、 

県知事に報告しなければなりません。 

※大和市で地方財政健全化法上の資金不足比率の対象となる会計は、

病院事業会計および下水道事業会計です。

エ．標準財政規模 ～ 地方公共団体の一般財源の標準的な規模を示す指標（臨時財政

対策債を含む）です。
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（５）地方消費税（社会保障財源）交付金の充当

令和４年度の地方消費税（社会保障財源）交付金約３０億５千万円を下表のとおり充当しまし

た。 

（単位：千円） 

（６）森林環境譲与税の充当

令和４年度の森林環境譲与税約２千５百万円を下表のとおり充当しました。 

（単位：千円） 

事業名 使途 事業費 

森林環境 

譲与税 

充当額 

緑地保全事業 

樹木病害虫防除委託 

森林間伐業務委託 

地積測量調査委託 

13,500

25,482

既設公園等大規模改修事業 泉の森木製施設改修工事 16,478

合 計 29,978 25,482

うち、一般
財源の額

社会福祉

保育所等施設型給付事業
生活保護事業
民間保育所等運営支援事業
ほか

33,186,777 10,171,842 1,600,173

社会保険

介護保険事業特別会計繰出金
後期高齢者医療広域連合負担金事務
国民健康保険事業特別会計繰出金
ほか

6,499,808 5,299,944 833,755

保健衛生

健康診査事業
予防接種事業
妊婦健康診査事業
ほか

5,611,764 3,901,497 613,761

45,298,349 19,373,283 3,047,689合 計

区分 主な事業 事業費
地方消費税

充当額

－14－



－15－



- 16 -

（７）令和４年度一般会計施策の成果

－16－



国際・

決算書ページ
款 02 総務費 項 01 総務管理費 目 01 一般管理費

91

事業名 24 海外友好都市交流事業 担当課

3年度 決算額 (以下単位:千

男

円)

海外友好都市と市民相互の理解を深め、国際社会の平和
580

目　的 と発展に寄与します。
4年度 予算現額

2,703

4年度 決算額・やまと国際交流指針に基づき、海外友好都市との交流
　事業を推進します。 633

4

女

年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 633

5年度 予算額

1,651

活　動　内　容

1
友好都市との交流イベント

2 3 4
の数

指標
相互訪問等

予定 2 回
（目標）

4年度
0 回

実　績

3年度
0 回

共

実　績

【　　】内は前年度数値

新型コロナウイルス感染症の影響による渡航制限により、青少年交流事業は実施
できませんでしたが、定期的に書簡・メールでの情報交換及び光明市行事への応
援動画メッセージを提供する等

同

の交流を行いました。
＜決算額の内訳＞
　・韓国語通訳報酬　　　　　６３２千円

具体的 　・光明市友好交流事業委託　　　１千円
内 容

・令和４年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響などによって予定してい
　た青

参

少年交流事業は再開できませんでした。
・ウェブ会議を実施し、令和５年度以降の交流事業再開に向けた具体的な協議

評価課題 　（令和５年度の担当者レベルの事前調整・渡韓や令和６年度の青少年交流事
　業の内容検討な

画

ど）を実施しました。今後も引き続きメールやウェブ会議を
　通じた協議を実施していく必要があります。

課

－17－



　・全６日       ４３時間 受講者　　４６人 【３研修 全６日　　　３８人】
＜決算額の内訳＞
　・新採用職員研修～その他基本研修　１，６８２千円
　・管理・監督者研修　６６３千円　・政策形成能力育成研修　６２６千円

・選択制研修制度により、職員自らが必要とする知識や技能についてタイミング
　良く習得できるようになり、研修効果は向上していると考えられます。
・職員が研修に集中して取り組めるよう、周囲の職員の協力体制など職場環境の

評価課題 　評価課題整備を図るとともに、習得した知識や技能を効果的に普及させていく
　ための工夫が必要です。
・社会情勢等を踏まえ、集合研修の他、ｅ－ラーニングやオンライン研修など、
　研修内容に応じ、知識技能の効率的な普及により適した研修手法について継続
　して研究・検討を行います。

決算書ページ
款 02 総務費 項 01 総務管理費 目 02 人事管理費

91

事業名 04 一般研修事業 担当課 人財課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

職員としての基本能力、地方分権を担う職員として施策
2,750

目　的 を推進する能力の向上を目指します。
4年度 予算現額

3,279

4年度 決算額・基本研修を実施します。
　（新採用職員研修、新任管理・監督者研修、各公務意 2,971
　識研修、ファシリテーション研修、民法研修、行政法

4年度 財源内訳
　研修他）

国庫支出金 0
・政策形成能力育成研修を実施します。

手段手法 県 支 出 金 0
　（政策形成基礎研修、政策法務研修(入門・実践））

地 方 債 0
※令和４年度は、新型コロナの影響で一部の事業を

そ の 他 0
　中止、及び一部の事業手法を変更

一 般 財 源 2,971

5年度 予算額

3,451

活　動　内　容

1
一般研修実施回数

2
一般研修受講者数

3
研修開催日数

4
指標

一般研修を実施した回数 一般研修を受講した延べ職員数 研修を開催した延べ日数

予定 23 回 2,850 人 44 日
（目標）

4年度
18 回 2,367 人 21 日

実　績

3年度
16 回 457 人 21 日

実　績

【　　】内は前年度数値

新採用職員研修（動画等３研修）
　・全０日       ３８時間 受講者　２５５人 【２研修 　全２日　　２５人】
公務意識研修（セクハラ・パワハラ防止研修（管理職職員/一般職職員））
　・全０日     　　１時間 受講者１８４３人 【１研修 　全０日　１８１人】
その他基本研修（ファシリテーション、民法、行政法等９研修）

具体的 　・全１２日 ６８．５時間 受講者　１８２人 【８研修 全１１日　１７１人】
内 容 管理・監督者研修（新任管理者、新任管理・監督者２研修）

　・全３日 １９．７５時間 受講者　　４１人 【２研修 全２日　　　４２人】
政策形成能力育成研修（政策形成基礎、政策法務入門、政策法務実践３研修）

－18－



６９３人（９０％）】
＜その他＞・産業医相談２５回【２５回】　・臨床心理士相談３６回【３６回】
・精神科医相談４８回【４８回】
＜決算額の内訳＞
・一般健康診断　１２，００９千円　・各種健康相談　６，７２３千円
・特殊健康診断　　　　７５６千円　・その他　　　　　　９８６千円

・定期健康診断、人間ドック、産業医面談等により職員の健康状態の確認と健康
　指導を行いました。
・今後も全ての職員の健康状態を把握し、適切な健康指導ができるよう努めてい

評価課題 　きます。
・ストレスチェックの集団分析結果等を活用して、職場環境の更なる改善を図り
　ます。

決算書ページ
款 02 総務費 項 01 総務管理費 目 02 人事管理費
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事業名 08 職員健康管理事務 担当課 人財課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

職員の心身の健康の維持増進を図ります。
20,540

目　的
4年度 予算現額

21,831

4年度 決算額・定期健康診断により職員の健康状態を把握し、必要に
　応じて健康指導を行います。 20,474
・職員の健康障害の防止対策を充実するため衛生委員会

4年度 財源内訳
　を開催します。

国庫支出金 0
・健康管理講習会（メンタルヘルス研修等）を開催して

手段手法 県 支 出 金 0
　職員の健康の維持増進を図ります。

地 方 債 0
・産業医、臨床心理士等の専門家による健康相談を実施

そ の 他 378
　します。

一 般 財 源 20,096
※令和４年度は、新型コロナの影響で一部の事業手法を

5年度 予算額
変更

22,314

活　動　内　容

1
定期健康診断実施回数

2
本庁舎衛生委員会開催回数

3
健康管理講習会開催回数

4
健康相談延べ件数

指標
法令に基づき、年2回（8月、2 法令に基づき設置が義務付けら 新採用職員、管理監督者などを 産業医、臨床心理士、保健師が

月）健康診断を実施 れている同委員会の開催回数 対象に実施 行った健康相談件数

予定 2 回 3 回 15 回 3,500 件
（目標）

4年度
2 回 5 回 3 回 4,087 件

実　績

3年度
2 回 2 回 2 回 3,728 件

実　績

【　　】内は前年度数値

＜一般健康診断＞（年度末在籍職員の定期健診受診者年間実数）
・正職、週２０時間以上勤務の非常勤職員
　　　　　１，８３５人（受診率９５％）　　　　【１，８８５人（９８％）】
＜特殊健康診断委託、予防接種委託等＞
・有機溶剤　８月　６人、２月　７人　　　　　　【８月　７人、２月　７人】

具体的 ・Ｂ型肝炎　延べ４４人【延べ６０人】　・破傷風　延べ３１人【延べ３５人】
内 容 ＜ストレスチェック＞

・受検者　１，６２８人（受検率８６％）　　　　【１，
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０回【１４１回】
内 容 ＜決算額の内訳＞

　・ＦＭやまと「市政情報やまと」　　　２７，２５６千円
　・ＦＭやまと特別番組・ＰＲスポット　　２，３７５千円
　・やまとニュース・ポスター作成　　　　６，８６２千円
　・中央林間駅デジタルサイネージ　　　　３，８１２千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　１８，８１１千円

・やまとニュースの発行、広報ＰＲボードへのポスター掲示、ＳＮＳの活用など
　により、適時・適切な情報提供を行いました。
・東急中央林間駅にデジタルサイネージを設置し、新たな広報媒体として運用を

評価課題 　開始しました。
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事業名 03 市政等ＰＲ事業 担当課 広報広聴課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

冊子、視聴覚媒体などのほか、マスコミなどを通じて市
65,805

目　的 政情報を発信します。
4年度 予算現額

64,821

4年度 決算額・コミュニティＦＭやテレビ、インターネット動画、デ
　ジタルサイネージなどの音声・映像媒体、チラシや広 59,116
　報ＰＲボードの活用など、幅広い手段で市政ＰＲを図

4年度 財源内訳
　ります。

国庫支出金 470
・市の重要な施策を分かりやすく紹介する「やまとニュ

手段手法 県 支 出 金 0
　ース」を年１２回発行します。

地 方 債 0
・市長記者会見やニュースリリースをタイムリーに行　

そ の 他 763
　い、市政の報道を促します。

一 般 財 源 57,883
・市勢などを紹介する「市勢ガイド」を発行します。

5年度 予算額

69,208

活　動　内　容

1
ニュースリリース件数

2
記者会見回数

3
放送回数

4
やまとニュース発行回数

指標
ニュースリリースによる情報提 定期及び臨時の記者会見を実施 テレビ及びラジオの放送委託で タブロイド判「やまとニュース

供件数 した回数 放送した回数 」の発行回数

予定 150 件 5 回 1,906 回 12 回
（目標）

4年度
150 件 5 回 1,809 回 12 回

実　績

3年度
141 件 6 回 1,802 回 12 回

実　績

【　　】内は前年度数値

市政などについて、さまざまな媒体を活用し、広く市民にＰＲを図りました。
　・テレビ広報（ｔｖｋ「猫ひたワイド」）：年２４回放送　　【　２４回】
　・やまとニュース年１２回発行（各１１５，０００部）　　　【　１２回】
　・ＦＭやまと「市政情報やまと」：３６０日１，５９６回【１，５９６回】
　・ＦＭやまと特別番組・ＰＲスポット：１３種１８９回　　　【１８２回】

具体的 　・記者会見：５回【６回】　　　・ニュースリリース１５
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　　　　７０，６４５千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　９８千円

・事業開始当初から、返礼品提供事業者数や返礼品数の増加により、多くの寄附
　をいただいています。
・引き続き、本市の魅力発信や市内産業の振興を図っていくため、返礼品数の増

評価課題 　加に努めるとともに、市外在住者へのふるさと納税に関する新たなＰＲ方法を
　検討する必要があります。
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事業名 02 寄附金等管理事業 担当課 政策総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

寄附の使途についての透明性を高めるとともに、寄附を
110,941

目　的 通して市民の意向を反映した施策の展開につなげます。
4年度 予算現額

130,811

4年度 決算額・寄附の使い道を細かく設定（17の事業メニュー）し、
　寄附者に選択してもらうことで、意向に沿った形での 126,231
　寄附金の活用を図ります。

4年度 財源内訳
・寄附の状況などについて公表します。

国庫支出金 0
・ふるさと納税をした市外の方に返礼品を贈呈すること

手段手法 県 支 出 金 0
　で、より積極的に寄附を募ります。

地 方 債 0

そ の 他 125,483

一 般 財 源 748

5年度 予算額

156,000

活　動　内　容

1
ポータルサイトを通じた寄

2
返礼品等提供事業者数（累

3
ふるさと納税返礼品等品目

4
附の件数 計） 数（累計）

指標
ふるさと納税ポータルサイトを 返礼品等提供事業者として承認 ふるさと納税返礼品等のポータ

通じた寄附の件数 した事業者数 ルサイトへの掲載品目数

予定 3,200 件 51 社 155 品目
（目標）

4年度
3,102 件 45 社 166 品目

実　績

3年度
2,937 件 44 社 140 品目

実　績

【　　】内は前年度数値

・ふるさと納税（寄附）をした市外在住の希望者に返礼品を贈呈しました。
・返礼品は、市内事業者等から公募しました。
・返礼品の贈呈を伴うふるさと納税は、ポータルサイト等を通じて募りました。
・返礼品の贈呈に伴う費用を除いた額を寄附者の指定に基づく基金へ積立てまし
　た。

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・報酬（会計年度任用職員）　　　７４８千円

　・決済手数料　　　　　　　　１，６３５千円
　・管理代行業務委託料　　　４８，８７５千円
　・ポータルサイト利用料　　　４，２３０千円
　・基金積立金　　　
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となったことにより予算執行率が下がりました。
・健康都市に関する取り組みを広く市民に発信し、一人でも多くの人が自らの

評価課題 　健康について考え、行動できるよう促していくことが必要となります。

決算書ページ
款 02 総務費 項 01 総務管理費 目 09 企画費

97

事業名 03 健康都市推進事業 担当課 総合政策課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

健康都市の考え方について広く啓発を行うとともに、健
194

目　的 康都市関連施策の推進を図ります。
4年度 予算現額

1,036

4年度 決算額・健康都市について、普及啓発を行います。
・健康都市推進に向けて関係部署と調整を図ります。 452
・健康都市連合、同連合日本支部等に参加し、情報の

4年度 財源内訳
　収集、発信に努めます。

国庫支出金 0
※令和４年度は、新型コロナの影響で一部の事業を中止

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 452

5年度 予算額

1,804

活　動　内　容

1
健康都市推進庁内検討会議

2
健康都市推進市民会議開催

3
大和市健康都市シンボルマ

4
健康都市連合関係イベント

開催回数 回数 ーク利用の申請・届出件数 ・会議への参加回数
指標

健康都市推進のための庁内調整 健康都市推進に関する市民によ 健康都市シンボルマークの利用 健康都市連合、同連合日本支部

を行う会議の開催回数 る会議の開催回数 の際に必要な申請・届出の件数 の総会・大会等への参加回数

予定 2 回 2 回 30 件 1 回
（目標）

4年度
1 回 3 回 19 件 1 回

実　績

3年度
1 回 2 回 14 件 2 回

実　績

【　　】内は前年度数値

・健康都市連合に加盟する都市間のネットワークを通じて、施策の情報交換、
　意見交換を行いました。
・関係部署と調整を図り、健康都市プログラムの進行管理を行いました。
・健康都市啓発イベントやホームページを活用した広報を行い、健康都市に関す
　る情報を発信しました。

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・健康都市イベント関係経費　　　０千円

　・健康都市連合関係経費　　　１２７千円
　・健康都市普及啓発等　　　　３２５千円

・令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の影響で、健康都市やまとフェア
　が中止
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４，５９４千円
　・マイナポータル端末賃貸借料　　　　３，２６４千円　
　・その他　　　　　　　　　　　　　　１，６１９千円　　　　　

・決算額減少の主な理由は、令和３年度に計上していたホームページ再構築委託
　料および公開型地図情報サービス構築委託料について、構築作業の終了に伴
　い、令和４年度に減額したことによるものです。

評価課題 ・電子申請システムにキャッシュレス決済を導入したことで、手数料の支払が必
　要な手続もオンラインでできるようになり、市民の利便性が向上しました。
・飛躍的に進化・普及が進むデジタル技術や、国によるDXの推進など社会情勢の
　変化に的確に対応し、市民にデジタル時代に即した行政サービスを提供できる
　よう、継続的に取組を進める必要があります。
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事業名 08 デジタルサービス運用管理事業 担当課 デジタル戦略課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

各種デジタルサービスの提供を通じて、市民生活の利便
54,912

目　的 性向上を図ります。
4年度 予算現額

23,359

4年度 決算額・アクセシビリティ（利用しやすさ）に配慮してホーム
　ページを公開します。 20,129
・市民がスマートフォンやパソコンを利用して行政情報

4年度 財源内訳
　を円滑に取得できる環境を提供します。

国庫支出金 3,154
・インターネットを利用したオンライン申請の受付な

手段手法 県 支 出 金 0
　ど、行政手続を手軽に行うことができる環境を市民　

地 方 債 0
　に提供します。

そ の 他 0

一 般 財 源 16,975

5年度 予算額

21,338

活　動　内　容

1
ＰＳメール配信回数

2
オンライン可能手続数

3
公開している地図の数

4
指標

ＰＳメールを配信した数 デジタル・ガバメント推進指針 公開型GISサービスにて利用で

に基づくオンライン化手続数 きる地図

予定 430 回 71 手続 22 種類
（目標）

4年度
504 回 76 手続 22 種類

実　績

3年度
416 回 53 手続 21 種類

実　績

【　　】内は前年度数値

各種デジタル技術を活用した行政サービスを提供しました。
＜事業内容＞
　・電子申請システムへのキャッシュレス決済機能の追加、LINEサービスの構築
　・ホームページ、メール配信サービス及び施設予約システム等の運用管理
＜決算額の内訳＞

具体的 　・電子申請キャッシュレス導入委託料　１，３２０千円
内 容 　・LINEサービス構築委託料　　　　　　　　９２４千円

　・ホームページ保守管理委託料    　　３，８５４千円
　・メール配信サービス使用料　　　　　２，９７０千円
　・公開型GISサービス使用料　　　　　 １，５８４千円
　・施設予約システム使用料　　　　　　
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国際

千円
　・講師派遣手数料　　　　　　０千円
　・情報誌作成委託　　　　　９６千円

・デートＤＶ未然防止として実施している中学生対象のデートＤＶセミナーにつ
　いて市内中学校への周知に努めた結果、中学校での実施回数が増加しました。
・普及啓発活動の実施内容について、効果的な手法を適宜検討していくととも

評価課題 　に、幅広く市民の理解促進につながるような事業展開を行う必要があります。

・
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事業名 13 男女共同参画意識啓発事業 担当課

3年度 決算額 (以下単位:千

男

円)

男女共同参画の意識の浸透・向上を図ります。
168

目　的
4年度 予算現額

435

4年度 決算額・男女共同参画に係る意識を効果的に浸透、向上させる
　ことができる場と機会をより多く提供します。 238
・行政と市

女

民が一体となり、市民の視点を取り入れた、
4年度 財源内訳

　男女共同参画意識啓発事業の展開を図ります。
国庫支出金 0

・あらゆる分野で市民が男女共同参画の視点が持てるよ
手段手法 県 支 出 金 0

　う、広報啓発活動の充

共

実を図ります。
地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 238

5年度 予算額

438

活　動　内　容

1
啓発事業の開催回数

2
セミナー等の参加者数

3
情報誌の年間発行部数

4
指標

キャンペーンやセミナー、パネ 男女共同参画意識啓発のため

同

講 情報誌「わくわく」の発行部数

ル展の開催回数 座等の参加者数

予定 4 回 50 人 4,000 部
（目標）

4年度
3 回 0 人 3,500 部

実　績

3年度
2 回 0 人 4,000 部

実　績

【　　】内は前年度数値

市民及び職員に対し、男

参

女共同参画に係る意識を啓発するためのキャンペーン・
パネル展の開催及び情報誌の発行を行いました。
　・キャンペーン（男女共同参画週間・ＤＶ防止）　２回【２回】
　・フォーラム（人権の集いと共催事業）　　　　

画

　０回【０回】
　・市民セミナー　　　　　　　　　　　　　　　　０回【０回】

具体的 　・職員研修（女性のためのキャリアデザイン）　　１回【０回】
内 容 　・男女共同参画情報誌「わくわく」の発行　　　　１回【

課

１回】
　・企業表彰（女性活躍及びワークライフバランス）２社【１社】
　・中学生向けデートＤＶセミナー　　　　　　　　４回【２回】
＜決算額の内訳＞
　・セミナー等講師謝礼　　１２０千円　・その他　　　　２２
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国際

たえるため、国の補助金を活用し

評価課題 　地域日本語教育の体制づくりを充実させました。引き続き、外国人市民の課題
　やニーズに応じた支援体制を構築していきます。

・
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事業名 14 国際化推進事業 担当課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

日本語

男

が母語ではない外国人市民の支援や、日本人市民
11,721

目　的 向けに日本で暮らす外国人市民に関する理解を促進する
4年度 予算現額

よう働きかけ、多文化共生社会の実現を目指します。
15,115

4年度 決算額・

女

(公財)大和市国際化協会と連携して国際化を推進しま
  す。 13,257

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 1,237

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 12,020

5年度 予算額

16,463

活　動　内　容

1
通

共

訳相談件数
2

生活ガイド配布部数
3

協働事業の実施回数
4

指標
国際化協会及び市役所において （スペイン語版・英語版・中国 「つるま読み書きの部屋」開催

、協会の通訳者が対応 語版）

予定 2,300 件 900 部 18 回
（目

同

標）

4年度
2,119 件 874 部 15 回

実　績

3年度
2,394 件 870 部 3 回

実　績

【　　】内は前年度数値

国際化推進事業として、多言語通訳窓口設置、通訳・翻訳ボランティア派遣、  
情報誌やＦＭやまとによる情

参

報提供、外国人市民サミット等を委託しました。
外国人市民支援事業として、日本語学習支援員の配置や、小中学校の児童生徒
への日本語指導、学習支援のコーディネート等を委託しました。
　通訳員による相談件数　　　

画

　　　　　　２，１１９件【２，３９４件】
具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・国際化推進業務委託　　　　　　　　１０，５５３千円

　・外国人市民支援事業委託　　　　　　　２，５６０千円
　・その他　　　　　　　

課

　　　　　　　　　　１４４千円

・国際化協会に委託しているやまと世界料理の屋台村や多文化共生会議等が新型
　コロナウイルス感染症拡大防止のため未実施となりました。
・外国人市民の日本語学習におけるニーズにこ
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国際

　　　　　　　　　　　　　　２千円

・新型コロナウイルス感染症拡大の影響が生じた令和３年度と比較して、令和
　４年度は各事業を中止することなく計画どおり開催したため、令和４年度決
　算額が増加しています。

評価課題 ・大和市平和都市推進事業は、これまで実行委員会のメンバーが中心となって
　多様な平和啓発活動を展開してきました。今後は各事業のデジタル化推進や、
　各事業への、若年層の参加促進に向けた工夫が求められています。

・
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事業名 17 平和都市推進事業 担当課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

各種

男

事業を実施することにより、平和意識の普及及び啓
458

目　的 発を図ります。
4年度 予算現額

1,880

4年度 決算額・多くの市民に平和の尊さ、大切さを考える機会とし　
　て、市民等で組織する大和市平和都市推進事

女

業実行委 1,735
　員会とともに「平和映画上映会」や「パネル展」を実

4年度 財源内訳
　施します。

国庫支出金 0
・ヒロシマ平和学習派遣、語り部の学校派遣などを通し

手段手法 県 支 出 金 0
　て、児童・生徒の平和意識

共

を高めます。
地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 1,735

5年度 予算額

1,725

活　動　内　容

1
実施事業数（含む定例会）

2
語り部の派遣事業

3
語り部の講話を記録に残す

4
事業

指標
平和都市推進事業の実施回数 学校からの求

同

めに応じた語り部 戦時体験の講話を記録に残す事

の派遣した回数 業実施回数

予定 13 回 10 回 1 回
（目標）

4年度
11 回 7 回 1 回

実　績

3年度
12 回 6 回 1 回

実　績

【　　】内は前年度数値

＜主な事業内容＞
　・平和啓発イ

参

ベント
　・パネル展　　　　　　　　　　：入場者数     　   ６６２名【７４１名】
　・戦時体験講演会　　　　　　　：入場者数            ７７名【　７１名】
　・語り部の講話を記録に残す事

画

業：戦時体験講話を収録    ３名【　　３名】
具体的 　・語り部を学校に派遣する事業　：小学校５・中学校２　計７校【　　６校】
内 容 　・ヒロシマ平和学習派遣事業　　：参加者数　　　小中学生４名【　　２名

課

】
＜決算額の内訳＞
　・平和都市推進事業実施委託料　　　　　１，３３５千円
　・旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６８千円
　・日本非核宣言自治体協議会　負担金　　　　　３０千円
　・消耗品費　　　　
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国際・

決算書ページ
款 02 総務費 項 01 総務管理費 目 09 企画費

99

事業名 19 外国人避難民受入事業 担当課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

男

祖国からの避難を余儀なくされた方への支援を行います
0

目　的 。
4年度 予算現額

109

4年度 決算額・避難民に対して、国等からの支援情報を速やかに提供
　するとともに、それぞれのケースに応じた支援を実施 109
　

女

していきます。
4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 11

一 般 財 源 98

5年度 予算額

170

活　動　内　容

1
避難民支援回数

2 3 4
指標

ウクライナ避難民が生活するう

えで種々の支援を行った回数

共

予定 61 回
（目標）

4年度
160 回

実　績

3年度
0 回

実　績

【　　】内は前年度数値

ウクライナ避難民に対して、種々の支援を行いました。
　・支援回数　１６０回
＜決算額の内訳＞
　・避難民受入用消耗品　　　　１０８

同

千円
　・調整、打ち合わせによる旅費　　１千円　

具体的

内 容

・ウクライナ避難民世帯にヒアリングしたところ、本市の支援については満足し
　ている、感謝しているとのことであり、今後もそれぞれ寄り添って、生活支

参

援
　を継続していきます。

評価課題 ・ウクライナ避難民受入れから１年以上経過しましたが、ウクライナ情勢は依然
　として不透明であり、国の施策を含め、ウクライナ避難民の方々を取り巻く状
　況の変化を注視していく

画

必要があります。

課
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ティア情報を手に取ることができるよう、更なる情報提供に努めていきます。
・市民活動センターと連携して協働事業等提案制度の周知に努めるとともに、提

評価課題   案しやすい環境づくりを検討していく必要があります。
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事業名 02 市民活動推進事業 担当課 市民活動課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

「新しい公共を創造する市民活動推進条例」の運用によ
1,022

目　的 り、市民活動を活発にします。
4年度 予算現額

1,407

4年度 決算額・協働事業提案を募集し、推進していきます。
・新しい公共を創造する市の施策や計画等に関する意見 821
　提案を受け課題解決を図ります。

4年度 財源内訳
・協働推進庁内検討会議及び協働推進会議を開催し、協

国庫支出金 0
　働事業の推進及び啓発を行います。

手段手法 県 支 出 金 0
・市民等が行う市民活動への支援、周知を行い、市民事

地 方 債 0
　業の裾野を広げます。

そ の 他 0

一 般 財 源 821

5年度 予算額

1,469

活　動　内　容

1
ＮＰＯ法人数

2 3 4
指標

ＮＰＯ法人の設立数

予定 75 法人
（目標）

4年度
66 法人

実　績

3年度
65 法人

実　績

【　　】内は前年度数値

＜事業内容＞
　・協働事業等提案募集要領に基づき協働事業等提案制度を実施しました。
　・採択された協働事業：２事業【８事業】
　・公共の場の確保（公開プレゼンテーションを実施）
　・やまとボランティア総合案内所の運営：登録者４３９人、延べ１０日

具体的 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【登録者４８４人、延べ０日】
内 容 　　※日数は、担当課窓口とは別の場所に、やまとボランティア総合案内所を

　　　出張して設置した日数です（月イチ学園祭に出張）。
　・新しい公共を支える市民活動補償制度の運用：対象者数　０人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【対象者数　０人】
＜決算額の内訳＞
　・新しい公共を支える市民活動保険料　４２３千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　３９８千円  　　

・市民活動への入り口となるボランティアについて、身近な場所で気軽にボラン
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ギウスに移転し

評価課題 　ていますが、引き続き、より多くの市民、団体に活用いただけるよう周知を図
　るとともに、更なる事業の展開と充実を図っていきます。
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事業名 05 市民活動センター管理運営事業 担当課 市民活動課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

社会資源の充実を図るための市民活動の拠点として設置
7,017

目　的 された市民活動センターの管理運営を行います。
4年度 予算現額

6,821

4年度 決算額・市民活動センターを市民活動団体との協働で管理運営
　します。 6,817
・ＮＰＯ団体等を支援する組織として助言、コーディ　

4年度 財源内訳
　ネートを行います。

国庫支出金 0
・市民活動に関する情報の収集及び提供を行います。

手段手法 県 支 出 金 0
・社会資源の創出及び発信を行います。

地 方 債 0
・市民活動団体と市の交流、情報共有を推進します。

そ の 他 0
・ボランティア支援ネットワークの拠点として位置づけ

一 般 財 源 6,817
　ます。

5年度 予算額

6,821

活　動　内　容

1
市民活動センター利用登録

2 3 4
団体数

指標
市民活動センターを利用して活

動している団体数

予定 200 団体
（目標）

4年度
168 団体

実　績

3年度
156 団体

実　績

【　　】内は前年度数値

「拠点やまと」との協働事業として、市民活動センター管理運営を行いました。
＜市民活動センター事業年間実績＞
　・会議室利用　　　８０８件【７１０件】
　・印刷機利用　　　１６４件【１４２件】
＜主な実施事業＞

具体的 　・共育セミナーの開催　３回【　４回】
内 容 　・カッコーフェスタ２０２２を開催　４５団体参加【コロナ禍で中止】

＜決算額の内訳＞
　・市民活動センター管理運営事業負担金　６，６９６千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　１２１千円

・市民活動センターは、市民活動団体との協働事業で運営しており、共に育ちあ
　える場として、市民活動の広がりや交流を積極的に進めました。
・市民活動センターは、平成３０年４月から市民活動拠点ベテル
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員手当等　　　　　　　　３，０４７千円
　・その他 　　　　　　　　　 ３，１２２千円

・市民の日常生活での様々な悩みや困りごとに対し、身近な相談窓口として、
　市民相談員が丁寧な聞き取りを行い、相談内容に応じて、適切な相談先の案内
　ができています。

評価課題 ・今後も刻一刻と変わる社会情勢に対応できるように、相談技術の向上を図ると
　ともに、案内先である各団体との連携強化に努めてまいります。
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事業名 06 市民相談支援事業 担当課 市民相談課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

・日常生活での様々な悩みや困りごとの相談に応じると
23,174

目　的 　ともに、専門的な立場からのアドバイスを行い、市民
4年度 予算現額

　が安心して生活を送ることができる環境を整えます。
25,149

4年度 決算額・日常生活の困りごとや相続等の相談に対応する相談員
　を配置するほか、より専門的な知識が必要な相談窓口 22,713
　を定期に開設して、市民に適切な相談の場を提供しま

4年度 財源内訳
　す。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 22,713

5年度 予算額

26,192

活　動　内　容

1
市民一般相談・女性相談受

2
法律相談受理件数

3
その他の専門相談受理件数

4
法律専門家に引き継ぐ多重

理件数 債務相談受理件数
指標

市民一般相談件数・女性相談件 法律相談件数 その他の専門相談件数 法律専門家に引き継ぐ多重債務

数 相談件数

予定 4,653 件 374 件 332 件 29 件
（目標）

4年度
3,853 件 258 件 248 件 19 件

実　績

3年度
3,916 件 308 件 302 件 13 件

実　績

【　　】内は前年度数値

市民相談受理件数は、４，３７８件でした。
＜実績の内訳＞
　・市民相談員による相談
　　一般相談　　　　　　　　　　 　３，８３６件【３，８９８件】
　　女性相談 　　　　　　　　　　　　　　１７件【 　　 １８件】

具体的 　・専門相談員による相談
内 容 　  法律相談                  　　　　 ２５８件【　　３０８件】

　　その他の専門相談　　　　　 　　　　２４８件【  　３０２件】
　　法律専門家に引き継ぐ多重債務相談 　　１９件【    　１３件】
＜決算額の内訳＞
  ・会計年度任用職員報酬　　１６，５４４千円 
  ・職
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件【２０件】
＜決算書の内訳＞
　・大和市防犯協会補助金　　　　　　　　　　　２３５千円
　・防犯物品購入費、青色防犯パトロール費補助　５５０千円

・刑法犯罪認知件数は平成１５年をピークに減少していますが、さらに減少さ
　せるための効果的な啓発事業、啓発活動について検討する必要があります。

評価課題
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事業名 09 地域防犯活動支援事業 担当課 生活あんしん課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

まちぐるみの防犯活動を活発にします。
1,205

目　的
4年度 予算現額

1,080

4年度 決算額・大和市防犯協会に対し補助金を交付するなど、活動へ
　の支援を行います。 785
・自主防犯活動団体に対し、防犯物品購入費・青色防犯

4年度 財源内訳
  パトロール費・青色防犯パトロール車両購入費の補助

国庫支出金 0
  をします。

手段手法 県 支 出 金 0
・市、警察、市防犯協会、市民、自治会、学校、防犯ボ

地 方 債 0
　ランティア団体等が連携し各団体や地域が協力して防

そ の 他 0
　犯活動を実施します。

一 般 財 源 785

5年度 予算額

1,050

活　動　内　容

1
重点地区防犯キャンペーン

2
大和市防犯協会ニュース配

3
地域防犯活動重点地区事業

4
子ども向け防犯教室開催数

等参加人数 布枚数 数
指標

地域安全活動重点地区における キャンペーンや自治会で配付し 地域安全活動重点地区における 子どもを対象にした防犯教室を

防犯キャンペーン等参加人数 た枚数 防犯関係事業の回数 開催した回数

予定 700 人 4,000 枚 16 回 12 回
（目標）

4年度
250 人 4,000 枚 7 回 14 回

実　績

3年度
110 人 4,000 枚 6 回 4 回

実　績

【　　】内は前年度数値

大和市防犯協会への補助金の交付及び事務局として実施事業を行いました。
また、「大和市自主防犯活動団体補助金交付要綱」に基き防犯活動に必要な経費
の一部を補助しました。
＜事業内容＞
　・市民まつり出店　　　　　　　　　　０回【　０回】

具体的 　・防犯活動パネル展　　　　　　　　　０回【　０回】
内 容 　・地域安全活動重点地区の指定　　中央地区【渋谷西地区】

　・功労者表彰　　　　　　　　　　　　４件【１７件】
　・防犯活動団体への補助金　　　　　　９
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から、各種パトロールや啓発活動を
　より効率的で効果的に行えるよう、検討が必要です。

評価課題
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事業名 10 地域防犯活動推進事業 担当課 生活あんしん課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市民一人ひとりの自主防犯意識の高揚を図ります。
7,459

目　的
4年度 予算現額

8,868

4年度 決算額・青色回転灯装備車両での防犯パトロールを行います。
・市民対象の防犯教室を行います。 7,287
・防犯活動団体への研修、表彰を行います。

4年度 財源内訳
・市民との協働事業による防犯活動を行います。

国庫支出金 0
・防犯に関する各種キャンペーンを、大和警察署、関係

手段手法 県 支 出 金 691
　各団体と協力のうえ実施します。

地 方 債 0
・特殊詐欺対策のための電話機等購入費を補助します。

そ の 他 0

一 般 財 源 6,596

5年度 予算額

8,629

活　動　内　容

1
防犯教室の実施回数

2
協働事業実施回数

3 4
指標

市民を対象にした防犯教室の開 協働事業により開催した事業の

催数 回数

予定 25 回 20
（目標）

4年度
12 回 9

実　績

3年度
5 回 1

実　績

【　　】内は前年度数値

市民や事務所、防犯協会等の関係団体と連携し、防犯活動を推進しました。
＜事業内容＞
　・防犯教室の実施　　　　　　　　　　　　　　　１２回【　　５回】
　・みんなでつくろう安全のまち事業（協働事業）　　９回【　　１回】
　・防犯情報メール配信　　　　　　　　　　　　１５８回【　９０回】

具体的 　・振り込め詐欺防止対策電話機等購入費補助金　３０８件【３０８件】
内 容 ＜決算額の内訳＞

　・負担金（大和・綾瀬地区防犯協会連合会、協働事業）　２，２１０千円
　・振り込め詐欺防止対策電話機等購入費補助金　　　　　２，９９３千円
　・公用車白黑塗装委託料、ＳＯＳアプリ保守委託料　　　１，５４０千円
　・防犯啓発物品、印刷費、保険料、備品その他　　　　　　　５４４千円

・犯罪の手口が年々巧妙になっていること
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事業名 11 防犯灯設置事業 担当課 生活あんしん課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市民が夜間安心して街を歩けるようにします。
46,670

目　的
4年度 予算現額

54,688

4年度 決算額・防犯灯の設置及び維持管理を行っていきます。

52,910

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 52,910

5年度 予算額

56,927

活　動　内　容

1
防犯灯の設置数、器具交換

2
防犯灯総数

3 4
数等

指標
新設、撤去、照度アップした灯 ３月末日現在の防犯灯総数

数（大和駅周辺事業分除く）

予定 50 灯 13,427 灯
（目標）

4年度
86 灯 13,463 灯

実　績

3年度
83 灯 13,377 灯

実　績

【　　】内は前年度数値

既存の防犯灯を適正に維持管理しました。
自治会等の要望を受けＬＥＤ防犯灯を新設しました。
＜事業内容＞
　・防犯灯維持管理　　　　　対象　１３，４６３灯【１３，３７７灯】
　・ＬＥＤ防犯灯借料　　　　対象　　９，６９９灯【　９，６９９灯】

具体的 　・防犯灯設置　　　　　　　新設　　　　　８６灯【　　　　８３灯】
内 容 ＜決算額の内訳＞

　・防犯灯電気料　　　　　　　　　２７，３１６千円
　・ＬＥＤ防犯灯賃借料　　　　　　２１，２５６千円
　・防犯灯設置工事費　　　　　　　　３，５１０千円
　・防犯灯修繕費　　　　　　　　　　　　２７１千円
　・防犯灯管理システム委託（保守、改修）４８４千円
　・その他（保険料、消耗品）　　　　　　　７３千円

・令和７年１月にＬＥＤ防犯灯賃貸借契約（１０年リース）が切れるため、
　維持管理の手法について検討が必要です。

評価課題
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　・自治会活性化事業（ラジオ体操）奨励金　３０自治会【　　　２６自治会】
＜決算額の内訳＞　
　・備品購入費（コミュニティ助成）　　２，０４０千円
  ・自治会連絡協議会事業費補助金　　１２，３２３千円
　・賃借料補助金　　　　　　　　　　　１，７６８千円
　・自治会掲示板設置改修費補助金　　　３，３８５千円
  ・自治会活性化事業（ラジオ体操含む）　　５００千円

・自治連及び自治会への支援により、自治会活動の活性化が図られています。
・自治連と協力し自治会加入率の向上を目指し、地域コミュニティの醸成や地域
　における連帯感を高めることによって、自治会組織の活性化につなげます。

評価課題 ・自治会活動活性化事業（ラジオ体操事業奨励金）の活用を促し、自治会活動の
　活性化と自治会加入率の向上を目指します。
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事業名 12 自治会活動支援事業 担当課 生活あんしん課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市民の積極的なコミュニティ活動への参加を図ります。
16,803

目　的
4年度 予算現額

22,720

4年度 決算額・事業費等補助金の交付、事務局の設置場所や会議室等
　の場の提供など、大和市自治会連絡協議会（自治連） 20,016
　への支援を行います。

4年度 財源内訳
・コミュニティ助成事業備品の購入、自治会館の賃貸借

国庫支出金 0
　に係る費用等の一部補助、ラジオ体操事業奨励金の交

手段手法 県 支 出 金 0
　付、自治会加入パンフレット配布などによる自治会加

地 方 債 0
　入促進など、自治会への支援を行います。　　

そ の 他 2,000
・自治会活動の充実と活性化を図るため、自治連と協力

一 般 財 源 18,016
　して、各自治会の取り組みなどを調査研究します。

5年度 予算額

31,081

活　動　内　容

1
自治連の会議の開催回数

2
自治連の会報の発行回数

3
自治会加入パンフレットの

4
配布枚数

指標
総会、部会、三役会、理事会等 会報「自治連やまと」の発行回 市窓口、宅建協会員（不動産会

数 社）等での配布枚数

予定 36 回 2 回 10,000 枚
（目標）

4年度
29 回 2 回 11,951 枚

実　績

3年度
31 回 2 回 11,626 枚

実　績

【　　】内は前年度数値

＜事業内容＞自治連及び自治会事業を支援しました。
　・コミュニティ助成事業備品　　　　　２，０４０千円【　　　　　０千円】
　・自治連事務局職員の人件費補助　　１２，３２４千円【１１，４６６千円】
　・自治会館土地・家屋賃借料の一部を補助　１６自治会【　　　１７自治会】
　・自治会館掲示板の新設・改修等　　　　　　　４１基【　　　　　３３基】

具体的 　・自治会活性化事業を補助　　　　　　　　　　２団体【　　　　　１団体】
内 容
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事業名 13 自治会活動推進事業 担当課 生活あんしん課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

自治会活動を活発にします。
32,281

目　的
4年度 予算現額

28,120

4年度 決算額・大和市配布物等事務委託契約を大和市自治会連絡協議
　会（自治連）と締結し、自治会の役割を明確にしてい 27,390
　きます。

4年度 財源内訳
・自治連での定例会を通じ、情報交換を行います。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 27,390

5年度 予算額

28,662

活　動　内　容

1
「市事務委託契約」による

2
各種委員及び指導員等の推

3 4
委託業務数 薦

指標
年間市事務委託件数 各自治会からの推薦委員数

予定 60 件 400 人
（目標）

4年度
59 件 344 人

実　績

3年度
49 件 356 人

実　績

【　　】内は前年度数値

配布物事務委託契約の締結により、市と自治会のそれぞれの役割分担を明確にし
て、効率的かつ効果的に自治会活動の推進を行いました。
＜事業内容＞　　　　　　　　　
　・１回あたり広報配布数　（年１２回）　６８，０５０枚　
　　　　　　　　　　　　　【年１８回　　６８，７７５枚】

具体的 　・自治会加入世帯数（４月１日時点）　　６８，０５０世帯
内 容 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【６８，７７５世帯】

＜決算額の内訳＞
　・配布物等事務委託　　２６，０８９千円
　・事業系ごみ袋の配布　　１，２５６千円
　・永年表彰　　　　　　　　　　４５千円

・市が自治連に配布物を委託することにより、地域のコミュニケーションが活性
　化され、地域コミュニケーションの醸成に繋げることができました。
・自治会加入世帯の増加と自治会組織の強化に繋がる各種施策に取り組み、低下

評価課題 　する自治会加入率の向上を図る必要があります。
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　　　　　　　　　４，３９７千円　　　　　　　　
　・施設修繕費　　　　　　　　　　　　　１０，６７９千円
　・証紙売捌手数料　　　　　　　　　　　　　　９１５千円
　・その他（清掃、保険料、草刈、消耗品）　１，１０３千円　

・コロナウイルスによる制限が緩和され、利用件数・利用者数が回復傾向にあり
　ます。
・各会館とも経年による施設の劣化が目立っており、修繕費の増加が見込まれま

評価課題 　す。
・社会状況等の変化をふまえ、管理運営方法の見直しを行う必要があります。
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事業名 15 コミュニティセンター管理運営事業 担当課 生活あんしん課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市内コミュニティセンター２０館の適切な管理運営を行
132,389

目　的 います。
4年度 予算現額

136,689

4年度 決算額・市内に２０館あるコミュニティセンターについて、各
　会館の管理運営委員会と協定を締結し、指定管理者制 130,832
　度により施設維持管理及び事業を実施します。

4年度 財源内訳
・各会館管理運営委員会会長から成る管理運営協議会を

国庫支出金 0
　組織し、管理運営に関する各管理運営委員会との連絡

手段手法 県 支 出 金 0
　調整を図ります。

地 方 債 0

そ の 他 8,317

一 般 財 源 122,515

5年度 予算額

137,992

活　動　内　容

1
管理運営協議会役員会等実

2
ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ管理運営委員会

3
ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ管理指導員会議

4
施設修繕件数

施回数 会長の会議実施回数 実施回数
指標

２０館をまとめる管理運営協議 ２０館をまとめる管理運営協議 ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ管理指導員による連 施設を修繕した件数

会の役員会等実施回数 会の会長会実施回数 絡調整会議の実施回数

予定 4 回 4 回 4 回 40 件
（目標）

4年度
3 回 4 回 2 回 35 件

実　績

3年度
4 回 5 回 1 回 36 件

実　績

【　　】内は前年度数値

指定管理者制度による施設維持管理及び事業を実施することで、効率的かつ効果
的に会館の運営を行いました。
＜事業内容＞
　年間総利用者数（２０会館）　　　１６４，７１９人【１２８，２９７人】
　平均利用者数（１会館あたり）　　　　８，２３６人【　　６，４１５人】

具体的 ＜決算額の内訳＞　　
内 容 　・指定管理料　　　　　　　　　　　　　９２，９１８千円

　・施設保守点検委託料　　　　　　　　　２０，８２０千円　　　　　　
　・用地賃借料　　　　　
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事業名 17 大和駅周辺防犯特別対策事業 担当課 生活あんしん課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

大和駅周辺の防犯対策を強化し、イメージアップを図り
1,039

目　的 ます。
4年度 予算現額

7,949

4年度 決算額・「大和市客引き行為、つきまとい行為等の防止に関す
　る条例」に基づき、大和警察署と協力し指導、警告等 5,182
　を実施します。

4年度 財源内訳
・大和駅周辺の街頭防犯カメラを増設します。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 5,182

5年度 予算額

2,961

活　動　内　容

1
街頭防犯カメラの新設数

2 3 4
指標

大和駅周辺への街頭防犯カメラ

の新設数

予定 2 台
（目標）

4年度
2 台

実　績

3年度
0 台

実　績

【　　】内は前年度数値

大和駅周辺の体感治安向上と犯罪抑止のため、街頭防犯カメラを設置しました。
＜事業内容＞
　・街頭防犯カメラ設置　　　　２台（２箇所）【０台（０箇所）】
＜決算額の内訳＞
　・街頭カメラ設置工事設計監理委託　　　　７８１千円

具体的 　・街頭カメラ設置工事　　　　　　　　４，４００千円
内 容 　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　１千円

・客引き行為については夜間パトロール等により成果が出ていますが、他市での
　取組みを参考にさらに体感治安向上する効果的な手段手法について検討する
　必要があります。

評価課題
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た、中学生人権作

評価課題 　文コンテスト表彰式の実施、さらに入賞作品のパネル展示をすることで、市内
　中学生と市民に人権を考える機会を提供しました。

・
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事業名 18 人権啓発事業 担当課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

男

人権尊重の重要性を認識し、人権意識の普及高揚を図り
1,643

目　的 ます。
4年度 予算現額

2,150

4年度 決算額・人権週間に関連した啓発事業を開催します。
・市内小中学校向けに人権教室を開催します。 1,85

女

7
・中学生人権作文・ポスターコンテストを実施します。

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 356

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 1,501

5年度 予算額

2,020

活　動　内　容

1
人権教室開催数

2
人権作文コン

共

テスト応募者
3

人権啓発資料配布実施回数
4

数
指標

市内小中学校向けに人権教室を 市内中学生の人権作文を募集し 街頭などにおいて人権に関する

開催します。 ます。 啓発資料を配布します。

予定 4 回 650 人 4 回
（目標）

4

同

年度
4 回 667 人 6 回

実　績

3年度
1 回 556 人 4 回

実　績

【　　】内は前年度数値

多くの市民が人権について理解を深め、考える機会を提供できるよう、人権擁護
委員とともに啓発活動を実施しました。
　・ＦＭラジオス

参

ポット広告　　　　　　　　　７回【７回】
　・人権教室　　　　　　　　　　　　　　　　４回【１回】
　・中学生人権作文コンテスト・ポスター募集　１回【１回】

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・中学生人権作文報

画

償費　　　　　　　　８０千円
　・啓発資料及び啓発用品　　　　　　　８９６千円
　・ＦＭラジオスポット広告制作委託費　　６９千円
　・人権団体負担金　　　　　　　　　　７００千円
　・その他　　　　　　　　　

課

　　　　　１１２千円

・多様性を尊重する社会の実現を目指し、職員、市民、市内小中学校、関係団体
　に理解を深めるためのリーフレット等を配布しました。
・市内小学生に向けては人権教室の実施で周知啓発に努め、ま
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事業名 19 人権相談支援事業 担当課

3年度 決算額 (以下単位:千

男

円)

人権問題の解決を図ります。
271

目　的
4年度 予算現額

272

4年度 決算額・法務大臣より委嘱された人権擁護委員が人権相談を受
　付けます。 270

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他

女

0

一 般 財 源 270

5年度 予算額

272

活　動　内　容

1
人権問題全般の相談開設数

2 3 4
指標

人権擁護委員による当該年度相

談開設数

予定 23 日
（目標）

4年度
23 日

実　績

3年度
23 日

実　績

【　　】内は前年度数値

・人

共

権擁護委員による各種人権相談を行いました。
・大和市人権擁護委員会に対して補助金を交付しました。
＜事業内容＞
　・大和市人権相談　　　　　　　　　　　　２３回【２３回】
　　（第２、４木曜日午後１時３０分か

同

ら午後４時）
具体的 　・横浜地方法務局 厚木支局 常設当番　　　　８回【８回】
内 容 　　（毎週木曜日午前９時３０分から午後４時３０分または午前１０時から

　　　午後５時）
　・横浜地方法務局 本局 集約相談

参

当番　　　　８回【１２回】
　　（平日午前８時３０分から午後５時１５分）
＜決算額の内訳＞
　・大和市人権擁護委員会補助金　　　　２７０千円

・令和５年度から現行の電話相談に加え、対面での人権相談窓口を再開し

画

ます。
　また、対面や電話による相談に抵抗がある市民に対して、ＳＮＳによる人権相
　談のご案内をすることで、幅広い相談ニーズに応えていきます。

評価課題 ・多様化する人権課題に対応できるよう、引き続き人権擁護

課

委員と連携し、相談
　窓口の周知に努めます。
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音被害をはじめとする厚木基地の諸問題について、市単独はもとより
　県や周辺市とも連携しつつ、国や米側に対して要請活動を行いました。
・国の安全保障政策や米軍の動向など、厚木基地に関連する国内外の情報収集や

評価課題 　調査研究を行いました。
・市民からの航空機騒音に関する問い合わせに対し、丁寧な対応に努めました。

決算書ページ
款 02 総務費 項 01 総務管理費 目 11 基地対策費

99

事業名 01 基地対策渉外・要請等活動事業 担当課 基地対策課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

航空機騒音、安全対策など諸問題の改善、解決を図りま
135

目　的 す。また、厚木基地に関わる現状や市の取り組みについ
4年度 予算現額

て情報を提供します。
597

4年度 決算額・市独自の渉外事務として、国や米軍等との連絡・調整
　や情報収集等を行うとともに、苦情の対応・処理、国 216
　や米軍等への要望・要請を行います。また、県及び関

4年度 財源内訳
　係市とも連携して要請等の活動を行います。

国庫支出金 74
・ホームページなどを通じて情報提供を行います。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 142

5年度 予算額

612

活　動　内　容

1
国、米軍への要請等実施回

2
神奈川県基地関係県市連絡

3
厚木基地騒音対策協議会会

4
数 協議会会議等回数 議等回数

指標
航空機騒音や事故等に関する要 定例会等の実施回数 幹事会等の実施回数

請実施回数

予定 8 回 7 回 6 回
（目標）

4年度
8 回 7 回 5 回

実　績

3年度
7 回 4 回 5 回

実　績

【　　】内は前年度数値

・市独自の活動はもとより県や関係市とも連携しつつ、国や米軍等に対して、　
　交渉・要請活動等を行いました。
・厚木基地に関わる現状、本市の取り組みを市のホームページなどで情報提供　
　しました。
＜事業内容＞

具体的 　・厚木基地に関する情報の収集や調査・研究
内 容 　・県や周辺市から構成される神奈川県基地関係県市連絡協議会や厚木基地騒音

　　対策協議会などを通じて行う要請などの活動
　・厚木基地に関わる現状、本市の取り組みについて、市のホームページや広報
　　やまとなどで情報提供
＜決算額の内訳＞
　・各種協議会にかかる負担金　　　５０千円　・その他　　７５千円　　
　・交渉、要請活動にかかる旅費　　９１千円　

・航空機騒
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事業名 02 大和市基地対策協議会活動支援事業 担当課 基地対策課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市民、議会、行政の代表から組織される協議会を通じて
1,200

目　的 厚木基地に起因する諸問題の解決を図ります。
4年度 予算現額

1,000

4年度 決算額・協議会への補助金を交付します。
・協議会の運営及び諸活動の支援を行います。 1,000
※令和４年度は、新型コロナの影響で（一部）の事業手

4年度 財源内訳
法を変更

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 1,000

5年度 予算額

1,000

活　動　内　容

1
国、米軍等への要望等の実

2
総会等活動日数

3
部会、実行委員会活動日数

4
施回数

指標
基地諸問題解決に向けた要望等 総会を開催した回数 部会、実行委員会を開催した回

の実施回数 数

予定 1 回 1 回 3 回
（目標）

4年度
1 回 1 回 3 回

実　績

3年度
1 回 1 回 3 回

実　績

【　　】内は前年度数値

大和市基地対策協議会に対して補助金を交付しました。
＜事業内容＞
　・総会、部会、実行委員会の開催
　・厚木基地に関連した情報の収集
　・厚木基地に起因する諸問題の解決に向けた国や米側への効果的な要請等

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・大和市基地対策協議会補助金　　１，０００千円

・厚木基地の早期返還と基地対策の抜本的改善を図るという目標の下に、空母
　艦載機の着陸訓練を厚木基地で決して実施しないことや、騒音対策及び安全
　対策等の徹底などを国や米側に対して要請しました。

評価課題 ・防衛省が行う住宅防音事業について、助成対象を拡大し、早期に事業を完了
  させるなど、基地周辺対策を拡充し、市民負担を軽減するよう国に要請しま
  した。
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事業名 03 騒音測定事業 担当課 基地対策課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

航空機騒音被害の状況を把握し、厚木基地に関連した航
5,607

目　的 空機騒音問題解決の一助とします。
4年度 予算現額

5,485

4年度 決算額・市内５地点に設置した測定器により、常時、航空機騒
　音測定を行い、データの収集分析を行います。 5,478

4年度 財源内訳

国庫支出金 576

手段手法 県 支 出 金 387

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 4,515

5年度 予算額

4,283

活　動　内　容

1
騒音測定日数

2
騒音測定箇所

3 4
指標

自動記録騒音計により騒音測定 自動記録騒音計の設置箇所数

を実施した日数

予定 365 日 5 地点
（目標）

4年度
365 日 5 地点

実　績

3年度
365 日 5 地点

実　績

【　　】内は前年度数値

市内５地点に設置した測定器による航空機騒音測定データの収集と分析を行い
ました。
＜測定器の設置箇所＞
　・厚木基地の滑走路から
　　北３ｋｍ、北２ｋｍ、北１ｋｍ、東８００ｍ、南５００ｍの各地点

具体的 ＜決算額の内訳>
内 容   ・騒音測定器等リース料　　　３，９７２千円

  ・騒音測定専用回線使用料等　　　５６０千円
　・騒音計等保守管理委託　　　　　８０９千円
　・その他　　　　　　　　　　　　１３７千円

・市内５地点に設置した自動記録騒音計により、２４時間３６５日航空機
　騒音測定を行いました。
・収集したデータは、課内で分析、研究を行い、要望、要請活動等のための

評価課題 　基礎資料などとして活用しました。
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整理を着実に進め、令和４年度は市内旧家が保存する古文書等の歴史資料
　を複写製本するなど、将来に向けた保存と利活用に備えることができました。
・市内各家が所蔵・保管している歴史的公文書を網羅的に把握してから２０年近

評価課題 　く経過していることから、今後は、各家での保管状況を確認し、保護の緊急度
　が高い資料については、優先的に対応していく必要があります。

決算書ページ
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事業名 02 地域歴史資料整理・保存事業 担当課 文化振興課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

地域の歴史的資料を市民共通の財産として将来にわたり
1,224

目　的 引き継ぐとともに、活用可能な状態とします。
4年度 予算現額

1,813

4年度 決算額・中性紙の封筒・箱に収納するとともに、目録を整備し
　ます。 1,747
・保存と活用のためマイクロフィルムなどへ媒体変換　

4年度 財源内訳
　(複製作成)します。

国庫支出金 0
・歴史的資料が欠けている分野と時期については、資料

手段手法 県 支 出 金 0
　を補完するため、聞き取り調査を実施します。

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 1,747

5年度 予算額

1,922

活　動　内　容

1
マイクロフィルム撮影コマ

2
製本数

3
史料の記録作業等件数

4
数

指標
資料をマイクロフィルム撮影し 各資料を保存のため製本した冊 記録と保存作業（整理・目録化

たコマ数 数 ・点検・分類）を行った件数

予定 4,000 コマ 30 冊 200 件
（目標）

4年度
3,852 コマ 35 冊 350 件

実　績

3年度
3,462 コマ 30 冊 123 件

実　績

【　　】内は前年度数値

地域の歴史資料を長期にわたり安寧に保存・活用できるよう、資料の目録化およ
び翻刻を行うとともに、マイクロフィルムなどへの媒体変換を実施しました。
＜資料の目録化・製本・媒体変換＞
　・翻刻・目録化　　　　　　　３５０点【　　　１２３点】
　・資料製本　　　　　　　　　　３５冊【　　　　３０冊】

具体的 　・マイクロフィルム化　３，８５２コマ【３，４６２コマ】
内 容 ＜決算額の内訳＞

　・会計年度任用職員報酬　　　１２７千円
　・資料整理謝礼　　　　　　　７９１千円　
　・資料の製本費用　　　　　　　８５千円
　・マイクロフィルム化費用　　６１４千円
　・資料保存用品等、その他　　１３０千円

・資料

－43－



　　　　　　４，３１６千円（繰越明許）

・『大和市の災害史』は編集・校正に１年近くの時間がかかるため、印刷製本の
　契約を令和３年度に行い、印刷製本費４，３１６千円を翌年度に繰越明許した
　ため、令和４年度の決算額が増加しました。

評価課題 ・『大和市の災害史』については、有史以前の噴火災害から新型コロナウイルス
　感染症まで、市域の災害についての資料や市の災害対策等を紹介し、知識習得
　の機会を提供しました。また、防災意識の啓発にも寄与できたと考えます。
・在庫切れの図書については、デジタルデータによる情報提供方法について検討
　する必要があります。

決算書ページ
款 02 総務費 項 01 総務管理費 目 12 市史編さん費

101

事業名 03 大和市市史編集発刊事業 担当課 文化振興課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市域の歴史についての基礎的な資料・記録・資料評価に
3,834

目　的 関する歴史情報を提供し、市民が地域の歴史探求を行う
4年度 予算現額

際の情報提供を行います。
7,501

4年度 決算額・専門家による市域の歴史事象に関する論文等を掲載し
　た『大和市史研究』を隔年で発行します。 5,961
・市域の歴史資料について解説を加えた『大和市史資料

4年度 財源内訳
　叢書』を発行します。

国庫支出金 0
・令和４年度に大和市域の災害の歴史についてまとめた

手段手法 県 支 出 金 0
　『大和市の災害史』を発行します。

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 5,961

5年度 予算額

1,533

活　動　内　容

1
『大和市史研究』発行回数

2
『大和市史資料叢書』発行

3
『大和市の災害史』発行回

4
回数 数

指標
『大和市史研究』は隔年で発行 『大和市史資料叢書』は隔年で 『大和市の災害史』は令和4年

しています。 発行しています。 度に発行します。

予定 1 回 0 回 1 回
（目標）

4年度
1 回 0 回 1 回

実　績

3年度
0 回 1 回 0 回

実　績

【　　】内は前年度数値

市域の災害の歴史をまとめた『大和市の災害史』と、専門家による市域の歴史事
象に関する論文等を掲載した『大和市史研究第４３号』を発行しました。
＜事業内容＞
　・大和市の災害史（Ａ５判　６００ページ）　　　発行部数　１，２００部
　・大和市史研究第４３号（Ａ５判　８０ページ）　発行部数　　　８００部

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・会計年度任用職員報酬　　　　　　　　８１９千円

　・歴史資料調査指導委員謝礼　　　　　　２７０千円
　・印刷製本（市史研究）　　　　　　　　２２５千円
　・旅費、消耗品、通信運搬費その他　　　３３１千円
　・印刷製本（災害史）　
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ナの収束傾向に伴い、一般、地域、小中学校・幼稚園等向けの交通安
　全教室を従来どおり開催し、啓発を実施します。
・自転車保険については、現行の自転車総合保険が廃止され傷害総合保険に移行

評価課題 　することに伴い、保険料の単価が上昇する見込みであり、事業費の増額が想定
　されます。

決算書ページ
款 02 総務費 項 01 総務管理費 目 14 交通安全対策費

101

事業名 01 交通安全啓発事業 担当課 道路安全対策課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

交通安全意識を高め、事故を抑制します。
24,338

目　的
4年度 予算現額

30,717

4年度 決算額・交通安全教室等を実施します。
・自転車運転免許証及び認定証を交付し、保険加入の推 26,162
　進やＴＳマーク助成、ヘルメット助成を行います。

4年度 財源内訳
・新入学児童に黄色い帽子を配布します。

国庫支出金 0
・交通安全要望対策を行います。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 26,162

5年度 予算額

30,044

活　動　内　容

1
交通安全教室等開催回数

2
交通安全教室等参加人数

3
ＴＳマーク助成件数

4
幼児・児童用自転車ヘルメ

ット助成件数
指標

市で開催する教室等の開催回数 市で開催する教室等ののべ参加 ＴＳマーク助成申請件数 幼児・児童用自転車ヘルメット

人数 助成申請件数

予定 200 件 20,000 人 150 件 200 件
（目標）

4年度
170 件 18,503 人 78 件 96 件

実　績

3年度
125 件 13,846 人 76 件 75 件

実　績

【　　】内は前年度数値

・コロナ禍からの回復傾向の中、対策を取りつつ交通安全教室等を実施すること
　により、交通ルールやマナーの意識高揚を図りました。
・ＴＳマーク助成や自転車保険に加入しました。
＜事業内容＞
　・交通安全教育員の配置、交通安全教室の実施

具体的 　・ＴＳマーク、幼児・児童用自転車ヘルメット助成
内 容   ・自転車保険の加入推進、歩きスマホ防止の意識啓発

　・交通安全要望対策等
＜決算額の内訳＞
　・会計年度任用職員報酬　　　　　　６，０４３千円
　・自転車保険　　　　　　　　　　１４，７１７千円
　・ＴＳマーク、ヘルメット助成金　　　　２６８千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　５，１３４千円

・新型コロ
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事業名 04 放置自転車対策事業 担当課 道路安全対策課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

駅周辺に自転車等が放置されることを防止することによ
35,691

目　的 り、良好な生活環境を維持し、併せて災害時における活
4年度 予算現額

動スペースを確保します。
37,010

4年度 決算額・駅周辺の自転車等の放置を防ぐため、適正駐輪の指導
　活動を実施します。 35,927
・自転車等放置禁止区域に放置されている自転車等の移

4年度 財源内訳
　動、保管、返還を行います。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 1,401

一 般 財 源 34,526

5年度 予算額

37,333

活　動　内　容

1
適正駐輪指導数

2
放置自転車等の移動台数(

3
放置自転車等台数(日・平

4
放置禁止区域内) 均)

指標
放置自転車・バイクへの年間指 年間移動台数 放置されていた自転車等の台数

導札貼付数

予定 25,000 枚 500 台 20 台
（目標）

4年度
22,155 枚 443 台 18 台

実　績

3年度
23,153 枚 351 台 17 台

実　績

【　　】内は前年度数値

駅周辺における放置自転車等の削減に努めました。
＜事業内容＞
  ・市内全域で放置、駐輪環境、安全対策全般に携わる交通安全巡視員の配置
　・大和駅を除く各駅周辺で指導警告を行う駅前常駐指導員の配置
　・交通安全に係る標識、看板や放置自転車等保管所の管理

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・交通安全巡視員報酬　　　１９，７４１千円

　・駅前常駐指導業務委託　　　８，７９０千円
　・その他　　　　　　　　　　７，３９６千円

・通勤、通学等による駅周辺の放置自転車は減少傾向です。
・自転車の放置を防止するため、交通安全巡視員等の立哨及び巡視や放置自転車
　への警告、移動等を粘り強く継続していきます。

評価課題
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千円
　・その他　　　　　　　　７２３千円

・毎年３月に開催しているさくら文芸祭では、文芸作品の公募展と併せて、音楽
　鑑賞ができるコンサートを同時開催することにより、複数の文化芸術に触れら
　れる機会を創出できました。

評価課題 ・今後は、教育や産業、観光等、他の分野との連携を図りながら、市民が文化芸
　術に親しむことができるよう事業の実施に努めていきます。
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事業名 06 文化芸術振興事業 担当課 文化振興課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市民の文化芸術活動の発表の場及び芸術鑑賞の機会を提
4,613

目　的 供します。
4年度 予算現額

8,950

4年度 決算額・文化祭、文芸祭を開催し、一般公募による文化芸術作
　品等の発表を行います。 7,587
・コミュニティ音楽館を開催します。

4年度 財源内訳
・芸術文化ホール等で文化芸術事業（委託）を開催しま

国庫支出金 0
　す。

手段手法 県 支 出 金 0
・文化芸術団体や財団などと連携協力しながら、ＹＡＭ

地 方 債 0
　ＡＴＯ ＡＲＴ１００プロジェクトを実施します。

そ の 他 1
・文化芸術情報サイト「大和文化百花」を活用し、情報

一 般 財 源 7,586
　発信を行います。

5年度 予算額

6,330

活　動　内　容

1
文化芸術作品の展示日数

2
コミュニティ音楽館の開催

3
ＹＡＭＡＴＯ　ＡＲＴ１０

4
日数 ０の開催日数

指標
文化祭・文芸祭で一般公募展を コミュニティセンターで音楽会 ＹＡＭＡＴＯ　ＡＲＴ１００と

開催した日数 を開催した日数 して開催した日数

予定 23 日 15 日 100 日
（目標）

4年度
24 日 14 日 100 日

実　績

3年度
23 日 0 日 100 日

実　績

【　　】内は前年度数値

文化祭一般公募展等の様々な文化芸術イベントを実施しました。
＜文化祭＞
　出品数　　　：　　２４１点【　　２６８点】
　来場者数　　：３，００２人【２，４２２人】
＜ＹＡＭＡＴＯ　ＡＲＴ１００＞

具体的 　参加団体　　：　　　４７団体【　　　３２団体】
内 容 　参加イベント：　７８イベント【　５４イベント】

　来場者数　　：２４，４２１人【２３，３２９人】
＜決算額の内訳＞
　・文化祭、文芸祭  　１，５０１千円　・伝統文化普及啓発  ３，０８５千円
　・歴史シンポジウム　１，３２７千円　・新・ＢＳ日本の歌　　　９５１
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　　　　　５７千円

・コンペの実施により優れたアーティストを発掘し、市内各所にイラストあふれ
　る魅力的な空間を創出することができました。
・また、３年ぶりの開催となったコンペの入選作品展では、多くの来場者を迎え

評価課題 　ることができ、コンペの認知度、知名度を高めることができました。
・今後、事業のさらなる充実を図るためには、民間事業者の協力が不可欠であ　
　り、入賞者の活用促進の働きかけを強化していく必要があります。
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事業名 08 文化創造担い手育成事業 担当課 文化振興課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

これからの文化創造を牽引する若い世代の発表活動の支
2,008

目　的 援を行うとともに、市民が日常生活の中で文化芸術を感
4年度 予算現額

じ、楽しめる機会を提供します。
2,196

4年度 決算額・公募型の「ＹＡＭＡＴＯイラストレーションデザイン
　コンペ」を開催します。 1,981
・コンペ入賞者の作品等を活用して、イラストレーショ

4年度 財源内訳
　ンを日常の生活空間の中に取り入れる取り組みを行い

国庫支出金 0
　ます。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 1,981

5年度 予算額

2,211

活　動　内　容

1
ＹＡＭＡＴＯイラストデザ

2
作品展等の開催回数

3
コンペ入賞者等の制作依頼

4
インコンペ作品数 件数

指標
ＹＡＭＡＴＯイラストデザイン イラストレーションに関するイ コンペ入賞者にイラスト制作を

コンペに応募のあった作品数 ベント・展覧会の開催回数 依頼した年間件数

予定 500 点 1 回 20 件
（目標）

4年度
478 点 1 回 21 件

実　績

3年度
511 点 0 回 20 件

実　績

【　　】内は前年度数値

及川正通氏を中心とした審査員の選考を経て、入賞作品等を決定し、作品展を開
催しました。また、入賞者をイラストレーターとして起用し、市のイベントポス
ター等を制作しました。
＜事業内容＞
　・応募者（点数）：３７３人（４７８点）【４０４人（５１１点）】

具体的 　・入選作品展　開催日　：令和５年２月７日（火）～２月１２日（日）
内 容 　・入賞者の活用実績

　　　プロムナードアートフラッグ、イベントポスター等
＜決算額の内訳＞
　・イラスト制作謝礼　７２０千円　・募集用ポスター等　　４７７千円
　・入賞者記念品　　　２３１千円　・アートフラッグ設置　４９６千円
　・その他　　
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定的な運営のためには、優秀なガイドスタッフが不可欠であり、今
　後も定期的に発掘、育成していく必要があります。
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事業名 10 美術鑑賞推進事業 担当課 文化振興課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

美術鑑賞教育の推進を図ります。
6,018

目　的
4年度 予算現額

6,157

4年度 決算額・美術鑑賞教育をサポートするガイドスタッフを育成し
  ます。 6,149
・小学校における対話による美術鑑賞授業にガイドスタ

4年度 財源内訳
　ッフを派遣します。

国庫支出金 0
・ボランティア発掘につなげるための取り組みを進めま

手段手法 県 支 出 金 0
　す。

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 6,149

5年度 予算額

6,165

活　動　内　容

1
ガイドスタッフ育成研修の

2
ガイドスタッフを派遣した

3 4
開催回数 学校数

指標
ガイドスタッフ育成のための研 ガイドスタッフを派遣した学校

修の開催回数 数

予定 20 回 19 校
（目標）

4年度
15 回 19 校

実　績

3年度
17 回 15 校

実　績

【　　】内は前年度数値

ガイドスタッフの募集及び育成のための研修を実施しました。
また、市立小学校全校の対話による美術鑑賞授業にガイドスタッフを派遣しまし
た。
＜事業の内訳＞
　・ガイドスタッフ育成研修　　　　　：１５回【１７回】

具体的 　・ガイドスタッフ登録者数　　　　　：６４名【４７名】
内 容 　・対話による美術鑑賞授業参加児童数：２，１５８名【１，５７５名】

＜決算額の内訳＞
　・美術鑑賞推進事業委託料　６，１４９千円

・対話による美術鑑賞授業を受けた子どもからは「絵を見るのが好きになっ
　た」、「絵の見方や楽しみ方は様々だとわかった」などの好意的な声が多く寄
　せられ、子どもたちの豊かな心の成長に貢献できたと捉えています。

評価課題 ・また、ガイドスタッフの活動については、従来の小学生を対象としたものだけ
　でなく、大人を対象とした美術鑑賞教室も独自に実施するなど、活躍の幅が広
　がりつつあります。
・本事業の安
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事業名 11 芸術文化ホール管理運営事業 担当課 文化振興課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

やまと芸術文化ホールの円滑な管理運営を行います。
289,722

目　的
4年度 予算現額

294,377

4年度 決算額・指定管理者による管理運営を行います。

294,246

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 294,246

5年度 予算額

294,378

活　動　内　容

1
開館日数

2
利用者数

3 4
指標

芸術文化ホールの開館日数 ホール、ギャラリー、マルチス

ペース利用者数

予定 359 日 200,000 人
（目標）

4年度
359 日 172,714 人

実　績

3年度
360 日 99,156 人

実　績

【　　】内は前年度数値

指定管理者制度を活用し、芸術文化ホール（メインホール、サブホール、ギャラ
リー、マルチスペース）の管理運営を行いました。
＜決算額の内訳＞
　・指定管理料　           ２７４，６００千円
　・光熱水費 　　　　　　　　１７，６１８千円

具体的 　・会計年度任用職員報酬等 　　２，０１３千円
内 容 　・その他　                   　　　１５千円

・令和４年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止による制限が緩和されたた　
　め、音楽、演劇など、様々なジャンルの文化芸術事業が開催され、多くの市民
　に文化芸術に親しめる機会を提供することができました。

評価課題 ・今後も指定管理者と管理運営に関する課題について定期的に情報共有しなが
　ら、円滑かつ適正な管理運営に努めていきます。
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の水準に近づいてきていま
　す。
・引き続き関係する団体と連携し、管理運営が円滑に図られるように努めます。
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事業名 13 文化創造拠点シリウス管理運営事業 担当課 図書・学び交流課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

文化創造拠点シリウスの円滑な管理運営を行います。
170,319

目　的
4年度 予算現額

133,636

4年度 決算額・市施設共用部の管理を行います。
・管理組合や各施設所管課、指定管理者等との調整を行 131,109
  います。

4年度 財源内訳
・大和市文化創造拠点の管理等に関する審議を行うた

国庫支出金 0
　め、文化創造拠点等運営審議会を開催します。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 131,109

5年度 予算額

134,196

活　動　内　容

1
指定管理者及び関係各課と

2
文化創造拠点等運営審議会

3 4
の連絡調整会議参加回数 実施回数

指標
連絡調整会議に参加した回数。 文化創造拠点等運営審議会を実

施した回数。

予定 12 回 4 回
（目標）

4年度
11 回 4 回

実　績

3年度
12 回 3 回

実　績

【　　】内は前年度数値

文化創造拠点等運営審議会において、令和３年度指定管理者評価を実施するとと
もに、施設の適切な管理を行うため、関係各課及び指定管理者等と定期的に調整
を行いました。
＜事業内容＞
　・文化創造拠点等運営審議会の開催

具体的 　・指定管理者との連絡調整会議の開催
内 容 ＜決算額の内訳＞

　・報酬　　　　　　　　２３１千円　
　・光熱水費　　　４６，７９９千円
　・負担金　　　　８３，６９２千円
　・役務費　　　　　　　３７９千円
　・その他　　　　　　　　　８千円

・令和３年度にシリウス壁補修工事が完了したため、決算額が減少しています。
・令和４年度も新型コロナウイルスの感染対策を徹底し、「安心できる居場所」
　づくりに継続的に取り組んできたことにより、シリウスの来館者数は前年度比

評価課題 　の１１６．６％の２６０万人となり、コロナ禍前
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受講者延べ人数　　１１０名【　　０名】
　・防災資機材購入費補助件数　　　　　４０団体【３８団体】
　・避難生活施設運営委員会会長会議　　　　１回【　　１回】
＜決算額の内訳＞
　・自主防災組織防災資機材購入費補助金　    ３，４９４千円
　・消耗品　　　　　　　　　　　　　　　　　１，３０３千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９０千円

・自主防災組織が必要とする防災資機材が多種多様化していることから、自主防
　災組織の実情に応じた支援が必要です。
・地域の防災活動において、女性の視点が欠かせないため、より多くの女性の参

評価課題 　画が求められています。
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事業名 04 自主防災組織支援事業 担当課 危機管理課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

災害発生時に地域で自主的に防災活動が行えるよう支援
5,045

目　的 します。
4年度 予算現額

6,641

4年度 決算額・自主防災会員などを対象に、防災に関する基本的な知
　識を習得するための防災セミナーを実施します。 4,887
・防災セミナーを修了した方のうち、防災協力員（地域

4年度 財源内訳
　の防災リーダー）に登録した方を対象に、災害活動に

国庫支出金 0
　必要となる防災資機材の取扱いなどの研修会を実施し

手段手法 県 支 出 金 0
　ます。

地 方 債 0
・防災活動の強化向上のため、自主防災会に防災資機材

そ の 他 0
　の購入に要する費用を補助します。

一 般 財 源 4,887
・避難生活施設運営委員会の情報共有の場を設けます。

5年度 予算額

7,129

活　動　内　容

1
防災セミナー開催数

2
防災協力員研修会開催数

3
防災資機材購入費補助金交

4
避難生活施設運営委員会会

付自主防災会数 長会議開催回数
指標

防災意識向上のための防災セミ 防災協力員として登録されてい 防災資機材購入費補助金を交付 避難生活施設運営委員会会長会

ナーの開催数 る方を対象とした研修会開催数 した自主防災会数 議の開催回数

予定 3 回 3 回 60 団体 1 回
（目標）

4年度
3 回 3 回 40 団体 1 回

実　績

3年度
0 回 0 回 38 団体 1 回

実　績

【　　】内は前年度数値

防災セミナー、防災協力員研修を開催するとともに、自主防災会に対して防災資
機材購入費の補助を行い、地域防災活動の強化に努めました。　
＜事業内容＞
　・防災セミナーの開催数　　　　　　　　　３回【　　０回】　
　・防災セミナーの修了者数　　　　　　　２９名【　　０名】

具体的 　・防災協力員研修の開催数　　　　　　　　３回【　　０回】　　　
内 容 　・防災協力員研修の
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・必要となる災害対策用資機材等が多種多様化しており、実情に応じて調達する
　必要があります。

評価課題 ・備蓄している物資の種類が多くなり、大型備蓄倉庫等における物資の適切な維
　持管理がさらに求められます。

決算書ページ
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事業名 06 防災備蓄品等維持管理事業 担当課 危機管理課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

災害時における市民生活に必要な物資を確保し、円滑に
27,190

目　的 避難生活を送ることができる体制を整えます。
4年度 予算現額

41,859

4年度 決算額・備蓄品計画に基づき、避難生活施設等に災害用非常　
　食、災害対策用資機材を備蓄します。 35,905

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 11,062

地 方 債 0

そ の 他 285

一 般 財 源 24,558

5年度 予算額

39,016

活　動　内　容

1
備蓄食料数

2
新規整備食料数

3
毛布・アルミヒートブラン

4
防災備蓄倉庫等の修繕計画

ケット整備数 数
指標

避難者用備蓄食料整備総数 更新を含め、新たに整備する食 避難生活施設・一時滞在施設等 既存施設修繕数

料数 で使用する毛布等整備総数

予定 216,425 食 49,500 食 39,905 枚 3 基
（目標）

4年度
200,034 食 49,500 食 39,905 枚 2 基

実　績

3年度
199,941 食 33,100 食 38,905 枚 1 基

実　績

【　　】内は前年度数値

災害用非常食、災害用資機材の整備及び倉庫の維持管理を行いました。
＜事業内容＞
　備蓄の整備
　・非常食　　　　　　　　　　４９，５００食【３３，１００食】
　・携帯トイレ　　　　　　　　２８，７２０個【２８，７２０個】

具体的 　・アルミヒートブランケット　　１，０００枚【　１，９００枚】　
内 容 ＜決算額の内訳＞

　・非常食　　　　　　　　　　　　　　　２２，２６０千円
　・災害用消耗品　　　　　　　　　　　　　６，３４３千円
　・避難生活施設発電装置保守業務委託等　　３，０６４千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　４，２３８千円

・賞味期限を迎える食料の入替えを実施したことで、決算額が増加しています。
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事業名 07 災害対策本部運営等事業 担当課 危機管理課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

自然災害や緊急事案において必要とされる情報収集や応
7,048

目　的 急活動の態勢を確保します。
4年度 予算現額

8,796

4年度 決算額・自然災害や緊急事案の規模に応じて、災害調整会議、
　警戒本部、対策本部を設置し、発生した事案等に対し 7,618
　迅速かつ適切な対策を行います。

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 67

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 7,551

5年度 予算額

9,380

活　動　内　容

1
災害警戒本部等設置回数

2
災害調整会議設置回数（事

3
災害対策本部訓練

4
案数）

指標
自然災害に対する災害対策本部 自然災害に対する災害調整会議 災害対策本部設置運営訓練

、警戒本部設置回数（事案数） 設置回数（事案数）

予定 1 回 1 回 1 回
（目標）

4年度
0 回 2 回 1 回

実　績

3年度
0 回 1 回 1 回

実　績

【　　】内は前年度数値

災害時の優先業務について理解を深めるための研修会を実施しました。
＜事業内容＞
　・業務継続計画研修の実施　（係長級を対象：７５人）【４６人】
＜決算額の内訳＞
　・災害対策活動の装備品・消耗品　　　　　１，１５８千円

具体的 　・通信運搬費　　　　　　　　　　　　　　１，４４２千円　　　　　　
内 容 　・気象情報提供等業務委託料　　　　　　　４，８８４千円

　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３４千円

・全国各地で、自然災害が頻発し、当市においても大雨の対応など自然災害の備
　えは重要であり、災害対策本部の円滑な運営を行えるよう、災害時の体制整備
　を継続して行う必要があります。

評価課題
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納税環境の整備に努め、更なる利便
　性の向上を図っていきます。

評価課題
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事業名 02 収納サービス向上推進事業 担当課 収納課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

納税環境を整備し市民の利便性の向上を図ります。
23,730

目　的
4年度 予算現額

25,872

4年度 決算額・納付書に口座振替依頼書を同封する他、市内各金融機
　関に常置することにより口座振替を推進します。 24,667
・コンビニエンスストアでの支払いやスマホアプリから

4年度 財源内訳
　のキャッシュレスでの納付を可能とすることにより納

国庫支出金 0
　税機会を拡大し、自主納付を推進します。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 24,667

5年度 予算額

29,046

活　動　内　容

1
市税等の口座振替登録件数

2
コンビニエンスストアでの

3
キャッシュレス収納件数

4
収納件数

指標
口座振替による納税義務者数 延べ件数 スマホアプリ等による収納延べ

件数

予定 46,000 人 200,000 件 16,000 件
（目標）

4年度
46,199 人 202,161 件 21,474 件

実　績

3年度
45,977 人 203,600 件 11,615 件

実　績

【　　】内は前年度数値

＜事業内容＞　
　・当初納税通知書に口座振替依頼書を同封しました。
　・市内金融機関に口座振替依頼書を常置しました。
　・コンビニエンスストアでの収納を行いました。
　・キャッシュレス収納（モバイルレジ・電子マネー）を行いました。

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・口座振替手数料　　　　　　　　　　　５，４０３千円

　・口座振替依頼書等印刷費　　　　　　　１，３１１千円　
　・口座振替伝送委託費　　　　　　　　　１，３４６千円
　・コンビニエンスストア収納等委託費　１５，２４３千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　　１，３６４千円

・電子マネー収納を開始しました。
・今後もデジタル化を推進すること等により

－55－



状発送件数等は減少傾向にありますが、今後も国内外の経済動向や国際情
　勢等が市税を取り巻く状況にどのような影響を及ぼすかなどを注視していく必

評価課題 　要があると考えます。
・収納率のさらなる向上に向け、引き続き納付催告や滞納処分の推進等を図るこ
　とが求められます。
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事業名 03 滞納整理・処分事務 担当課 収納課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市税等収納率の向上及び滞納額の圧縮を図ります。
19,666

目　的
4年度 予算現額

28,840

4年度 決算額・市税等の納付の督促、納税相談、滞納整理及び滞納処
　分を行います。 21,203

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 1,948

一 般 財 源 19,255

5年度 予算額

29,188

活　動　内　容

1
督促状発送件数

2
差押件数

3
公売等取立件数

4
指標

全税目の納期別発送件数 年度内差押件数 差押債権を現金化した件数

予定 130,000 件 1,400 件 3,000 件
（目標）

4年度
112,459 件 661 件 2,019 件

実　績

3年度
114,799 件 1,258 件 2,265 件

実　績

【　　】内は前年度数値

・電話による納付案内業務を民間委託により実施するとともに、一斉催告文書　
　を発送することなどにより、滞納初期段階での納付督励を行いました。
・納付督励を行ったにもかかわらず解消されない滞納については、給与、預貯　
　金、動産・不動産等の差押え及び換価等の滞納処分を行いました。
・納税が困難な方に対しては、猶予や執行停止など、状況に応じた納税の緩和　

具体的 　を行いました。
内 容 ＜財産差押処分実績＞  合計６６１件【１，２５８件】

・給与　　　　　　２９４件【４９０件】　・預貯金　１３６件【１８２件】
・生命保険等債権　１７３件【２９３件】　・不動産　　５８件【２９２件】
・動産　　　　　　　　０件【　　１件】
＜決算額の内訳＞
・電話催告業務委託　　 ６，９４９千円 ・郵送料　５，６７１千円 
・督促状等作成業務委託 ３，３８３千円 ・その他　５，２００千円

・近年、滞納処分を進めてきたことや収納率が上昇傾向にあることなどにより、
　督促

－56－



戸籍

運用手順の見直しを行います。
・窓口業務の効率化に取り組むため、行政手続きのデジタル化を推進する必要が
　あります。

評価課題
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事業名 03 戸籍住民基本台帳等各種届出事務 担当課 市民課

3年度 決算額

民

(以下単位:千円)

住民に関する記録を管理し公証します。
13,354

目　的 身分関係を登録し公証します。
4年度 予算現額

20,100

4年度 決算額・法令による届出を受理し、戸籍・住民基本台帳・印鑑
　登録原票に

基

記載します。 18,988

4年度 財源内訳

国庫支出金 5,105

手段手法 県 支 出 金 199

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 13,684

5年度 予算額

18,682

活　動　内　容

1
住民基本台帳法関係処理件

2
戸籍法関係届出処理

本

件数
3

大和市印鑑条例に関する届
4

婚姻届提出時の記念証の進

数 出 呈枚数
指標

届出及び通知等の処理件数 届出に対する処理数 届出に対する処理件数 婚姻届出受付時に届出人に進呈

した記念証の枚数

予定 52,719 件 10,

台

006 件 18,520 件 1,172 枚
（目標）

4年度
55,044 件 10,357 件 17,250 件 1,206 枚

実　績

3年度
53,718 件 10,107 件 18,168 件 1,172 枚

実　績

【　　】内は前年度数値

＜事

帳

業内容＞
　・窓口発券等システムの保守を行いました。
　・住民基本台帳ネットワークシステムの保守を行いました。
　・マイナンバーカード所有者の転出届・転入（転居）予約手続きのため、
　　住民基本台帳システムの

費

改修を行いました。
具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・窓口発券等システム保守委託　　　　　　　　　　　　９６３千円

　・住民基本台帳ネットワークシステム保守管理委託　４，３８６千円
　・住民基本台帳システム改修委託　　　　　　　　　５，０８２千円
　・窓口発券等システム賃貸借　　　　　　　　　　　１，９０９千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６，６４８千円

・窓口発券等システムの更改により、
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活動費等）
　・その他　　　　　　　　　　７２９千円
　

・民生委員児童委員は、地域の見守り役として重要な役割を担っていますが、地
　域のつながりの希薄化や、個人情報保護意識の高まりなどにより、民生委員活
　動を行う上で必要な情報を入手しにくくなっています。

評価課題 ・民生委員児童委員の担い手を継続して確保するため、民生委員児童委員活動へ
　の理解を深めるための広報に努める必要があります。
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事業名 12 民生委員児童委員活動支援事業 担当課 健康福祉総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市民の地域における相談相手・支援者として、民生委員
34,918

目　的 児童委員活動の円滑な推進体制を確保します。
4年度 予算現額

36,892

4年度 決算額・民生委員法に基づき、推薦会を開催し民生委員児童委
　員の委嘱を行います。 34,964
・市・地区民生委員児童委員協議会の事務局として庶務

4年度 財源内訳
　を行います。

国庫支出金 0
・民生委員児童委員の資質の向上を目的に研修会や情報

手段手法 県 支 出 金 17,764
　交換会を行います。

地 方 債 0
・民生委員児童委員協議会の円滑な運営を図るために活

そ の 他 0
　動費の助成を行います。

一 般 財 源 17,200

5年度 予算額

36,523

活　動　内　容

1
役員会開催

2
地区定例会開催数

3
相談・支援件数

4
推薦会開催回数

指標
月１回×１２月 月１回×１２月×１１地区 民生委員が行った個別相談・支 民生委員推薦会の開催回数

援件数

予定 12 回 132 回 3,000 件 7 回
（目標）

4年度
10 回 110 回 2,831 件 8 回

実　績

3年度
7 回 77 回 3,202 件 4 回

実　績

【　　】内は前年度数値

民生委員児童委員の活動に対して支援を行いました。
＜事業内容＞
　・民生嘱託員報酬対象者数（延べ人数）　３，１４２人【３，１８１人】
　・推薦会委員報酬対象者数（延べ人数）　　　　８２人【　　　４０人】
　・民生委員児童委員協議会部会開催回数　　　　１９回【　　　１０回】

具体的 　　（児童委員部会・生活福祉部会・広報部会）
内 容 ＜決算額の内訳＞

　・民生嘱託員等報酬　　１１，６４７千円
　・旅費　　　　　　　　　　　　　２千円
　・負担金　　　　　　　２２，５８６千円
　　　　　　　　　　　（地区民児協活動費、民生委員児童委員
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送料）　　　　２６２千円
　・消耗品費等（調査書類・封筒代等）　　　１０９千円

・コロナ禍であっても、多くの自治会に対して、説明会が実施できました。ま　
　た、説明会の実施がなかった自治会には、個別に説明を行いました。
・災害時避難行動要支援者の個別避難計画作成にあたり、庁内関係部署で検討　

評価課題 　を行いました。
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事業名 18 災害時避難行動要支援者対策事業 担当課 健康福祉総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

避難行動要支援者対策として平常時から要支援者の情報
499

目　的 を把握するとともに、その情報を地域等と共有し、災害
4年度 予算現額

時における安否確認や避難支援等に活用します。
568

4年度 決算額・避難行動要支援者の情報把握のために調査を実施し、
　避難行動要支援者名簿の作成・管理を行います。 371
・地域における避難支援等の取り組みが進むよう支援を

4年度 財源内訳
　行います。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 371

5年度 予算額

652

活　動　内　容

1
調査等対象者数（送付者数

2
支援への取り組み地区

3
名簿掲載者数

4
）

指標
避難行動要支援者名簿への掲載 避難行動要支援者情報の共有数 避難行動要支援者名簿に掲載さ

に関する意向調査等 れている同意者数

予定 5,000 人 148 件 3,990 人
（目標）

4年度
6,042 人 148 件 3,954 人

実　績

3年度
6,066 人 148 件 4,280 人

実　績

【　　】内は前年度数値

避難行動要支援者の情報を地域等に共有するための避難行動要支援者名簿を整備
するとともに、各地域において避難支援等の体制整備に必要な支援を行いまし
た。
＜事業内容＞
　・調査等対象者数（７０歳以上世帯、要介護者、障がい者等）

具体的                                         ６，０４２人【６，０６６人】
内 容 　・支援への取り組み地区数（自治会）　　　  １４８件【　　１４８件】

　・名簿掲載者数（同意者数）　　　　　　３，９５４人【４，２８０人】
　・地域（自治会）での制度説明会開催回数　　１２７回【　　１０４回】
＜決算額の内訳＞
　・通信運搬費（調査書類等郵
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が、自殺対策講演会と、弁護士や保健所等各種専門職による総合相談会を同日
　に実施しました。

評価課題 ・次期やまと自殺総合対策計画策定にあたり、市民意識調査を実施しました。

決算書ページ
款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 01 社会福祉総務費

115

事業名 23 自殺対策事業 担当課 健康福祉総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

神奈川県との協力関係や庁内関係課による横断的な連携
819

目　的 を図りながら、啓発活動などに取り組み、自殺で亡くな
4年度 予算現額

られる方が減少することを目指します。
2,401

4年度 決算額・大和市自殺対策庁内連絡会の設置により、自殺対策に
　取り組みます。 2,213
・市民に対して自殺予防に関する人材育成・啓発・周知

4年度 財源内訳
　等を図ります。

国庫支出金 0
※令和４年度は、新型コロナの影響で一部の事業を中止

手段手法 県 支 出 金 1,230

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 983

5年度 予算額

1,207

活　動　内　容

1
やまと自殺対策フォーラム

2
こころサポーター養成講座

3 4
または講演会の参加人数 等受講人数

指標
フォーラムまたは講演会の参加 地域における早期発見、対応の

人数 役割を果たす人材の養成人数

予定 80 人 230 人
（目標）

4年度
99 人 183 人

実　績

3年度
0 人 75 人

実　績

【　　】内は前年度数値

やまと自殺対策講演会やこころサポーター養成講座など、自殺防止等の普及
啓発を行いました。
＜実施内容＞
　・やまと自殺対策講演会　　（参加人数）　　　　　　９９人【　０人】
　・こころサポーター養成講座（参加人数）　　　　　１８３人【７５人】

具体的 　・こころサポーターフォローアップ研修（参加人数）　４６人【２９人】
内 容 ＜決算額の内訳＞

　・自殺防止等普及啓発関係経費　　　　　　　　　３５６千円
　・やまと自殺対策講演会経費　　　　　　　　　　　９８千円
　・人材育成関係経費　　　　　　　　　　　　　　１４８千円
　・その他経費（こころの健康相談等）　　　　１，６１１千円

・新型コロナウイルス感染症の影響により、街頭キャンペーンを中止しました　
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おひ

　　　　６００千円
　・終活映画上映用　ソフトレンタル　　　　　　１３２千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７３千円

・令和４年度は、新型コロナウイルス感染症による外出自粛の緩和に伴い、おひ
　とりさまのお金に関する講座や終活映画上映会を開催したほか、地域の要望に
　応じて出前講座を延べ１５回開催しました。

評価課題 ・コンシェルジュによる終活相談については、これまでの週３日対応を、令和５
　年度から週５日対応として、相談機能を強化します。
・おひとりさま支援については、アンケートや外出・交流支援の啓発のほか、専
　門家による講演会を開催したり、おひとりさま自身が集い交流できるサロンの
　ような場を設けます。

と
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事業名 26 おひとりさま施策推進事業 担当課

3年度 決算額 (以下

り

単位:千円)

主に高齢のひとり暮らしの方々などが健康で安心して暮
1,458

目　的 らせるよう、おひとりさま施策の推進を図ります。
4年度 予算現額

1,860

4年度 決算額・協力葬祭事業者、司法書士等の専門家との

さ

連携によ
　り、葬儀・納骨・財産整理などに関する情報発信や 1,488
　本人からの相談受付、葬儀生前契約に関するサポー

4年度 財源内訳
　ト等を行います。

国庫支出金 0
・高齢のひとり暮らしの方々などが利用可能な

ま

支援、
手段手法 県 支 出 金 0

　相談できる窓口等を掲載したガイドブックを配布し
地 方 債 0

　ます。
そ の 他 0

・おひとりさまなどの政策情報の収集や分析を行い
一 般 財 源 1,488

　ます。
5年度 予算額

1,674

活　動　内

政

　容

1
相談件数

2
講演会等の開催回数

3 4
指標

葬儀や納骨に関する市民からの 終活やおひとりさま支援に関す

相談件数 る講演会・講座などの開催回数

予定 200 件 4 回
（目標）

4年度
233 件 15 回

実　績

3年度
285 件 5

策

回
実　績

【　　】内は前年度数値

・おひとりさまの終活などに関する施策の企画立案を行いました。
・市民からの終活に関する相談を受け付け、サポート等を行いました。
・主にひとり暮らしの高齢の方が利用可能な支援や

課

相談窓口などを紹介するガイ
　ドブックを発行し、周知などを行いました。
＜事業内容＞

具体的 　・市民からの終活に関する相談の件数　　　　　２３３件【２８５件】
内 容 　・葬儀生前契約して市に登録した人数（累計）　　６０名【　５０名】

　・講座・講習会の開催　　　　　　　　　　　　　１５回【　　５回】
＜決算額の内訳＞
　・消耗品（終活クイズ景品等）　　　　　　　　３８３千円
　・生活お役立ちガイド作成業務委託　　
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事業名 28 配偶者暴力等相談支援事業 担当課 生活援護課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

配偶者等から暴力を受けた被害者への支援体制を強化す
4,772

目　的 ることで、被害者保護の充実を図ります。
4年度 予算現額

5,243

4年度 決算額・配偶者等から暴力を受けた被害者を保護するため、必
　要な相談、指導・支援等を行います。 4,628
・危険性が高く緊急避難を必要とする場合は、県のＤＶ

4年度 財源内訳
　支援センター、女性相談所と連携を図りながら、保護

国庫支出金 2,621
　施設に一時保護入所措置を行います。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 2,007

5年度 予算額

5,165

活　動　内　容

1
婦人相談件数

2 3 4
指標

配偶者からの暴力や、生活上の

相談件数

予定 500 件
（目標）

4年度
393 件

実　績

3年度
464 件

実　績

【　　】内は前年度数値

・ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）被害者等の相談に電話、窓口で応じま
　した。
・危険性が高く緊急避難を必要とする場合には、県のＤＶ支援センターや女性相
　談所と連携を図り、保護施設への一時保護入所措置を行いました。
　＜一時保護入所措置世帯数及び人数＞

具体的 　　９世帯　１２人　【９世帯　１５人】
内 容 ＜決算額の内訳＞　

　・緊急宿泊費等　　　　　２千円　　・婦人相談員報酬　　４，５８０千円
　・シェルター負担金等　　０千円　　・その他　　　　　　　　　４６千円

・被害者からの相談件数の減少は、新型コロナウイルス感染症にかかる行動制限
　の緩和等によるものが要因として考えられます。
・家庭内で起こる被害であるため、潜在化しやすく、被害者が相談までに至らな

評価課題 　い現状もあることを踏まえて、早期発見と迅速な対応が求められます。
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増収を図ることが出来ました。
　＜就労収入増収者人数＞　４２人　【２６人】
＜決算額の内訳＞
　・住居確保給付金　　　　　　１９，７８１千円
　・自立相談支援事業業務委託　１３，３７２千円 
　・過年度国庫負担金返還金　　　７，５００千円　・その他　１，００１千円

・新型コロナウイルス感染症の影響による住居確保給付金の支給要件の緩和は継
　続していますが、支給件数は前年に比べて減少しました。今後も減少傾向が続
　くと考えられます。

評価課題 ・潜在的な困窮者は今後も存在するものと考えられるため、引き続き相談体制を
　維持する必要があります。
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事業名 30 生活困窮者自立支援事業 担当課 生活援護課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができ
80,598

目　的 なくなるおそれのある者の相談に応じ、本人の状況に合
4年度 予算現額

わせた支援を行うことで、自立促進を図ります。
58,156

4年度 決算額・主任相談支援員等による就労その他の自立に関する
  相談支援を行います。 41,654
・庁内連絡会を実施して他課との連携や、情報の共有を

4年度 財源内訳
　図ります。

国庫支出金 30,248
・離職及び就業機会の減少に伴う減収により住居を失う

手段手法 県 支 出 金 0
　おそれのある生活困窮者等に対し、住居確保給付金を

地 方 債 0
　支給します。

そ の 他 0

一 般 財 源 11,406

5年度 予算額

37,599

活　動　内　容

1
新規相談受付件数

2
年延べ支援実施件数

3
住居確保給付金支給決定者

4
就労・増収者数

数
指標

電話、来所、訪問により新規相 相談を受けて支援を実施した延 住居確保給付金の支給を決定し 就労・増収した人数

談を受け付けた件数 べ件数 た人数

予定 200 件 350 件 126 人 25 人
（目標）

4年度
713 件 1,211 件 64 人 42 人

実　績

3年度
254 件 442 件 102 人 26 人

実　績

【　　】内は前年度数値

・相談窓口を設置し、生活困窮者の相談に対して面談、電話で応じました。来所
　できない人に対しては、相談員が訪問して対応しました。
・住居を失う恐れのある生活困窮者に住居確保給付金を支給しました。
　＜住居確保給付金支給世帯数及び人数＞
　　　新規：　６４世帯　　８６人　　継続：　６２世帯　１０３人

具体的 　　【新規：１０２世帯　１８１人　　継続：１２５世帯　２０４人】
内 容 ・主任相談支援員等による就労その他の自立に関する相談支援を行い、就労収入

　の
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千円 
・過年度交付金償還金 　９０，４６４千円

・令和３年度の事業費確定により、国庫補助金の超過交付分を返還したことに伴
い、決算額が増加しました。

・令和４年度については、令和３年度に受給が集中したことから、申請件数は減

評価課題 少しました。
・令和４年度をもって事業は終了しました。
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事業名
31 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金

担当課 生活援護課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化を踏まえ、生
89,245

目　的 活に困窮する世帯の就労による自立を図るため、自立支
4年度 予算現額

援金を支給します。
228,812

4年度 決算額・新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金を支
給するとともに、受給者の再就職や増収のための求職 194,547
活動を支援します。

4年度 財源内訳
・相談者や受給者の状況に応じて生活困窮者自立支援事

国庫支出金 104,083
業や生活保護事業との連携を図ります。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 90,464

5年度 予算額

0

活　動　内　容

1
初回支給決定件数

2
就労・増収者数

3 4
指標

コロナウイルス感染生活困窮者 自立支援金受給者の中で就労・

自立支援金初回支給決定人数 増収につながった人数

予定 156 件 14 件
（目標）

4年度
142 件 36 件

実　績

3年度
310 件 28 件

実　績

【　　】内は前年度数値

・相談窓口を設置し、社会福祉協議会による総合支援資金の貸付を借り終わった
人に申請書を送付し、郵送と窓口で申請を受け付けました。

・支給決定者に支援金を支給するとともに求職活動の支援を行いました。
＜新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金初回支給決定人数＞
　１４２世帯　２４４人　【３１０世帯　５７３人】

具体的 　（※決定者数＝世帯数なので１４２件ですが、決定した世帯の世帯員数は
内 容 　２４４人です）　

＜新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金受給中就労・増収人数＞
　３６人　【　２８人】

＜決算額の内訳＞
・自立支援金 　８７，９２０千円
・自立支援金支給事業委託 　１６，１６３

支給事業
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和３年度住民税非課税世帯全世帯を対

評価課題 象とし、支給を行いましたが、令和４年度は、令和３年度に支給をした世帯を
除く令和３、４年度住民税非課税世帯を対象に支給を行ったため、令和３年度
より減額となりました。
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事業名 32 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業 担当課 市民活動課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

令和３年度対象者に加え、国の物価高騰等総合緊急対策
1,974,320

目　的 に基づき、令和４年度に新たに住民税均等割が非課税と
4年度 予算現額

なった世帯等に対して、給付金を支給します。
2,341,545

4年度 決算額・１世帯あたり10万円を支給します。
・住民税非課税世帯に対し、申請に必要な書類を送付し 720,760
ます。

4年度 財源内訳
・家計急変世帯については、市内公共施設に申請に必要

国庫支出金 720,560
な書類を配架し、申請者からの申し出により申請を受

手段手法 県 支 出 金 0
け付けます。

地 方 債 0

そ の 他 200

一 般 財 源 0

5年度 予算額

0

活　動　内　容

1
支給世帯数（住民税非課税

2 3 4
世帯等）

指標
支給した世帯数

予定 10,000 世帯
（目標）

4年度
6,283 世帯

実　績

3年度
18,554 世帯

実　績

【　　】内は前年度数値

令和３年度及び令和４年度の住民税非課税世帯等を対象に、臨時特別給付金を支
給しました。（支給は令和３、４年度を通じて１世帯１回のみ。）
　・支給額　　　１世帯あたり　 　１００，０００円
・支給世帯数　令和３、４年度住民税非課税等 　６，２８３世帯

　【１８，５５４世帯】
具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 ・補助金 　６２８，３００千円

・役務費 　３，２７１千円
・委託料 　８８，９５５千円
・その他 　２３４千円

・臨時特別給付金を支給することにより、新型コロナウイルス感染症の影響を受
けている生活困窮世帯の経済的負担を軽減しました。

・国の支給要領に基づき、令和３年度は令

－65－



決算書ページ
款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 01 社会福祉総務費

117

事業名 33 電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業 担当課 市民活動課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ
0

目　的 、住民税非課税世帯等に対して給付金を支給します。
4年度 予算現額

1,588,881

4年度 決算額・１世帯あたり５万円を支給します。
・住民非課税世帯に対し、申請に必要な書類を送付しま 1,162,727
  す。

4年度 財源内訳
・家計急変世帯については、市内公共施設に申請に必要

国庫支出金 1,162,727
  な書類を配架し、申請者からの申し出により申請を受

手段手法 県 支 出 金 0
  付けます。

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 0

5年度 予算額

0

活　動　内　容

1
支給世帯数（住民税非課税

2 3 4
世帯等）

指標
支給した世帯数

予定 30,000
（目標）

4年度
21,733

実　績

3年度
0

実　績

【　　】内は前年度数値

令和４年度の住民税非課税世帯等を対象に、価格高騰緊急支援給付金を支給しま
した。
　・支給額 １世帯あたり　　　　　　　　　　　　５０，０００円
　・支給済世帯数 令和４年度住民税非課税世帯等　２１，７３３世帯
＜決算額の内訳＞

具体的 　・補助金 　１，０８６，６５０千円
内 容 　・役務費 　　　　　８，１６５千円

　・委託料 　　　　６７，８１７千円
　・その他 　　　　　　　　９５千円

・価格高騰の影響を受けている生活困窮世帯の経済的負担を軽減しました。

評価課題
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　４７２，９１３千円

・障がい特性や生活環境に応じた障害福祉サービスの支給及び補装具費助成を行
うことで、障がい者の自立した生活の一助となっています。

・住み慣れた地域での生活を推進するため、重度の障がいがある方の受け入れも

評価課題 可能となる日中支援型グループホーム等、社会資源の検討が必要です。
・対象者が今後とも増加していく見込みですが、各事業所とも慢性的に従事者が
不足しており、国や県に報酬単価の見直し等働きかけを行いながら利用者ニー
ズに対応できるよう努めてまいります。
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事業名 03 自立支援給付事業 担当課 障がい福祉課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

障がい者及び難病患者等が、日常生活及び社会生活を営
3,918,185

目　的 むために、必要な支援を受けることができるようにしま
4年度 予算現額

す。
4,317,261

4年度 決算額・障がい者及び難病患者等からの申請を受け、自立支援
給付費を給付します。 4,109,465

4年度 財源内訳

国庫支出金 2,130,437

手段手法 県 支 出 金 1,048,892

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 930,136

5年度 予算額

4,459,213

活　動　内　容

1
居宅介護利用者数

2
短期入所利用者数

3
共同生活援助利用者数

4
補装具費の交付・修理件数

指標
居宅介護利用者数 短期入所利用者数 共同生活援助利用者数 障がい児者に対する補装具費交

付・修理件数

予定 276 人 83 人 312 人 537 件
（目標）

4年度
271 人 64 人 314 人 373 件

実　績

3年度
254 人 62 人 282 人 385 件

実　績

【　　】内は前年度数値

障害者及び難病患者等に対し、居宅介護や短期入所等の必要な支援に係る費用を
給付しました。　
＜事業内容＞
・居宅介護事業 　６５，６４５．００時間【５２，６４７．５０時間】
・短期入所 　４，７８５日【  ５，２４２日】

具体的 ・共同生活援助 　３，４８７人【  　３，２２２人】　
内 容 ・日中活動支援 　１３，３１３人【 　１２，７７８人】

＜決算額の内訳＞
・居宅介護事業 　３３１，０３２千円　
・短期入所事業 　６１，１６６千円
・共同生活援助事業 　８２０，７２１千円
・日中活動支援事業 　２，４２３，６３３千円
・相談支援給付事業その他
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８６８千円
・ＧＨ家賃助成 　２５，２８８千円
・地域活動支援センター運営 　２３，０２３千円
・日中一時支援事業その他 　５０，１３０千円　

・障がい者や難病患者等が地域で生活していく上で、利用者や地域の状況に応じ
た支援を行うための事業となります。

・相談支援事業では、障がい特性に対する専門性の向上や医療分野との連携につ

評価課題 いて、検討する必要があります。
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事業名 04 地域生活支援事業 担当課 障がい福祉課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

障がい者及び難病患者等が、利用者の個々の状態に応じ
173,917

目　的 、地域の実態に沿った支援を受け、地域生活を営むこと
4年度 予算現額

ができるようにします。
196,070

4年度 決算額・障がい者や難病患者等、または福祉施設を運営する事
業者等から申請を受け、市もしくは委託した団体等が 186,325
その事業を実施します。

4年度 財源内訳

国庫支出金 37,804

手段手法 県 支 出 金 22,070

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 126,451

5年度 予算額

204,744

活　動　内　容

1
移動支援利用者数

2
日常生活用具の給付数

3
地域活動支援センター相談

4
グループホーム家賃助成件

者数 数
指標

移動支援利用者数 身体・知的の重度障がい児者へ 地域活動支援センター相談延べ グループホーム入居者に対する

の給付件数 人数 月額家賃助成件数

予定 141 人 5,092 件 3,800 人 2,219 件
（目標）

4年度
140 人 4,867 件 4,345 人 2,408 件

実　績

3年度
123 人 3,832 件 3,892 人 2,249 件

実　績

【　　】内は前年度数値

地域で暮らす障がい者及び難病患者等が日常生活又は社会生活を営むことが出来
るように事業を実施しました。
＜事業内容＞
・移動支援 　１９，４７５．５時間【１６，８４６．５時間】
・日常生活用具給付 　４，８６７件【　 　３，８３２件】

具体的 ・ＧＨ家賃助成 　２，４０８件【　 　２，２４９件】
内 容 ・地域活動支援センター相談延人数　４，３４５人【 　３，８９２人】

＜決算額の内訳＞
・移動支援事業 　４２，０１６千円
・日常生活用具 　４５，
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への進達、受給者証の対象者への送付
＜決算額の内訳＞
・自立支援医療給付費等 　４３６，９１５千円
・手数料等 　４２５千円

・更生医療の対象者は、令和３年度とほぼ同水準でしたが、身障手帳交付件数が
増加傾向にある事から、今後も対象者の増加が見込まれます。

・医療保険の特定疾病を併用する受給者の情報を的確に把握し、更生医療の給付

評価課題 事務の適正化を図り、安定的に事業を運営していく必要があります。
・精神通院医療の助成申請の新規・継続申請は増加傾向にあり、県への進達・交
付件数も増加しています。
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事業名 05 自立支援医療等給付事業 担当課 障がい福祉課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

障がいを除去又は軽減し、日常生活能力の回復を図りま
453,202

目　的 す。
4年度 予算現額

482,635

4年度 決算額・身体に障がいのある児童及び１８歳以上の身体障がい
者から申請を受け、障がい軽減を目的とした手術等の 437,340
医療費の支給を行います。

4年度 財源内訳
・通院による精神医療を継続的に要する精神障がい者か

国庫支出金 241,084
ら、当該通院費の助成申請を受け、県へ進達し、受給

手段手法 県 支 出 金 115,347
者証の交付を行います。

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 80,909

5年度 予算額

479,752

活　動　内　容

1
身体障害者の自立支援医療

2
身体障害児の自立支援医療

3
精神障害者の自立支援医療

4
給付者数 給付者数 給付者数

指標
更生医療（１８歳以上の手術等 育成医療（１８歳未満の手術等 精神通院医療（精神科通院医療

への給付） への給付） 費の給付）

予定 387 人 11 人 4,600 人
（目標）

4年度
340 人 12 人 4,575 人

実　績

3年度
348 人 9 人 4,270 人

実　績

【　　】内は前年度数値

身体に障がいのある児童及び身体障がい者の障がい軽減を目的とした手術等の医
療費助成については、対象者からの申請を受け支給決定を行いました。また、精
神障がい者の通院医療費助成については、県への進達事務を行いました。
＜主な事業内容＞
・更生医療（１８歳以上の身体障がい者の手術等の医療費助成）

具体的 人工透析、抗免疫療法、人工股関節手術等
内 容 ・育成医療（１８歳未満の身体に障がいのある児童の手術等の医療費助成）

口唇口蓋裂手術、側弯症手術等
・精神障がい者を対象とした精神通院医療費助成
　精神科通院費助成の申請の県
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減少していますが、障がい者手帳所持者の増加に伴い、中長
期的には、受給者数や事業費の増加が見込まれます。重度障がい児者が在宅生

評価課題 活を維持するため、今後も事業を維持、継続していく必要があります。
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事業名 09 在宅重度障がい者サポート事業 担当課 障がい福祉課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

重度の障がい児者が快適な在宅生活を送れるようにしま
44,566

目　的 す。
4年度 予算現額

53,206

4年度 決算額・福祉タクシー券の配布や紙おむつの支給、入浴サービ
スの提供、住宅設備改良の助成、福祉車両利用券の配 40,352
布、自動車燃料費の給付を行います。

4年度 財源内訳

国庫支出金 3,034

手段手法 県 支 出 金 2,423

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 34,895

5年度 予算額

53,843

活　動　内　容

1
福祉タクシー利用者数

2
入浴サービス利用者数(訪

3
福祉車両助成

4
自動車燃料費助成者数

問入浴)
指標

福祉タクシー利用券交付件数 訪問入浴利用回数 福祉車両利用助成件数 自動車燃料費助成者数

予定 1,081 人 1,215 回 720 件 277 人
（目標）

4年度
1,055 人 722 回 561 件 275 人

実　績

3年度
1,145 人 796 回 617 件 282 人

実　績

【　　】内は前年度数値

＜利用見込人（件）数＞
・福祉タクシー助成　：１，０５５人【１，１４５人】
・紙おむつ支給 　：　 　６７人【　 　５８人】
・自動車燃料費助成　： 　２７５人【　　２８２人】
・入浴サービス 　：　 　１５人【　 　１１人】

具体的 ・住宅設備改良費助成： 　１件【　 　５件】　他
内 容 ＜決算額の内訳＞

・福祉タクシー利用券　１５，８０７千円
・紙おむつ支給 　３，１４６千円
・自動車燃料費助成 　６，２４５千円
・入浴サービス 　９，０６２千円
・福祉車両利用助成 　４，０５７千円
・その他 　２，０３５千円

・令和２年度以降、新型コロナの影響により、福祉タクシー利用助成や福祉車両
利用助成の利用が
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課題
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事業名 12 市障害者福祉手当支給事業 担当課 障がい福祉課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

障がい児者を経済的に支援し、生活の安定と福祉の増進
147,723

目　的 を図ります。
4年度 予算現額

152,505

4年度 決算額・年に２回（９月・３月）、大和市に居住している重
度・中度の障がい児者に手当を支給します。 145,995

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 145,995

5年度 予算額

151,710

活　動　内　容

1
受給対象件数

2 3 4
指標

年間延べ受給件数

予定 50,835 件
（目標）

4年度
48,665 件

実　績

3年度
49,241 件

実　績

【　　】内は前年度数値

在宅の重度、中度の障がい児者に対して手当を年２回支給しました。
＜受給人数（延べ）＞４８，６６５人【４９，２４１人】
＜受給内容＞月額：３，０００円

※重度・中度の障がい児者
１～４級の身体障害者手帳の交付を受けている方

具体的 ＩＱ５０以下の方（療育手帳Ａ１、Ａ２、Ｂ１の該当者）
内 容 １～２級の精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方

【支給制限】・障害児福祉手当、特別障害者手当、特別児童扶
 養手当や障害基礎年金を受給している場合
・福祉施設に入所している場合
・所得が一定以上あるとき

＜決算額の内訳＞　
・大和市障害者福祉手当　１４５，９９５千円

・障がい者数の増加に伴い、長期的には事業費は増加傾向にあります。将来に
わたり事業を安定的に運営していけるよう、制度対象者の動向等を注視しな
がら、当面は現状のまま事業を継続していきます。

評価
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者が増加し
ていくことが見込まれます。

・身体、知的、精神ともに、県の重度障害者医療費助成制度が対象としている

評価課題 重度の障がいのある方を対象とした事業ですが、対象の拡大について、要望
があります。

・３障がいの公平性を考慮しつつ、今後とも制度を安定的かつ継続的に運営
できるよう、県の動向を注視しながら事業を継続してまいります。
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事業名 14 心身障害者医療費助成事業 担当課 障がい福祉課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

重度障がい児者にかかわる医療費の負担軽減を図ります
390,424

目　的 。
4年度 予算現額

422,348

4年度 決算額・重度障がい児者からの心身障害者医療の助成申請に基
づき対象者に医療証を交付します。 395,770

・医療機関又は個人に対して医療費（健康保険診療）の
4年度 財源内訳

自己負担分を支払います。
国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 177,879

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 217,891

5年度 予算額

419,588

活　動　内　容

1
医療証交付件数

2
医療費助成件数

3
医療費助成額

4
指標

医療証の交付対象者数（年度末 医療費の助成件数（同医療機関 医療費の助成額（健康保険の自

時点） 、同診療科目、同月で１件） 己負担分の助成額）

予定 2,699 件 80,500 件 415,690 千円
（目標）

4年度
2,601 件 79,752 件 390,318 千円

実　績

3年度
2,646 件 80,450 件 384,932 千円

実　績

【　　】内は前年度数値

心身障害者医療の助成申請受付後、医療証の交付を行い、医療費を助成しまし
た。
＜医療費助成件（人）数＞

・医療費助成　７９，７５２件【８０，４５０件】
　・対象者数　　　２，６０１人【　２，６４６人】

具体的 ＜助成対象者（重度障がい児者）＞
内 容 ・身体障害者手帳１・２級 　１，９３５人【１，９９８人】

・ＩＱ３５以下（療育手帳Ａ１・Ａ２該当） 　５５７人【　　５４０人】
・精神障害者保健福祉手帳１級 　１０９人【　　１０８人】

＜決算額の内訳＞
・医療費助成額　３９０，３１８千円
・その他 　５，４５２千円　

・障がい者手帳の所持者が増加していることから、今後、制度利用
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事業名 20 松風園運営事業 担当課 障がい福祉課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

障がい児者の基本的生活習慣や環境への適応性を養いま
70,686

目　的 す。
4年度 予算現額

99,080

4年度 決算額・指定管理者に委任し、専門的な支援及び訓練の提供を
行います。 95,819

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 23,232

一 般 財 源 72,587

5年度 予算額

86,236

活　動　内　容

1
第１松風園開園日数

2
第１松風園利用児童数

3
第２松風園開園日数

4
第２松風園利用者数

指標
年間開園日数 在籍児童数（年度末現在数） 年間開園日数 利用契約者数（年度末現在数）

予定 230 日 30 人 260 日 45 人
（目標）

4年度
234 日 41 人 265 日 54 人

実　績

3年度
233 日 41 人 263 日 50 人

実　績

【　　】内は前年度数値

・知的障がい児を対象とした通園事業及び、知的障がい者を対象とした生活介護
事業を実施しました。

・大和市障害者福祉センター松風園条例に基づき平成１７年４月１日から指定管
理者に施設の管理運営を委任し、第四期指定管理者（令和２年４月１日から令
和７年３月３１日）に社会福祉法人大和しらかし会を継続指定しています。

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 ・施設修繕費 　２，１５１千円

・指定管理料 　６７，９００千円
・工事請負費（園庭工事） 　２３，２９８千円
・備品購入費（熱風消毒保管庫）　２，１１２千円
・その他 　３５８千円

・重度の障がい児・者の生活の向上を目的とした施設であり、事業に対するニー
ズは高く、今後も重度の障がいがある方に対し、適切な支援が確保できるよう
事業を継続してまいります。

評価課題 ・施設が老朽化しており、計画的
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ラムの実施が
　必要です。また、超高齢社会の到来に伴い、介護予防の取り組みが必要な方へ
　の利用を促進し、新規利用者を獲得していく必要があります。

評価課題 ・機能の低下が見られる利用者が円滑に介護保険サービス等を活用できるよう、
　地域の関係機関との連携強化を図ります。
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事業名 05 生きがい対応型デイサービス事業 担当課 健康づくり推進課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

地域における高齢な方の自立支援及び介護保険法による
13,634

目　的 地域支援事業への円滑な移行を推進します。
4年度 予算現額

14,225

4年度 決算額・６５歳以上の市民を対象にひまわりサロンを開催し、
　地域の人との交流を図りつつ、閉じこもりを防止しま 13,231
　す。また、介護予防に関する普及啓発も行います。

4年度 財源内訳
・地域包括支援センターと連携し、介護予防事業の推進

国庫支出金 0
　を図ります。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 13,231

5年度 予算額

14,415

活　動　内　容

1
利用者数

2
実施回数

3
健康・介護予防に関する知

4
識の普及啓発

指標
ひまわりサロン利用者数 ひまわりサロン実施回数 専門職による実施回数

予定 12,000 人 573 回 40 回
（目標）

4年度
6,740 人 573 回 22 回

実　績

3年度
4,649 人 375 回 15 回

実　績

【　　】内は前年度数値

ひまわりサロンを開催し、健康状態の維持・改善を図るとともに介護予防を　　
推進します。
＜事業内容＞　　
　・実施場所：コミュニティセンター等　　　１６か所【　　１６か所】
　・実施回数：　　　　　　　　　　　　　　５７３回【　　３７５回】

具体的 　・利用者数：　　　　　　　　　　　　６，７４０人【４，６４９人】
内 容 ＜決算額の内訳＞

　・生きがい対応型デイサービス事業委託料　　　１３，００６千円
　・保険料等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７４千円
　・自動車整備費等　　　　　　　　　　　　　　　　　１４１千円
　・自動車重量税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０千円

・利用者が年々高齢化してきており、状態に即した介護予防プログ
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事業名 13 シルバー人材センター支援事業 担当課 人生100年推進課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

高年齢者の経験と能力を生かし、生きがいとして就業の
43,525

目　的 機会を提供している（公社）大和市シルバー人材センタ
4年度 予算現額

ーの運営を支援します。
44,168

4年度 決算額・補助金を交付します。
・事業運転資金の貸付等の支援を実施します。 44,168

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 15,000

一 般 財 源 29,168

5年度 予算額

46,398

活　動　内　容

1
民間からの受注割合

2 3 4
指標

受注総件数数に占める民間件数

の割合

予定 94 %
（目標）

4年度
96 %

実　績

3年度
96 %

実　績

【　　】内は前年度数値

(公社)大和市シルバー人材センターに対して補助金の交付及び事業資金の貸付け
を実施しました。
＜決算額の内訳＞
・事業補助金 　２９，０５８千円
・事業貸付金 　１５，０００千円

具体的 ・その他 　１１０千円
内 容

・今後も、就業を希望する高年齢者には社会参加を促進するとともに、シルバー
人材センターに求められる社会的な役割を認識し、社会情勢の変化に適切に対
応していくことを目指します。

評価課題
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事業名 14 老人クラブ育成支援事業 担当課 人生100年推進課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

概ね６０歳以上であるシニアクラブ会員の社会参加を積
11,051

目　的 極的に進め、健康づくり・生きがいづくりを図ります。
4年度 予算現額

11,678

4年度 決算額・シニアクラブの育成を図るため、補助金を交付しま
　す。 11,678

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 1,746

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 9,932

5年度 予算額

12,544

活　動　内　容

1
単位シニアクラブ数

2
シニアクラブ会員数

3 4
指標

大和市シニアクラブ連合会加入

のシニアクラブ数

予定 73 団体 3,500 人
（目標）

4年度
65 団体 2,870 人

実　績

3年度
73 団体 3,334 人

実　績

【　　】内は前年度数値

単位シニアクラブ及び大和市シニアクラブ連合会に対して補助金を交付しまし
た。   
＜主な活動＞
　・年度末クラブ数：６５クラブ【７３クラブ】
　・仲間を増やす活動の展開

具体的 　　　加入促進活動支援として「そうめん・ひやむぎ・ハム販売」の実施
内 容 　・健康づくり、介護予防活動の推進

　　　専門家を招いての健康講座や「ゆめクラブ大和ウォーキング」の実施
　・地域の支え合い活動の推進
　　　友愛研修会を開催
＜決算額の内訳＞
　・シニアクラブ連合会補助金　　　　９，８８４千円
　・単位シニアクラブ育成補助金　　　１，７９４千円

・社会情勢、健康寿命やライフスタイルの変化により、クラブ数、加入者ともに
  減少が続いてます。
・求められるシニアクラブの形態、活動を検討していく必要があると思われま

評価課題   す。
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事業名 16 高齢者見守り事業 担当課 人生100年推進課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

在宅高年齢者の日常生活における不安を解消します。
16,686

目　的
4年度 予算現額

18,990

4年度 決算額・高齢者見守り（緊急通報）システムにより、相談や緊
急時の対応を行います。 18,975

・声かけ訪問調査、在宅介護認定者調査を実施し、高年
4年度 財源内訳

齢者の見守り支援に活用します。また、介護予防アン
国庫支出金 0

ケートを実施する年度については、当アンケート内に
手段手法 県 支 出 金 0

調査項目を設定し、調査を行います。
地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 18,975

5年度 予算額

20,276

活　動　内　容

1
高齢者見守り（緊急通報）

2 3 4
システム利用者数

指標
年度末のシステム利用者数

予定 750 人
（目標）

4年度
791 人

実　績

3年度
721 人

実　績

【　　】内は前年度数値

高齢者見守り（緊急通報）システムを実施する中で、ひとり暮らし高年齢者等の
安否確認を行いました。
＜事業内容＞　
・高齢者見守り（緊急通報）システム年度末利用者数　７９１人【７２１人】

＜決算額の内訳＞
具体的 ・高齢者見守り（緊急通報）システム事業委託　１８，９７５千円
内 容

・ひとり暮らし高年齢者等が増えていく中で、緊急時の対応、安否確認等に対応
できる高齢者見守りシステムは有効であり、令和４年度は、４０件を超える
救急車出動要請、８０件を超える安否確認出動を行いました。

評価課題 ・その他ひとり暮らしの認知症の方や、難聴の方等への対応については、見守り
システムのほか、民生委員や近隣住民による見守り体制を網羅的に整備してい
く必要があります。

・個人情報保護の意識の高まりもあり、各種調査に対して個人情報を明かさない
方もおり、緊急連絡先等の把握が難
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事業名 22 施設入所等措置事業 担当課 人生100年推進課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

在宅生活の維持が困難な高齢の方の日常生活の場を確保
36,732

目　的 します。
4年度 予算現額

46,309

4年度 決算額・相談、通報時において、経済的及び環境上の理由等に
より、居宅での養護や介護サービスの利用が困難であ 44,166
る高齢の方に対して、老人福祉法に基づく措置を行い

4年度 財源内訳
ます。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 6,894

一 般 財 源 37,272

5年度 予算額

46,631

活　動　内　容

1
養護老人ホーム入所申請受

2
養護老人ホーム新規入所者

3
養護老人ホーム被措置者数

4
付数 数

指標
高齢者・保健福祉サービス審議 入所者数 年度末被措置者数

会での入所決定件数

予定 4 件 4 人 15 人
（目標）

4年度
7 件 7 人 20 人

実　績

3年度
3 件 3 人 15 人

実　績

【　　】内は前年度数値

・養護老人ホームへ入所措置を行いました。
・やむを得ない事由により、介護保険サービスを受けることのできない高年齢
者に対して、行政の権限で短期入所生活介護等の措置を実施しました。

＜実績の内訳＞
・市内施設　※新規入所者７名、逝去等により２名退所

具体的 　養護老人ホーム敬愛の園　 　２０人【１５人】
内 容 ＜決算額の内訳＞

・老人ホーム入所措置費 　４４，１０６千円
・その他 　６０千円

・環境上の理由及び経済的理由により居宅において養護を受けることが困難な高
齢の方に対し、必要時に迅速・適切に入所措置を図っていきます。

・令和４年度は退所者２人に対し、新規入所者は７人いたため、被措置者数が急

評価課題 増しました。
・高年齢者が増え、処遇困難なケースも増えているため、増加が見込まれます。
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事業名 26 認知症施策推進事業 担当課 人生100年推進課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

認知症の人やその家族が安心して暮らせる環境を整えま
889

目　的 す。
4年度 予算現額

1,452

4年度 決算額・はいかい高齢者等ＳＯＳネットワーク登録者を被保険
者、保険契約者を大和市として、個人賠償責任保険と 995
傷害保険に加入します。傷害保険を基本契約、個人賠

4年度 財源内訳
償責任保険は特約とします。

国庫支出金 0
・認知症施策の推進に必要な認知症サポート医の確保の

手段手法 県 支 出 金 0
ため、国が実施する認知症サポート医研修受講費を負

地 方 債 0
担します。

そ の 他 0

一 般 財 源 995

5年度 予算額

1,632

活　動　内　容

1
はいかい高齢者個人賠償責

2 3 4
任保険加入者数

指標
年度保険加入者実人数

予定 500 人
（目標）

4年度
515 人

実　績

3年度
486 人

実　績

【　　】内は前年度数値

・はいかい高齢者等ＳＯＳネットワーク登録者を被保険者とし、被保険者が踏切
事故等により他者に負わせた損害を補償する損害賠償責任保険及び交通事故等
による本人の死亡等を補償する傷害保険に大和市が保険契約者として加入しま
した。
　年度保険加入者実人数　５１５人【４８６人】

具体的 ・医師が認知症サポート医養成研修を受講する費用を負担しました。
内 容 　研修受講者数　１人【０人】

＜決算額の内訳＞
・保険料　９４５千円
・研修費 　５０千円

・登録者数が増加しており、認知症の人の外出支援、家族の負担軽減に寄与でき
ていると考えます。

・現時点で考えられる適切な保険内容にて、代理店と契約を行っていますが、今

評価課題 後新たな保険商品が開発される事も想定できるため、さらに良い保険がない
か、情報収集に努めます。
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事業名 27 養護老人ホーム建替え支援事業 担当課 人生100年推進課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

措置施設を運営する社会福祉法人に対して建替費用の一
40,500

目　的 部を補助することで、施設利用者のサービス向上を図り
4年度 予算現額

ます。
4,500

4年度 決算額社会福祉法人の助成に関する条例に基づき、一床あたり
県補助金（４，０００千円）の３／１６＝７５０千円を 4,500
補助金として交付します。

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 4,500

5年度 予算額

0

活　動　内　容

1
工事完了進捗率

2 3 4
指標

工事の進捗率

予定 100 ％
（目標）

4年度
100 ％

実　績

3年度
90 ％

実　績

【　　】内は前年度数値

養護老人ホームの建替えを行う社会福祉法人に施設整備費の補助を行いました。
・養護老人ホーム　１法人（社会福祉法人　敬愛の園）定員６０人

　令和４年９月１日開所
＜決算額の内訳＞
・養護老人ホーム施設整備費補助金　４，５００千円

具体的

内 容

・令和２年度から令和４年度までの３ヶ年にまたがる工事に対し、工事の進捗率
に合わせて補助金を交付しており、令和３年度までに９０％、令和４年度は
１０％の進捗であったことから、前年度より決算額は減少しました。

評価課題 ・築５０年が経過し、老朽化していた従来の建物から、利用者が安心・安全に暮
らせる建物になりました。具体的には、廊下の幅を広くし、車いすの方でも容
易にすれ違えるようになったことや、全居室が個室となったことで、プライバ
シーが確保されるようになりました。

・令和４年度に工事が完了したため、当事業は終了となります。
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　３１千円

・既存洋式便器の洗浄装置について、直接レバーに触れる手動式から、非接触で
洗浄できる自動式に改修し、衛生環境を改善しました。

・既存の和式便器を洋式便器に改修し、施設利用者の利便性向上を図りました。

評価課題
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事業名 01 保健福祉センター施設維持管理事務 担当課 健康福祉総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

保健福祉センター及び別館を適切に維持管理します。
125,580

目　的
4年度 予算現額

153,196

4年度 決算額・保健福祉センターの維持管理経費の支出をはじめ、利
用案内、清掃管理、設備管理委託などの施設維持管理 148,630
事務を行います。

4年度 財源内訳

国庫支出金 11,439

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 650

一 般 財 源 136,541

5年度 予算額

142,544

活　動　内　容

1
施設維持管理面積（保健福

2
施設維持管理業務委託等件

3
施設維持補修件数

4
施設維持管理面積（別館）

祉センター） 数
指標

延べ床面積 施設管理業務委託、水質検査、 施設維持補修・物品修繕の件数 延べ床面積

施設保険等の締結件数

予定 7,731 ㎡ 35 件 37 件 1,357 ㎡
（目標）

4年度
7,731 ㎡ 36 件 29 件 1,357 ㎡

実　績

3年度
7,731 ㎡ 35 件 27 件 1,357 ㎡

実　績

【　　】内は前年度数値

保健福祉センター及び別館の施設維持管理に係る事務を実施しました。
＜事業内容＞
・施設の維持管理に係る業務委託（設備管理、清掃管理、機械警備等）
・経常的な維持管理経費の支出（光熱水費の管理、消耗品の補充等）
・トイレ改修工事（洗浄装置の自動化、和式便器の洋式化）

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 ・委託料（設備管理、清掃管理、機械警備等）　８３，２８３千円

・需用費（消耗品、光熱水費、施設修繕） 　３９，６７６千円
・工事請負費（トイレ改修工事） 　１１，４３９千円
・役務費（電話使用料、保険料等） 　８，１２３千円
・使用料及び賃借料（複写機、電話交換機等） 　６，０７８千円
・その他　
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事業名 05 小児医療費助成事業 担当課 こども総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

子育て支援策の一環として、子どもの健全な育成と健康
665,429

目　的 保持を促進します。
4年度 予算現額

709,495

4年度 決算額・小児医療証を交付し、医療機関での通院、入院につい
て保険適用分医療費の自己負担額を助成します。 706,746

4年度 財源内訳

国庫支出金 170,000

手段手法 県 支 出 金 119,986

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 416,760

5年度 予算額

838,422

活　動　内　容

1
医療証交付児童数

2
受診件数

3 4
指標

医療証を交付した児童数 医療機関で受診した延べ件数

予定 23,573 人 344,377 件
（目標）

4年度
23,622 人 338,431 件

実　績

3年度
23,806 人 318,857 件

実　績

【　　】内は前年度数値

受給対象者の認定、医療証の交付、医療費の助成を行いました。
・助成対象
　現物給付（医療証使用）　３３３，２６０件【３１３，９５３件】
　現金給付（償還払い）　 　５，１７１件【　　４，９０４件】
※１歳以上は所得制限あり。

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 ・医療助成費 　６７６，４７１千円

・審査支払手数料 　２０，４３２千円
・報酬・職員手当等 　４，５６４千円
・消耗品・印刷製本費 　３８２千円
・委託料 　２，０５４千円
・その他 　２，８４３千円　

・本制度の適正な執行により、子育て世帯の経済的負担の軽減と子どもの健全
な育成・健康保持が推進されています。

・市町村により、対象年齢や所得制限の有無が異なるため、国・県で統一した

評価課題 制度とするよう要望しています。
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事業名 06 児童手当支給事業 担当課 こども総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

子どもの良質な成育環境を保護し、子どもの健やかな育
3,578,112

目　的 ちを社会全体で支援します。
4年度 予算現額

3,530,131

4年度 決算額・市内に住所を有し、中学校修了までの児童を監護する
父または母などを対象に児童手当を支給します。 3,501,562

4年度 財源内訳

国庫支出金 2,441,408

手段手法 県 支 出 金 525,350

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 534,804

5年度 予算額

3,477,241

活　動　内　容

1
対象児童数

2
受給者数

3 4
指標

手当の支給対象児童数 手当の受給者数

予定 26,900 人 16,996 人
（目標）

4年度
26,724 人 16,970 人

実　績

3年度
28,088 人 17,795 人

実　績

【　　】内は前年度数値

中学校修了までの児童を監護する父母等を対象に、児童手当を支給しました。
＜総延べ児童数＞

・３歳未満 　５６，３０６人【　５７，００１人】
・３歳～小学校修了前

 第１子・第２子 　１６４，４９６人【１６６，２４３人】
具体的  第３子以降　  １９，３５９人【　１９，７００人】
内 容 ・中学生 　５７，４８５人【　５７，２８９人】

・特例給付  ２７，２６８人【　３５，３１６人】
＜決算額の内訳＞
・扶助費 　３，４９０，５９０千円　
・委託料 　３，５３４千円　
・その他 　７，４３８千円

・制度改正等に適切に対応し、適正に手当を支給する必要があります。

評価課題
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事業名 08 子育て支援センター運営事業 担当課 こども総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

子育て家庭の育児不安等の解消を図り、地域での育児支
16,120

目　的 援を推進します。また、地域の中でゆとりをもって育児
4年度 予算現額

が楽しめる環境をつくります。
16,120

4年度 決算額・子育て家庭の親子が、子育てに関する相談をしたり子
育ての情報を得たり、気軽に他の親子と交流できる場 16,120
所を提供します。

4年度 財源内訳
・子育てに関する情報提供、育児相談・サロンの運営や

国庫支出金 5,029
子育て講座などを開催します。

手段手法 県 支 出 金 5,081
※令和４年度は新型コロナの影響で事業手法を変更

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 6,010

5年度 予算額

17,100

活　動　内　容

1
子育て支援センター利用者

2
子育て相談（内容別件数）

3
子育て講座参加者数

4
数

指標
常設子育てサロンを利用した親 子育てに関する相談の受付件数 子育て支援センター主催の子育

子数 て講座に参加した親子組数

予定 6,000 人 800 件 40 組
（目標）

4年度
5,051 人 915 件 50 組

実　績

3年度
4,761 人 616 件 37 組

実　績

【　　】内は前年度数値

・子育て何でも相談、子育てサロンの運営、子育てサークル育成支援等について
指定管理で運営しました。

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、昨年度に引き続き予約制・定員制
で運営しました。

 ＜決算額の内訳＞
具体的 ・指定管理料　１６，１２０千円
内 容

・今後も感染症対策に留意しつつ、講座やイベントの内容のほか、利用者の利便
性への配慮について検討していく必要があります。

評価課題
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事業名 09 つどいの広場事業 担当課 こども総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

子育て中の親の子育てへの負担感の緩和を図り、安心し
28,367

目　的 て子育て・子育ちができる環境を整備し、もって地域の
4年度 予算現額

子育て支援機能の充実を図ります。
28,645

4年度 決算額・子育て中の親子の交流の場を提供するとともに、子育
てに関する相談、地域の子育てに関する情報の提供を 28,529
行います。

4年度 財源内訳
※令和４年度は新型コロナの影響で事業手法を変更

国庫支出金 9,433

手段手法 県 支 出 金 9,433

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 9,663

5年度 予算額

28,599

活　動　内　容

1
「こどもーる」来場者数

2
「こどもーる」相談件数

3 4
指標

来場した保護者と子どもの延べ 保護者等からの相談件数

人数

予定 49,000 人 5,000 件
（目標）

4年度
47,008 人 14,265 件

実　績

3年度
45,273 人 7,630 件

実　績

【　　】内は前年度数値

・つどいの広場「こどもーる」事業を市内４か所で実施しました。
　利用者：おおむね３歳未満の児童と保護者
　施　設：こどもーる中央林間（市民交流拠点ポラリス内）

　こどもーる鶴間（イオンモール大和内）
　こどもーる大和（こどもの城内）

具体的  こどもーる高座渋谷（イオン大和店内）
内 容 ・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、時間制・定員制で運用しました。

＜決算額の内訳＞
・委託料 　２８，３０４千円
・役務費（保険料） 　２２５千円

・今後も感染症対策に留意しつつ、利用者に満足いただけるような運営の在り方
を検討していく必要があります。

評価課題
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したイベントの充実や情報発信を行　

評価課題 　い、多様化する子育てニーズを汲み取っていく必要があります。
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事業名 12 屋内こども広場管理運営事業 担当課 ほいく課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

多様化する子育てニーズに応え、市民の子育てを支援す
85,854

目　的 る拠点のひとつ、また、子育て世代の親子の新たな交流
4年度 予算現額

の場となるよう管理運営します。
88,261

4年度 決算額・親子が天候にかかわらず安全に安心して過ごせる空間
を提供します。 86,685

・子育て中の親が気軽に他施設を利用できるよう、保育
4年度 財源内訳

サービス等を提供します。
国庫支出金 1,008

・子育てを支援するため、相談室等を使用して、保育士
手段手法 県 支 出 金 1,040

等による育児相談を実施します。
地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 84,637

5年度 予算額

88,275

活　動　内　容

1
げんきっこ広場延べ利用者

2
保育室延べ利用者数

3 4
数

指標
利用した児童、保護者の実績延 利用した児童の実績延べ人数

べ人数

予定 48,000 人 1,700 人
（目標）

4年度
51,227 人 1,433 人

実　績

3年度
38,574 人 1,450 人

実　績

【　　】内は前年度数値

遊び場を提供する屋内公園事業、保育サービス等を提供する保育施設事業、保育
士等による育児相談事業について、指定管理で運営しました。
＜事業内容＞
・利用実績
げんきっこ広場 　５１，２２７人【３８，５７４人】

具体的 保育室 　１，４３３人【　１，４５０人】
内 容 ＜決算額の内訳＞

・指定管理料 　８０，２５０千円
・光熱水費・役務費 　３，３１６千円
・補助金 　３，１１９千円

・施設の利用者数がコロナ禍以前の数値まで回復傾向にあることから、安心・安
全に利用できる施設として評価されていると捉えています。

・引き続き、指定管理者のノウハウを活か

－86－



病児保育室ぽかぽか（保育運営業務委託分）１５，３９３千円
・その他  　９４５千円

・今後の利用実績や市民ニーズ等を踏まえ、病児保育事業の内容および実施施設
等について検討を続ける必要があります。

評価課題
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事業名 13 病児保育事業 担当課 ほいく課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

病児保育の実施により保護者の就労等を支援します。
45,456

目　的
4年度 予算現額

53,079

4年度 決算額・市内の民間病児保育施設に補助金を交付するほか、
市立病院の敷地内に設置する病児保育施設において 48,009
病児保育を実施します。

4年度 財源内訳

国庫支出金 14,186

手段手法 県 支 出 金 14,186

地 方 債 0

そ の 他 352

一 般 財 源 19,285

5年度 予算額

64,335

活　動　内　容

1
病児対応型実績延べ人数

2
体調不良児対応型実績延べ

3 4
人数

指標
病児対応型を利用した児童の延 体調不良児対応型を利用した児

べ人数 童の延べ人数

予定 1,983 人 181 人
（目標）

4年度
1,423 人 148 人

実　績

3年度
1,137 人 181 人

実　績

【　　】内は前年度数値

・当面症状の急変は認められないが、病気の回復期に至っていない又は病気の回
復期であることから、集団保育が困難であり、保護者の勤務等の都合により家
庭で保育を行うことが困難な小学校６年生までの児童を対象に実施しました。

　病児・病後児対応型施設数：３か所
・児童が保育中に「体調不良」となった場合において、安心かつ安全な体制を確

具体的 保し、保育所等における緊急的な対応を行い、また、保育所等に通所する児童
内 容 に対して保健的な対応等を図りました。　体調不良児対応型施設数：１か所

＜決算額の内訳＞
・もみの木医院病児保育室  １７，５４８千円
・十六山病児保育室Bambini  １０，３９１千円
・公私連携型保育所ななつぼし  ３，７３２千円
・大和市
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１８千円
・使用料及び賃借料 　１０，８１４千円
・その他 　１９６千円

・市の北部地域における子育て支援の拠点として、指定管理者のノウハウを活か
した情報発信等を行い、子育てニーズを汲み取っていく必要があります。

評価課題
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事業名 14 子育て支援施設管理運営事業 担当課 ほいく課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

幼稚園児等を対象とした送迎ステーションや、預ける理
53,013

目　的 由を問わない託児施設などの管理運営を行います。
4年度 予算現額

51,046

4年度 決算額・幼稚園バスによる送迎を実施し、これまで幼稚園を利
用できなかった方のニーズに対応することで、定員に 51,028
余裕のある幼稚園の利用を促進します。

4年度 財源内訳
・子育て中の親の育児負担を軽減するため、託児サービ

国庫支出金 1,753
スを提供します。

手段手法 県 支 出 金 7,046
・子育てを支援するため、相談室等を使用して、保育士

地 方 債 0
等による育児相談を実施します。

そ の 他 0

一 般 財 源 42,229

5年度 予算額

53,291

活　動　内　容

1
送迎ステーション事業の実

2
託児事業の実績延べ人数

3 4
績利用人数

指標
児童の在籍人数（月平均） 利用した児童の延べ人数

予定 35 人 3,000 人
（目標）

4年度
38 人 2,534 人

実　績

3年度
29 人 3,058 人

実　績

【　　】内は前年度数値

幼稚園児の預かり保育を幼稚園等の教育時間の前後に行い、施設と幼稚園等の間
を各幼稚園等の通園バスが送迎を実施する「送迎ステーション事業」、子育て世
代が子どもを理由を問わず預けることができる「託児事業」、子育てを支援する
ため保育士による「子育て相談」について、指定管理者による管理・運営を行い
ました。

具体的 ＜事業内容＞
内 容 ・利用実績　送迎ステーション（月平均） 　３８人【　　　２９人】

　託児室　 　２，５３４人【３，０５８人】
　子育て相談　 　１３０人【　　１４７人】

＜決算額の内訳＞
・指定管理料 　４０，０
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事業名 15 認定保育施設運営費助成事業 担当課 ほいく課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

認定保育施設の円滑な運営を推進し、保育所入所待機児
17,496

目　的 童の解消を図ります。
4年度 予算現額

21,648

4年度 決算額・本市の児童が入所する認定保育施設から請求を受け、
内容を審査後、補助金を交付します。 17,838

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 17,838

5年度 予算額

20,208

活　動　内　容

1
市認定保育施設数（雇用助

2
市認定保育施設補助対象児

3 4
成） 童数（保育料助成支援）

指標
補助金交付施設数 補助対象児童数（延べ人数）

予定 4 箇所 350 人
（目標）

4年度
4 箇所 235 人

実　績

3年度
4 箇所 225 人

実　績

【　　】内は前年度数値

市が定める保育士配置基準を満たす認定保育施設に対し保育士雇用助成を行い、
０～３歳児の認可保育所入所保留児童に対し、月１０，０００円（上限）の保育
料助成を行いました。
＜決算額の内訳＞
・保育士雇用補助金 　１３，２４８千円

具体的 ・認定施設利用補助金 　２，２９５千円
内 容 ・認定施設運営支援補助金 　２，２９５千円

・認定保育施設を適切に補助することで、利用児童に良質な保育が提供される環
境を整備するとともに、保護者に保育料の一部を補助することで経済的負担を
軽減しました。

評価課題 ・待機児童の解消の観点から、児童の入所促進を検討する必要があります。
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事業名 18 民間保育所建設・増設支援事業 担当課 ほいく課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

民間認可保育所の設置等を支援し、保育所等入所待機児
173,124

目　的 童の解消を図ります。
4年度 予算現額

94,528

4年度 決算額・社会福祉法人等の保育所設置認可申請等の手続きを支
援します。 94,517

・社会福祉法人等に対して補助金を交付します。
4年度 財源内訳

国庫支出金 84,000

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 10,517

5年度 予算額

155,423

活　動　内　容

1
新設保育所

2
既存保育所

3
地域型保育事業

4
指標

新設保育所の整備 既存保育所の整備 地域型保育事業所の新設

予定 2 箇所 0 箇所 0 箇所
（目標）

4年度
2 箇所 0 箇所 0 箇所

実　績

3年度
4 箇所 0 箇所 0 箇所

実　績

【　　】内は前年度数値

保育所等を整備し、子どもを安心して育てることができる環境の整備を図りまし
た。
＜事業内容（補助金活用実績）＞
　・保育所建設　　　　　　　２施設　定員１６０名【４施設３２０名】
　・小規模保育事業所新設　　無し                【無し　　　　　】

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 ・負担金、補助金及び交付金 　９４，５００千円　

・その他 　１７千円

・補助対象となる施設整備数が減少したことにより、事業費が減額となっていま
す。

・保育所等の整備を進めた結果、８年連続待機児童ゼロを達成することができま

評価課題 した。今後の建設・増設については、保育ニーズの動向を慎重に見極めた上
で、計画を策定する必要があります。
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事業名 19 保育所等乳児見守り安全対策事業 担当課 ほいく課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

保育所等に通う乳幼児を見守るとともに、安心して子ど
36,528

目　的 もを預けることができる保育環境を整備します。
4年度 予算現額

2,849

4年度 決算額・体動センサを購入し、各施設の乳幼児（主に０歳児）
保育に必要な数を配付します。 2,646

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 2,645

一 般 財 源 1

5年度 予算額

1,120

活　動　内　容

1
体動センサ配付台数

2 3 4
指標

保育施設等に配付した延べ台数

予定 28 台
（目標）

4年度
26 台

実　績

3年度
359 台

実　績

【　　】内は前年度数値

保育所等（認可保育所、認可外保育施設含む）に、体動センサを導入しました
（赤ちゃんまもるくん２）。
＜事業内容＞
・保育所等 　５施設【　７６施設】
・体動センサ 　２６台　【３５９台】

具体的 ＜決算額の内訳＞　
内 容 ・需用費（体動センサ） 　２，６４６千円

・令和３年度は保証期間満了による大規模な機器の入れ替えがありましたが、令
和４年度は新規開設園分もしくは０歳児の入所児童数に合わせて配付したた
め、決算額は減少しています。

評価課題 ・事業実施にあたっては、配付のみならず、機器の適切な取り扱い等について継
続して周知を図っていく必要があります。
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評価課題
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事業名 20 公私連携型保育所等整備事業 担当課 ほいく課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

保育需要への対応の充実を図るとともに、子どもを安心
58,908

目　的 して育てることができる環境整備を行います。
4年度 予算現額

58,908

4年度 決算額・送迎ステーション及び一時預かり事業等を実施する低
年齢児型保育所等を設置するため、民間事業者が整備 58,908
する施設をリースし、民間の運営法人に土地と施設を

4年度 財源内訳
貸し付けます。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 3,300

一 般 財 源 55,608

5年度 予算額

58,908

活　動　内　容

1
一時預かり利用人数

2
送迎ステーション利用人数

3
休日保育利用人数

4
指標

一時預かりを利用した児童の延 児童の在籍人数（月平均） 休日保育を利用した児童の延べ

べ人数（年間） 人数（年間）

予定 2,700 人 40 人 480 人
（目標）

4年度
2,976 人 48 人 601 人

実　績

3年度
1,496 人 37 人 485 人

実　績

【　　】内は前年度数値

送迎ステーション及び一時預かり事業等を実施する低年齢児型保育所を設置する
ため、民間事業者が整備した施設をリースしました。
　・開所日　　：令和３年４月１日
・賃貸借期間：令和３年３月から令和１３年３月
・施設概要　：１階部分

具体的 ・認可保育所（低年齢児型）定員６０名
内 容 ・送迎ステーション 　定員６０名　ほか

　２階部分
・こどもーる大和

＜決算額の内訳＞
・使用料及び賃借料 　５８，９０８千円　

・運営法人が実施する利用者へのアンケートや利用者からの意見等を踏まえ、運
営法人と課題の共有及びニーズの把握等を行い、複合的な子育て支援施設とし
てのよ
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，９３２千円、その他　３，４０７千円

・令和２年度から設置した子ども家庭総合支援拠点において、支援を必要とす
る子どもやその家庭等への訪問、見守りを行うとともに、様々な支援策から
適切なサービス提供につなげるなど、きめ細やかな対応を継続的に行ってい

評価課題 ます。
・改正児童福祉法により令和６年度から設置が努力義務化されている「こども
家庭センター」への移行について、国の基準に沿った体制を検討する必要が
あります。
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事業名 22 子ども家庭総合支援拠点事業 担当課 すくすく子育て課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

家庭の児童養育における悩みの解消や児童虐待の解決を
23,005

目　的 図ります。
4年度 予算現額

29,136

4年度 決算額・家庭相談員等が電話、面接、訪問等により、子育て等
の悩みの相談に応じます。 26,339

・児童虐待通告を受けたときは職員が訪問し、児童の安
4年度 財源内訳

全を確認するとともに、必要に応じて保護者に対して
国庫支出金 12,231

注意喚起を行います。
手段手法 県 支 出 金 974

・児童虐待の発生予防、早期発見のため、関係機関と連
地 方 債 0

携します。
そ の 他 20

一 般 財 源 13,114

5年度 予算額

29,617

活　動　内　容

1
電話・面接・訪問などによ

2
児童虐待に関する相談対応

3 4
る相談件数 世帯数

指標
家庭相談員等が受けた相談件数 児童虐待に関する対応及び防止

（関係機関との連絡を含む） のための相談

予定 9,000 件 250 世帯
（目標）

4年度
15,376 件 224 世帯

実　績

3年度
10,891 件 188 世帯

実　績

【　　】内は前年度数値

＜子ども家庭総合支援拠点の内容＞
・要支援児童及び要保護児童等並びに特定妊婦等への支援業務
・子ども家庭支援にかかる業務　・関係機関との連絡調整

＜家庭こども相談の概要＞
・家庭相談員の体制　週５日（６名が輪番で勤務）

具体的 ・児童虐待相談対応世帯数　２２４件【１８８件】
内 容 　（内訳）　　　　就学前　１４７件【１０５件】

　小学生　　５９件【　５９件】
　中学生　　１６件【　２０件】
　その他　 　２件【　　４件】

・虐待以外の相談世帯数　　１４０件【１２４件】
＜決算額の内訳＞
・会計年度任用職員報酬・手当　２２
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事業名 23 ファミリーサポートセンター事業 担当課 すくすく子育て課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

働く人々の仕事と子育ての両立を支援するなど、子育て
12,210

目　的 家庭における育児負担の軽減を図ります。
4年度 予算現額

12,210

4年度 決算額・地域において育児の援助を行うことを希望する者と育
児の援助を受けることを希望する者により構成される 12,210
会員相互間の援助活動を支援します。

4年度 財源内訳

国庫支出金 4,070

手段手法 県 支 出 金 4,070

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 4,070

5年度 予算額

13,740

活　動　内　容

1
支援件数

2 3 4
指標

ファミリーサポートが市民を支

援した件数

予定 11,500 件
（目標）

4年度
9,693 件

実　績

3年度
10,661 件

実　績

【　　】内は前年度数値

保育所・幼稚園の登園前及び終了後の預かりや送迎、親の休養や外出に伴う預か
りなどを行いました。また、病児お迎えサービスとして、緊急時の病児預かりや
病児保育室への送迎等を行いました。
・会員数 　２，８２５人【　２，６３８人】
　うち、病児会員数　 　１，０６４人【　１，００６人】

具体的 ・活動件数 　９，６９３人【１０，６６１人】
内 容 　うち、病児・病後児の預かり　 　１６件【　 　８件】

　うち、病児・病後児の送迎　 　４９件【　 　４６件】
＜決算額の内訳＞
・ファミリーサポートセンター事業委託料　１２，２１０千円

・核家族や地域ネットワークの希薄化により、子育て家庭の負担感が増してお
り、支援の希望者に対応するため、支援会員を増やしていく必要があります。

評価課題
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師（常勤）１名、会計年度任用職員保健師
＜事業内容＞
・電話、来所相談 　３，６３７件【４，２７９件】
・親子健康手帳交付時の妊婦面接件数　１，８３７件【１，９６３件】

＜決算額の内訳＞
・会計年度任用職員　報酬 　２，３０５千円

・妊娠届出数の減少等にともない、支援が必要な妊婦数が減少しました。
・出産・子育て応援事業における妊娠８か月時のアンケート調査を活用し、引き
続き切れ目のない支援に努める必要があります。

評価課題
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事業名 24 子育て世代包括支援センター事業 担当課 すくすく子育て課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

妊娠を考えたときから妊娠・出産・子育て期に切れ目な
2,293

目　的 い相談支援を実施し、安心して妊娠・子育てができる環
4年度 予算現額

境をつくります。
2,483

4年度 決算額国の利用者支援事業に沿って次の内容を行います。
・妊娠期から子育て期にわたるまでの母子保健や育児に 2,305
係る相談に関すること。

4年度 財源内訳
・支援を必要とする者に対しての支援プランの策定及び

国庫支出金 1,413
評価に関すること。

手段手法 県 支 出 金 323
・親子健康手帳（母子健康手帳）の交付時に全ての妊婦

地 方 債 0
へ面接を実施し、早期より支援を開始する。

そ の 他 0

一 般 財 源 569

5年度 予算額

2,683

活　動　内　容

1
子育て何でも相談・応援セ

2
親子健康手帳（母子健康手

3
支援プラン作成件数

4
ンターでの相談受付数 帳）交付時面接件数

指標
センターで受け付けた電話・来 親子健康手帳交付時に面接（ス ケース検討会で支援が必要と判

所等の相談件数 クリーニング）した件数 定をされ計画立案をした件数

予定 4,100 件 2,000 件 1,100 件
（目標）

4年度
3,637 件 1,837 件 950 件

実　績

3年度
4,279 件 1,963 件 1,041 件

実　績

【　　】内は前年度数値

・子育て相談におけるワンストップ機能をもった相談機関として、電話・来所
相談に対応しました。

・母子保健型として、妊娠の届出時に専任の保健師がすべての妊婦と面接を行
い、心身の不調や不安に対応し、支援を必要とする場合は支援プラン策定な
どの支援を行いました。

具体的 ・令和４年度より、母子健康手帳の名称を「親子健康手帳（母子健康手帳）」
内 容 としました。

人員体制：専任保健
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　２０，７２６千円
・職員手当等 　２，８１５千円
・扶助費 　６４０千円
・需用費ほか 　８０７千円

・新規相談の件数が増加しており、相談ニーズは多様化していることから、より
高い専門性ときめ細やかな対応が求められています。

評価課題
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事業名 26 発達相談支援システム推進事業 担当課 すくすく子育て課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

こどもの発達状況等に応じて、こどもやその家族が充実
23,247

目　的 した社会生活を送ることができるよう支援します。
4年度 予算現額

25,804

4年度 決算額・就学前の乳幼児に対して、相談員、心理士、言語聴覚
士、保育士、理学療法士、作業療法士などの専門ス 24,988
タッフが、専門的見地から相談・支援等を行います。

4年度 財源内訳
・軽度・中等度の難聴児に補聴器購入費を助成します。

国庫支出金 6,835

手段手法 県 支 出 金 3,619

地 方 債 0

そ の 他 325

一 般 財 源 14,209

5年度 予算額

26,218

活　動　内　容

1
発達相談件数

2
発達相談個別指導回数

3
発達相談グループ参加延べ

4
幼稚園・保育所への巡回相

人数 談機関数
指標

発達相談に関する新規、継続相 発達相談スタッフによる乳幼児 乳幼児対象のグループ指導への 専門スタッフが訪問した幼稚園

談件数 への個別指導回数 参加者延べ人数 や保育所の数

予定 600 件 2,550 回 700 人 80 園
（目標）

4年度
770 件 3,149 回 744 人 107 園

実　績

3年度
663 件 2,788 回 667 人 90 園

実　績

【　　】内は前年度数値

・就学前の乳幼児に対して、専門の職員が相談、支援を行いました。
・軽度・中等度の難聴児への補聴器購入費を補助しました。
＜事業内容＞
・発達相談件数 　７７０件【　　６６３件】
・個別指導回数 　３，１４９回【２，７８８回】

具体的 ・グループ指導 　７４４人【　　６６７人】
内 容 ・保育所等巡回相談機関数 　１０７園【　 　９０園】

・難聴児補聴器購入費等助成 　１９件【　 　１２件】
＜決算額の内訳＞
・報酬
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サービスの提供体制が充実したことに伴い、利用が増加しました。
・サービス利用計画を作成する相談支援事業所が、利用者の増加やニーズの多様
化に対応できるよう、引き続き相談支援体制の充実に努める必要があります。

評価課題
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事業名 27 児童発達支援事業 担当課 すくすく子育て課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

障がい児の生活領域の拡大と早期療育を通じて、発達を
1,029,117

目　的 促します。
4年度 予算現額

1,148,831

4年度 決算額・障がい児の保護者からの申請を受け、障害児通所給付
費の支給を行います。 1,096,422

4年度 財源内訳

国庫支出金 574,522

手段手法 県 支 出 金 271,335

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 250,565

5年度 予算額

1,252,558

活　動　内　容

1
児童発達支援支給決定者数

2
放課後等デイサービス支給

3
保育所等訪問支援支給決定

4
サービス利用計画作成支給

決定者数 者数 決定者数
指標

給付の支給を決定した人数 給付の支給を決定した人数 給付の支給を決定した人数 給付の支給を決定した人数

予定 270 人 970 人 40 人 1,240 人
（目標）

4年度
274 人 970 人 44 人 1,246 人

実　績

3年度
238 人 922 人 36 人 1,161 人

実　績

【　　】内は前年度数値

障がい児の保護者から申請を受け、障害児通所給付費の支給を行いました。
＜事業内容＞（支給決定者数）
・児童発達支援 　２７４人【　　２３８人】
・放課後等デイサービス 　９７０人【　　９２２人】
・保育所等訪問支援 　４４人【　 　３６人】

具体的 ・サービス利用計画作成 　１，２４６人【１，１６１人】
内 容 ＜決算額の内訳＞

・報酬、需用費ほか 　２，５５４千円
・児童発達支援 　３３２，８１９千円
・放課後等デイサービス 　７１７，９８４千円
・保育所等訪問支援 　６，２４２千円
・サービス利用計画作成 　３６，５２５千円
・高額障害児通所等給付費 　２９８千円

・通所
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事業名 28 障がい児自立支援給付事業 担当課 すくすく子育て課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

障がい児及び難病等の児童が、日常生活及び社会生活を
33,006

目　的 営むために、必要な支援を受けることができるようにし
4年度 予算現額

ます。
37,874

4年度 決算額・障がい児及び難病等の児童の保護者からの申請を受
け、自立支援給付費を支給します。 37,873

4年度 財源内訳

国庫支出金 19,853

手段手法 県 支 出 金 9,581

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 8,439

5年度 予算額

42,302

活　動　内　容

1
ホームヘルプ支給決定者数

2
短期入所支給決定者数

3 4
指標

給付の支給を決定した人数 給付の支給を決定した人数

予定 14 人 65 人
（目標）

4年度
14 人 68 人

実　績

3年度
12 人 65 人

実　績

【　　】内は前年度数値

障がい児の保護者から申請を受け、障がい児自立支援給付を支給しました。
＜事業内容＞（支給決定者数）
・居宅介護給付 　１４人【１２人】　
・短期入所給付 　６８人【６５人】

＜決算額の内訳＞
具体的 ・居宅介護給付 　１２，２１６千円
内 容 ・短期入所給付 　２５，３７０千円

・高額障害児通所等給付費 　２８７千円

・新型コロナウイルスの影響からサービス利用が減少傾向にありましたが、コロ
ナ禍以前の水準に戻りつつあります。

・障がい児とその家族のニーズが多様化する傾向にあり、安定したサービス提供

評価課題 体制の確保が必要です。
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事業名 29 障がい児地域生活支援事業 担当課 すくすく子育て課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

障がい児及び難病等の児童が、個々の状況に応じ、地域
10,681

目　的 の実態に沿った支援を受け、地域生活を営むことができ
4年度 予算現額

るようにします。
14,395

4年度 決算額・障がい児及び難病等の児童の保護者からの申請を受
け、地域生活支援事業を行います。 12,934

4年度 財源内訳

国庫支出金 4,942

手段手法 県 支 出 金 2,457

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 5,535

5年度 予算額

21,261

活　動　内　容

1
移動支援支給決定者数

2
日中一時支援

3 4
指標

給付の支給を決定した人数 給付の支給を決定した人数

予定 80 人 130 人
（目標）

4年度
66 人 128 人

実　績

3年度
82 人 130 人

実　績

【　　】内は前年度数値

障がい児の保護者から申請を受け、障がい児地域生活支援事業を行いました。
＜事業内容＞（支給決定者数）
・移動支援    ６６人【　８２人】
・日中一時支援 　１２８人【１３０人】

＜決算額の内訳＞
具体的 ・委託料 　４，２９６千円
内 容 ・移動支援 　３，４６３千円

・日中一時支援 　４，６２５千円
・重度障がい児メディカルショートステイ 　５５０千円

・医療的ケア児への支援を充実するため、医療的ケア児等コーディネーター（委
託）を増員したことに伴い決算額が増加しました。

・障がい児とその家族のニーズが多様化する傾向にあり、安定したサービス提供

評価課題 体制の確保が必要です。
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事業名 32 児童館管理運営事業 担当課 こども・青少年課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、情操を
66,051

目　的 豊かにします。
4年度 予算現額

70,185

4年度 決算額・コミセン併設児童館２０館及び単独児童館２館は、そ
れぞれの指定管理者が地域に密着した管理運営を行い 70,183
ます。

4年度 財源内訳
・子どもたちと関わりを持ちながら、様々な季節の事業

国庫支出金 0
を通して創造力豊かな発想を導き出すよう、展開して

手段手法 県 支 出 金 0
いきます。

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 70,183

5年度 予算額

71,685

活　動　内　容

1
利用人数

2
１館あたりの行事実施回数

3 4
指標

全館における利用者合計 総事業実施回数／２２館

予定 80,000 人 12 回
（目標）

4年度
56,279 人 12 回

実　績

3年度
46,725 人 12 回

実　績

【　　】内は前年度数値

・コミセン併設館：２０館
・単独館 　：　２館（子安児童館、上和田東児童館）
＜決算額の内訳＞
・指定管理料 　５６，９００千円（併設館）

　１１，３５６千円（単独館）
具体的 ・施設修繕 　１，８７１千円（単独館）
内 容 ・その他 　５６千円

・新型コロナウイルス感染症の影響により、利用者数の回復に至っていませんが
指定管理者が感染防止対策を徹底しつつ、安全に配慮した児童館運営を行うこ
とで利用者は増加傾向にあります。

評価課題 ・子どもたちが児童館において充実した時間を過ごすことができるよう、来館者
ニーズを把握、分析し、地域の実情に合わせた各種事業の充実などについて、
引き続き指定管理者との調整に努めます。
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８千円
・その他 　４８，８３１千円

・入会児童数の増加に対応するため、学校や教育委員会との調整を行い、放課後
の特別教室等を確保するとともに、民営児童クラブを活用することにより、入
会を希望する全ての児童を受け入れました。

評価課題 ・配慮が必要な児童については、心理相談員や保育士による巡回訪問の充実や研
修の開催、関係部署との情報共有、意見交換会の実施など、継続した連携を図
りながら対応し、保育の質の向上に努めました。
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事業名 33 放課後児童クラブ事業 担当課 こども・青少年課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

保護者の就労や疾病等により昼間、保護者がいない等の
462,935

目　的 児童に対し、適切な遊びや生活の場を提供し、児童の健
4年度 予算現額

全な育成を図ります。
508,141

4年度 決算額・小学校の余裕教室等を活用し、資格を有する支援員等
により児童クラブの運営を行います。 447,068

・公営児童クラブのない学区（南林間小学校、西鶴間小
4年度 財源内訳

学校）については、民営の児童クラブに業務を委託し
国庫支出金 135,524

ます。
手段手法 県 支 出 金 105,646

・公営及び委託民営児童クラブに入会できない児童（入
地 方 債 0

会保留児童）を受け入れた他の民営児童クラブについ
そ の 他 114,240

ては、その人数により、市から運営補助金を交付しま
一 般 財 源 91,658

す。
5年度 予算額

526,190

活　動　内　容

1
入所児童数（公営）

2
入所児童数（民営委託）

3
入所児童数（民営補助）

4
指標

（公営）児童クラブ入所児童数 （民営委託）児童クラブ入所児 （民営補助）児童クラブ入所児

の合計 童数の合計 童数の合計

予定 1,677 人 149 人 328 人
（目標）

4年度
1,657 人 129 人 274 人

実　績

3年度
1,535 人 126 人 268 人

実　績

【　　】内は前年度数値

・公営児童クラブ　１７クラブ（４７クラス）【１７クラブ（４６クラス）】
・民営児童クラブ事業委託　２クラブ【２クラブ】
・民営児童クラブ運営補助　６クラブ【６クラブ】
＜決算額の内訳＞
・報酬 　２４７，０２９千円

具体的 ・職員手当等 　３７，９８６千円
内 容 ・委託料 　４３，６４４千円

・負担金、補助及び交付金 　６９，５７
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事業名 34 こども食堂支援事業 担当課 こども・青少年課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

子どもの孤食を減らすとともに、子どもにとって安心で
1,936

目　的 きる地域の居場所づくりと保護者の子育て支援を目的と
4年度 予算現額

します。
3,521

4年度 決算額・こども食堂を実施する団体に対して補助金を交付しま
す。 2,944

4年度 財源内訳

国庫支出金 1,962

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 982

5年度 予算額

6,540

活　動　内　容

1
補助金交付か所

2 3 4
指標

補助金を交付したか所

予定 6 か所
（目標）

4年度
6 か所

実　績

3年度
6 か所

実　績

【　　】内は前年度数値

こども食堂を実施する団体に対して初期経費及び運営経費（食事提供事業及　
び学習支援事業・世代間交流事業）を補助しました。
・補助金交付対象となるこども食堂数 　６か所【　 　６か所】
・補助金交付対象となるこども食堂参加人数　２，２０７人【１，７３３人】
＜決算額の内訳＞

具体的 ・大和市こども食堂支援事業補助金 　２，９４４千円
内 容

・令和４年度も新型コロナウイルス感染症の影響を受けましたが、各実施団体が
感染防止対策を徹底しつつ、可能な限り運営を実施したことにより、利用者数
が増加しました。

評価課題 ・こども食堂実施団体による情報交換会（書面開催）を実施し、こども食堂が抱
える課題や要望などの情報を共有することで活動内容の充実や連携が図られる
ように努めます。

・こども食堂の新規開設に伴う要望や相談について適切な対応に努めます。

－102－



決算書ページ
款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費

127

事業名 35 子育て世帯への臨時特別給付事業 担当課 こども総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

新型コロナウイルス感染症の長期化を踏まえ、子育て世
3,285,720

目　的 帯に対して、臨時特別給付金を支給します。
4年度 予算現額

122,618

4年度 決算額・対象児童１人当たり１０万円を指定口座に支給しま
す。 58,371

4年度 財源内訳

国庫支出金 58,371

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 0

5年度 予算額

0

活　動　内　容

1
支給対象児童数

2 3 4
指標

給付金の支給対象児童数

予定 1,213 人
（目標）

4年度
583 人

実　績

3年度
32,735 人

実　績

【　　】内は前年度数値

０歳から高校３年生相当までの児童を養育する者のうち、児童手当所得制限
限度額未満の者に対し、臨時特別給付金を支給しました。
・支給金額　：対象児童１人あたり１０万円
・対象児童数：５８３人【３２，７３５人】

＜決算額の内訳＞
具体的 ・給付金 　５８，２７０千円
内 容 ・役務費 　１０１千円

・令和３年度内に支給が決定しなかった対象者などに対し、令和４年度に予算
を繰越して支給しました。

・国の支給要領に基づき、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた子育て

評価課題 世帯を支援しました。
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事業名
36 低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援

担当課 こども総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で
252,053

目　的 食費等の物価高騰等に直面する低所得の子育て世帯に対
4年度 予算現額

し、その実情を踏まえた支援を行います。
305,085

4年度 決算額・児童１人あたり５万円を支給します。

237,117

4年度 財源内訳

国庫支出金 237,117

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 0

5年度 予算額

0

活　動　内　容

1
ひとり親世帯分支給対象児

2
その他の子育て世帯分支給

3 4
童数 対象児童数

指標
ひとり親世帯分の支給対象児童 その他の子育て世帯分の支給対

数 象児童数

予定 2,780 人 3,200 人
（目標）

4年度
2,309 人 2,349 人

実　績

3年度
2,391 人 2,523 人

実　績

【　　】内は前年度数値

低所得の子育て世帯に対し、臨時特別給付金を支給しました。
・支給金額　：児童一人あたり５万円
・対象児童数
ひとり親世帯：２，３０９人【２，３９１人】
その他世帯　：２，３４９人【２，５２３人】

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 ・給付金 　２３２，９００千円

・委託料 　２，８０５千円
・役務費 　９６７千円
・需用費 　４４５千円

・国の支給要領に基づき、新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する
中で、食費等の物価高騰等に直面した低所得の子育て世帯を支援しました。

評価課題

特別給付金事業
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事業名 38 子育て世帯応援給付金事業 担当課 こども総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

電力、ガス、食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ
0

目　的 子育て世帯に対して給付金を支給します。
4年度 予算現額

649,602

4年度 決算額・児童１人当たり２万円を指定口座に支給します。

641,135

4年度 財源内訳

国庫支出金 641,135

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 0

5年度 予算額

0

活　動　内　容

1
支給対象児童数

2 3 4
指標

給付金の支給対象児童数

予定 32,000 人
（目標）

4年度
31,611 人

実　績

3年度
0 人

実　績

【　　】内は前年度数値

０歳から中学校３年生までの児童を養育する者に、給付金を支給しました。
・支給金額　：児童一人当たり２万円
・支給児童数：３１，６１１人
＜決算額の内訳＞
・扶助費 　６３２，２２０千円

具体的 ・役務費 　５，２８８千円
内 容 ・委託料 　３，０７３千円

・その他 　５５４千円

・電力、ガス、食料品等の価格高騰による影響を受けた子育て世帯を支援しまし
た。

評価課題
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令和
５年１月から開始しました。

・伴走型相談支援として、妊娠届出時や乳児家庭全戸訪問時の面談、妊娠８か月

評価課題 アンケートを行うとともに、妊娠届出時及び出生届出後に応援ギフト（現金５
万円）を給付し、安心して、出産・子育てができる環境を整備しました。

・対象者への周知を図り、必要な支援を着実に実施する必要があります。
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事業名 39 出産・子育て応援事業 担当課 すくすく子育て課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で相談に応じ
0

目　的 る伴走型の相談支援を充実し、経済的支援を一体として
4年度 予算現額

、安心して出産・子育てができる環境をつくります。
279,521

4年度 決算額・妊娠期から出産・子育てまでの一貫した「伴走型相談
支援」と妊娠出産時の用品購入や支援サービス利用費 207,563
用の負担を軽減する「経済的支援（出産・子育て応援

4年度 財源内訳
ギフト）」を一体として実施します。

国庫支出金 139,732

手段手法 県 支 出 金 33,981

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 33,850

5年度 予算額

207,909

活　動　内　容

1
出産・子育て応援ギフト申

2
アンケート送付数

3 4
請件数

指標
申請を受理した件数 妊娠８か月の頃にアンケートを

送付する件数

予定 4,000 件 1,400 件
（目標）

4年度
4,033 件 1,210 件

実　績

3年度
0 件 0 件

実　績

【　　】内は前年度数値

妊娠期から出産・子育てまでの一貫した「伴走型相談支援」と妊娠出産時の用品
購入や支援サービス利用費用の負担を軽減する「経済的支援（出産・子育て応援
ギフト）」を一体として実施しました。
＜事業内容＞
・出産応援ギフト給付件数 　２，６３７件　

具体的 ・子育て応援ギフト給付件数 　１，３９６件
内 容 ＜決算額の内訳＞

・会計年度任用職員報酬 　９１６千円
・消耗品、印刷製本 　１６１千円　
・郵送料、振込手数料 　８７６千円
・交付金管理システム費用 　３，９６０千円
・給付金 　２０１，６５０千円　

・国の総合経済対策として創設された「出産・子育て応援交付金」事業を、
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　１６施設【　１０施設】　　　１５，２７１千円
　　法外扶助費　　　　　　６７施設【　４８施設】　　　１９，９０８千円

・国の公定価格改定の動向を注視しつつ、各施設の運営状況を踏まえた適正な給
　付を行う必要があります。

評価課題
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事業名 01 保育所等施設型給付事業 担当課 ほいく課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

本市の児童が利用する市内公立を除く保育所、認定こど
7,267,263

目　的 も園、幼稚園、地域型保育事業者の安定した運営を図り
4年度 予算現額

ます。
7,946,231

4年度 決算額・本市の児童が利用する市内公立を除く保育所、認定こ
　ども園、幼稚園、地域型保育事業者の運営に対して給 7,808,937
　付を行います。

4年度 財源内訳

国庫支出金 3,592,369

手段手法 県 支 出 金 1,667,501

地 方 債 0

そ の 他 614,137

一 般 財 源 1,934,930

5年度 予算額

8,418,841

活　動　内　容

1
施設型給付費等を給付した

2
２・３号認定の延べ利用者

3
１号認定の延べ利用者数

4
市内施設数 数

指標
施設型給付費、地域型保育給付 施設型給付費等に関わる２・３ 施設型給付費等に関わる１号認

費等を給付した市内施設数 号認定の年間の延べ利用者数 定の年間の延べ利用者数

予定 90 箇所 55,056 人 24,324 人
（目標）

4年度
91 箇所 52,384 人 23,475 人

実　績

3年度
86 箇所 50,194 人 21,851 人

実　績

【　　】内は前年度数値

本市の児童が利用する市内公立を除く保育所、認定こども園、幼稚園、地域型保
育事業の設置者等に対して、施設型給付費等を交付しました。
＜事業内容・決算額の内訳＞
　・対象施設数（市外を含む）　　
　　私立保育所　　　　　１１３施設【１０６施設】５，３３３，４１５千円

具体的 　　私立認定こども園　　　１９施設【　２１施設】　　３７４，４７６千円
内 容 　　私立幼稚園　　　　　　２８施設【　２８施設】１，０４６，８２０千円

　　私立地域型保育事業　　３６施設【　３５施設】１，０１９，０４７千円
　　公立保育所等　　　　
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・民間保育所等運営費補助金 　１，２２８，７３６千円
・私立幼稚園等運営費補助金 　１０１，６９４千円
・その他 　６９０千円

・私立幼稚園等運営支援事業との事業統合及び補助金交付対象施設の増加等によ
り、決算額が増加しています。

・保育所等における保育士雇用の確保、子どもの受け入れなどを支援することに

評価課題 より、保育の質を確保していますが、保育ニーズの多様化に応じて、国・県の
補助制度は新設や改正が行われているため、市単独の補助制度についても適宜
見直しを行っていく必要があります。
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事業名 02 民間保育所等運営支援事業 担当課 ほいく課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

民間認可保育所、認定こども園、幼稚園、地域型保育事
1,073,699

目　的 業の円滑な運営及び、地域における子育て支援を充実さ
4年度 予算現額

せるため、運営費等の補助を行います。
1,563,654

4年度 決算額・民間認可保育所、認定こども園、幼稚園、地域型保育
事業の運営に係る経費に対して、予算の範囲内で補助 1,331,120
金を交付します。

4年度 財源内訳

国庫支出金 520,122

手段手法 県 支 出 金 87,023

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 723,975

5年度 予算額

1,445,029

活　動　内　容

1
補助金の交付を受けた市内

2
２・３号認定の延べ利用者

3
１号認定の延べ利用者数

4
休日保育の延べ利用者数

施設数 数
指標

補助金の交付要綱に基づき交付 補助金に関わる２・３号認定の 補助金に関わる１号認定の年間 補助金に関わる休日保育の年間

を受けた市内施設数 年間の延べ利用者数 の延べ利用者数 の延べ利用者数

予定 98 箇所 55,056 人 24,324 人 1,393 人
（目標）

4年度
97 箇所 52,384 人 23,475 人 1,158 人

実　績

3年度
93 箇所 50,041 人 21,851 人 1,244 人

実　績

【　　】内は前年度数値

施設及び事業者に対し、運営費補助金を交付しました。
＜事業内容＞
・対象施設数（市外を含む）
　保育所　 　５３施設【４９施設】
　認定こども園　 　６施設【　５施設】

具体的 　幼稚園　 　３１施設【３０施設】
内 容 　小規模保育事業　 　２６施設【２６施設】

　家庭的保育事業　 　１施設【　１施設】
　幼稚園協会等　 　２団体【　１団体】

＜決算額の内訳＞
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役務費 　２，９７３千円
・委託料 　６，２９２千円
・使用料および賃借料 　９６３千円
・償還金、利子及び割引料 　２千円

・認可保育所等の整備を進めたことにより、利用調整及び在園管理等の事務が増
加しましたが、きめ細かい利用調整を実施したことで、８年連続で待機児童ゼ
ロを達成しました。

評価課題 ・令和７年度中に移行予定の地方公共団体情報システム標準化を適切かつ迅速に
推進するとともに、電子申請を更に拡充し市民サービスの向上を図ります。
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事業名 03 認可保育所等運営事務 担当課 ほいく課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

認可保育所等の利用調整及び在園管理を行います。
25,841

目　的
4年度 予算現額

30,135

4年度 決算額・認可保育所等への申し込みを受け、利用調整を経て利
用を決定し、利用開始後の利用者負担金の賦課・徴収 28,308
を行うとともに、教育・保育給付等認定の管理を適切

4年度 財源内訳
に実施します。認可保育所等に係る保護者への情報提

国庫支出金 5,485
供や、入所保留児童へのマッチングについては、保育

手段手法 県 支 出 金 1,091
コンシェルジュが中心となって実施します。また、市

地 方 債 0
外の認可保育所等の希望者について、当該市区町村に

そ の 他 0
協議を行います。

一 般 財 源 21,732

5年度 予算額

34,095

活　動　内　容

1
申込者数

2
入所決定児童数

3
待機児童数

4
相談件数

指標
４月入所申込者数 ４月入所児童数 ４月１日現在の待機児童の数 保育コンシェルジュ相談件数

予定 5,097 人 5,097 人 0 人 1,057 件
（目標）

4年度
4,867 人 4,673 人 0 人 1,030 件

実　績

3年度
4,742 人 4,509 人 0 人 1,018 件

実　績

【　　】内は前年度数値

・入所の申込受付・入所決定を行った後、保育料の賦課、徴収を行うとともに、
教育・保育給付認定の適切な管理を行います。

・保育コンシェルジュが、保育を希望する保護者の相談に応じ、保育所等の施設
や保育サービスの情報提供を行います。

＜決算額の内訳＞
具体的 ・報酬 　１４，６５９千円
内 容 ・職員手当等 　２，３７６千円

・旅費 　６７千円
・需用費 　９７６千円
・
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事業名 01 ひとり親家庭等医療費助成事業 担当課 こども総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

ひとり親家庭等の医療費の負担を軽減します。
133,198

目　的
4年度 予算現額

134,144

4年度 決算額・申請により、認定を行い、医療証を交付します。
・保険診療の医療費のうち自己負担額を助成します。 131,088

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 60,741

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 70,347

5年度 予算額

130,458

活　動　内　容

1
対象者数

2
受診件数

3 4
指標

対象者の人数 医療機関で受診した延べ件数

予定 3,821 人 51,069 件
（目標）

4年度
3,696 人 47,654 件

実　績

3年度
3,770 人 49,011 件

実　績

【　　】内は前年度数値

受給対象者の認定、医療証の交付、医療費の助成を行いました。　
・対象者：ひとり親家庭の父又は母（若しくは養育者）とその児童
・対象世帯：

　母子家庭　１，４１４世帯【１，４５４世帯】
　父子家庭　　　　５６世帯【　　　５５世帯】

具体的 　養育者家庭　　　１２世帯【　　　１３世帯】
内 容 ＜決算額の内訳＞

・医療助成費 　１２７，８２８千円
・審査支払手数料 　３，１０８千円
・その他 　１５２千円

・ひとり親家庭等の経済的負担の軽減に寄与しています。
・ひとり親家庭等の生活に直結した事業で、市が関与する必要性が高いこと
から、現状のまま事業を継続していきます。

評価課題
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事業名 02 ひとり親家庭等家賃助成事業 担当課 こども総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

ひとり親家庭等の住居に係る費用の負担を軽減します。
95,474

目　的
4年度 予算現額

96,292

4年度 決算額・申請に基づき、所得等の審査を行い、対象世帯に対し
て、月額の家賃から２４，０００円を控除した額 92,785
（１０，０００円を上限）を支給します。

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 92,785

5年度 予算額

93,831

活　動　内　容

1
助成世帯数

2 3 4
指標

家賃助成を行った世帯数

予定 836 世帯
（目標）

4年度
790 世帯

実　績

3年度
820 世帯

実　績

【　　】内は前年度数値

母子・父子家庭等に対し、家賃の一部を助成しました。
　・助成世帯数　　　　７９０世帯【８２０世帯】　
　（内訳）母子世帯　７６７世帯【８０１世帯】

　父子世帯　　２０世帯【　１６世帯】
　養育者　 　３世帯【　　３世帯】　

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 ・家賃助成 　９２，６９４千円

・その他 　９１千円

・ひとり親家庭等への家賃に対する助成を行うことで、ひとり親家庭等の経済的
負担の軽減が図られています。

評価課題
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事業名 04 ひとり親家庭等相談事業 担当課 こども総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

ひとり親家庭等が抱える不安や悩みを解消します。
7,089

目　的
4年度 予算現額

7,263

4年度 決算額・生活上の問題等様々な相談に対応できるよう母子・父
子自立支援員を配置し、福祉事務所等の関係機関と連 7,140
携を図り、相談業務を行います。

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 7,140

5年度 予算額

7,280

活　動　内　容

1
相談件数

2 3 4
指標

母子・父子自立支援員が受けた

相談の延べ件数

予定 1,500 件
（目標）

4年度
3,763 件

実　績

3年度
3,693 件

実　績

【　　】内は前年度数値

ひとり親の生活上の様々な問題に母子・父子自立支援員が相談に応じました。 
＜相談件数＞
・生活一般相談（住宅・就職等）　２，０６９件【１，９９０件】
・児童相談（養育・教育等） 　３０３件【　　３２９件】
・生活援護相談（資金・年金等）　１，３７２件【１，３４８件】

具体的 ・その他の相談（施設利用等） 　１９件【　 　２６件】
内 容 ＜決算額の内訳＞

・自立支援員報酬 　５，９５７千円
・自立支援員期末手当 　１，１５７千円
・消耗品 　２４千円
・その他 　２千円

・ひとり親家庭等の様々な相談に対応し、必要な制度利用等に繋がるよう支援
しています。

・相談内容が多岐にわたることから、母子・父子自立支援員のさらなるスキル

評価課題 アップと関係する部署との連携強化が必要です。
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事業名 05 児童扶養手当支給事業 担当課 こども総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

ひとり親家庭等の生活の安定を図ります。
770,212

目　的
4年度 予算現額

775,598

4年度 決算額・申請に基づき、戸籍・所得等の書類を審査し、認定
後、申請者に手当証書を交付し、手当を支給します。 739,109

4年度 財源内訳

国庫支出金 245,762

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 493,347

5年度 予算額

766,581

活　動　内　容

1
受給者数

2 3 4
指標

児童扶養手当を受給しているひ

とり親家庭の保護者の人数

予定 1,484 人
（目標）

4年度
1,433 人

実　績

3年度
1,494 人

実　績

【　　】内は前年度数値

父母の離婚、父・母の死亡などにより父親・母親と生計を同じくしていない児童
について、児童扶養手当を支給しました。　
　・受給者数　　　１，４３３人【１，４９４人】
＜受給者数の内訳＞
・母子家庭 　１，３６６人【１，４２９人】

具体的 ・父子家庭 　５４人【　 　５２人】
内 容 ・養育者 　１３人【　 　１３人】

＜決算額の内訳＞
・児童扶養手当支給額 　７３６，７４１千円
・その他 　２，３６８千円

・今後も経済的支援が必要な世帯に対し、適正に手当を支給していく必要があり
ます。

評価課題
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要件が緩和されたことなどから、対象人数が増
　加し、決算額が増額しました。

評価課題 ・資格の取得が図られることで、就労機会の拡大や就労条件の向上等にもつなが
　り経済的な自立が促進されています。
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事業名 06 母子家庭等自立対策支援事業 担当課 こども総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

ひとり親家庭の父または母の就業を効果的に促進
17,276

目　的 します。
4年度 予算現額

26,522

4年度 決算額・就職の促進のため、国の事業実施要綱に基づき資格取
　得や教育訓練、高等学校卒業程度認定試験合格に向け 23,459
　た講座の受講者に対して、申請を基に給付金を支給し

4年度 財源内訳
　ます。

国庫支出金 17,447

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 6,012

5年度 予算額

22,126

活　動　内　容

1
自立支援教育訓練給付金申

2
高等職業訓練促進給付金申

3
高等学校卒業程度認定試験

4
請者数 請者数  合格支援給付金の申請者数

指標
自立支援教育訓練給付金の申請 高等職業訓練促進給付金の申請 高等学校卒業程度認定試験合格

者数 者数 支援給付金の申請者数

予定 5 人 18 人 1 人
（目標）

4年度
7 人 21 人 1 人

実　績

3年度
3 人 16 人 2 人

実　績

【　　】内は前年度数値

ひとり親家庭における雇用機会促進のため、資格取得や教育訓練等の受講者に
対して、給付金を支給しました。
＜給付件数＞
　・自立支援教育訓練給付金　　：　７件【　３件】
　・高等職業訓練促進給付金　　：２１件【１６件】

具体的 　・高等職業訓練修了支援給付金：１１件【　４件】
内 容 　・高等学校卒業程度認定試験合格支援受講開始時給付金：１件【０件】

　・高等学校卒業程度認定試験合格支援受講修了時給付金：１件【２件】
　・高等学校卒業程度認定試験合格支援合格時給付金　　：１件【２件】
＜決算額の内訳＞
　・給付金　　　　　２２，９８４千円
　・その他　　　　　　　　４７５千円

・新型コロナウイルス感染症等の影響により、安定した雇用を求めて資格取得を
　望む人が増えていることや支給
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事業名 02 保育事業（市立保育所） 担当課 ほいく課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市立保育所において適切な保育の体制を維持し、安心し
96,091

目　的 て子どもを預けることができる環境を整えます。
4年度 予算現額

117,370

4年度 決算額・保育士等の体制整備や傷害保険の加入などにより、適
　切に児童を受け入れるための環境を確保します。 92,120

4年度 財源内訳

国庫支出金 972

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 91,148

5年度 予算額

119,907

活　動　内　容

1
入所児童数

2
時間外保育利用児童数

3
延長保育利用児童数

4
障がい児数

指標
１月あたりの入所児童数（平均 １月あたりの時間外保育利用児 １日あたりの延長保育利用児童 入所児童のうちの障がい児数（

） 童数（１０月） 数（１０月） ３月）

予定 540 人 750 人 120 人 50 人
（目標）

4年度
440 人 597 人 45 人 57 人

実　績

3年度
465 人 695 人 62 人 55 人

実　績

【　　】内は前年度数値

保育士等の体制整備や傷害保険の加入等により、適切に児童を受け入れるための
環境を確保しました。
＜事業内容＞
　・市立保育所：　　４園【　　４園】
　・入所定員  ：４９０人【４９０人】

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・報酬　　　　　　６１，５７９千円

　・職員手当等　　　　９，８６２千円
　・需用費　　　　　　　　５７５千円
　・役務費　　　　　　　　８６７千円
　・委託料　　　　　１８，７９３千円
　・その他　　　　　　　　４４４千円

・公立保育園の役割として、障害をもつ児童の受け入れを積極的に行いました。
・安定した保育体制を維持しつつ、医療的ケア児を受け入れる環境を構築してい
　く必要があります。

評価課題
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評価課題 する必要があります。
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事業名 03 保育所給食事業（市立保育所） 担当課 ほいく課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市立保育所入所児童の健全な発育並びに健康の保持及び
98,531

目　的 増進を図ります。
4年度 予算現額

118,601

4年度 決算額・所管課の管理栄養士が立案した献立に基づき調理員が
調理し、通常保育における昼食、おやつ（０歳から２ 113,227
歳児は午前のおやつも）及び延長保育における補食の

4年度 財源内訳
提供を行います。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 26,770

一 般 財 源 86,457

5年度 予算額

119,361

活　動　内　容

1
年間総給食数

2
一日あたりの平均給食数

3 4
指標

保育園で提供する給食の年間の 平日の年間平均給食数

総合計食数

予定 131,555 食 551 食
（目標）

4年度
117,799 食 480 食

実　績

3年度
119,281 食 485 食

実　績

【　　】内は前年度数値

入所児童及び一時預かりで受け入れた児童に、昼食、おやつ（０歳から２歳児は
午前のおやつも）を提供しました。また、延長保育の児童には補食も提供しまし
た。
＜事業内容＞

・提供する給食の総合計食数 　１１７，７９９食【１１９，２８１食】
具体的 ・平日の年間平均給食数 　４８０食【　　　　４８５食】
内 容 ＜決算額の内訳＞

・保育所食器類消耗品等 　１，６２４千円
・賄材料費  ４２，３９７千円
・業務委託料 　６５，３２７千円
・保育所給食調理業務備品 　３，８７９千円

・新型コロナウイルス感染症の影響により、年間総給食数は減少しました。
・安心・安全な給食の継続的な提供に不可欠なスチームコンベクションオーブ
ン、ガス炊飯器、熱風消毒保管機等の機械類につ
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事業名 04 保育所施設維持管理事務（市立保育所） 担当課 ほいく課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市立保育所の施設、設備を適切に維持管理します。
129,613

目　的
4年度 予算現額

73,523

4年度 決算額・施設内外を点検し、壁、サッシ、ガラス、排水、空
調、電気設備、出入口の施錠、園庭、遊具等の安全を 64,945
確認するとともに、内外の清掃を行います。破損等が

4年度 財源内訳
ある場合は業者に修理を依頼します。

国庫支出金 10,163

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 54,782

5年度 予算額

44,615

活　動　内　容

1
消防設備点検実施回数

2
電気保安点検実施回数

3
害虫駆除実施回数

4
水道水質検査実施回数

指標
年２回（４園） 年６回（２園）、年４回（２園 年２回（４園） 年６回（４園）

）

予定 8 回 20 回 8 回 24 回
（目標）

4年度
8 回 20 回 8 回 24 回

実　績

3年度
8 回 20 回 8 回 24 回

実　績

【　　】内は前年度数値

施設、設備の保守点検、緊急修理等のほか、公共施設保全計画に従った施設点検
をする等、中規模修繕の準備を行いました。
＜事業内容＞
・市立保育所保守点検 　４園【　４園】
・市立保育所緊急修繕　３９件【２９件】

具体的 ・草柳保育園受水槽設置工事
内 容 ＜決算額の内訳＞

・需用費 　３６，６５２千円
・委託料 　９，９８２千円
・工事請負費　１６，０７８千円
・その他 　２，２３３千円

・草柳保育園の受水槽の劣化による破損のため、設置工事を実施しました。
・施設を安全により長く使用できるよう、施設の状況を見極めながら適切な維持
管理をする必要があります。

評価課題
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出産扶助　０人【１人】
・生業扶助 　１，０１５人　【９８４人】　・葬祭扶助　８２人【７２人】
・就労自立給付金 　５５人　【５５人】・進学準備給付金１０人【８人】

＜決算額の内訳＞　
・扶助費等　６，５２５，０６４千円 ・その他　３０７，２４６千円

・被保護者数は減少していますが、生活保護開始件数は増加傾向にあります。今
後は、高齢化の他、物価高騰や景気、雇用状況の動向により、被保護者数の増
加が予想されることから、引き続き動向を注視することが必要です。

評価課題 ・働ける世代の被保護者に対しては、就労支援員やハローワークと連携し、本人
の経歴や年齢等に応じた個別支援を行い、引き続き自立助長を推進していく必
要があります。

・併せて、被保護者の健康保持に対する継続的な支援が必要です。
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事業名 01 生活保護事業 担当課 生活援護課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

生活困窮者の最低限度の生活を保障するとともに、自立
6,715,003

目　的 の助長を目的として扶助を行います。
4年度 予算現額

6,963,537

4年度 決算額・被保護者の困窮の程度に応じて、生活扶助、教育扶
助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、生 6,832,310
業扶助、葬祭扶助からなる扶助を現物及び金銭にて

4年度 財源内訳
給付します。

国庫支出金 4,945,908
・稼働能力のある被保護者に対し、就労支援員による

手段手法 県 支 出 金 135,835
就労支援を行います。

地 方 債 0
・全ての被保護者に対し、保健師、管理栄養士による健

そ の 他 0
康管理支援を行います。

一 般 財 源 1,750,567

5年度 予算額

6,565,688

活　動　内　容

1
保護実人数

2
面接相談件数

3
保護開始件数

4
保護廃止件数

指標
年度ごとの月平均実人員数 要援護者に対する年間相談面接 生活保護年間開始世帯数 生活保護年間廃止世帯数

件数

予定 4,000 人 1,300 件 400 世帯 400 世帯
（目標）

4年度
3,645 人 930 件 438 世帯 380 世帯

実　績

3年度
3,689 人 902 件 407 世帯 417 世帯

実　績

【　　】内は前年度数値

被保護者の生活実態に応じた各種扶助を行いました。
＜被保護世帯数及び人数（月平均、停止を除く）＞　
　２，９２７世帯　３，６４５人【２，９０２世帯　３，６８９人】
＜扶助別世帯数又は人数（延べ）＞
・生活扶助　４１，７７１人　【４２，３１９人】

具体的 ・住宅扶助　３２，３７８世帯【３２，１７８世帯】
内 容 ・教育扶助 　２，０４７人　【　２，４８２人】

・介護扶助 　８，６５４人　【　８，２８６人】
・医療扶助　３６，０８２人　【３５，８４２人】・
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１０回】
・受診者数：５４０人【５８８人】
＜決算額の内訳＞
・健康診査委託　３，３０３千円
・その他 　３７３千円

・前年度受診者に、引き続き継続受診の呼びかけを行うと共に、新規受診者の増
加を目指して、健診の対象となる市民に広く事業周知を行います。

・すべての受診者が自身の健康に関心をもてるよう、結果通知にリーフレットを

評価課題 同封し情報提供を行います。また、健診当日の栄養相談や電話等での事後指導
を通じて、受診者が自主的に健康づくりに取り組むことができるよう働きかけ
ます。
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事業名 05 女性の健康診査事業 担当課 医療健診課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

女性がかかる疾病の早期発見と健康づくりのため、健康
3,762

目　的 診査、保健・栄養指導を行います。
4年度 予算現額

4,180

4年度 決算額・健診を通じて、生活習慣病をはじめとする疾病のリス
クを早期発見し、生活習慣を見直す機会となるよう、 3,676
健康診査、健診当日の栄養相談を実施します。健診

4年度 財源内訳
受診の結果、特に注意が必要な対象者について、電話

国庫支出金 0
による健康相談および健康に関する情報提供を行いま

手段手法 県 支 出 金 0
す。

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 3,676

5年度 予算額

4,196

活　動　内　容

1
女性健康診査受診者数

2
個別相談実施状況

3
保健指導実施者数

4
保育利用人数

指標
女性健康診査の受診者数 女性健康診査の当日に、個別相 女性健康診査の結果郵送時に文 女性健康診査の当日に、保育を

談を実施した人数 書にて指導を実施した数 利用した受診者数

予定 700 人 700 人 700 人 230 人
（目標）

4年度
540 人 513 人 540 人 105 人

実　績

3年度
588 人 572 人 588 人 121 人

実　績

【　　】内は前年度数値

・勤労・妊娠・子育てと多様な役割を持つ世代の女性へ、健康診査を実施しまし
た。受診を通じて、現在の生活習慣が将来の疾病のリスクに繋がることを理解
できるよう、健診日に、食生活アンケートに基づいた個別の栄養・保健相談を
行いました。また、健康診査の結果に応じて、電話による保健指導や健康に関
するリーフレット送付等を行いました。

具体的 ・継続的に受診する方が増加するよう、受診勧奨通知を４月・８月・２月に発送
内 容 したほか、年度末発送の検診・健診ガイドにて事業周知を図りました。

・開催回数：　１０回【　
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控え等の影響が引
き続きあったと考えられます。

評価課題 ・新型コロナウイルスとインフルエンザの同時流行に備え、年末年始及び１・２
月の連休における発熱患者の診療体制を充実させるため、医師などを増員して
対応しました。

・今後も継続して、一次救急医療を適切に提供出来るように努める必要がありま
す。
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事業名 06 休日夜間急患診療所運営事業 担当課 医療健診課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

休日及び夜間の内科、小児科の軽症患者のために、大和
132,910

目　的 市地域医療センター休日夜間急患診療所で適切な一次救
4年度 予算現額

急医療を提供します。
148,876

4年度 決算額・休日夜間急患診療所の運営を大和市医師会に委託しま
す。 140,414

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 3,817

地 方 債 0

そ の 他 53,439

一 般 財 源 83,158

5年度 予算額

145,955

活　動　内　容

1
診療日数

2
診療件数

3 4
指標

休日・夜間の診療日数 休日・夜間の診療件数

予定 365 日 10,000 件
（目標）

4年度
365 日 5,690 件

実　績

3年度
365 日 3,585 件

実　績

【　　】内は前年度数値

一次救急診療（内科・小児科）を大和市医師会への委託で実施しました。
・実施場所　大和市地域医療センター（鶴間１－２８－５）
・診療時間　月曜～土曜　２０時～２３時

　日曜・祝日・年末年始　９時～１２時・１４時～１７時
・２０時～２３時

具体的 ・診療件数　平日夜間 　１，９２６人【　１，３１９人】
内 容 　休日昼間　 　２，８５０人【　１，７２６人】

　休日夜間　 　９１４人【　 　５４０人】
　合　　計　 　５，６９０人【　３，５８５人】
※うち、内科　２，７５５人、小児科　２，９３５人

＜決算額の内訳＞
・診療所の業務委託等 　１３９，０３７千円
・その他 　１，３７７千円

・令和４年度は令和３年度より回復したものの、受診者数が例年に比べ少ない状
況が続いており、新型コロナウイルスの感染拡大による受診
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のの、受診者数が例年に比べ少ない状
況が続いており、新型コロナウイルスの感染拡大による受診控え等の影響が引
き続きあったと考えられます。

評価課題 ・二次救急診療件数における、軽症患者の受診者割合は、８割程度で推移してい
ることから、一次救急（地域医療センター休日夜間急患診療所）利用への誘導
を行うなど、今後も適正受診を促す取り組みを更に進める必要があります。
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事業名 07 夜間診療所運営支援事業 担当課 医療健診課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

休日及び夜間における内科等の入院治療等を必要とする
57,525

目　的 中・重症患者のために、病院群輪番制などにより適切な
4年度 予算現額

二次救急医療を提供します。
56,987

4年度 決算額・救急告示病院又は病院群輪番制参加病院の内科等の
二次救急医療の提供に係る経費に対して補助金を交 56,915
付します。

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 56,915

5年度 予算額

59,246

活　動　内　容

1
診療日数

2
診療件数

3 4
指標

休日、夜間診療日数 休日、夜間診療受診者数

予定 365 日 19,050 件
（目標）

4年度
365 日 17,851 件

実　績

3年度
365 日 16,751 件

実　績

【　　】内は前年度数値

休日及び夜間の中・重症患者に対して、病院群輪番制において、二次救急医療が
安定して提供されるよう当該医療機関に係る運営費の一部を助成しました。
・輪番病院（内　科）中央林間病院、桜ヶ丘中央病院、大和徳洲会病院

　南大和病院、大和市立病院
　（小児科）大和市立病院

具体的 ・診療時間（内　科）月～金曜日１７時～翌日８時　土曜日１３時～翌日８時
内 容 　日曜日・祝日・年末年始８時～翌日８時

　（小児科）２４時間３６５日
・診療件数　当番日 　７，７１５人【　７，２２２人】

　当番日以外　　１０，１３６人【　９，５２９人】
　合計　 　１７，８５１人【１６，７５１人】

＜決算額の内訳＞　・夜間診療所運営費補助金　３４，５３５千円
・救急搬送実績補助金 　２２，３８０千円

・令和４年度は令和３年度より回復したも
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イッグ・胸部補整具　２，１９８千円
　・重粒子線　　　　　　　　　３５０千円　　・任意予防接種　　　９千円
　・骨髄ドナー　　　　　　　　　　０千円　　・若年がん患者支援　０千円

・令和４年４月から、若年がん患者を対象に訪問介護等に要した費用の助成を開
　始しました。
・ウィッグ購入費助成は、令和４年１０月から、助成対象品に胸部補整具を追加

評価課題 　しました。
・各助成制度の申請件数は、ここ数年概ね安定的に推移しており、利用者に対す
　る制度の周知が進んでいるものと思われます。
・申請件数や市民からの声を踏まえ、引き続きより良い助成制度のあり方を検討
　します。
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事業名 14 がん患者等支援事業 担当課 医療健診課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

がん患者、骨髄移植ドナー等への費用助成を行うことに
3,102

目　的 よって、生活の質の維持・向上や先進医療による治療環
4年度 予算現額

境、骨髄提供をしやすい環境を整えます。
4,598

4年度 決算額・がん患者等を支援するための各種助成を行います。

2,557

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 4

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 2,553

5年度 予算額

4,052

活　動　内　容

1
ウィッグ及び胸部補整具購

2
重粒子線治療費助成対象者

3
骨髄ドナー支援事業助成対

4
特別の理由による任意予防

入費助成対象者数 数 象者数 接種対象者
指標

助成実績により評価します。 助成実績により評価します。 助成実績により評価します。 助成実績により評価します。

予定 80 人 2 人 2 人 2 人
（目標）

4年度
78 人 1 人 0 人 1 人

実　績

3年度
66 人 3 人 2 人 2 人

実　績

【　　】内は前年度数値

・がんの治療に伴う脱毛や乳房の変形に対応するため、ウィッグや胸部補整具を
　購入した費用の９割（上限３万円）を助成　　　　　　　　７８件【６６件】
・重粒子線治療を実施した方に３５万円を上限として助成　　　１件【　３件】
・骨髄バンク事業においてドナーとなった方、及びドナーが勤務する事業所を対
　象に、ドナーが通院・入院に要した日数に応じて助成　　　　０件【　２件】

具体的 ・骨髄移植等により免疫を失った子の保護者を対象に、特別の理由による任意の
内 容 　予防接種費用を助成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１件【　２件】

・若年（４０歳未満）のがん患者が訪問介護等を利用する際の費用（月額上限５
　万４千円）を助成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０件【　－件】
＜決算額の内訳＞
　・ウ
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 ８２店】
内 容 　・やまとHealth&Beautyフェア：アクセス数＋企画参加８５４件【３４０件】

＜決算額の内訳＞
　・管理栄養士、歯科衛生士等会計年度任用職員報酬　６１千円
　・イベント消耗品、食育推進啓発物　　　　　　　７４８千円
　・食生活改善活動委託他　　　　　　　　　　　　３０８千円
　・補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７千円

・イベントの実施方法を工夫したことにより、若い世代への普及啓発が効果的に
  できました。
・食生活改善推進員の養成講座充実により、会員数が増加しました。

評価課題 ・健康無関心層への取組の必要性も考慮し、やまと食の応援団を活用した食環境
　整備を充実させる必要があります。
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事業名 16 食育推進事業 担当課 健康づくり推進課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

食育に関する施策を実施することで、市民の心身の健康
1,247

目　的 増進や生活の質の向上を図ります。
4年度 予算現額

1,321

4年度 決算額・関係団体等と連携し食育イベント等（フェアや講座
　など）を開催し、食育を推進します。 1,189
・食に関する正しい知識の普及啓発を行います。

4年度 財源内訳
・食生活改善推進員(ヘルスメイト）の養成講座を開催

国庫支出金 0
  します。また、食生活改善推進協議会の地域での活動

手段手法 県 支 出 金 0
　を支援します。

地 方 債 0
・市内飲食店事業者等と連携し、健康的な食環境づくり

そ の 他 0
　の支援を行います。

一 般 財 源 1,189
・若い世代の健康課題改善に向けた取組を行います。

5年度 予算額

3,943

活　動　内　容

1
養成講座開催数

2
大和市食生活改善推進協議

3
食育イベント参加数

4
大和市食生活改善推進員の

会の活動（市委託事業分） 人数
指標

食生活改善推進員養成講座開催 食育推進活動実施人数 食育フェア、Health&Beautyフ 大和市食生活改善推進協議会の

回数とその補講回数 ェア参加者数 会員数

予定 8 回 1,000 人 800 人 86 人
（目標）

4年度
8 回 1,240 人 591 人 85 人

実　績

3年度
8 回 2,465 人 254 人 77 人

実　績

【　　】内は前年度数値

関係団体等と連携し、食育推進運動を行いました。
＜事業内容＞
　・Webで食育フェア：アクセス数＋企画参加　 ９１７件【　　  ７８９件】
　・食育啓発グッズ配布　　　　　　    １９，５６７個【１６，２６４個】
　・食育講座・健康づくり料理教室等を実施　　　５６回【　    　４１回】

具体的 　・やまと食の応援団登録店舗　　　　　　　    ９５店【       
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その他）　 　２２回【２３回】
＜決算額の内訳＞
・健康普及員謝礼 　９８３千円　 ・消耗品等　６７千円
・健康づくり普及啓発委託 　６２３千円　 ・その他 　６千円

・１１地区における活動とともに、市全域で健康づくり活動を継続していきま
す。ここ数年はコロナ禍のため実施回数が減少しましたが、今後も感染症対策
を講じながら、より一層の普及啓発に努める必要があります。

評価課題 ・令和５年度は健康普及員連絡協議会設立４０周年を迎えるため、健康普及員の
モチベーションの向上や活動の活性化を目指し、活動しやすい体制づくりに努
めます。
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事業名 17 健康づくり普及啓発事業 担当課 健康づくり推進課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

地域で健康づくりのリーダーとして活動する健康普及員
1,656

目　的 を支援し健康づくりを推進します。
4年度 予算現額

1,812

4年度 決算額・健康普及員連絡協議会において、市域全体や地区ごと
の活動の検討を行い、ウォーキングや健康測定会等の 1,679
健康普及員活動を行います。

4年度 財源内訳
・また関係団体等と連携し、市民まつりや健康都市やま

国庫支出金 0
とフェア等のイベントに参加し、効果的に普及啓発活

手段手法 県 支 出 金 0
動を行います。

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 1,679

5年度 予算額

1,938

活　動　内　容

1
健康普及員地区活動

2
講座参加者数

3
地域事業への参加回数

4
地域事業への参加者数

指標
健康普及員が11地区で行う健康 健康普及員が11地区で行う健康 市民まつり、ふれあい広場等の 市民まつり、ふれあい広場等の

講座の開催回数 講座の参加者数 健康づくり普及・啓発の回数 健康づくり普及・啓発の人数

予定 40 回 800 人 30 回 1,000 人
（目標）

4年度
55 回 1,755 人 32 回 335 人

実　績

3年度
33 回 632 人 24 回 799 人

実　績

【　　】内は前年度数値

・健康づくり普及啓発事業委託：１１地区及び全体活動（年間）
・健康普及員による健康講座（食生活改善推進員との料理教室等）の開催
・ウォーキングマップを活用したウォーキング活動
＜事業内容＞
・健康普及員育成講座 　４回【　３回】

具体的 ・健康普及員連絡協議会の活動（会議） 　８８回【６４回】
内 容 ・健康普及員連絡協議会の活動（啓発活動）　１０回【　１回】

・各地区における啓発活動（健康講座） 　５５回【３３回】
・各地区における啓発活動（
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人　ロタ 　４，２０４人
内 容 　ＨＰＶ 　１，８８４人　５期ＭＲ　 　２７９人

　風しんに関する追加的対策　抗体検査　 　１，３４９人
　Ｂ類：６５歳以上等のインフルエンザ　 　２５，９１２人
　成人用肺炎球菌　 　１，２４０人

・任意接種　成人風しん 　２０８人
＜決算額の内訳＞
・予防接種等業務委託料　７０１，０５５千円　・その他　２３，５４９千円

・ＨＰＶワクチンの積極的勧奨再開及びキャッチアップ接種開始に関して、対象
者（保護者）が正しく理解し適切に接種を受けられるよう、全対象者へ個別通
知を行うと共に、ワクチンに関する相談対応を行いました。

評価課題 ・インフルエンザについて、国の通知に基づき実施期間を１月末まで延長し、接
種希望者の接種機会を確保することができました。

・新たにＨＰＶワクチンの定期接種に加わった９価ワクチンについて、標準的な
接種方法が接種開始年齢により異なることから、制度が複雑になったため、丁
寧に周知を行う必要があります。
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事業名 02 予防接種事業 担当課 医療健診課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

予防接種法に基づく各種予防接種を実施し、感染症の発
681,917

目　的 生や蔓延を防止します。
4年度 予算現額

850,544

4年度 決算額・予防接種法に基づく予防接種を実施します。
・特定の任意予防接種の接種費用に対し、助成を行いま 724,604
す。

4年度 財源内訳
・接種率向上のため、予防接種スケジュールを管理する

国庫支出金 6,283
予防接種モバイルサービスを提供します。また予防接

手段手法 県 支 出 金 3,726
種の必要性を広報やまとやホームページで周知すると

地 方 債 0
ともに、対象者には、個別に勧奨通知を行います。

そ の 他 0

一 般 財 源 714,595

5年度 予算額

812,754

活　動　内　容

1
ＰＲ回数

2
予防接種協力医療機関数

3
対象者数（予防接種法にお

4
接種者数（予防接種法にお

けるＡ類疾病） けるＡ類疾病）
指標

個別通知・広報等 予防接種協力医療機関数 定期予防接種（Ａ類疾病）の対 定期予防接種（Ａ類疾病）の接

象者数（IPV,DPT,M,R除く） 種者数（IPV,DPT,M,R除く）

予定 1,091 回 179 箇所 52,337 人 61,392 人
（目標）

4年度
1,234 回 179 箇所 54,248 人 53,154 人

実　績

3年度
1,270 回 174 箇所 54,078 人 47,227 人

実　績

【　　】内は前年度数値

＜各予防接種件数＞
・定期接種　Ａ類：ＢＣＧ　１，８５１人　Ｂ型肝炎 　５，３９１人

ヒブ 　７，２６２人　小児用肺炎球菌　７，２８５人
　４種混合　 　７，２３６人　麻しん風しん　　３，６０７人
　水痘　 　３，４０２人  日本脳炎　 　９，３６９人

具体的 　２期ＤＴ　 　１，６６３
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ました。

評価課題 ・新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが、令和５年５月８日以降
５類へ移行し、同日をもって県の配食サービスが廃止となったことから、本市
の食料支援事業も廃止としました。

・今後も新型コロナウイルス感染症を含め、新興感染症等に対して国や県の動向
等を注視し、状況に応じた情報提供や対策を実施する必要があります。
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事業名 04 感染症予防事業 担当課 医療健診課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

感染症の発生や蔓延を防止し、公衆衛生の向上及び増進
738

目　的 を図ります。
4年度 予算現額

5,893

4年度 決算額・感染症に関する正しい知識の普及や情報提供に努める
とともに、１６歳以上で健康診断を受ける機会のない 4,767
方を対象とした結核検診を実施します。

4年度 財源内訳
・新型コロナウイルス等の感染症対策について、国や

国庫支出金 0
県、医療機関等の関係機関と連携して実施します。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 1,672

一 般 財 源 3,095

5年度 予算額

2,908

活　動　内　容

1
集団検診等実施回数

2
結核検診受診者数

3 4
指標

集団方式による結核検診を実施 集団方式による結核検診の受診

した回数 者数

予定 47 回 609 人
（目標）

4年度
47 回 430 人

実　績

3年度
42 回 475 人

実　績

【　　】内は前年度数値

・１６歳以上で健康診断を受ける機会のない方を対象に胸部Ｘ線検査を実施
しました。併せて感染症予防の啓発及び情報提供を行いました。

・感染症予防の普及啓発及び情報提供を行うとともに、体制整備に努めました。
・将来の大規模な感染症の発生に備えてマスクを購入しました。
＜実施状況＞

具体的 ・結核検診受診者数 　４３０人【４７５人】
内 容 ＜決算額の内訳＞

・胸部Ｘ線間接撮影業務委託料 　４３８千円
・自宅療養者支援委託料 　２，５５８千円
・感染症医療用品 　１，７１１千円
・追録代、その他 　６０千円

・令和４年度の新型コロナウイルス感染症の自宅療養者支援事業について、令和
３年度から引き続き、県の配食サービスが到達するまでの間を補完することを
目的として実施し、６６９人の方に対して支援し
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新型
ク

制を整えました。
・国の動向や最新の情報等を注視し、市民に的確な情報提供をしながら事業を推
進していく必要があります。

チン接種担当

コ
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事業名 05 新型コロナウイルスワクチン接種事業 担当課

3

ロ

年度 決算額 (以下単位:千円)

予防接種法等に基づき新型コロナウイルスワクチン接種
2,117,475

目　的 を実施し、感染症の発生や蔓延を防止します。
4年度 予算現額

2,643,817

4年度 決算額・予防接種法

ナ

に基づき、新型コロナウイルスワクチン　
　接種を実施します。 1,549,213

4年度 財源内訳

国庫支出金 1,544,789

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 4,424

一 般 財 源 0

5年度 予算額

0

活　動　内　容

1

ウ

ワクチンに関する市民への
2

ワクチンに関する市民への
3 4

周知回数（ポスター） 周知回数（チラシ）
指標

市政PRボードへのポスター掲示 全戸（約１１万世帯）へのチラ

回数 シ配布回数

予定 1 回 1 回
（目標）

4年度
1 回 0

イ

回
実　績

3年度
8 回 8 回

実　績

【　　】内は前年度数値

予防接種法等に基づく新型コロナウイルスワクチン接種を、公共施設での集団接
種と市内の協力医療機関による個別接種により実施しました。
令和４年度は、１２歳以

ル

上の１回目～５回目の接種、小児（５歳～１１歳）の１
回目～３回目の接種、乳幼児（生後６か月～４歳）の１回目～３回目の接種を実
施しました。

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 ・需用費 　５，３８２千円

・

ス

役務費 　５２，３９９千円　
・委託料　１，４８２，０１６千円
・その他 　９，４１６千円

・令和４年度は主として１２歳以上の３回目以降の接種を実施しましたが、前年
度に実施した１回目及び２回

ワ

目の接種に比べて、接種率が低下したことから、
事業費が減額となりました。

評価課題 ・接種対象者や使用するワクチン種別が増えるなど制度が複雑化する中、接種を
希望する市民が早期にワクチンを接種できるよう体
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　４，００１千円
・会計年度任用職員報酬・期末手当　１，５０６千円
・その他 　５５千円

・妊婦健康診査については、親子健康手帳（母子健康手帳）交付時の啓発や医療
機関等の協力により受診率は安定していますが、引き続き、受診率の維持向上
に努めます。

評価課題 ・妊婦歯科健康診査については、妊娠中の口腔衛生の向上についての普及啓発や
受診勧奨に努め、受診率の向上を図る必要があります。
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事業名 02 妊婦健康診査事業 担当課 すくすく子育て課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

妊婦健康診査に係る費用の一部を負担し、定期的受診を
121,545

目　的 勧めることで、母子の適切な健康管理ができるようにし
4年度 予算現額

ます。
122,380

4年度 決算額・親子健康手帳（母子健康手帳）交付時に、妊娠中の医
療機関への定期受診を促すために、妊婦健康診査費用 120,615
補助券１４回分（多胎児妊娠は１７回分）、妊婦歯科

4年度 財源内訳
健康診査受診券を妊娠期間中に１回分交付し、公費助

国庫支出金 20
成します。

手段手法 県 支 出 金 0
・受診結果に基づいて、事後指導を行います。

地 方 債 0
・定期的に受診できるよう、随時ＰＲ活動を行います。

そ の 他 0

一 般 財 源 120,595

5年度 予算額

119,404

活　動　内　容

1
周知方法（ＰＲ回数）

2
妊婦健康診査受診率

3
妊婦歯科健康診査受診者数

4
指標

親子健康手帳（母子健康手帳） 1回目受診数／妊娠届出数 受診者数

交付時・随時

予定 2,000 回 96 ％ 622 人
（目標）

4年度
1,837 回 96.9 ％ 680 人

実　績

3年度
1,963 回 96 ％ 666 人

実　績

【　　】内は前年度数値

医療機関および助産院で受ける妊婦健康診査費用を助成し、事後指導が必要な妊
産婦に対して保健指導を実施しました。
＜健診実績（受診状況）＞
・１０，０００円（　２回） 　３，６２７人【　３，６７４人】
・ ４，０００円（１２回） 　１８，７３７人【１８，９１６人】

具体的 ・多胎用４，０００円券（３回） 　３人【　　　　　１人】
内 容 ・妊婦歯科健康診査 　６８０人【　　　６６６人】

＜決算額の内訳＞
・妊婦健康診査等委託料  １１５，０５３千円
・扶助費　
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金　 　２，６４０千円
・会計年度任用職員報酬 　２，７５６千円
・その他 　２５５千円

・新型コロナウイルス等の感染症対策を継続し、安心して受診できるような環境
づくりが求められます。

・不安や孤立を感じる家庭を把握し支援できるよう従事者の質の維持向上に務め

評価課題 る必要があります。
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事業名 03 ４か月児健康診査事業 担当課 すくすく子育て課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

乳児の疾病の早期発見や発育・発達、養育環境を確認す
5,676

目　的 るとともに、この時期に適正な保健指導を行います。
4年度 予算現額

6,130

4年度 決算額・集団健診により月４回実施します。疾病の有無や心身
の発育発達の状況について診察し、健診の結果を踏ま 5,651
え、必要な育児支援を行います。

4年度 財源内訳
・受診率を高めるために、個別に受診勧奨通知を送りま

国庫支出金 0
す。未受診家庭には家庭訪問等で状況把握をします。

手段手法 県 支 出 金 0
・健診会場において、育児に役立つ情報提供や子育て支

地 方 債 0
援に関する関係機関等の周知を行い、安心して育児で

そ の 他 0
きるよう支援します。

一 般 財 源 5,651
・健診会場において、ブックスタート事業を行います。

5年度 予算額
※令和４年度は新型コロナの影響で事業手法を変更

6,243

活　動　内　容

1
受診案内件数

2
受診率

3
受診児数

4
指標

住民基本台帳により把握した対 受診者数／対象者の割合 地域医療センターで行う集団健

象者に個別通知 診受診児

予定 1,832 件 98 ％ 1,801 人
（目標）

4年度
1,856 件 100.2 ％ 1,860 人

実　績

3年度
1,812 件 99.2 ％ 1,797 人

実　績

【　　】内は前年度数値

生後３～４か月児を対象に、地域医療センターで健康診査を実施しました。
　・健診方法      ：集団健康診査（地域医療センター）
　・回数  　　　  ：月４回（年４８回）【４８回】
　・対象者数      ：１，８５６人【１，８１２人】
　・受診者数　　　：１，８６０人【１，７９７人】

具体的 　・受診率　　　　：   １００.２％【９９．２％】
内 容 ＜決算額の内訳＞

・医師報酬・負担
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　９４．７％】
＜決算額の内訳＞
・医師・歯科医師報酬、負担金 　３，９６０千円
・会計年度任用職員報酬 　３，７０６千円
・精密検査視聴覚委託料 　３，６１８千円
・備品購入費 　２，９７０千円
・その他 　６８６千円

・新たに屈折検査機器を導入したため、決算額が増加しました。
・受診率は、新型コロナウイルス感染症拡大前の状態に回復してきていますが、
引き続き、未受診児の状況把握と受診勧奨に努める必要があります。

評価課題
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事業名 06 ３歳６か月児健康診査事業 担当課 すくすく子育て課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

３歳６か月児の発育や発達等を確認することで、支援が
14,696

目　的 必要な幼児の早期発見や早期対応を行うとともに、保護
4年度 予算現額

者の育児不安の解消を図ります。
15,562

4年度 決算額・集団健診により月３回実施します。一般健康診査では
心身の発育発達や疾病の有無について診察し、歯科健 14,940
康診査では、むし歯や口腔内の異常等を診察します。

4年度 財源内訳
・視聴覚検査は専門機関に委託し精度管理を図ります。

国庫支出金 1,485
・健康診査の中では育児、栄養、歯科、こども（心理）

手段手法 県 支 出 金 0
相談を行います。

地 方 債 0
・受診率を高めるために、個別に受診勧奨通知を送付し

そ の 他 1,485
ます。また、未受診児に対しては、家庭訪問により受

一 般 財 源 11,970
診勧奨します。

5年度 予算額

12,463

活　動　内　容

1
受診案内件数

2
受診児数

3
受診率

4
健診回数

指標
住民基本台帳により把握した対 地域医療センターで行う集団健 地域医療センターで行う集団健 月３回×１２か月

象者に個別通知 診の受診児 診の受診率

予定 1,983 件 1,914 人 96.5 ％ 36 回
（目標）

4年度
2,010 件 1,913 人 95.2 ％ 36 回

実　績

3年度
2,491 件 2,360 人 94.7 ％ 48 回

実　績

【　　】内は前年度数値

３歳６か月～３歳１１か月児を対象に地域医療センターで健康診査を実施しまし
た。
・健診方法  ：集団健康診査（地域医療センター）
・回数  ：月３回（年３６回）【４８回】
・対象者数 　：２，０１０人【２，４９１人】

具体的 ・受診者数 　：１，９１３人【２，３６０人】
内 容 ・受診率 　：  ９５．２％【
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　 　：３６回【３６回】おやこ教室　　：３０回【２４回】
・「らくらく予防接種」サイトでの電子母子手帳機能の提供。子育て何でも応
援メールの配信。

＜決算額の内訳＞
・歯科医師・会計年度任用職員報酬 　１，４２３千円
・委託料（子育てメール配信委託） 　２，９２２千円
・その他 　１，７５１千円

・新型コロナウイルス感染症の影響により中止していた事業を再開しました。
・各種教室・相談事業において、妊婦やその家族が安心して参加できるよう、引
き続き、運営方法や内容の検討を行い、質の高い事業を実施していく必要があ

評価課題 ります。
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事業名 08 母子保健相談指導事業 担当課 すくすく子育て課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

安全な出産を迎えるために母体の健康管理を行うこと、
5,914

目　的 出産後の健康管理や育児・健康面における情報提供や相
4年度 予算現額

談に対応することで、子育て家庭の支援を行います。
6,355

4年度 決算額・妊娠届を受理し、親子健康手帳(母子健康手帳)を交付
します。 6,096

・妊娠・出産に向けた知識の普及啓発のための各種教室
4年度 財源内訳

を開催します。
国庫支出金 0

・２歳児歯科相談および育児相談を開催します。
手段手法 県 支 出 金 0

・１歳６か月児健康診査後のフォロー教室として「おや
地 方 債 0

こ教室」を開催します。
そ の 他 0

・子育て何でも応援メールをＬＩＮＥ、Ｔwitter、メー
一 般 財 源 6,096

ルで配信します。
5年度 予算額

7,195

活　動　内　容

1
プレママ・パパ教室、イク

2
もぐもぐ教室参加者数

3
１歳児育児教室参加利用者

4
２歳児歯科相談利用者数

メン講座参加者延べ数 数
指標

初妊婦とその夫の教室参加者延 4～8か月児の保護者の離乳食教 １歳～１歳３か月児と保護者の 相談者数

べ数 室参加者数 育児・幼児食教室参加者数

予定 1,170 人 340 人 400 人 360 人
（目標）

4年度
824 人 320 人 256 人 178 人

実　績

3年度
742 人 283 人 35 人 172 人

実　績

【　　】内は前年度数値

・親子健康手帳（母子健康手帳）の交付
　交付場所：子育て何でも相談・応援センター

・各種啓発教室等の開催
　プレママ・パパ教室：３６回【３６回】イクメン講座　：　３回【　３回】
　もぐもぐ教室　 　：２４回【２４回】１歳児育児教室：１２回【　３回】

具体的 　おべんとう教室　　：　３回【　０回】２歳児歯科相談：１２回【１２回】
内 容 　育児相談
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　１，７６５人【１，７５０人】
具体的 ・乳児家庭全戸訪問実施率  　９３．２％【　９５．０％】
内 容 ・赤ちゃん訪問プラスでの訪問数 　５６件【　　１１７件】

・「助産師さん何でも相談」相談件数 　１，４２９件【１，３７２件】
＜決算額の内訳＞
・会計年度任用職員報酬 　６，２１８千円
・その他 　１３９千円

・医療機関と情報共有を図りながら、産後健康診査や産後ケア事業などのサービ
スを活用し、対応が必要な家庭を支援しました。

・訪問に携わる職員の資質向上を図るため、定期的な研修が必要です。

評価課題
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事業名 09 妊産婦・新生児等訪問事業 担当課 すくすく子育て課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

子育て家庭の孤立化を防ぎ、地域の中で子どもが健やか
6,193

目　的 に育成できる環境整備を図ります。
4年度 予算現額

6,698

4年度 決算額・おおむね生後４か月までの乳児がいる家庭を助産師・
保健師・管理栄養士・看護師が訪問し、育児環境の確 6,357
認や育児支援及び情報提供を行います。

4年度 財源内訳
・各種健康診査において、継続支援が必要な妊婦や乳幼

国庫支出金 2,805
児を対象に保健師や管理栄養士が訪問し、必要な支援

手段手法 県 支 出 金 1,883
を行います。

地 方 債 0
・産前産後サポート事業として「助産師さん何でも相

そ の 他 0
談」を開設し、電話、面接相談に応じます。

一 般 財 源 1,669
・「赤ちゃん訪問プラス」として、育児不安のある家庭

5年度 予算額
に保健師等が再度訪問します。

7,595

活　動　内　容

1
訪問指導数(全数・継続支

2
生後４か月までの乳児家庭

3
赤ちゃん訪問プラス訪問指

4
助産師何でも相談支援件数

援） 訪問 導人数
指標

乳幼児家庭訪問および継続支援 おおむね生後４か月までの乳児 赤ちゃん訪問プラスでの家庭訪 助産師の所内相談・電話相談や

の訪問指導延べ人数 家庭が対象 問延べ人数 訪問実施数

予定 4,800 人 1,832 件 50 人 1,500 件
（目標）

4年度
4,313 人 1,765 件 56 人 1,429 件

実　績

3年度
4,479 人 1,750 件 117 人 1,372 件

実　績

【　　】内は前年度数値

子育て何でも相談・応援センター（子育て世代包括支援センター）と連携し、妊
産婦・新生児等の家庭訪問を実施しました。
＜実施状況＞
・訪問延べ人数 　４，３１３人【４，４７９人】
・生後４か月までの乳児家庭訪問数
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業での助成は経過措置期間となったため、決算額が減少しました。
・不妊治療費の公的保険適用が開始される前から治療していた市民に対し、経済

評価課題 的負担の軽減を図りました。
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事業名 10 不妊治療費助成事業 担当課 すくすく子育て課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

不妊に悩む夫婦の経済的負担を軽減し、少子化対策の充
22,606

目　的 実を図ります。
4年度 予算現額

17,546

4年度 決算額・一般不妊治療費助成
不妊治療期間１２ヶ月を１期とし、２期までを助成対 17,546
象期間とします。１期につき、治療に要した費用の自

4年度 財源内訳
己負担の２分の１（上限５万円）を助成します。

国庫支出金 0
・特定不妊治療費助成

手段手法 県 支 出 金 0
助成回数の算定方法は神奈川県の決定に基づくものと

地 方 債 0
します。治療に要した保険診療外の医療費から、県の

そ の 他 0
助成額を控除した額(上限５万円)を助成します。

一 般 財 源 17,546

5年度 予算額

9,721

活　動　内　容

1
一般不妊治療費助成件数

2
特定不妊治療費助成件数

3 4
指標

助成制度を活用し一般不妊治療 助成制度を活用して特定不妊治

を実施した件数 療を実施した件数

予定 75 件 160 件
（目標）

4年度
88 件 253 件

実　績

3年度
147 件 304 件

実　績

【　　】内は前年度数値

一般不妊治療（タイミング法、薬物療法、人工授精等）、特定不妊治療（体外受
精、顕微授精）に要した医療費の一部を助成しました。
＜一般不妊治療＞　
・申請件数  ８８件【１４７件】
・助成決定件数  ８８件【１４７件】

具体的 ＜特定不妊治療＞
内 容 ・申請件数  ２５４件【３０４件】

・助成決定件数  ２５３件【３０４件】
＜決定額の内訳＞
・一般不妊治療費助成金 　３，７２８千円
・特定不妊治療費助成金 　１２，２７０千円
・その他 　１，５４８千円

・令和４年４月より、不妊治療費の公的保険適用が開始されたことに伴い、本事
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事業名 11 不育症治療費助成事業 担当課 すくすく子育て課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

不育症に悩む夫婦の経済的負担を軽減し、少子化対策の
498

目　的 充実を図ります。
4年度 予算現額

714

4年度 決算額・専門の医療機関で受けた不育症の保険診療対象外の治
療及びその治療に係る検査に要した費用の自己負担額 355
の一部（年度あたり上限３０万円）を助成します。

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 355

5年度 予算額

585

活　動　内　容

1
不育症治療費助成件数

2 3 4
指標

助成制度を活用し不育症の治療

をした件数

予定 6 件
（目標）

4年度
4 件

実　績

3年度
4 件

実　績

【　　】内は前年度数値

不育症治療費に要した医療費の一部を助成しました。
＜不育症治療助成＞
・申請件数 　５件【４件】
・助成件数 　４件【４件】

＜決算額の内訳＞
具体的 ・不育症治療費助成金 　３５５千円
内 容

・広報やホームページへの掲載、医療機関へのポスター掲示等、様々な方法で制
度の周知を図り、不育症に悩む夫婦の経済的負担の軽減を図りました。

・引き続き、不育症という疾患や事業の周知に努める必要があります。

評価課題
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事業名 12 出産費用助成事業 担当課 すくすく子育て課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

第３子以降を出産した世帯の経済的負担を軽減すること
4,503

目　的 で、安心して産みやすい環境を整えます。
4年度 予算現額

4,954

4年度 決算額・出産費用（分娩及び入院費）から、加入している健康
保険組合が助成した出産育児一時金などを控除した額 4,954
の２分の１（上限５万円）を助成します。所得制限や

4年度 財源内訳
市税の滞納がないなどの条件があります。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 4,954

5年度 予算額

4,830

活　動　内　容

1
出産費用助成件数

2 3 4
指標

申請を受理し、助成対象となっ

た件数

予定 116 件
（目標）

4年度
114 件

実　績

3年度
116 件

実　績

【　　】内は前年度数値

出産費用（分娩及び入院費）から、加入している健康保険組合が助成した出産育
児一時金などを控除した額の２分の１（上限５万円）を助成しました。
＜出産費用助成＞
・申請件数 　１２５件【１２４件】
・助成決定件数 　１１４件【１１６件】

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 ・出産費用助成金 　４，９５４千円

・対象者には、親子健康手帳（母子健康手帳）の交付時や乳児家庭全戸訪問時、
４か月児健康診査受診時などの機会を活用し、周知を図りました。

・第３子以降の出産を検討している家庭に情報が届くよう、市ホームページや

評価課題 子育て情報誌など様々な媒体を活用し、引き続き、制度について周知に努める
必要があります。
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事業名 13 産後健康診査事業 担当課 すくすく子育て課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

出産後まもない時期の産婦への健康診査を実施し、母子
15,303

目　的 の心身の健康保持等を支援します。
4年度 予算現額

15,768

4年度 決算額・産後２週間及び１か月時点で産婦に実施した健康診査
の費用の一部を助成し、産後うつ等のリスクの高い産 15,768
婦の早期把握と支援を行います。

4年度 財源内訳

国庫支出金 7,515

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 8,253

5年度 予算額

22,686

活　動　内　容

1
産後健康診査受診率

2
産後健康診査受診者延べ数

3
早期に支援が必要な産婦

4
指標

産後健康診査受診率（1か月健 産後健康診査受診者延べ数 医療機関より継続支援依頼人数

診）

予定 82 ％ 3,006 回 270 人
（目標）

4年度
91.7 ％ 3,100 回 201 人

実　績

3年度
84 ％ 3,002 回 266 人

実　績

【　　】内は前年度数値

産後２週間、１か月の時期に受診する産後健康診査費用助成を行ない、産後うつ
等で支援を要する産婦の早期把握に努めます。
＜実績（受診状況）＞
　・産後２週間　　１，３６４人【１，３４５人】
　・産後１か月　　１，７３６人【１，６５７人】

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 ・産後健康診査委託料  １４，８１１千円

・扶助費 　９５７千円

・産後健康診査でエジンバラ産後うつ病質問票を使用し、支援が必要な産婦を早
期に発見し、赤ちゃん訪問や産後ケア事業等の支援につなげました。

・産後うつ等の対策として、引き続き産後健康診査の受診勧奨に努めるととも

評価課題 に、産科医療機関と密に連携し、支援を必要とする産婦の早期把握と早期支援
を行う必要があります。
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ルス感染症の影響により中止していた通所型事業所でのサービ
　ス提供を再開するとともに、宿泊型の実施について検討する必要があります。
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事業名 14 産後ケア事業 担当課 すくすく子育て課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

出産後まもない時期の母子に対して、心身のケアや育児
2,416

目　的 のサポート等を行い、産後も安心して子育てができる支
4年度 予算現額

援体制を確保します。
8,172

4年度 決算額・市内産科医療機関でデイサービス型、助産院で訪問型
　を実施します。 7,732
・母親の身体的ケア及び保健指導、栄養指導、心理ケ

4年度 財源内訳
　ア、授乳指導、育児相談を行います。

国庫支出金 4,711
・デイサービス型は食事や休養の場の提供を行います。

手段手法 県 支 出 金 0
・「子育て何でも相談・応援センター」の専任保健師が

地 方 債 0
　利用にあたって面接もしくは訪問を実施し、状況を確

そ の 他 0
　認、他のサービス利用を含めたコーディネートを実施

一 般 財 源 3,021
　します。

5年度 予算額
※令和４年度は新型コロナの影響で一部の事業を中止

7,885

活　動　内　容

1
産後ケア事業利用者

2
産後ケア利用回数

3 4
指標

産後ケア事業申請者数

予定 486 人 486 件
（目標）

4年度
212 人 594 件

実　績

3年度
92 人 133 件

実　績

【　　】内は前年度数値

産後４か月までの母子を対象に、市内産科医療機関でデイサービス型、助産院で
訪問型による心身のサポート等を行いました。
＜利用人数＞
　・申請人数　　　　　２１２人【　９２人】
　・利用延べ人数　　　５９４件【１３３件】

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・産後ケア事業委託料　　７，７２６千円

　・消耗品費　　　　　　　　　　　６千円

・通所（デイサービス）型支援に加えて、令和４年度から助産師による訪問型支
  援を開始したことから、決算額が増加しました。
・出産まもない時期の支援ニーズは高く、利用実績が伸びています。

評価課題 ・新型コロナウイ
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＜骨粗しょう症検診の実施＞
　・骨粗しょう症検診受診者数　：１，３１７人【令和４年度より実施】
＜決算額の内訳＞
　・集団がん検診　３８，２８５千円　・施設がん検診　７０６，１８８千円
　・特定健康診査　５３，０１０千円　・その他　　　　　４０，０６９千円
　・骨粗しょう症検診５，８１２千円

・施設がん検診については過去最多の受診者数となりましたが、新型コロナウイ
　ルス感染症による受診控えの反動によるものとも考えられることから、引き続
　き受診率の向上に向けて啓発を行っていく必要があります。

評価課題 ・一次検診で要精密検査となった対象者が精密検査の必要性を理解し、早期に受
　診行動をとるよう、勧奨を強化する必要があります。
・新型コロナウイルス感染拡大の影響により実施を見送っていた骨粗しょう症検
　診を、８月から開始しました。
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事業名 01 健康診査事業 担当課 医療健診課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

各種がん検診や特定健康診査を実施し、がんや生活習慣
831,502

目　的 病の早期発見・早期治療につながる機会の確保に努めま
4年度 予算現額

す。
887,695

4年度 決算額・健康増進法に基づく各種がん検診（胃、肺、大腸、乳
　房、子宮）、肝炎ウイルス検診、前立腺がん検診及び 843,364
　骨粗しょう症検診を実施するとともに、高齢者の医

4年度 財源内訳
　療の確保に関する法律の対象とならない方に対して、

国庫支出金 7,679
　基本健康診査を実施します。

手段手法 県 支 出 金 11,221

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 824,464

5年度 予算額

889,116

活　動　内　容

1
集団がん検診受診者数

2
施設がん検診受診者数

3
精検受診未把握者アンケー

4
精検受診未把握者アンケー

ト送付数 ト返信数
指標

集団方式のがん検診の受診者数 施設がん検診受診者数 精密検査結果が市に返送されて アンケートにより精検結果を把

いない方への受診状況の確認 握した数

予定 11,272 人 64,520 人 1,900 人 1,200 人
（目標）

4年度
10,985 人 65,046 人 1,587 人 986 人

実　績

3年度
10,975 人 64,241 人 1,856 人 1,181 人

実　績

【　　】内は前年度数値

＜がん検診の実施＞
　・インターネットを活用した成人健診システムを利用して市民への情報
　　提供を強化し、がん検診の周知に努め、受診率の向上を図りました。
　・５がん検診受診者数　　　　：７６，０３１人【７５，２１６人】
＜特定健診の追加検査として前立腺がん検診・肝炎検診を実施＞

具体的 　・前立腺がん検診受診者数　　：８，９０８人【８，７８３人】
内 容 　・肝炎検診受診者数　　　　　：１，７６３人【２，０３３人】
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　２９４人【　　３５８人】
　被指導者延数　 　４１１人【　　５０３人】

・やまと２４時間健康相談：相談延件数　４７，７４５件【４２，２２１件】
　入電件数　　１５，９６４件【１４，７５８件】

＜決算額の内訳＞
・２４時間健康相談業務委託など 　２１，９８９千円
・その他 　８，２８４千円

・新型コロナウイルス感染症の影響で、実施方法を変更するなど工夫しました。
コロナ禍では、外出や人との交流機会が減少し、フレイル傾向にある方が多く
なっていることからも、生活習慣病予防と合わせてフレイル予防等に関する保

評価課題 健活動を継続していきます。
・今後も効率的、効果的な保健指導の手段や手法について検討し、見直しを図る
必要があります。
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事業名 04 健康相談･教育事業 担当課 健康づくり推進課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

健康増進法に基づき、健康診査後の事後指導及び生活習
28,929

目　的 慣病予防のための保健師や管理栄養士等による相談・教
4年度 予算現額

育・保健指導を実施します。
32,243

4年度 決算額・生活習慣病予防・重症化予防、フレイル予防等を目的
に、個別に保健指導、相談、健康教育を行います。 30,273

・２４時間健康相談を委託で実施します。
4年度 財源内訳

・健康度見える化コーナー等で、健康相談・健康教育を
国庫支出金 0

を実施します。
手段手法 県 支 出 金 802

・高齢者の保健事業と介護予防を一体的に実施します。
地 方 債 0

※令和４年度は、新型コロナの影響で一部の事業手法を
そ の 他 19,093

変更。
一 般 財 源 10,378

5年度 予算額

40,713

活　動　内　容

1
健康教育参加人数

2
健康相談者数

3
訪問指導件数

4
２４時間健康相談入電件数

指標
市民や地域の団体から依頼があ 電話相談、窓口での来所相談、 訪問指導を行った延件数 入電延件数

り、開催した健康講座など 教室開催時の健康相談

予定 13,000 人 5,000 人 1,800 件 15,000 件
（目標）

4年度
4,384 人 2,619 人 411 件 15,964 件

実　績

3年度
2,141 人 1,613 人 503 件 14,758 件

実　績

【　　】内は前年度数値

健康診査の結果から抽出した対象者への訪問指導や健康相談、健康教育を行いま
した。文化創造拠点シリウス内の健康テラスで健康講座を行いました。
＜事業内容＞
・健康教育：開催回数 　１５７回【　　１１４回】

　参加者延数　　４，３８４人【２，１４１人】
具体的 ・健康相談：相談者延数 　２，６１９人【１，６１３人】
内 容 ・訪問指導：被指導者実数
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　２，０８２人【１，６７０人】
＜決算額の内訳＞
・健康ポイント還元物品 　１，３２２千円
・ポイントカード印刷等 　４８９千円
・ポイントカード封入封緘委託等 　１，０１９千円
・その他 　２，８８３千円

・市民が気軽に健康づくりに取り組むことのできる環境を整備した結果、年間の
総応募枚数が事業開始後初めて１万枚を超え、過去最多となりました。

・新たな参加者を取り込み、かつすでに参加している市民が参加を継続できるよ

評価課題 う、引き続き参加者のニーズ等を把握および分析し、必要に応じて実施方法
について見直しを図る必要があります。
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事業名 05 大和市健康ポイント事業 担当課 健康づくり推進課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

自主的な健康づくりに取り組むためのきっかけをつくる
5,978

目　的 とともに、習慣化されるよう支援します。
4年度 予算現額

5,965

4年度 決算額・特定健診や各種がん検診、健康に関する教室、イベン
トなど、市が指定する健康づくりに係るプログラムへ 5,713
の参加に対してポイントを付与し、一定数のポイント

4年度 財源内訳
に到達した応募者の中から抽選で景品を交付します。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 833

一 般 財 源 4,880

5年度 予算額

5,601

活　動　内　容

1
ポイント対象事業数

2
ヤマトン健康ポイントカー

3
ヤマトン健康ポイント協力

4
ヤマトン健康ポイントカー

ドの応募枚数 認定団体数 ドの応募人数
指標

ヤマトン健康ポイントが付与さ 応募されたヤマトン健康ポイン ヤマトン健康ポイント協力認定 ヤマトン健康ポイントカードを

れるイベント、教室等の数 トカードの総数 団体として登録した団体の数 応募した市民の実人数

予定 330 事業 10,500 枚 80 団体 2,000 人
（目標）

4年度
327 事業 11,711 枚 84 団体 2,082 人

実　績

3年度
300 事業 9,112 枚 75 団体 1,670 人

実　績

【　　】内は前年度数値

協力認定団体やポイント対象事業数の拡大、市内の応募ボックスの増設など、よ
り気軽に市民が健康づくりに取り組めるよう、環境の整備を進めました。
＜事業内容＞
・ポイント対象事業数 　３２７事業【　３００事業】
・ポイントカード応募枚数 　１１，７１１枚【９，１１２枚】

具体的 ・ヤマトン健康ポイント協力認定団体数 　８４団体【　　７５団体】
内 容 ・ポイントカード応募者実人数
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より多くの市民が継続し

評価課題 て歩く健康づくりに自主的に取り組んでいけるよう、参加者ニーズの把握や課
題の精査に努め、アプリの導入など、新たな手法についても検討していく必要
があります。

決算書ページ
款 04 衛生費 項 01 保健衛生費 目 04 健康増進費

135

事業名 06 歩く健康づくり事業 担当課 健康づくり推進課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

歩くことによる健康づくりにより、市民の健康増進及び
4,619

目　的 介護予防等の推進を図ります。
4年度 予算現額

5,427

4年度 決算額・市民に歩くことを意識付けし、歩くことの効用につい
て、普及啓発を図ります。 4,952

・歩くことによる健康づくりの普及定着を図るため、イ
4年度 財源内訳

ベントを開催します。
国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 4,952

5年度 予算額

5,470

活　動　内　容

1
やまとウォーキンピック参

2
普及啓発のためのイベント

3 4
加者数 回数

指標
イベント等で歩く健康づくりの

普及啓発を行います

予定 3,300 人 6 回
（目標）

4年度
3,567 人 10 回

実　績

3年度
3,374 人 3 回

実　績

【　　】内は前年度数値

・歩くことの効用について、講演会の開催などにより普及啓発を図りました。
・やまとウォーキンピックを年２回開催するとともに、スポーツフェスタ等のイ
ベントを通して、歩くことによる健康づくりの普及定着を図りました。

・歩行姿勢測定システムを活用した普及啓発のためのイベントを開催しました。
＜事業内容＞

具体的 ・やまとウォーキンピックの参加者数 　３，５６７人【３，３７４人】
内 容 ・普及啓発のイベント回数 　１０回【　　　　３回】

＜決算額の内訳＞
・歩数計等 　１，４７５千円
・イベント表彰関係記念品 　１，６４２千円
・その他 　１，８３５千円

・やまとウォーキンピックや歩行姿勢測定システムを活用したイベントを通し
て、歩くことによる健康づくりの普及啓発を図ることができました。

・今後も、イベントを更に充実させていくことに加え、
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事業名 03 公衆衛生支援事業 担当課 医療健診課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

良好な公衆浴場を確保し、公衆衛生の維持向上を図りま
1,315

目　的 す。
4年度 予算現額

5,120

4年度 決算額・大和市浴場組合の運営費の一部を助成します。また、
　公衆浴場営業者が行う施設整備費に要する費用の一部 1,598
　を助成します。

4年度 財源内訳

国庫支出金 1,451

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 147

5年度 予算額

716

活　動　内　容

1
補助件数

2
大和市浴場組合会員数

3 4
指標

施設整備件数 浴場数

予定 3 件 3 箇所
（目標）

4年度
1 件 3 箇所

実　績

3年度
6 件 3 箇所

実　績

【　　】内は前年度数値

・大和市浴場組合の運営費の一部を助成しました。
・公衆浴場の施設整備にかかる経費の一部を助成しました。
　　補助対象事業：内・外装施設整備、給水湯施設整備
・令和４年度の原油価格及び物価高騰の影響を受け、公衆浴場営業に係る燃料等
　の経費が増加した公衆浴場営業者に対して支援金を交付しました。

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・浴場組合運営費補助　　　　　　　　　　　９０千円

　・公衆浴場施設整備補助　　　　　　　　　　５７千円
　・公衆浴場燃料価格等高騰対策支援金　１，４５１千円

・公衆浴場は、物価統制令により入浴料金の価格上限が規制されている一方で、
　公衆衛生の向上及び増進に寄与する施設であることから、支援を行う必要があ
　ります。

評価課題
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部】
＜決算額の内訳＞
・やまと　みどりの学校プログラム消耗品 　１２４千円
・その他 　２０７千円

・「大和市気候非常事態宣言」と「大和市地球温暖化対策実行計画」改定を踏ま
え、市民と事業者、特に将来の大和を担う児童・生徒の環境と脱炭素に関する
意識を高めるため、更なる取組が必要です。

評価課題
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事業名 02 環境意識啓発事業 担当課 環境総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市民と事業者の環境問題に関する行動変容を目指して、
794

目　的 環境意識の高揚や啓発を図ります。
4年度 予算現額

503

4年度 決算額・ホームページ等で環境行政情報を提供します。
・市内小中学校において「かんきょうノート」を配布 331
し、児童・生徒の環境意識を啓発します。

4年度 財源内訳
・「やまと　みどりの学校プログラム」を支援します。

国庫支出金 0
・「こどもエコクラブ」を支援します。

手段手法 県 支 出 金 0
・市民環境調査（セミのぬけがら調査）を実施します。

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 331

5年度 予算額

356

活　動　内　容

1
かんきょうノートの配布対

2
「やまと　みどりの学校プ

3
環境省こどもエコクラブ登

4
象数 ログラム」取組学校数 録団体支援数

指標
市内公立の中学校生徒数と小学 自発的に行う身近な環境保全活 市内の民間非営利団体等で支援

５年生の児童数 動への取組学校数 を受けた団体数

予定 7,500 部 28 校 1 団体
（目標）

4年度
7,490 部 21 校 1 団体

実　績

3年度
6,028 部 21 校 1 団体

実　績

【　　】内は前年度数値

環境意識の高揚や環境保全活動の推進に向けて、啓発を図りました。
また、市内小学５年生への公募により、「大和市気候非常事態宣言」のロゴ
マークを制定しました。
＜事業内容＞
・市民環境調査参加者数 　４３人【　 　０人】

具体的 　（令和３年度は新型コロナウイルス感染症のため中止）
内 容 ・やまと　みどりの学校プログラム　登録件数 　２８件【　 　２６件】

　登録学校数　２１校【　 　２１校】
・かんきょうノートの配布件数 　７，４９０部【５，９４５
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等設備システム等の再生可能エネルギー設備
の普及をより一層進める必要があります。

評価課題 ・市による補助の規模や内容について随時見直してゆくとともに、国交付金の活
用による国庫間接補助を開始し、住宅用太陽光発電の普及を加速化させる必要
があります。
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事業名 03 太陽光発電等推進事業 担当課 環境総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

再生可能エネルギー（太陽光）等の利用促進により地球
5,686

目　的 温暖化対策を推進し、脱炭素社会の実現を目指します。
4年度 予算現額

7,545

4年度 決算額・住宅用の太陽光発電システム、リチウムイオン蓄電
池、家庭用燃料電池システム等の設置に対し、補助金 6,608
を交付します。

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 6,608

5年度 予算額

6,611

活　動　内　容

1
太陽光発電システム等設置

2
家庭用燃料電池システム設

3 4
費補助件数 置費補助件数

指標
住宅用太陽光発電システムの設 家庭用燃料電池システムの設置

置費補助金交付件数 費補助金交付件数

予定 110 件 50 件
（目標）

4年度
90 件 49 件

実　績

3年度
73 件 50 件

実　績

【　　】内は前年度数値

住宅用太陽光発電システム、リチウムイオン蓄電池及び家庭用燃料電池シス
テムの設置に対して、補助金を交付しました。
＜事業内容＞
・太陽光発電システム設置費補助金交付件数 　９０件【７３件】
・リチウムイオン蓄電池設置費補助金交付件数 　５２件【４０件】

具体的 ・家庭用燃料電池システム設置費補助金交付件数 　４９件【５０件】
内 容 ＜決算額の内訳＞

・太陽光発電システム設置費補助金交付額 　３，３２２千円　
・リチウムイオン蓄電池設置費補助金交付額 　１，５６０千円　
・家庭用燃料電池システム設置費補助金交付額 　１，７００千円
・その他 　２６千円　

・国が表明した２０３０年度までの温室効果ガス排出量の大幅削減に向けて、本
市においても、住宅用太陽光発電
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事業名 06 公害対策調査事業 担当課 生活環境保全課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市内の環境汚染状況の把握及び事業所における法令規制
13,627

目　的 基準の遵守状況の調査・指導を行い、公害防止を図りま
4年度 予算現額

す。
15,568

4年度 決算額・窒素酸化物メッシュ調査、河川水質調査、地下水質
　調査、工場排水調査、道路・事業所の騒音・振動調 13,836
　査、事業所の悪臭調査を実施し、環境汚染の把握

4年度 財源内訳
　及び公害対策の推進を図ります。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 13,836

5年度 予算額

17,133

活　動　内　容

1
河川の測定

2
地下水の測定

3
道路騒音の測定

4
指標

測定した件数 測定した件数 測定した件数

予定 60 件 12 件 6 件
（目標）

4年度
60 件 11 件 6 件

実　績

3年度
60 件 12 件 6 件

実　績

【　　】内は前年度数値

市内の環境汚染状況を把握するために、各種調査を実施しました。
＜実施内容＞
　・河川水質調査：５地点
　・地下水質調査：定点４地点他
　・騒音測定　　：自動車騒音常時監視　６地点

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・業務委託料　　　　　　　　　　１０，５５７千円

　・施設管理・保守等委託料　　　　　２，４２９千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　　８５０千円

・公害関係法令に基づき環境汚染状況を把握し、公害対策の推進を引き続き図り
　ます。
・法令改正に合わせて調査項目等が追加されますので、過去の調査結果を元に調

評価課題 　査頻度等を検討し、調査の効率化を図ります。
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事業名 05 路上喫煙防止対策事業 担当課 生活環境保全課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

清潔で安全・安心が感じられる快適な環境を確保するた
16,735

目　的 め、路上喫煙防止に取り組みます。
4年度 予算現額

14,756

4年度 決算額・路上喫煙防止の周知徹底のため、重点禁止区域である
大和駅を中心に、市内各駅等における巡視・指導業務 13,753
を実施します。

4年度 財源内訳
※令和４年度は、新型コロナの影響で一部の事業を中止

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 13,753

5年度 予算額

14,541

活　動　内　容

1
路上喫煙の実態調査の回数

2
指導件数

3
路上喫煙防止対策用啓発チ

4
路上喫煙禁止路面標示の貼

ラシ り替え
指標

路上喫煙防止対策の推進の効果 路上喫煙者に対する指導の件数 春と秋に、市内８駅で行うチラ 老朽化した路上喫煙禁止標示の

を確認する調査活動 シの配布活動 貼り替え

予定 4 回 3,500 件 7,000 枚 180 枚
（目標）

4年度
4 回 3,055 件 0 枚 187 枚

実　績

3年度
4 回 3,255 件 0 枚 204 枚

実　績

【　　】内は前年度数値

路上喫煙重点禁止区域及び禁止区域での、路上喫煙防止指導及び啓発活動を実施
しました。
＜決算額の内訳＞
・路上喫煙防止指導員報酬 　９，２２５千円
・路上喫煙禁止路面標示撤去・設置業務委託 　４，０４８千円

具体的 ・その他 　４８０千円
内 容

・改正路上喫煙防止条例の施行により、路上喫煙の指導件数は前年度比で減少し
ました。

・路上喫煙防止対策として、市内各駅頭でのチラシ配布等啓発活動を引き続き行

評価課題 う必要があります。
・引き続き、路上喫煙防止指導員による巡回・指導、路上喫煙禁止路面標示等を
通じて、路上喫煙
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事業名 06 大和市クリーンキャンペーン事業 担当課 生活環境保全課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

地域の方々によって地域美化が図られ、快適な生活環境
1,431

目　的 を保持します。
4年度 予算現額

4,000

4年度 決算額・自治会や各種団体・事業所に対し、地域美化の趣旨に
ご理解とご協力をいただき、市内の清掃を実施しま 1,464
す。

4年度 財源内訳
・環境サポーターによる地域の環境の見守りを行いま

国庫支出金 0
す。

手段手法 県 支 出 金 0
※令和４年度は、新型コロナの影響で一部の事業を中止

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 1,464

5年度 予算額

4,000

活　動　内　容

1
清掃の日ごみ回収量

2
参加団体数

3
サポーター登録者数

4
指標

可燃・不燃ごみ回収量 クリーンキャンペーン参加団体 環境サポーター活動登録者

数

予定 70 t 250 団体 100 人
（目標）

4年度
0 t 66 団体 100 人

実　績

3年度
0 t 53 団体 88 人

実　績

【　　】内は前年度数値

クリーンキャンペーンを実施しました。
＜事業内容＞
・「清掃の日」実施
・「美化推進月間」実施
・「例月まち並み清掃」実施

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 ・「清掃の日」可燃・不燃ごみ回収委託 　１，１００千円

・クリーンキャンペーン回収ごみ処理費 　１０６千円
・クリーンキャンペーン消耗品 　１６２千円
・その他 　９６千円

・広報紙やＳＮＳ等を活用し、より多くの方々に参加してもらえるような周知活
動を行います。

・環境サポーター活動に多くの方が参加してもらえるよう周知活動を行います。

評価課題
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事業名 07 不法投棄物未然防止事業 担当課 生活環境保全課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

不法投棄やポイ捨ての未然防止を推進します。
4,871

目　的
4年度 予算現額

4,966

4年度 決算額・市内全域において、不法投棄及びポイ捨て等の監視パ
　トロールを行います。 4,566
・公有地の不法投棄物の回収を行います。

4年度 財源内訳
・不法投棄やポイ捨て等の状況に応じて、不法投棄防止

国庫支出金 0
　及びポイ捨て防止等の啓発看板の設置を行います。　

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 985

一 般 財 源 3,581

5年度 予算額

4,916

活　動　内　容

1
不法投棄防止パトロールの

2
不法投棄防止の啓発看板の

3
夜間パトロールの実施回数

4
実施回数 配布・設置数

指標
不法投棄防止パトロールの実施 ポイ捨て防止・不法投棄防止の 市職員による夜間の市内パトロ

回数 啓発看板の配布・設置枚数 ール回数

予定 200 回 600 枚 4 回
（目標）

4年度
194 回 459 枚 5 回

実　績

3年度
194 回 585 枚 5 回

実　績

【　　】内は前年度数値

不法投棄等のパトロールを定期的に実施し、状況に応じて看板等の設置や不法投
棄物の回収を実施しました。また、「大和市ポイ捨て等の防止に関する条例」の
周知のため、啓発活動を実施しました。
＜事業内容＞
　・深見西、上草柳等の不法投棄防止重点箇所のパトロール

具体的 　・県との合同パトロールや苦情等の対応
内 容 　・ポイ捨てや犬のふんの放置を防止するため啓発物の配布

＜決算額の内訳＞
　・不法投棄物等回収パトロール員報酬　　３，７５８千円
　・回収不法投棄物処理　　　　　　　　　　　２７５千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　５３３千円

・不法投棄の未然防止対策として、防止看板の配布や設置、駅頭等でのチラシ
　配布等の啓発活動を引き続き行
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事業名 08 公衆便所等管理運営事業 担当課 施設課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

公衆便所等の適正な維持管理および拡充を図り、公衆衛
3,452

目　的 生の向上、健康で快適な生活環境を確保します。
4年度 予算現額

9,950

4年度 決算額・小田急大和駅公衆便所等の維持管理費の一部を負担し
　ます。 9,749
・老朽化した「つきみ野駅前公衆便所」の解体工事を実

4年度 財源内訳
　施します。

国庫支出金 0
・公共のトイレ協力店の申請を受け付け、認定を行いま

手段手法 県 支 出 金 0
　す。

地 方 債 0
・公共のトイレ協力店と連携し、トイレの適正利用につ

そ の 他 0
　いての取り組みを行います。

一 般 財 源 9,749

5年度 予算額

2,811

活　動　内　容

1
施設内清掃実施月数

2
施設内設備機能点検回数

3
公共のトイレ協力店登録数

4
指標

清掃を定期的に実施 施設の点検を定期的に実施 公共のトイレ協力店の登録店舗

数

予定 3 月 3 回 50 店
（目標）

4年度
3 月 3 回 14 店

実　績

3年度
12 月 12 回 9 店

実　績

【　　】内は前年度数値

公衆便所等の適正な維持管理および拡充を行いました。
＜事業内容＞
　・小田急大和駅公衆便所、南店街共栄会共同便所の維持管理費の一部を負担し
　　ました。
　・つきみ野駅前公衆便所の老朽化に伴い、解体工事を行いました。

具体的 　・公共のトイレ協力店に対して、トイレットペーパーを配布しました。
内 容 ＜決算額の内訳＞

　・需用費　　　　　　３９８千円
　・委託料　　　　　　３４７千円
　・工事請負費　　７，１６０千円
　・負担金　　　　１，８４４千円

・老朽化した「つきみ野駅前公衆便所」の解体工事を実施したため、事業費が増
　加しています。
・「大和市公共のトイレ協力店」の募集については、ホームページ等の充実を図

評価課題 　り、登録店舗の拡充に努めます。
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事業名 09 ごみ減量化推進事業 担当課 廃棄物対策課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

ごみの減量化及び資源化の推進を図ります。
42

目　的
4年度 予算現額

63

4年度 決算額・ごみ量、資源化量の推移等を公開します。
・ごみの減量化・資源化の啓発を行うとともに、市民等 43
の協力のもと施策を推進します。

4年度 財源内訳
・一般廃棄物処理基本計画の目標達成に向け、ごみの減

国庫支出金 0
量化・資源化の取組みを進めます。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 43

5年度 予算額

330

活　動　内　容

1
広報等での周知回数

2
市民1人1日当たりの家庭系

3
リサイクル率

4
ごみ排出量

指標
ごみ減量化・資源化に関する市 家庭系ごみ総排出量/人口/日 （総資源化量/総排出量）×１

民への周知回数 ００

予定 5 回 438 g 33.5 %
（目標）

4年度
10 回 413 g 29 %

実　績

3年度
5 回 421 g 29.2 %

実　績

【　　】内は前年度数値

市民や事業者等と協力して、ごみの減量化及び資源化を推進します。また、国の
動向等を注視しつつ、今後の本市のごみの減量化及び資源化の取り組みについて
検討します。
＜事業内容＞
・市民アンケート実施人数　２，０００人【２，０００人】

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 ・啓発用消耗品 　４０千円

・旅費 　３千円

・本市は、家庭系ごみの有料化を県内他自治体に先立って実施しており、現在
でも一人当たりのごみ排出量が県内でも少ない自治体の一つとなっています。

・今後も、ごみ処理・資源化の事業を安定的に継続していくことが必要であり、

評価課題 今後のごみ処理・資源化施設の整備などについて、他の自治体の事例等を調
査・研究していく必要があります。
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事業名 10 資源循環型生ごみ処理事業 担当課 廃棄物対策課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

学校給食調理くず等の減量化及び資源化の推進を図りま
2,472

目　的 す。
4年度 予算現額

2,818

4年度 決算額・業務用生ごみ処理機で生成された堆肥を使用して収穫
した農作物の学校給食への利用を確認するとともに推 2,382
進します。

4年度 財源内訳
・学校給食調理くず等の堆肥化を起点とした資源循環シ

国庫支出金 0
ステムの仕組みを、環境学習における題材として活用

手段手法 県 支 出 金 0
するよう学校に働きかけます。

地 方 債 0
・前年度の資源循環システムによる堆肥化実績、及び農

そ の 他 0
産物納入実績を単独調理校８校へ報告し、環境学習、

一 般 財 源 2,382
食育での活用を働きかけます。

5年度 予算額

2,811

活　動　内　容

1
生ごみ処理機への生ごみ投

2
生ごみ堆肥利用量

3 4
入量

指標
生ごみ処理機により資源化でき 生ごみ処理機で処理した生成品

た生ごみの量 を農産物栽培等に利用した量

予定 30 ｔ 6 ｔ
（目標）

4年度
16.9 ｔ 2.6 ｔ

実　績

3年度
15.9 ｔ 2.8 ｔ

実　績

【　　】内は前年度数値

学校給食単独調理校（８校）から排出される調理くず等の生ごみを、各校に設置
した業務用生ごみ処理機により堆肥化し、また、協力農家がこれを利用し農作物
を栽培して、収穫された農作物を給食食材として利用しました。
＜決算額の内訳＞
・業務用生ごみ処理機保守点検委託費 　１，７８２千円

具体的 ・学校給食残渣堆肥化処理委託費 　８３千円
内 容 ・業務用生ごみ処理機修繕 　５３千円

・協力農家協定負担金 　４６４千円　

・設置した業務用生ごみ処理機の適切な維持管理に努め、学校給食単独調理校
８校から排出された
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バイオマスプラスチックを
配合したものへ切り替え、温室効果ガス排出抑制など環境負荷の軽減を図りま
した。
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事業名 11 家庭系ごみ排出抑制推進事業 担当課 廃棄物対策課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

家庭系有料指定ごみ袋の制度により、ごみの減量化を図
127,170

目　的 ります｡
4年度 予算現額

132,667

4年度 決算額・家庭系ごみの排出に有料指定ごみ袋を使用します。

127,762

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 127,762

一 般 財 源 0

5年度 予算額

153,800

活　動　内　容

1
有料指定ごみ袋販売組数

2 3 4
指標

有料指定ごみ袋の販売組数

予定 1,335,080 組
（目標）

4年度
1,233,220 組

実　績

3年度
1,241,550 組

実　績

【　　】内は前年度数値

家庭系ごみの減量化を図るため、有料指定ごみ袋によるごみの収集を実施しまし
た。
＜有料指定ごみ袋販売組数＞

・ ５㍑　１５７，４１０組【１５６，２１０組】
・１０㍑　３３６，３６０組【３４３，７００組】

具体的 ・２０㍑　３１６，３５０組【３２４，６００組】
内 容 ・３０㍑　１８７，４２０組【１８７，２６０組】

・４０㍑　２３５，６８０組【２２９，７８０組】
＜決算額の内訳＞
・製造・保管・配送委託 ７８，２９６千円
・手数料徴収事務委託  ４９，４１６千円
・償還金 　２千円（取扱店閉店等に伴う清算金）
・その他 　４８千円

・本事業による家庭系有料指定ごみ袋の安定した供給により、ごみの排出量に応
じた費用負担が図られており、ごみの排出抑制、負担の公平性が保たれていま
す。

評価課題 ・引き続き、家庭系有料指定ごみ袋の安定供給を実施するとともに、他自治体か
らの転入者など、市民への制度の周知を図っていきます。

・有料指定ごみ袋製造・保管・配送委託の更新の際、
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事業名 13 生ごみ処理容器等設置支援事業 担当課 廃棄物対策課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

ごみの減量化・資源化を図るために、生ごみ処理容器等
3,155

目　的 の設置を推進します。
4年度 予算現額

1,996

4年度 決算額・生ごみ処理容器等の設置者に対し、購入費の一部を補
　助します。 1,962

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 1,962

一 般 財 源 0

5年度 予算額

1,917

活　動　内　容

1
補助件数

2 3 4
指標

補助対象の市民、事業所（、自

治会）への補助件（基）数

予定 100 基
（目標）

4年度
73 基

実　績

3年度
109 基

実　績

【　　】内は前年度数値

ごみの減量化・資源化を図るため、生ごみ処理容器等の設置者に対し、購入費の
一部を補助しました。
＜補助実施件数＞
　・家庭・事業者用生ごみ処理容器　　：１３基（補助率３／４） 
　・家庭・事業者用電動式生ごみ処理機：６０基（補助率３／４）

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・補助金・交付金　　　１，９４３千円

　・その他　　　　　　　　　　１９千円

・制度開始から相当な年数が経過しており、当初の目的は概ね達成しています。
　令和４年度に補助率、補助限度額の変更等を行いましたが、受益の公平性その
　他で懸念される部分が見られることから、引き続き、事業のあり方について検

評価課題 　討していきます。
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間処理業務　１９３，４９５千円
　・資源選別所整備（事務所棟建替ほか）　　　　　　 　 ７０，４３６千円
　・資源選別所設備等修繕　　　　　　　　　　　　　 　　 ２，７１９千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 ２６，３９０千円

・市民のご理解・ご協力により、資源分別回収制度が定着しています。
・ごみの減量化・資源化の推進、及び資源の分け方・出し方のマナー向上をさら
　に図るため、引き続き啓発を行うことが必要です。

評価課題 ・プラスチック資源循環促進法の対応については、国の動向等を注視しつつ、他
　市の事例の調査・研究を進め、本市の方向性を検討します。
・資源選別所について、労働環境改善のため更なる整備について検討します。
・拠点回収業務の実施時間を見直し、ごみの減量化・資源化を一層推進すると共
　に、市民の利便性の向上を図りました。
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事業名 14 資源分別回収推進支援事業 担当課 廃棄物対策課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

資源分別回収の実施により、ごみの資源化を図ります。
614,578

目　的
4年度 予算現額

751,106

4年度 決算額・分別された資源をリサイクルステーション、拠点回収
　場所、資源選別所で回収します。 722,418
・Ａ資源とＢ資源は、それぞれ月２回（計４回）の回収

4年度 財源内訳
　を行います。

国庫支出金 0
・その他プラスチック製容器包装は、週１回の回収を行

手段手法 県 支 出 金 0
　います。

地 方 債 54,400
・回収した資源の選別、圧縮、梱包、保管を行います。

そ の 他 361,438

一 般 財 源 306,580

5年度 予算額

702,946

活　動　内　容

1
資源回収の回数

2
直接受入件数

3 4
指標

回収数の合計（AB資源48回+プ 資源選別所への持込み件数

ラ52回）×ステーション数

予定 139,200 回 45,229 件
（目標）

4年度
138,900 回 41,526 件

実　績

3年度
139,200 回 45,229 件

実　績

【　　】内は前年度数値

リサイクルステーションでの資源回収業務及び拠点回収業務を実施しました。
＜事業内容＞
　・資源回収量            　　　　　　 　９，８９１ｔ【１０，２７４ｔ】
　・その他プラスチック製容器包装回収量 　３，２６９ｔ【　３，２５７ｔ】
　・リサイクルステーション数           １，３８９箇所【１，３９２箇所】

具体的 　・拠点回収場所設置数　　　　　　　　 　　　　８箇所【　 　　 ８箇所】
内 容 ＜決算額の内訳＞

　・自治会資源回収報奨金　　　　　　　  　　　　 　　 ７６，３３８千円
  ・資源分別回収・拠点回収・選別所管理運営業務  　　３５３，０４０千円
　・その他プラスチック製容器包装回収・中
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事業名 03 焼却灰等有効利用事業 担当課 施設課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

一般廃棄物焼却灰の資源化を図ります。
312,641

目　的
4年度 予算現額

309,463

4年度 決算額・焼却灰を安定かつ安全に資源化できる施設の調査と現
地確認を行います。 308,943

・搬出先の自治体と、搬出量等の事前協議を行い、焼却
4年度 財源内訳

灰の資源化を行います。
国庫支出金 0

・焼却灰は搬出先で路盤材原料等として有効利用しま
手段手法 県 支 出 金 0

す。
地 方 債 0

そ の 他 184,527

一 般 財 源 124,416

5年度 予算額

338,578

活　動　内　容

1
資源化箇所数

2
焼却灰有効利用量

3 4
指標

資源化先として焼却灰を搬出し 路盤材原料等により焼却灰の有

た事業所数 効利用を行った量

予定 3 箇所 5,910 ｔ
（目標）

4年度
3 箇所 5,900 ｔ

実　績

3年度
3 箇所 5,974 ｔ

実　績

【　　】内は前年度数値

焼却灰の資源化を行いました。
＜事業内容＞
・中央電気工業株式会社　（茨城県鹿嶋市）　３，３０６ｔ【３，３８２ｔ】
・メルテック株式会社 　（栃木県小山市）　１，５９４ｔ【１，６００ｔ】
・中部リサイクル株式会社（愛知県名古屋市）１，０００ｔ【 　９９２ｔ】

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 ・焼却灰資源化委託 　３０７，８６７千円

・その他 　１，０７６千円

・焼却灰を路盤材等の土木資源材料として有効利用を図りました。
・今後も焼却灰を安全・安定かつ経済的に資源化するよう努めます。

評価課題
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・委託料（投資的委託料・継続費） 　 １５，０４８千円　
・工事請負費（修繕工事費・継続費）  ２，０９８，８００千円

・令和３年度から本格的に基幹的設備改良工事の機器更新を実施しているため、
事業費が増加しています。

・焼却処理施設の延命化については、安定的かつ長期的な使用の観点から、計画

評価課題 に沿って的確に進める必要があります。
・計画的な更新等により、安全かつ安定した施設の運用が保たれています。
・維持補修計画に基づき設備の重要度、健全度を考慮し、補修対象が年度により
変動することから、引き続き事業費平準化を図る必要があります。
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事業名 09 環境管理センターごみ処理施設維持補修事業 担当課 施設課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

施設の安全かつ安定的な継続運用のために、焼却棟及び
1,833,442

目　的 粗大棟設備の維持補修を実施します。
4年度 予算現額

2,492,920

4年度 決算額・「環境管理センターごみ処理施設維持補修計画」に基
づいて年間スケジュールを組み、公害防止法等法令遵 2,469,821
守を最優先に、施設を継続運用するための補修を実施

4年度 財源内訳
します。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 1,773,300

そ の 他 594,255

一 般 財 源 102,266

5年度 予算額

2,654,959

活　動　内　容

1
計画的な補修の実施

2
ごみ焼却処理施設基幹的設

3 4
備改良工事進捗率

指標
施設の安全かつ安定的な運転を ごみ焼却処理施設に係る基幹的

維持するための補修件数 設備改良工事の進捗率

予定 40 件 60.9 %
（目標）

4年度
34 件 60.9 %

実　績

3年度
53 件 24.9 %

実　績

【　　】内は前年度数値

「環境管理センターごみ処理施設維持補修計画」に基づき、焼却棟及び粗大棟設
備の維持補修を行いました。また、継続費においては、焼却処理施設を令和２０
年度まで安定的かつ長期的に使用していくため、令和２年度から令和５年度にか
けて基幹的設備改良工事を進めます。
＜事業内容＞

具体的 ・焼却施設定期補修、焼却炉壁耐火物補修、バグフィルター補修等
内 容 ・粗大ごみ処理施設定期補修等

・２号ボイラー水管更新、No.１ごみクレーン更新、復水器更新等（継続費）
＜決算額の内訳＞　
・需用費（施設修繕）  ３５５，６７４千円
・原材料費（補修用材料） 　２９９千円

－156－



理施設光熱水費他　　１０７，５１４千円

・引き続きごみを適正に処理し、安全かつ安定した焼却施設の運転管理を行いま
　す。
・焼却施設の運転について、稼働する炉数、焼却するごみ量など、継続してごみ

評価課題 　焼却に伴い発生するエネルギーを効率よく利用できる運転に努め、経費削減を
　図ります。
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事業名 12 可燃ごみ焼却処理事業 担当課 施設課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

可燃ごみを焼却処理することにより、衛生的で快適な生
313,812

目　的 活環境を確保します。併せて、ごみ焼却の熱エネルギー
4年度 予算現額

により発電を行います。
331,893

4年度 決算額・搬入された可燃ごみを焼却処理します。　　　　　
・焼却で発生する熱エネルギーを有効利用して経費を削 329,714
　減します。　　　　　　　　　　　　　　

4年度 財源内訳
・発生する排ガスに万全な公害防止対策を行います。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 170,458

一 般 財 源 159,256

5年度 予算額

432,632

活　動　内　容

1
可燃ごみ焼却量

2
発電電力量

3
塩化水素濃度

4
指標

焼却処理する可燃ごみの量 ごみ焼却により発生する電力量 排ガス中に含まれる有害物質濃

度

予定 52,500 t 15,889,000 kwh 50 ppm
（目標）

4年度
53,105 t 15,854,460 kwh 36 ppm

実　績

3年度
54,752 t 16,549,590 kwh 31 ppm

実　績

【　　】内は前年度数値

可燃ごみ焼却を行い、ごみ焼却の熱エネルギーにより発電を行いました。
＜事業内容＞
　・可燃ごみ焼却量　１６７．５ｔ／日　（３１７日稼働）
　　　　　　　　　【１６３．０ｔ／日　（３３６日稼働）】
　・東京電力への売電電力量　　　　　　　６，５４９，１８６kWh

具体的 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【６，２２５，２８８kWh】
内 容 　・送電電力　　　　　　　　　　　　　　１，２９５，４３４kWh

　　（引地台公園・温水プール・野球場）【　　７１９，２８３kWh】
＜決算額の内訳＞
　・一般廃棄物焼却炉運転管理等業務委託　　２２２，２００千円
　・排ガス処理薬品、処
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事業名 13 不燃・粗大ごみ処理事業 担当課 施設課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

不燃ごみ・粗大ごみの安全な処理を推進します。
66,599

目　的
4年度 予算現額

67,356

4年度 決算額・有害物・危険物を取り除いた不燃ごみと粗大ごみを、
　破砕処理します。 66,742
・不燃ごみ・粗大ごみに含まれる資源を選別し、回収し

4年度 財源内訳
　ます。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 39,242

一 般 財 源 27,500

5年度 予算額

67,259

活　動　内　容

1
不燃ごみと粗大ごみの搬入

2
資源の回収量

3 4
量

指標
不燃ごみと粗大ごみの搬入量 不燃ごみと粗大ごみに含まれる

資源の回収量

予定 2,185 t 1,000 ｔ
（目標）

4年度
2,104 t 882 ｔ

実　績

3年度
2,189 t 956 ｔ

実　績

【　　】内は前年度数値

不燃ごみ・粗大ごみを適正に処理しました。
＜事業内容＞
　・資源の回収量
　　　鉄　　　　　　　７００ｔ【７７３ｔ】
　　　ガラスビン　　　　２１ｔ【　１６ｔ】

具体的 　　　アルミ　　　　　　５４ｔ【　５８ｔ】
内 容 　　　その他　　　　　１０７ｔ【１０９ｔ】

＜決算額の内訳＞
　・不燃物処理業務委託等　　６５，６５５千円
　・その他　　　　　　　　　　１，０８７千円

・不燃ごみから有害物・危険物を回収して環境負荷の低減や事故等を防ぎ、鉄・
　アルミ・ガラスビン等を分別して資源の有効利用を図っています。

評価課題
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事業名 17 塵芥収集事業 担当課 廃棄物対策課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

家庭から排出されるごみを収集し、衛生的で快適な生活
331,545

目　的 環境を確保します。
4年度 予算現額

404,302

4年度 決算額・可燃ごみ、不燃ごみ、粗大ごみの戸別収集を行いま
　す。 399,364

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 120,351

一 般 財 源 279,013

5年度 予算額

402,721

活　動　内　容

1
１日の可燃ごみの総量

2
１日の不燃ごみの総量

3
１日の粗大ごみの総量

4
指標

家庭の可燃ごみの収集量 家庭の不燃ごみの収集量 家庭の粗大ごみの収集量

予定 110 t 9 t 3.8 t
（目標）

4年度
105 t 6 t 3.8 t

実　績

3年度
107 t 7 t 3.8 t

実　績

【　　】内は前年度数値

　・可燃ごみ（直営）：戸別収集（３班　１２台）
　・可燃ごみ（委託）：戸別収集（４班　１６台）
　・粗大ごみ（直営）：戸別収集　
　・不燃ごみ（委託）：戸別収集
＜収集実績＞

具体的 　・可燃ごみ　３２，８０７ｔ【３３，２１０ｔ】　３１１日
内 容 　・不燃ごみ　　１，５５２ｔ【　１，６８０ｔ】　２３９日

　・粗大ごみ　　１，１８４ｔ【　１，１７２ｔ】　３１１日　　　　　　　　
＜決算額の内訳＞
　・可燃ごみ収集運搬業務委託　　２８３，７１２千円
　・不燃ごみ収集運搬業務委託　　　９６，６２４千円
　・その他　　　　　　　　　　　　１９，０２８千円

・可燃ごみ、不燃ごみの戸別収集、粗大ごみ収集は市民の協力により安全かつ
　円滑に実施できました。
・ルール違反、不法投棄に対する意識啓発及び継続的なパトロールが必要です。

評価課題
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事業名 04 障がい者雇用促進支援事業 担当課 産業活性課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

障がい者の就労の安定と福祉の向上を図ります。
1,041

目　的
4年度 予算現額

2,003

4年度 決算額・障がい者を雇用している市内事業所に対し、補助金　
　（市内在住の場合１人あたり５万円、市外在住の場合 1,382
　１人あたり３万円)を交付します。

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 1,382

5年度 予算額

1,583

活　動　内　容

1
補助金交付額

2
申請事業所における新規補

3 4
助対象者数

指標
当該年度の合計額 新規に雇用された障がい者の数

予定 2,003 千円 5 人
（目標）

4年度
1,370 千円 8 人

実　績

3年度
1,030 千円 13 人

実　績

【　　】内は前年度数値

障がい者を雇用している市内事業所に対して補助金を交付しました。
＜事業内容＞
　・交付件数　　　　　　　　２０社【１７社】　
　・対象となった障がい者数　３７人【２９人】
　　（内訳）

具体的 　　　市内在住　１３人（年額５０，０００円／人）
内 容 　　　市外在住　２４人（年額３０，０００円／人）

＜決算額の内訳＞
　・障がい者雇用促進補助金　　１，３７０千円
　・現況調査切手代　　　　　　　　　１２千円

・障がい者の雇用促進に向け、引き続き市内事業所に対して事業内容の周知に努
　めます。

評価課題
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事業名 06 勤労者生活資金支援事業 担当課 産業活性課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

勤労者に対する生活資金の貸付等により市内在住勤労者
150,000

目　的 の福祉増進と生活の安定を図ります。
4年度 予算現額

150,000

4年度 決算額・勤労者が生活のための融資を受けやすくするため、中
　央労働金庫座間支店と預託契約します。　 150,000

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 150,000

一 般 財 源 0

5年度 予算額

150,000

活　動　内　容

1
生活資金融資制度

2 3 4
指標

融資実行額：目標は利用可能残

高（貸付枠-貸付残高）

予定 62,022 千円
（目標）

4年度
0 千円

実　績

3年度
2,330 千円

実　績

【　　】内は前年度数値

中央労働金庫に勤労者のための生活資金等を預託しました。
＜事業内容＞
　・一般資金（長期）融資実行額　　　１２件　３７３，４４０千円　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　【１５件　５０２，２８０千円】
　　　　　　（短期）融資実行額　　　４４件　　８３，１９０千円　　　　

具体的 　　　　　　　　　　　　　　　　　【８４件　１５２，９８０千円】
内 容 　・生活資金　　　　融資実行額　　　　０件　　　　　　　０千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　【　１件　　　２，３３０千円】　　
＜決算額の内訳＞
　・一般資金融資　　　預託額　　　５０，０００千円
　・生活資金融資制度　預託額　　１００，０００千円

・民間金融機関の融資利率の低下等の市場動向により本事業の利用が減少してお
　り、市場金利の動向や他自治体の状況等を注視しながら、さらなる利用促進を
　図るため勤労者にとって利用しやすい制度を検討する必要があります。

評価課題
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事業名 07 勤労者サービスセンター支援事業 担当課 産業活性課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

中小企業で働く勤労者の福利厚生の向上と生活の安定を
14,600

目　的 図ります。
4年度 予算現額

14,600

4年度 決算額・大和市勤労者サービスセンターに対し運営費の一部を
　補助します。 14,600

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 14,600

5年度 予算額

14,600

活　動　内　容

1
共済給付事業件数

2
人間ドック・生活習慣病検

3 4
診受検助成金件数

指標
全福ネット慶弔共済利用件数 人間ドック・生活習慣病検診受

検助成金の利用件数

予定 600 件 100 件
（目標）

4年度
498 件 66 件

実　績

3年度
499 件 64 件

実　績

【　　】内は前年度数値

市内の中小企業で働いている勤労者と事業主、市外の中小企業で働いている大和
市民の福利厚生をサポートする大和市勤労者サービスセンターに対して、運営費
の一部を補助しました。
＜事業内容＞
　・勤労者サービスセンター補助金の交付

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・勤労者サービスセンター補助金　　１４，６００千円

・長引くコロナ禍による厳しい経済状況においても、会員数の拡大に努め、実施
　事業の取捨選択をしながら効率的な運営に努めました。

評価課題
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事業名 03 市民朝霧市支援事業 担当課 農政課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

新鮮で安全な地場農産物を市民へ提供します。
600

目　的
4年度 予算現額

600

4年度 決算額・朝霧市・夕やけ市・おさんぽマート事業に対し補助金
　を交付します。 600

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 600

5年度 予算額

600

活　動　内　容

1
補助金の交付回数

2
自主開催の回数

3 4
指標

市民朝霧市推進事業補助金 朝霧市・夕やけ市

予定 1 回 101 回
（目標）

4年度
1 回 101 回

実　績

3年度
1 回 103 回

実　績

【　　】内は前年度数値

朝霧市・夕やけ市などの実施に対して補助金を交付しました。
　開催回数（実績）　朝霧市　　　　：５０回【５０回】
          　  　　　夕やけ市　　　：５１回【５３回】
＜決算額の内訳＞
　・朝霧市補助　　　６００千円

具体的

内 容

・端境期等、販売品数が減少することがあるため、出店者数を増加するなど、出
　店内容の充実を図る必要があります。

評価課題
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事業名 04 農業近代化等支援事業 担当課 農政課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

農業の近代化を進め、農業経営の安定、生産力の向上を
2,203

目　的 図るとともに、環境保全効果の高い営農活動の普及を推
4年度 予算現額

進します。
8,472

4年度 決算額・近代化のための施設整備に対する補助金及び農業近代
　化資金貸付金に係る利子補給金を交付します。 3,494
・機械揚水の電気使用料への補助金を交付します。

4年度 財源内訳
・農業団体等が行う近代化施設整備への補助を行いま

国庫支出金 1,095
　す。

手段手法 県 支 出 金 61

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 2,338

5年度 予算額

2,575

活　動　内　容

1
機械揚水補助金額

2 3 4
指標

機械揚水電気使用料補助

予定 607,000 円
（目標）

4年度
917,000 円

実　績

3年度
515,000 円

実　績

【　　】内は前年度数値

・水稲栽培における機械揚水の電気使用料に対して補助しました。（３水利組合
　・下和田水田組合）
・防護ネット等購入に対して補助しました。
・農産物コイン販売機設置に対して補助しました。
・農業生産資材の価格高騰の影響を受ける農家に対し、高騰差額分を補助しまし

具体的 　た。
内 容 ＜決算額の内訳＞

　・揚水機械電気料補助　　　　　　　　　９１７千円
　・多面的機能支払交付金　　　　　　　　　８２千円
　・農産物コイン販売機設置補助金　　１，０００千円
　・防護ネット整備事業補助金　　　　　　４００千円
　・生産資材価格高騰対策補助金　　　１，０９５千円

・農業生産資材、電気代等が高騰しており、農業経営を継続できるよう、購入価
  格高騰分を支援していく必要があります。

評価課題
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事業名 05 市民農園運営事業 担当課 農政課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市民が農業に親しむ場を確保するとともに、遊休農地の
4,668

目　的 解消及び緑地の保全を図ります。
4年度 予算現額

4,715

4年度 決算額・市民農園の設置と対象地の整備を行います。
・運営管理は、市民農園利用者で組織する大和市民農 4,668
  園運営委員会に委ねています。

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 4,668

5年度 予算額

4,761

活　動　内　容

1
市民農園設置数

2
広報ＰＲ回数

3
市民農園区画数

4
指標

設置数累計 募集記事掲載 市民農園として利用している区

画数

予定 21 箇所 1 回 956 区画
（目標）

4年度
21 箇所 1 回 956 区画

実　績

3年度
21 箇所 1 回 965 区画

実　績

【　　】内は前年度数値

市民農園の管理運営を行いました。
＜事業内容＞
　・農園設置数　　２１農園【　２１農園】
　・区画数　　　９５６区画【９６５区画】
＜決算額の内訳＞

具体的 　・市民農園土地貸借料　　４，６６８千円
内 容

・民間事業所が開設する市民農園の区画数を考慮した上で、必要が生じた際に、
　適正な用地確保、配置を検討していきます。

評価課題
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事業名 01 大和商工会議所運営支援事業 担当課 産業活性課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

大和商工会議所への支援を行い、市内の商工業の振興・
49,840

目　的 発展を図ります。
4年度 予算現額

50,140

4年度 決算額・大和商工会議所が行う一般事業・相談事業の運営費
　の一部を補助します。 50,140
・大和商工会議所が行う融資事業財源の貸付を行いま　

4年度 財源内訳
　す。

国庫支出金 0
・各事業の協力・連絡調整等の支援を行います。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 30,000

一 般 財 源 20,140

5年度 予算額

49,840

活　動　内　容

1
補助金・貸付金の申請件数

2 3 4
指標

商工会議所への補助金及び貸付

金の申請件数

予定 3 件
（目標）

4年度
3 件

実　績

3年度
3 件

実　績

【　　】内は前年度数値

大和商工会議所に対して補助金及び貸付金を交付しました。
　一般事業運営費補助金：総合振興事業、産業振興事業、情報化推進事業、
　　　　　　　　　　　　調査広報活動事業等に対する補助金
　相談事業運営費補助金：経営改善普及事業に対する補助金
　貸付金　　　　　　　：中小企業支援事業に対する貸付金

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・一般事業運営費補助金　　１５，２３７千円

　・相談事業運営費補助金　　　４，９０３千円
　・貸付金　　　　　　　　　３０，０００千円

・地域の総合経済団体である大和商工会議所に対して補助金を交付し、一般事業
  や相談事業を支援することにより、市内商工業の振興に寄与しました。
・大和商工会議所が行う融資財源を貸し付けることにより、制度を利用された事

評価課題 　業者を支援しました。
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千円　・消耗品　１千円
　・信用保証料補助金　　　　　　　３２，５２９千円　
　・利子補給金　　　　　　　　　　４６，９６３千円

・制度の利用状況を注視しながら、市内中小企業の操業環境や起業家支援のさら
　なる充実を図るため、使いやすい制度にするための検討が必要です。

評価課題
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事業名 05 中小企業事業資金支援事業 担当課 産業活性課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市内で事業を営む中小企業者等の経営基盤の確立を図り
1,057,572

目　的 ます。
4年度 予算現額

1,080,243

4年度 決算額・市内金融機関を通じた間接融資（事業資金・緊急支援
　資金・起業支援資金）を行います。 1,079,493
・融資制度に連動して、利子補給・信用保証料補助を行

4年度 財源内訳
　います。

国庫支出金 0
・中小企業信用保険法に基づく認定を行います。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 1,000,000

一 般 財 源 79,493

5年度 予算額

1,079,246

活　動　内　容

1
中小企業事業資金等融資実

2
利子補給金額

3
信用保証料補助金額

4
行額

指標
目標値は、預託額に目標協調率 目標値は予算額と同額 目標値は予算額と同額

を乗じた額

予定 2,280,000 千円 45,360 千円 34,600 千円
（目標）

4年度
1,798,480 千円 46,963 千円 32,529 千円

実　績

3年度
3,012,400 千円 30,073 千円 27,399 千円

実　績

【　　】内は前年度数値

中小企業事業資金融資制度及び各種補助制度を実施しました。
また、中小企業信用保険法に基づく認定を行いました。
＜事業内容＞
　・融資実行（市融資制度）　　　　　　　２０７件【　２８６件】
　・利子補給（市融資制度）　　　　　　　５２０件【　４０３件】

具体的 　・利子補給（県制度融資の一部）　　　　　７９件【　　５８件】
内 容 　・信用保証料補助（市融資制度）　　　　２１６件【　１６８件】

　・信用保証料補助（県制度融資の一部）　　　８件【　　　８件】
　・中小企業信用保険法に基づく認定　　　２１０件【　３６４件】
＜決算額の内訳＞　
　・市内金融機関への預託金　１，０００，０００
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事業名 11 企業活動促進支援事業 担当課 産業活性課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

販路拡大や販売促進を支援するなど、企業活動の活性化
119,063

目　的 を図ります。
4年度 予算現額

161,697

4年度 決算額・企業活動振興に関わる奨励金の交付や、自社の製品等
　をＰＲするために展示会・商談会・博覧会等に出展す 147,170
　る際に、会場使用料や展示・装飾等に係る経費の一部

4年度 財源内訳
　を補助するなど、企業の支援を行います。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 147,170

5年度 予算額

219,779

活　動　内　容

1
展示会等出展料補助金支給

2
奨励事業計画認定件数

3 4
件数

指標
展示会等の出展経費の一部を補 企業活動振興条例に基づく奨励

助した事業所数 に係る事業計画認定件数

予定 17 件 5 件
（目標）

4年度
10 件 7 件

実　績

3年度
7 件 5 件

実　績

【　　】内は前年度数値

企業活動振興に関わる奨励金の交付や、展示会等に対する出展料補助により、市
内企業への支援を行いました。
＜事業内容＞
　・展示会等出展料補助件数　　　　　　１０件【７件】
　・条例に基づく奨励事業計画認定件数　　７件【５件】

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・展示会出展支援業務委託　　　　　　３００千円

　・展示会出展支援補助金　　　　　　　９８２千円
　・企業活動振興条例奨励金　　１４５，７０３千円
　・商工指導専門員報酬　　　　　　　　１８２千円
　・事務連絡旅費　　　　　　　　　　　　　３千円

・大和市企業活動振興条例奨励金の交付額が前年度より増加したことなどから、
　事業費が増加しました。
・大和市企業活動振興条例の奨励制度利用促進を図るため、引き続き広報周知　

評価課題 　が必要です。
・展示会等への出展により新たな契約機会を創出でき
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事業名 12 さがみロボット産業特区促進支援事業 担当課 産業活性課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市内ロボット関連企業やロボット等を活用してカーボン
4,516

目　的 ニュートラルの促進を図る企業への支援を行うことによ
4年度 予算現額

り、市内産業をより一層発展させていきます。
2,194

4年度 決算額・神奈川版オープンイノベーションに参画している企業
　を対象に、調査研究費や設備導入費を補助するととも 1,262
　に、生活支援ロボット共同研究組織に対する支援を行

4年度 財源内訳
　います。

国庫支出金 0
・「さがみロボット産業特区」のＰＲを図るために、ロ

手段手法 県 支 出 金 0
　ボット展示等を通じ、市民の意識を高めていきます。

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 1,262

5年度 予算額

4,033

活　動　内　容

1
「神奈川版オープンイノベ

2
コンサルティング実施数

3 4
ーション」参画企業数

指標
「神奈川版オープンイノベーシ コンサルティング実施事業者数

ョン」に参画する市内企業の数

予定 20 社 3 社
（目標）

4年度
15 社 2 社

実　績

3年度
15 社 3 社

実　績

【　　】内は前年度数値

・生活支援ロボット共同研究組織に対して補助金を交付しました。
・ロボットの導入を含めた生産性向上に関する診断・提案を行う「生産性向上　
　コンサルティング」を実施しました。
＜決算額の内訳＞
　・生産性向上コンサルティング業務委託費　　　　７６２千円

具体的 　・生活支援ロボット研究開発促進事業補助金　　　５００千円
内 容

・ロボット展示業務委託や、人型スマートロボットのレンタルが終了したこと等
　により事業費が減少しました。
・市内企業の生産性向上に向け、ロボット活用に対する意識啓発を図る必要が

評価課題 　あります。
・ロボットの研究・開発に向けて、市内事業者との連携が必要です。
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決算書ページ
款 07 商工費 項 01 商工費 目 02 商工振興費

147

事業名 13 起業家支援事業 担当課 産業活性課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

起業の促進により、市内産業の活性化を図ります。
170

目　的
4年度 予算現額

3,290

4年度 決算額・起業家支援スペース（起業家向けレンタルオフィス）
　を貸し出します。なお、入居者は選考委員会による選 372
　考で決定します。

4年度 財源内訳
・起業家支援スペース入居者には、退去後に市内の店舗

国庫支出金 0
　等を借りて事業を行う場合に起業家支援助成金を支給

手段手法 県 支 出 金 0
　します（条件あり）。

地 方 債 0
・「経営」、「財務」、「販路開拓」、「人材育成」の

そ の 他 0
　４つのテーマ別に起業についてのサポートセミナーを

一 般 財 源 372
　開催します。

5年度 予算額

2,960

活　動　内　容

1
やまと起業家支援スペース

2
やまと起業家支援スペース

3
やまと起業家サポートセミ

4
入居区画数（延べ数） 入居者の起業数 ナー申込率

指標
やまと起業家支援スペースの入 やまと起業家支援スペース入居 セミナーの募集定員に対する申

居者がいる区画数（延べ数） 者のうちの起業者数 込者数の割合

予定 5 区画 0 名 0 ％
（目標）

4年度
5 区画 0 名 0 ％

実　績

3年度
5 区画 0 名 0 ％

実　績

【　　】内は前年度数値

起業家に事務スペースを貸し出しました。
＜事業内容＞
　・起業家支援スペース使用区画　　　５区画【　５区画】
　・起業サポートセミナー開催　　　　　５回【　　４回】
　・起業家支援助成金　　　　　　　１事業者【０事業者】　　

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・講師謝礼　　　　　　　　　３０千円

　・講師派遣手数料　　　　　１２０千円
　・起業家支援助成金　　　　２２２千円

・起業に係る支援のニーズを、起業を目指す個人、起業後間もない個人事業主、
　法人から数多く拾い上げて把握に努め、より有効な起業

－170－



決算書ページ
款 07 商工費 項 01 商工費 目 02 商工振興費

147

事業名 15 また来てねクーポン券発行事業 担当課 産業活性課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

コロナ禍で影響を受けている市内事業者の事業継続の支
0

目　的 援を目的とします。
4年度 予算現額

104,000

4年度 決算額・本事業の申込みを行い、決定された市内店舗等にまた
　来てねクーポン券を配布します。 29,645
・使用期間後は使用済みクーポン券の枚数に応じて

4年度 財源内訳
　助成金を交付します。

国庫支出金 29,630

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 15

5年度 予算額

0

活　動　内　容

1
認定事業者数

2 3 4
指標

クーポン券を取り扱う事業者数

予定 1,000
（目標）

4年度
401

実　績

3年度
0

実　績

【　　】内は前年度数値

・市内店舗の来店客が、次回使用できるクーポン券を市が発行し配布。
・１店舗当たり５００円券を２００枚配布。
・市内４０１店舗に配布。
＜決算額の内訳＞
　・使用済みクーポン券助成金　２７，９２３千円

具体的 　・クーポン券等印刷費　　　　　 　 ８００千円
内 容 　・クーポン券等発送業務委託　　    ３１９千円

　・会計年度職員報酬                ３４０千円
　・郵送料　　　　　　　　　　　    １９２千円
　・消耗品　　　　　　　　　　　      ７１千円

・取り扱い事業者数は見込みを下回ったものの、新型コロナウイルス感染症の影
　響により売上げが減少した市内事業者を支援し、市民の消費活動を拡大するこ
　とにも寄与できたと考えます。

評価課題
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事業名 16 コロナに負けない新規出店応援補助事業 担当課 産業活性課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

コロナ禍による影響が広がる中で、市内の空き店舗を活
0

目　的 用して事業を始める事業者を支援することで、市内経済
4年度 予算現額

の活性化を図ります。
10,600

4年度 決算額・本事業の申込みを行い、審査・選考によって決定され
　た助成採択事業者の助成申請に対して、新規出店に伴 7,500
　う経費の一部を補助します。

4年度 財源内訳

国庫支出金 7,500

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 0

5年度 予算額

0

活　動　内　容

1
事業申込者件数

2 3 4
指標

コロナに負けない新規出店応援

事業の申込者数

予定 15 件
（目標）

4年度
7 件

実　績

3年度
0 件

実　績

【　　】内は前年度数値

＜助成採択事業者＞
　７事業者
＜決算額の内訳＞
　・サポート業務委託料　　　５００千円
　・新規出店応援補助金　７，０００千円（７事業者×１，０００千円）

具体的

内 容

・補助金交付に加え、大和商工会議所の会員になり、支援を受けて事業計画書を
　策定することを申請要件としたことで、一過性の支援ではなく伴奏型の支援を
　実施することができました。

評価課題 ・助成採択事業者の新規出店及び周辺事業者との連携による市内経済の継続的　
　な活性化を図りました。
・本事業は単年事業ではありますが、空き店舗等への新規出店促進事業として有
　効であることから、今後の事業化に向けて検討してまいります。
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「やまとｄｅ紅白歌合　
　戦」の開催に加え、新規に「やまとｄｅカラオケ大会」と「図書館の道イベン
　ト」を開始したことによるものです。

評価課題 ・イベントキャラクター「ヤマトン」を活用し、引き続きＳＮＳ等を使って市　
　のＰＲ活動を行っていきます。
・本市の資源を生かしたイベント観光事業の検討を行っていく必要があります。
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事業名 17 観光等促進事業 担当課 イベント観光課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

本市の地域資源や魅力を効果的に活用・発信し、市外か
1,221

目　的 らの来訪と人々の活発な交流を促進するとともに、賑わ
4年度 予算現額

いを創出します。
13,904

4年度 決算額・市民参加型の歌謡イベントを実施します。
・イベントキャラクター「ヤマトン」を活用したＰＲを 12,648
　行います。

4年度 財源内訳
・賑わいを創出する新たなイベントを実施します。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 124

一 般 財 源 12,524

5年度 予算額

17,190

活　動　内　容

1
歌謡イベント実施回数

2
SNSによる情報発信回数

3 4
指標

歌謡イベントの実施回数 SNSを使用したイベント等の情

報発信

予定 2 回 120 回
（目標）

4年度
4 回 136 回

実　績

3年度
0 回 116 回

実　績

【　　】内は前年度数値

市民参加型の歌謡イベント「やまとｄｅのど自慢」と「やまとｄｅ紅白歌合戦」
に加え、新規の「やまとｄｅカラオケ大会」を開始しました。
市イベントキャラクター「ヤマトン」を活用し、ＰＲを行いました。
ＮＨＫ大河ドラマにちなんだ事業を行いました。
＜事業内容＞　

具体的 　・市民参加型の歌謡イベントの実施　　　　　４件【　　０件】
内 容 　・ヤマトン貸出件数　　　　　　　　　　　２２件【　２７件】

　・ＳＮＳによる情報発信　　　　　　　　１３６件【１１６件】
　・ＮＨＫ大河ドラマ文化セミナーの開催　　　１件【　　０件】
＜決算額の内訳＞
　・歌謡イベント委託料　　　　　　　　　　　　９，６６１千円
　・着ぐるみクリーニング代　　　　　　　　　　　　　６３千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，９２４千円　　

・決算額増額の主な理由は、「やまとｄｅのど自慢」と
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事業名 18 イベント観光協会支援事業 担当課 イベント観光課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

本市の観光行政の一翼を担う大和市イベント観光協会の
12,702

目　的 運営を支援します。
4年度 予算現額

19,116

4年度 決算額・大和市イベント観光協会に対して補助金を交付しま　
　す。 16,913
・大和市イベント観光協会の運営や事業についての支　

4年度 財源内訳
　援、助言を行います。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 16,913

5年度 予算額

19,345

活　動　内　容

1
補助金交付回数

2
定期監査、理事会、総会

3 4
指標

一年間に補助金を交付した回数 定期監査、理事会、総会に出席

した回数

予定 1 回 3 回
（目標）

4年度
1 回 3 回

実　績

3年度
1 回 3 回

実　績

【　　】内は前年度数値

大和市イベント観光協会に対して補助金を交付しました。
＜主な事業内容＞
　・フィルムコミッション事業
　　問い合わせ件数：２１６件【２００件】
　　撮影成立件数　：　３６件【　４１件】

具体的 　・「ＹＡＭＡＴＯ　ＦＩＬＭ　ＦＥＳＴＩＶＡＬ２０２３」の開催
内 容 ＜決算額の内訳＞

　・大和市イベント観光協会補助金　１６，９１３千円

・「ＹＡＭＡＴＯ　ＦＩＬＭ　ＦＥＳＴＩＶＡＬ２０２３」を開催し、各賞の授
　賞式等に加え、再開できた「夏休み子ども映画教室」の制作作品の上映も行い
　ました。

評価課題 ・フィルムコミッション事業において、単に撮影を誘致するだけでなく、撮影後
　のプロモーションや撮影実績の効果的な発信等にも力を注ぐなど、誘致から撮
　影後のプロモーションまで展開できるように協会と連携し、事業の拡充に取り
　組んでいきます。
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楽しんでいただけるまつりにでき
　るよう、実行委員会の運営支援を継続していく必要があります。
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事業名 19 大和市民まつり支援事業 担当課 イベント観光課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

大和市民まつり実行委員会の運営を支援します。
1,436

目　的
4年度 予算現額

3,940

4年度 決算額・大和市民まつり実行委員会に対して、補助金を交付し
　ます。 2,060
・同実行委員会の総括事務局として、まつり全体の運営

4年度 財源内訳
　を支援します。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 2,060

5年度 予算額

11,500

活　動　内　容

1
実行委員会・部会等開催回

2
イベント実施日数

3
出店数

4
数

指標
役員会、実行委員会、6部会の イベントの実施日数 市民まつりに参加した市民団体

開催回数 等の出店数

予定 25 回 2 日 330 店
（目標）

4年度
13 回 0 日 0 店

実　績

3年度
17 回 0 日 0 店

実　績

【　　】内は前年度数値

４５回大和市民まつりは新型コロナウイルス感染症の影響で３年連続で開催中止
となりましたが、代替企画としてオンライン企画を開催しました。
＜第４５回大和市民まつり＞（中止）
　　開催日：５月１４日（土）、１５日（日）
　　会　場：引地台公園ほか

具体的 ＜大和市民まつりオンライン＞
内 容 　　開　催：５月２８日（土）～６月２７日（日）

　　内　容：クイズ企画、ウォークラリー企画、過去の市民まつり映像、お笑い
　　　　　　芸人による市民まつりＰＲ動画等の各配信。
＜決算額の内訳＞
　・大和市民まつり実行委員会補助金　　２，０６０千円　

・新型コロナウイルスの影響により第４５回大和市民まつりは３年連続で中止と
　なりましたが、代替企画のオンライン企画を、前年度より企画内容を充実させ
　て実施できました。

評価課題 ・令和５年度より引地台公園での会場開催ができるようになりましたが、コロナ
　禍前と同様に円滑に実施し、多くの来場者に

－175－



新型コロナウィルス感染症
　による厳しい状況が続く中で、原油価格および物価高騰の影響を受ける市内事
　業者の経営安定を幅広く支援できました。

評価課題
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事業名 21 原油価格・物価高騰対策中小企業支援事業 担当課 産業活性課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

原油価格・物価高騰の影響を受ける市内事業者の経営を
0

目　的 支援するため、給付金の支給と相談窓口の設置を行いま
4年度 予算現額

す。
360,500

4年度 決算額・原油価格・物価高騰の影響を受けた事業所に給付金を
　支給します。 246,533
・経営課題や資金調達などの相談に中小企業診断士等が

4年度 財源内訳
　直接対応する窓口を開設し、経営改善計画の策定支援

国庫支出金 246,533
　などを行います。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 0

5年度 予算額

0

活　動　内　容

1
給付金支給事業所数

2 3 4
指標

給付金を支給した事業所の数

予定 3,000 件
（目標）

4年度
1,847 件

実　績

3年度
0 件

実　績

【　　】内は前年度数値

・原油価格・物価高騰の影響を受けた事業所に給付金を支給しました。
　申請期間：令和４年１０月３日（月）～令和５年３月１０日（金）
　支給事業所数：１，８４７事業所※上記のうち上乗せ支給事業所数７０事業者
・経営課題や資金調達などの相談に中小企業診断士等が直接対応する窓口を開設
　し、経営改善計画の策定支援などを行いました。

具体的 　開設期間：令和４年１０月３日（月）～令和５年３月３１日（金）
内 容 　　　　　　※令和４年１２月２９日（木）～令和５年１月３日（火）除く

　相談件数：２５４件
＜決算額の内訳＞
　・原油価格・物価高騰対策中小企業支援給付金　　　１９１，７００千円
　・会計年度任用職員報酬　　　　　４５８千円　・消耗品費　　６９千円
　・会計年度任用職員期末手当　　　　７８千円　・郵送料　　１４８千円
　・業務委託料　　　　　　　５４，０８０千円

・本市独自の給付金の支給と相談窓口の設置を行い、
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事業名 01 消費者啓発事業 担当課 市民相談課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

・市民が商品やサービスなどの正しい知識を得て判断を
619

目　的 　行えるよう、消費者意識の啓発を図り、安心、安全な
4年度 予算現額

　消費生活を送ることができる環境を整えます。
449

4年度 決算額・消費生活啓発リーフレット等の配布及び啓発用ポス　
　ターの掲示や消費生活講座を開催します。 440
・大和市消費生活展を開催します。

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 440

5年度 予算額

462

活　動　内　容

1
消費啓発リーフレット等の

2
消費生活講座総受講者数

3 4
発行部数

指標
当該年度発行実績数 当該年度受講者数

予定 2,600 部 56 人
（目標）

4年度
4,000 部 452 人

実　績

3年度
5,400 部 85 人

実　績

【　　】内は前年度数値

消費生活啓発リーフレット等の配布、啓発用ポスター掲示のほか、消費生活出前
講座を開催しました。
＜事業内容＞
　・啓発資料等　　　　　　　　　　　　　４，０００部【５，４００部】
　・くらしの講座(消費生活出前講座)　　　　　　２０回【６回】

具体的 　・消費生活パネル展　　　　　　　　　　　　　　１回【１回】
内 容 ＜決算額の内訳＞

　・啓発資料等　　　　　　　　　　　　　　　４３９千円
　・旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１千円

・デジタルの利活用が進み、商品やサービスの提供や支払い方法が複雑化・多様
　化しています。そのような中、消費者被害の未然防止のために消費者トラブル
　に対する意識啓発を図ることが求められています。

評価課題 ・今後につきましても、広報やまとでの啓発をはじめ、消費生活講座の実施や
　ＦＭやまとへの出演など様々な啓発活動を実施してまいります。
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いります。
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事業名 02 消費生活相談事業 担当課 市民相談課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

・市民が消費生活を送るうえで事業者との取引や契約に
14,456

目　的 　関して相談できる体制を整備し、市民が安心して消費
4年度 予算現額

　生活を送ることができる環境を整えます。
16,507

4年度 決算額・消費生活相談窓口を開設します。

14,437

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 9

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 14,428

5年度 予算額

16,149

活　動　内　容

1
消費生活相談の開設日数

2
消費生活相談件数

3 4
指標

消費生活相談窓口の開設日数 消費生活相談を受け付けた件数

予定 243 日 1,694 件
（目標）

4年度
243 日 1,531 件

実　績

3年度
242 日 1,479 件

実　績

【　　】内は前年度数値

消費生活相談の窓口である消費生活センターで、専門の相談員が相談に応じ、
助言やあっせんを行い、問題の解決を図りました。
＜事業内容＞
　・年間相談受理件数　　　　１，５３１件【１，４７９件】
　・相談員　　　　　　　　　　　　　５人【　　　　６人】

具体的 　・相談体制　　本庁「消費生活センター」（月～金、３人/日）
内 容 ＜決算額の内訳＞

　・消費生活相談員報酬　　１０，６４７千円
　・事務補助員報酬　　　　　１，５２９千円
　・その他　　　　　　　　　２，２６１千円

・昨今の社会情勢を受け、新たな手法の消費者トラブルも生じています。このよ
　うな背景を踏まえ、消費者と事業者では、契約に関する「情報量」や「交渉
　力」に大きな差があり、その差を埋めるために消費生活相談体制を充実させる

評価課題 　ことが求められています。
・消費生活相談に迅速かつ的確に対応するためには、関連する法改正や最近のト
　ラブルの状況を日々確認し、相談員の資質向上に努めてま
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対応が必要となります。

評価課題
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事業名 05 建築確認事務 担当課 建築指導課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

良好な住環境の確保と災害に強い街づくりを行います。
1,311

目　的
4年度 予算現額

1,372

4年度 決算額・建築基準法に基づく確認審査、検査を行い確認済証及
　び検査済証を交付します。 1,339
・民間の指定確認検査機関から確認審査等の状況報告を

4年度 財源内訳
　受け、建築行政共用データベースへの入力や建築計画

国庫支出金 0
　概要書の整理を行い、必要に応じて指導助言を行いま

手段手法 県 支 出 金 0
　す。

地 方 債 0

そ の 他 1,203

一 般 財 源 136

5年度 予算額

1,444

活　動　内　容

1
確認済証交付件数

2
確認済証交付報告件数

3
完了検査件数

4
中間検査件数

指標
確認済証を交付した件数 指定確認検査機関からの確認済 完了検査済証交付件数 中間検査済証交付件数

の報告を受け内容確認した件数

予定 20 件 1,100 件 20 件 5 件
（目標）

4年度
24 件 1,103 件 19 件 1 件

実　績

3年度
18 件 1,157 件 18 件 0 件

実　績

【　　】内は前年度数値

・建築基準法に基づく確認審査、検査を行い確認済証及び検査済証を交付しま　
　す。
・民間の指定確認検査機関から確認審査等の状況報告を受け、建築行政共用デ
　ータベースへの入力や建築計画概要書の整理を行い、必要に応じて指導助言
　を行いました。

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・事務消耗品　　　　　　　　　　　　　　　　    １２９千円

　・建築行政共用データベースシステム使用料　　１，１０３千円
　・負担金（日本建築行政会議等）　　　　　　　　　１０７千円

・建築行政共用データベースによる紙台帳の電子化や概要書及び記載事項証明の
　発行業務の窓口電子化を同時に進め、令和７年度中に国による建築確認の電子
　申請アプリの構築に合わせた
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費への補助を行いました。
＜決算額の内訳＞
　・耐震診断、改修工事費補助金及び交付金等　２０，８１７千円
　・啓発・情報提供パンフレット等　　　　　　　　　１５０千円
　・ブロック塀等調査業務委託　　　　　　　　　　　６１５千円
　・会計年度任用職員報酬、その他　　　　　　　１，６０６千円

・分譲マンションは、耐震化への住民の合意形成に時間を要していることから、
　今後も管理組合に対し、まずは、耐震診断の実施を誘導し、診断結果による耐
　震化の方向性（補強や建替え）を整理する必要があります。

評価課題 ・今後は一定数の旧耐震基準の木造住宅が残存することが想定されるため、国の
　方針等に注視しながら、除却等の支援を検討する必要があります。

決算書ページ
款 08 土木費 項 01 土木管理費 目 02 建築指導費

149

事業名 06 建築物の耐震化等促進事業 担当課 建築指導課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

建築物の耐震化等を促進し、地震による倒壊等の被害か
21,989

目　的 ら市民の生命、財産を保護します。
4年度 予算現額

28,625

4年度 決算額・耐震化の必要性について周知を図るとともに、促進策
　を講じます。 23,188
・災害時の住民の安全を確保するため、建築物の不燃化

4年度 財源内訳
　やバリアフリー化を支援するとともに、建築物の倒壊

国庫支出金 2,476
　による周辺への影響を軽減する取り組みを進めます。

手段手法 県 支 出 金 2,201
・安全性が確認できないブロック塀等の撤去費及び改善

地 方 債 0
　費の補助を行います。

そ の 他 0

一 般 財 源 18,511

5年度 予算額

25,682

活　動　内　容

1
木造建築物精密耐震診断補

2
木造建築物耐震改修工事補

3
マンション耐震診断件数

4
不燃化・バリアフリー化改

助件数 助件数 修工事費補助件数
指標

精密耐震診断の助成を行う件数 耐震改修工事の助成を行う件数 予備診断・本診断を行う件数 不燃化・バリアフリー化改修工

事費補助金の助成件数

予定 20 件 7 件 5 件 70 件
（目標）

4年度
15 件 2 件 2 件 121 件

実　績

3年度
19 件 2 件 0 件 77 件

実　績

【　　】内は前年度数値

・木造住宅に対し、耐震診断及び耐震改修費への補助を、分譲マンションには耐
　震診断費への補助を行い、災害に対して自ら備えるための支援を行いました。
・不燃化・バリアフリー化改修工事費やブロック塀等撤去費及び改善費への支援
　を行うことにより、避難経路や避難時間の確保を図り、災害発生時における避
　難の安全性を高めました。

具体的 ・地震災害後の火災抑制を目的に、電気工事業者と協議し、感震ブレーカー設置
内 容 　に係るメリット・デメリットを周知しながら、設置
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事業名 02 緑化推進支援事業 担当課 みどり公園課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市民の緑に対する意識の高揚を図るとともに、緑化を推
1,937

目　的 進します。
4年度 予算現額

1,973

4年度 決算額・グリーンアップセンター内｢みどりの相談コーナー｣に
　相談員を配置し、市民からの緑に関する質問に答えま 1,869
　す。

4年度 財源内訳
・基準を満たす接道部緑化(生垣等)について、現物給付

国庫支出金 0
　又は設置費用の助成を行います。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 1,853

一 般 財 源 16

5年度 予算額

1,978

活　動　内　容

1
緑化相談

2
生垣設置助成数

3 4
指標

緑化相談件数 費用助成、現物給付件数

予定 450 件 2 件
（目標）

4年度
513 件 1 件

実　績

3年度
540 件 2 件

実　績

【　　】内は前年度数値

緑に関する相談業務を行いました。
生垣設置への費用助成を行いました。
＜事業内容＞
　・緑化相談件数　　　　　　　　　　５１３件【５４０件】
　・生垣設置助成　　　　　　　　　　　　１件【　　２件】

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・緑化相談業務委託料　　　　１，８５３千円

　・新規生垣設置助成金　　　　　　　１６千円

・「みどりの相談コーナー」の存在をさらにＰＲするとともに、同コーナーから
　緑化推進に関する情報を積極的に発信していく必要があります。

評価課題
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　　　　　　　１３，５５１千円　　　

・現在、保全緑地として指定されている土地の多くは、土地所有者のご協力の
　もと、賃貸借契約を結ぶことで確保しています。今後も保全緑地を存続する
　ため、新規や更新の契約がいただけるよう、土地所有者へのアプローチを検討

評価課題 　していく必要があります。
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事業名 03 緑地保全事業 担当課 みどり公園課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

泉の森他７箇所の緑地を保全します。
37,381

目　的
4年度 予算現額

39,392

4年度 決算額・保全緑地対象地区内の山林所有者と有償で保全緑地の
　賃貸借契約を締結し、緑地の管理と保全を行います。 38,881
・必要に応じて緑地を取得します。

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 25,330

一 般 財 源 13,551

5年度 予算額

36,149

活　動　内　容

1
保全緑地の賃貸借契約面積

2
保全緑地内市有地面積

3 4
指標

土地所有者と賃貸借契約をして 保全緑地内の市有地面積（みど

いる面積 り基金買取分を含む）

予定 229,411 ㎡ 73,761 ㎡
（目標）

4年度
229,411 ㎡ 73,761 ㎡

実　績

3年度
229,411 ㎡ 73,761 ㎡

実　績

【　　】内は前年度数値

保全緑地契約の更新、賃借料の支払い及び保全緑地の管理を行いました。
＜事業対象＞　　　　　　　　　　＜賃貸借契約面積＞
　・泉の森　　　　　　　　　　　　３４，７７４㎡【３４，７７４㎡】　　　
　・深見歴史の森　　　　　　　　　５３，０８４㎡【５３，０８４㎡】　　　
　・谷戸頭・谷戸緑地　　　　　　　４２，２９１㎡【４２，２９０㎡】

具体的 　・上和田野鳥の森　　　　　　　　２２，３１７㎡【２２，３１７㎡】
内 容 　・ふれあいの森　　　　　　　　　　４，１７２㎡【　４，１７２㎡】

　・中央林間自然の森　　　　　　　２６，９５４㎡【２６，９５４㎡】　　　
　・上和田境川緑地　　　　　　　　１６，５６６㎡【１６，５６６㎡】
　・下和田境川緑地　　　　　　　　２９，２５２㎡【２９，２５２㎡】
＜決算額の内訳＞
　・土地・建物使用料　　　　　　　２５，３３０千円
　・その他　　　　　
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事業名 04 保存樹林等支援事業 担当課 みどり公園課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市街化区域内に点在する緑を保存します。
29,673

目　的
4年度 予算現額

30,545

4年度 決算額所有者からの申請を受け、要件を満たす緑を保存樹林、
保存生け垣又は保存樹木として指定し、それぞれの規定 27,858
に応じた緑化奨励金を支給します。

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 27,629

一 般 財 源 229

5年度 予算額

30,352

活　動　内　容

1
保存樹林の指定面積

2
保存生け垣の指定箇所数

3
保存樹木の指定本数

4
指標

指定している山林の面積 指定している生け垣数 指定している樹木数

予定 83,800 ㎡ 157 箇所 38 本
（目標）

4年度
77,003 ㎡ 157 箇所 38 本

実　績

3年度
83,800 ㎡ 157 箇所 38 本

実　績

【　　】内は前年度数値

市街化区域内に残存する山林や樹形が景観上美しい生け垣や樹木について、保存
樹林、保存生け垣又は保存樹木に指定し、協定を締結しました。また、緑化奨励
金を支給しました。
＜事業内容＞
　・保存樹林　　　　　　　　　　　７７，００３㎡【８３，８００㎡】

具体的 　・保存生け垣　　　　　　　　　　　　１５７箇所【　　１５７箇所】
内 容 　・保存樹木　　　　　　　　　　　　　　　３８本【　　　　３８本】

＜決算額の内訳＞
　・緑化奨励金（保存樹林）　　　　２６，７９７千円
　・緑化奨励金（保存生け垣）　　　　　　７７５千円
　・緑化奨励金（保存樹木）　　　　　　　　５７千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　　２２９千円

・当面は現状の事業を継続していきますが、緑の保全を進めるため、支援制度の
　内容について引き続き周知を図ります。

評価課題

－183－



決算書ページ
款 08 土木費 項 02 道路橋りょう費 目 01 道路橋りょう総務費

151

事業名 04 自転車利用環境推進事業 担当課 道路安全対策課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

低炭素社会構築への社会的要請の実現及び自転車利用者
45,867

目　的 の安全の確保を図ります。
4年度 予算現額

46,000

4年度 決算額・自転車の通行位置を標示することにより、自転車が安
　全に、安心して通行できる快適な自転車通行空間を確 43,847
　保します。

4年度 財源内訳

国庫支出金 5,973

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 26,700

そ の 他 0

一 般 財 源 11,174

5年度 予算額

50,400

活　動　内　容

1
自転車マナーアップ対策

2
自転車通行空間の整備

3 4
指標

自転車の車道通行を促す路面シ 整備可能な路線の自転車通行空

ート等の路線的整備 間整備

予定 1,400 m 200 ｍ
（目標）

4年度
1,400 m 200 ｍ

実　績

3年度
2,800 m 190 ｍ

実　績

【　　】内は前年度数値

自転車通行空間を整備しました。
＜事業内容＞
　・自転車マナーアップ対策工事　中福田南庭線      　
　　　工事延長　Ｌ＝１．４０ｋｍ【２．８０ｋｍ】
  ・自転車通行空間整備工事　大和歩行者専用道２号線　

具体的 　　　工事延長　Ｌ＝０．２０ｋｍ【０．１９ｋｍ】
内 容 ＜決算額の内訳＞

　・工事請負費　　　　　　　　４３，８４７千円

・決算額の減額は、整備延長の減少によるものです。
・自転車利用者のマナー啓発及び自転車通行空間整備工事を引き続き行い、歩行
　者を含め道路利用者が円滑かつ安全に通行できるように努めてまいります。

評価課題
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光熱水費　（電気料金等）　　　　　　　　５３，６５５千円
　・消耗品、燃料費、通信運搬費その他　　　　２６，５５７千円

・道路施設の老朽化等の影響により、補修等に関わる要望が増加傾向です。
・市民要望等への対応を迅速に行うとともに、不具合箇所等の状況把握を正確に
  行うことで効果的な修繕に努めています。

評価課題 ・鉄道や高速道路を跨ぐ橋梁の修繕工事を実施する際には経費が増大します。
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事業名 01 道路維持修繕事業 担当課 道路管理課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

舗装、橋梁などの道路施設の維持・修繕を効率的に進め
666,468

目　的 ることにより、健全性及び安全性を維持して円滑な交通
4年度 予算現額

を確保します。
954,772

4年度 決算額道路施設の点検結果に基づく計画的修繕に加え、市民か
らの通報、日常点検等により発見した不具合箇所につい 787,582
て、補修、修繕、清掃等を行います。実施に当たっては

4年度 財源内訳
、軽微なものや応急対応は直営で行い、直営で対応でき

国庫支出金 17,712
ないものは業者に発注します。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 513,100

そ の 他 0

一 般 財 源 256,770

5年度 予算額

854,887

活　動　内　容

1
道路施設補修等の受付件数

2
道路施設の補修件数（直営

3
道路施設の補修件数（直営

4
以外） ）

指標
市民要望及び道路パトロール件 道路施設補修工事の発注件数 直営により道路施設の補修等を

数 行った件数

予定 2,400 件 130 件 1,200 件
（目標）

4年度
2,869 件 103 件 1,483 件

実　績

3年度
2,577 件 114 件 1,411 件

実　績

【　　】内は前年度数値

計画に基づく修繕工事のほか、市民通報やパトロール等で発見した不具合箇所の
修繕を行いました。
＜事業内容＞
　・施設修繕　：舗装修繕工事　　　３６路線【３５路線】
　　　　　　　　橋梁修繕工事　　　　０橋　【　５橋　】

具体的 　　　　　　　　その他側溝、道路照明等
内 容 　・業務委託　：排水設備清掃、街路樹管理、道路清掃、プロムナード管理等

　・投資的委託：橋梁修繕詳細設計等
＜決算額の内訳＞
　・施設修繕費（舗装修繕工事等）　　　　　６１６，９５４千円
　・業務委託料（排水施設清掃委託等）　　　　９０，４１６千円
　・
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事業名 01 福田相模原線（福田地区）道路整備事業 担当課 道路安全対策課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

本市並びに藤沢市及び綾瀬市に連なる福田相模原線の整
5

目　的 備を行うことによって、交通の円滑化、安全性の向上及
4年度 予算現額

び防災機能の強化を図ります。
6,900

4年度 決算額・幅員１６ｍ（車道９ｍ、歩道３．５ｍ×２）整備区間
　（原福田跨線橋～藤沢市境）約８００ｍの都市計画道 6,652
　路を整備します。

4年度 財源内訳
・藤沢市、綾瀬市と連携を図り、同時期の供用に向けて

国庫支出金 0
　調整します。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 6,652

5年度 予算額

14

活　動　内　容

1
事業認可に係る設計等業務

2
都市計画道路整備に関する

3
交通協議の実施回数

4
協議調整

指標
都市計画事業認可取得に向けた 藤沢市及び綾瀬市、県との都市 交通協議を実施した回数

各種調査設計業務 計画道路整備に関する協議調整

予定 1 式 1 回 0 回
（目標）

4年度
1 式 0 回 2 回

実　績

3年度
0 式 0 回 1 回

実　績

【　　】内は前年度数値

福田相模原線（福田地区）に係る関係機関協議を行いました。
＜事業内容＞
　・関係機関との協議資料作成委託　　１件【０件】
＜決算額の内訳＞
　・設計委託料　　　　　　　　　６，６５２千円

具体的

内 容

・決算額の増額は、設計委託の実施によるものです。
・新幹線上の跨線橋が竣工から５０年経過しているため、老朽化対策を含め、Ｊ
　Ｒと協調し事業を進めてまいります。

評価課題
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事業名 03 生活道路整備事業 担当課 道路安全対策課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

生活道路の整備によって、生活環境の向上を図ります。
26,621

目　的
4年度 予算現額

37,700

4年度 決算額・舗装や側溝の整備を行います。

34,335

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 33,900

そ の 他 0

一 般 財 源 435

5年度 予算額

38,200

活　動　内　容

1
道路改良延長

2 3 4
指標

道路改良工事実施延長

予定 255 ｍ
（目標）

4年度
255 ｍ

実　績

3年度
219 ｍ

実　績

【　　】内は前年度数値

生活道路の舗装及び側溝整備等工事を実施しました。
＜事業内容＞　
　・整備延長　２５５ｍ【２１９ｍ】
　・整備箇所　　２箇所【　２箇所】
＜決算額の内訳＞

具体的 　・工事請負費　　３４，３３５千円
内 容

・決算額の増額は、整備延長の増加によるものです。
・舗装及び排水施設を整備することで、生活環境が向上しました。
・側溝整備工事には流末となる雨水管等の整備が先行していることが条件となる

評価課題 　ため、下水道担当部署との連携が必要です。
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事業名 04 福田相模原線（南林間地区）道路改良事業 担当課 道路安全対策課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市の骨格をなす都市計画道路の拡幅整備を行い、歩行者
292,094

目　的 の安全確保、交通の円滑化ならびに地域防災性の向上を
4年度 予算現額

図ります。
71,235

4年度 決算額・防衛省の補助金制度を活用して、用地買収、改良工事
　を行います。 65,956

4年度 財源内訳

国庫支出金 37,426

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 17,700

そ の 他 0

一 般 財 源 10,830

5年度 予算額

117,368

活　動　内　容

1
用地取得面積

2 3 4
指標

取得した道路用地の面積

予定 161 ㎡
（目標）

4年度
181 ㎡

実　績

3年度
326 ㎡

実　績

【　　】内は前年度数値

用地買収を行いました。
＜事業内容＞
　・用地取得面積　　　１８１㎡【３２６㎡】
　・物件補償　　　　　　　５件【　１２件】
＜決算額の内訳＞

具体的 　・用地買収費　　　　　３８，６５４千円
内 容 　・物件補償費　　　　　１８，５４２千円

　・工事請負費　　　　　　１，８７０千円
　・物件調査費　　　　　　３，０４７千円
　・その他　　　　　　　　３，８４３千円

・令和３年度より事業規模を大幅に縮減したため、事業費が減少しました。
・本路線は、災害時に重要な緊急輸送路を補完する第１次路線であり、早期に事
　業効果を発揮する必要があります。

評価課題 ・新型コロナウイルスの影響で事業期間を延伸しましたが、引き続き着実に用地
　取得を進めていきます。
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事業名 03 交通安全施設整備事業 担当課 道路安全対策課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

交通の円滑化と安全性の向上を図ります。
57,730

目　的
4年度 予算現額

84,590

4年度 決算額・交差点の改良、カーブミラー、道路照明灯、カラー舗
　装等の整備を行います。 71,705

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 14,000

そ の 他 0

一 般 財 源 57,705

5年度 予算額

93,826

活　動　内　容

1
交通安全施設整備箇所

2 3 4
指標

カーブミラー・道路照明灯等交

通安全施設の整備を行った箇所

予定 100 箇所
（目標）

4年度
69 箇所

実　績

3年度
75 箇所

実　績

【　　】内は前年度数値

交通安全施設整備を行いました。
＜事業内容＞
　・カーブミラー設置　１６箇所【１７箇所】
　・カラー舗装　　　　２９箇所【３７箇所】
　・各種道路安全対策　２４箇所【２１箇所】

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・工事請負費　　　　　７１，７０５千円

・カーブミラーの設置や歩道の改良などを行うことで、道路の安全性が向上しま
　した。
・市民等から交通安全要望に対し、速やかに対応できるように努めています。

評価課題
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事業名 04 歩道セーフティーアップ事業 担当課 道路安全対策課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

狭あい歩道の改善を行い、歩行者等の安全確保を図りま
0

目　的 す。
4年度 予算現額

17,500

4年度 決算額・横断防止柵、カラー舗装、歩道改良等の整備を行いま
　す。 16,726

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 16,500

そ の 他 0

一 般 財 源 226

5年度 予算額

16,000

活　動　内　容

1
歩道改良延長

2 3 4
指標

マウントアップの歩道を段差の

少ない歩道に改良等をする延長

予定 247 ｍ
（目標）

4年度
247 ｍ

実　績

3年度
0 ｍ

実　績

【　　】内は前年度数値

歩道セーフティアップ工事を実施しました。
＜事業内容＞
　・工事延長　　　２４６．８ｍ【０ｍ】
＜決算額の内訳＞
　・工事請負費　　　１６，７２６千円

具体的

内 容

・歩道改良を実施することで、通行者の安全性・利便性が向上しました。
・今後も、適切な手法、手段を検討し重要度の高い路線より順次進めていきま　
　す。

評価課題
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用者数は回復傾向にありますが、車両の更新や、人件費・燃料費等の運行経

評価課題 　費が上昇しており、効率的かつ効果的な運行が求められています。
・運行経路や運賃の見直しや、利用促進に向けた取り組みなど、コミュニティバ
　スの運行を持続可能な事業とする必要があります。
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事業名 05 コミュニティバス運行事業 担当課 街づくり総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

生活交通を確保・維持する交通ネットワークを形成し、
328,434

目　的 身近な移動手段を持たない市民の移動手段の確保と、市
4年度 予算現額

内における地域間移動の円滑化を図ります。
417,549

4年度 決算額・コミュニティバス「のろっと」を市内２地域で、「や
　まとんＧＯ」を市内４地域で運行します。 410,575

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 80,554

一 般 財 源 330,021

5年度 予算額

455,052

活　動　内　容

1
コミュニティバス運行本数

2
コミュニティバス利用者数

3 4
指標

６路線の年間運行本（便）数 ６路線の年間利用者数（前年実

績を目標値に設定）

予定 73,851 本 580,000 人
（目標）

4年度
73,851 本 657,692 人

実　績

3年度
73,827 本 579,971 人

実　績

【　　】内は前年度数値

コミュニティバスを運行しました。
＜運行概要＞ 
　・コミュニティバス「のろっと」３５人乗り車両
      運行本数　　：北部１６本（平日）、１４本（休日）
　　　　　　　　　　南部１１本

具体的     　利用者数　　：３５３，６２１人【３０９，０３４人】
内 容 　・コミュニティバス「やまとんＧＯ」１３人乗り車両

　　  運行地域　　：中央林間西側、相模大塚、深見、桜ヶ丘
　　　運行本数　　：各地域４４便　　　
　　　利用者数　  ：３０４，０７１人【２７０，９３７人】
＜決算額の内訳＞
　・コミュニティバス運行委託　４１０，１２０千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　４５５千円

・コミュニティバスの利用者数が前年度と同様に約１３％増加しており、コロナ
　前の水準に戻りつつあります。
・利
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騰対策支援金　　４事業者
＜決算額の内訳＞
　・「のりあい」協働事業負担金　　　　　　　　　　　８００千円
　・「のりあい」運行委託　　　　　　　　　　　４５，９５１千円
　・地域公共交通事業者燃料価格高騰対策支援金　　５，２１８千円　　
　・ベンチ整備費、バス停環境整備費　　　　　　　６，１２７千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５９千円

・大和市総合交通施策の改定を踏まえ、施策パッケージに即した交通施策につい
　て、関係団体等との連携を図りながら着実に実施していくことが必要です。
・西鶴間・上草柳地域の協働事業（のりあい）における、協働事業のあり方や地

評価課題 　域と市の費用負担について、継続して協議していく必要があります。
・原油価格および物価の高騰の影響を受けた市内のバス・タクシー事業者につい
　て支援しました。
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事業名 06 地域公共交通施策事業 担当課 街づくり総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

「外出が楽しいまち・やまと」を実現します。
53,711

目　的
4年度 予算現額

58,750

4年度 決算額・大和市総合交通施策の３つの基本目標に沿った施策展
　開に向けて関係団体等との連携を図るため協議等を行 58,355
  います。

4年度 財源内訳
・住民組織による移動手段創出の取り組みに対して支援

国庫支出金 5,218
　を行うとともに、バス運行を業務委託します。（西鶴

手段手法 県 支 出 金 0
　間・上草柳地域「のりあい」）

地 方 債 0
・市内民間事業者の所有する送迎バス等を活用し、65歳

そ の 他 8,573
　以上の市民の移動を支援します。

一 般 財 源 44,564

5年度 予算額

52,647

活　動　内　容

1
協働事業に係る会議回数

2
大和市地域公共交通協議会

3
のりあい利用者数

4
高齢者おでかけ支援事業利

用者数
指標

運営会議１２回、役員会６回開 関係機関との会議回数（分科会 のりあいを利用した人数（前年 南林間・西鶴間地域の利用者数

催見込み（令和2年度より） 、書面協議を含む） 実績を目標値に設定） （前年実績を目標値に設定）

予定 18 回 6 回 24,000 人 48 人
（目標）

4年度
0 回 7 回 26,449 人 0 人

実　績

3年度
0 回 8 回 23,660 人 0 人

実　績

【　　】内は前年度数値

住民組織による移動手段創出の取り組みに対し支援を行うとともに、乗り残し対
策として、平日午前中のルート分割を開始しました。また、おでかけしたくなる
街路空間の整備として、遊歩道等にベンチを設置しました。
＜事業内容＞
　・「のりあい」利用者数（運行本数１８便・９人乗り車両）

具体的 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６，４４９人【２３，６６０人】
内 容 　・地域公共交通事業者燃料価格高
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　　２千円

・令和４年度より国が小田急中央林間駅総合改善事業におけるホームドア設置等
　に係る費用を補助対象外としたことにより、本市の補助対象事業からも除外さ
　れることとなり、令和４年度決算額が減額となりました。

評価課題 ・小田急中央林間駅総合改善事業について、令和６年度の完了を目指し鉄道事業
　者と協議調整を行っていきます。
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事業名 07 中央林間駅周辺まちづくり事業 担当課 街づくり総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

中央林間地区街づくりビジョンの方針を踏まえ、中央林
180,309

目　的 間駅周辺のまちづくりを進めます。
4年度 予算現額

41,682

4年度 決算額・駅を中心とした都市機能誘導区域や、誘導すべき都市
　機能などを立地適正化計画で定め、鉄道事業者との連 41,624
　携のもと、社会資本整備総合交付金などの国庫補助金

4年度 財源内訳
　を活用しながら中央林間駅周辺のまちづくりを進めま

国庫支出金 0
　す。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 41,624

5年度 予算額

12,014

活　動　内　容

1
庁内検討会議の開催回数

2
鉄道事業者との協議・調整

3 4
回数

指標
庁内関係各課との事前打合せや 拠点施設整備や駅施設改修等に

調整を踏まえた協議の場 伴う協議・調整の場

予定 6 回 20 回
（目標）

4年度
6 回 21 回

実　績

3年度
7 回 17 回

実　績

【　　】内は前年度数値

中央林間地区街づくりビジョンに基づき、中央林間駅周辺のまちづくりを進めま
した。
＜事業内容＞
　・鉄道利用者の利便性及び安全性の向上等を図るために必要となる鉄道駅の改
　　良に対し、補助金の交付を行いました。（小田急中央林間駅総合改善事業）

具体的 　・小田急中央林間駅東口開札新設に伴い、東急中央林間駅への連絡通路となる
内 容 　　道路の整備を実施しました。（令和４年度中央林間駅周辺道路整備工事）

＜決算額の内訳＞
　・小田急中央林間駅総合改善事業補助金（現年度分）　１６，６６６千円
　・小田急中央林間駅総合改善事業補助金（繰越明許分）１０，０００千円
　・令和４年度中央林間駅周辺道路整備工事　　　　　　１４，９５６千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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８件】
内 容 　・空家等適正管理依頼通知件数　　　　４８件【４９件】

　・空家等解消数　　　　　　　　　　　２４件【３５件】
　・被相続人居住用家屋等確認書交付　　５６件【３９件】
　・低未利用土地等確認書交付　　　　　　０件【　１件】
＜決算額の内訳＞
　・旅費等　　　　　　　　　　　　　　３６千円

・空き家の適正管理の推進と共に、空き家自体を解消するため、利活用に向けた
　所有者への啓発の推進が必要です。

評価課題
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事業名 09 空家等対策事業 担当課 建築指導課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

空家等の適正管理を促進することにより、防災、衛生、
57

目　的 景観面等に与える影響の抑制に努め、生活環境の保全を
4年度 予算現額

図ります。
129

4年度 決算額・空家等対策の推進に関する特別措置法に基づき、空家
　等の所有者に適正管理を促すための啓発や情報提供等 36
　を行い、空家等の管理不全を抑制します。

4年度 財源内訳
・空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく空家等

国庫支出金 0
　対策計画の策定を進めます。

手段手法 県 支 出 金 0
・空き家や所有者不明土地の発生を抑制するための譲渡

地 方 債 0
　に係る所得税及び個人住民税の特例措置の適用に当た

そ の 他 0
　り、被相続人居住用家屋等確認書及び低未利用土地等

一 般 財 源 36
　確認書を交付します。

5年度 予算額

6,425

活　動　内　容

1
空家台帳管理件数

2
適正管理依頼件数

3
被相続人居住用家屋等確認

4
低未利用土地等確認書処理

書処理件数 件数
指標

台帳により経過管理している空 空家等に対する適正管理依頼文 家屋の譲渡所得の3000万円特別 土地の譲渡所得税等の特例措置

家等の件数 書の送付件数 控除の適用のための手続き件数 の適用のための手続き件数

予定 140 件 45 件 52 件 1 件
（目標）

4年度
155 件 48 件 56 件 0 件

実　績

3年度
127 件 49 件 39 件 1 件

実　績

【　　】内は前年度数値

・空家等対策の推進に関する特別措置法に基づき、空家等の所有者に適正管理を
　促すため、情報提供等の啓発や助言を行い、空家等の管理不全を抑制します。
・空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく空家等対策計画の、令和５年　
　度からの策定に向けた準備作業を行いました。
＜事業内容＞

具体的 　・空家等相談件数　　　　　　　　　　５２件【４
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事務を適正に進めます。
・中央森林東側地区の区域区分の変更告示に向け、法手続きを進めます。
・第８回線引き見直しに向け、庁内の合意形成を進め、市案の作成を進めます。
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事業名 10 都市計画決定事務 担当課 街づくり計画課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

総合計画及び都市計画マスタープランで示されたまちづ
13,311

目　的 くりの方向性を法定都市計画に定めます。
4年度 予算現額

3,667

4年度 決算額・計画的な市街地の形成を図るために、線引き・用途地
　域などの「区域区分・地域地区」や、道路・公園など 3,385
　の「都市施設」、土地区画整理事業・市街地再開発事

4年度 財源内訳
　業などの「市街地開発事業」について見直す必要があ

国庫支出金 0
　るものに関して、都市計画の手続きを行います。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 3,385

5年度 予算額

16,997

活　動　内　容

1
法手続きの回数

2 3 4
指標

都市計画審議会を開催した回数

予定 4 回
（目標）

4年度
5 回

実　績

3年度
1 回

実　績

【　　】内は前年度数値

・生産緑地地区及び準防火地域の都市計画の変更の手続きを行いました。
・都市計画図の作成を行いました。
・令和４、５年に申出基準日を迎える生産緑地地区について、特定生産緑地の
　指定を行いました。
＜内容＞

具体的 　・生産緑地地区の都市計画の変更　　１回【１回】
内 容 　・準防火地域の都市計画の変更　　　１回【０回】

　・特定生産緑地の指定　　　　　　　１回【１回】
＜決算額の内訳＞
　・会計年度任用職員報酬　　　　　　　８４５千円
  ・都市計画図等作成業務委託　　　１，７９３千円
　・都市計画審議会報酬、その他　　　　７４７千円

・前年度と異なる委託業務のため、決算額が減少しました。
・市で定める都市計画について、都市計画案の段階から説明会や市ホームページ
　等を通して分かりやすい周知に努めるとともに、計画内容を正確に情報提供し

評価課題 　ていきます。
・特定生産緑地の指定に向けた
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（案）の賛同率８割を目標に合意形成を図る必

評価課題 　要があります。
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事業名 12 特定地域土地利用誘導事業（内山地区） 担当課 街づくり推進課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

内山地区の市街化調整区域について、市街化区域編入を
103

目　的 目指し、計画的かつ段階的な市街地整備の誘導を図りま
4年度 予算現額

す。
5,479

4年度 決算額・土地所有者等の意向や現在の土地利用の状況等を踏ま
　え、地元の誘導方策を検討し、実施します。 4,729
・勉強会等の啓発活動を行うことにより、街づくりに対

4年度 財源内訳
　する地元の意識が高まるよう働きかけます。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 4,729

5年度 予算額

175

活　動　内　容

1
勉強会等の開催回数

2
地元の会合への市職員出席

3 4
回数

指標
地元の権利者を対象とする街づ 地元の街づくり組織の総会や幹

くりの勉強会等の開催回数 事会等への市職員出席回数

予定 1 回 10 回
（目標）

4年度
0 回 11 回

実　績

3年度
0 回 13 回

実　績

【　　】内は前年度数値

・内山地区の市街化区域編入に向けた関係機関との協議を行いました。
・都市計画道路南大和相模原線事業認可に向けた予備設計委託を行いました。
＜事業内容＞
　・各関係機関調整協議
　・中央林間内山地区予備設計等作成業務委託

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・消耗品　　　                                      　　　６千円

　・通信運搬費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３千円
　・補助金（内山地区街づくり事業準備活動助成金）　　　　１００千円
　・委託料（中央林間内山地区予備設計等作成業務委託）４，６２０千円

・予備設計等委託作成業務を行ったことにより、都市計画道路事業認可に向けた
　事務を進めることができました。
・引続き住民発意による地区計画
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県都市計画課や地元と調整しながら地区計画（案）を検討しました。

評価課題 ・市街化区域編入及び地区計画（案）について、地元説明会及び個別訪問を実施
　し、合意形成ができました。
・都市計画審議会の意見を踏まえて地区計画（案）を見直し、再度合意形成を図
　る必要があります。
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事業名 13 特定地域土地利用誘導事業（中央森林地区） 担当課 街づくり推進課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

中央森林地区の市街化調整区域について、緑の拠点とし
3,885

目　的 て、市民の憩いの場を確保するとともに、複合的な街づ
4年度 予算現額

くりを誘導します。
36

4年度 決算額・土地所有者等の意向を踏まえ、市街地整備の誘導方策
　を検討し、実施します。 9
・勉強会等の啓発活動を行うことにより、街づくりに対

4年度 財源内訳
　する地元の意識が高まるよう働きかけます。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 9

5年度 予算額

1,058

活　動　内　容

1
勉強会等の開催回数

2
打ち合わせ回数

3
地元の会合への市職員出席

4
回数

指標
地元の権利者を対象とする街づ 関係機関との打ち合わせ回数 地元の街づくり組織の総会や役

くりの勉強会等の開催回数 員会等への市職員出席回数

予定 3 回 5 回 2 回
（目標）

4年度
1 回 3 回 1 回

実　績

3年度
0 回 9 回 0 回

実　績

【　　】内は前年度数値

・中央森林東側地区の市街化区域編入に向けた関係機関との協議を行いました。
・地権者に対する地元説明会及び個別訪問を行いました。
＜事業内容＞
　・県都市計画課との都市計画協議　１回【４回】
　・県警との交通協議　　　　　　　２回【３回】

具体的 　・県河川課との治水等対策協議　　０回【１回】
内 容 　・横浜国道事務所との打合せ　　　０回【１回】

　・地元説明会　　　　　　　　　　１回【０回】
　・個別訪問　　　　　　　　　　４４名【０名】
　・役員会　　　　　　　　　　　　１回【０回】
＜決算額の内訳＞
　・消耗品　　　２千円
　・通信運搬費　７千円

・委託業務費の皆減により、事業費が令和３年度に比べ減少しました。
・県警との交通協議（計画協議）が完了しました。
・

－197－



決算書ページ
款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 04 公園管理費

159

事業名 08 ゆとりの森管理運営事業 担当課 みどり公園課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

ゆとりの森をスポーツとレクリエーションの場として、
60,748

目　的 安全で快適に利用できるよう管理運営します。
4年度 予算現額

60,748

4年度 決算額・指定管理者制度を活用し、施設の維持管理及び運営を
　行います。 60,748

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 15,639

一 般 財 源 45,109

5年度 予算額

60,748

活　動　内　容

1
管理日数

2
利用満足度

3
自主事業数

4
指標

ゆとりの森の管理日数 利用者を対象に実施するアンケ 指定管理者が実施する自主事業

ート結果（5点満点） の数

予定 365 日 4.5 点 50 件
（目標）

4年度
365 日 4.61 点 56 件

実　績

3年度
365 日 4.54 点 53 件

実　績

【　　】内は前年度数値

指定管理者制度を活用し、施設の維持管理及び運営を行いました。
＜事業内容＞
　・施設の運営に関すること　　　３６５日【３６５日】
　・維持管理に関すること　　　　３６５日【３６５日】
　・自主事業に関すること　　　　　５６件【　５３件】

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・指定管理料　　　　　　６０，７４８千円

・施設を適正に管理することにより、市民が安心して利用できる環境を維持する
　ことができました。

評価課題
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事業名
10 大和スタジアム・つきみ野野球場・宮久保野球場

担当課 スポーツ課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

野球場施設を良好な状態で管理運営し、快適なスポーツ
70,087

目　的 施設環境を提供します。
4年度 予算現額

63,047

4年度 決算額・野球場施設の維持管理及び運営を指定管理により実施
します。 63,047

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 74

一 般 財 源 62,973

5年度 予算額

63,047

活　動　内　容

1
利用者数

2
利用可能日数

3 4
指標

３施設年間利用総人数 利用可能日数（大和スタジアム

）

予定 110,000 人 307 日
（目標）

4年度
83,378 人 305 日

実　績

3年度
74,919 人 309 日

実　績

【　　】内は前年度数値

大和スタジアム、つきみ野野球場、及び宮久保野球場の管理運営を行いました。
＜事業内容＞
・利用件数（３施設合計）　１，３３０件【 　１，４１２件】
・利用人数（３施設合計）８３，３７８人【　７４，９１９人】

＜決算額の内訳＞
具体的 ・指定管理料（大和スタジアム、つきみ野野球場、宮久保野球場）
内 容 　６３，０４７千円

・施設の老朽化が進行しており、安全で快適な施設として市民に提供するため、
指定管理者と連携を図り、適切な維持補修や改修等を継続的に実施していく必
要があります。

評価課題

施設管理運営事業
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事業名 12 ゆとりの森スポーツ施設管理運営事業 担当課 スポーツ課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

ゆとりの森スポーツ施設を良好な状態で管理運営し、快
31,920

目　的 適なスポーツ施設環境を提供します。
4年度 予算現額

32,519

4年度 決算額・施設の維持管理及び運営を指定管理により実施しま
　す。 31,920

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 31,920

5年度 予算額

33,632

活　動　内　容

1
利用可能日数

2
利用者数

3 4
指標

施設の利用可能日数 施設の利用者数

予定 355 日 130,000 人
（目標）

4年度
355 日 151,242 人

実　績

3年度
356 日 145,344 人

実　績

【　　】内は前年度数値

ゆとりの森スポーツ施設の管理運営を行いました。
＜事業内容＞
　・利用件数　　　　　　２１，１９０件【　２１，６９３件】
　・利用人数　　　　　１５１，２４２人【１４５，３４４人】
＜決算額の内訳＞

具体的 　・指定管理料　　　　　３１，９２０千円
内 容

・スポーツ施設全般について、良好な利用環境の維持に努めます。
・ポストコロナにおいて利用者の増加が見込まれることから、指定管理者と連携
　し、安全で快適にスポーツが行えるよう、施設の管理運営を適正に行う必要が

評価課題 　あります。
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　１１，６８６千円
　・引地台公園改修工事　　　　　　　　　　　　　１１，３０８千円
　・公園施設長寿命化計画補修工事　　　　　　　　　７，１４２千円
　・既設公園遊具改修工事　　　　　　　　　　　　　５，２６６千円
　・その他事業費　　　　　　　　　　　　　　　　１２，６３０千円

・１歳児から３歳児の公園デビュー支援を目的とした幼児向けの遊具を１０公園
　に１５基設置しました。
・森林環境譲与税を活用し、泉の森の老朽化した木製階段を改修しました。

評価課題 ・整備後２０年以上が経過した都市公園が約８割を占め、施設の損傷や老朽化が
　進んでいることから、今後も公園施設の長寿命化計画に基づき計画的な遊具等
　の修繕更新を行い利用者が安全で快適に利用できる環境を整えていきます。
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事業名 02 既設公園等大規模改修事業 担当課 みどり公園課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

利用者の安全を確保し、利便性を向上させる改修工事を
170,949

目　的 行います。
4年度 予算現額

155,970

4年度 決算額・公園内の老朽化及び破損した遊具、設備等を撤去・新
　設します。 128,794
・利用者の要望等により、既設公園内に新たな遊具、設

4年度 財源内訳
　備などを設置します。なお、軽微な補修については、

国庫支出金 16,348
　維持管理事業において対応しています。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 76,500

そ の 他 10,000

一 般 財 源 25,946

5年度 予算額

134,663

活　動　内　容

1
改修又は新設した施設数

2
改修又は新設した遊具等の

3
公園施設長寿命化計画に伴

4
公園施設長寿命化計画に伴

数 い改築した遊具の数 い補修・塗装した遊具の数
指標

1年間に改修・新設した施設数 1年間に改修・新設した遊具等 1年間に改築した遊具の数 1年間に補修・塗装した遊具の

の数 数

予定 22 箇所 17 箇所 9 基 21 基
（目標）

4年度
23 箇所 31 箇所 9 基 21 基

実　績

3年度
31 箇所 7 箇所 5 基 12 基

実　績

【　　】内は前年度数値

・公園施設長寿命化改修工事については「大和市公園施設長寿命化計画」に基
　づき老朽化した遊具等の改修工事を計画的に実施しました。
・既設公園等施設改修・設置工事では破損及び老朽化が進んだ危険な遊具など、
　緊急性の高い施設の改修工事を行いました。
＜事業内容、決算額の内訳＞

具体的 　・公園施設長寿命化計画改築工事　　　　　　　　３２，８２４千円
内 容 　・引地台公園キュービクル改修工事　　　　　　　３１，４６０千円

　・木製施設改修工事　　　　　　　　　　　　　　１６，４７８千円
　・子ども遊具設置工事　　　　　　　　　　　　
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事業名 03 街区公園等整備事業 担当課 みどり公園課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

周辺住民に憩いや遊びの場を提供します。
2,978

目　的
4年度 予算現額

62,280

4年度 決算額・新たに公園用地として確保した市有地や借用地を、法
　令に基づき、街区公園や緑の広場として整備します。 41,597

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 34,200

そ の 他 1,000

一 般 財 源 6,397

5年度 予算額

8,774

活　動　内　容

1
公園整備面積

2
市民１人当たりの都市公園

3
市民１人当たりの公園等面

4
面積 積

指標
公園整備面積（年間） 緑の基本計画に定める市民１人 泉の森や緑の広場等を含めた市

当たりの都市公園面積 民１人当たりの公園等面積

予定 0.28 ha 6.9 ㎡ 6.9 ㎡
（目標）

4年度
0.28 ha 3.39 ㎡ 6.85 ㎡

実　績

3年度
0.01 ha 3.39 ㎡ 6.88 ㎡

実　績

【　　】内は前年度数値

緑野青空子ども広場跡地を整備し、隣接する星の子ひろばを拡幅しました。
＜事業内容＞
　・整備面積　　　　　　　　　　　　　　　０．２８ｈａ【０．００５ｈａ】
＜決算額の内訳＞
　・公園台帳作成業務委託　　　　　　　　　　２，６２９千円

具体的 　・（仮称）緑野青空子ども広場跡地公園　　３８，８６２千円
内 容 　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０６千円

・令和４年度に実施した（仮称）緑野青空子ども広場跡地公園整備工事は令和３
　年度に実施した中央６号公園の拡幅工事と比較して整備面積が大きかったた　
　め、前年度決算額に対して事業費が増額となりました。

評価課題 ・新規公園の整備には多額の費用を要すため、防衛８条補助金等の国庫補助金の
　活用を検討していく必要があります。
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事業名 04 やまと公園改修整備事業 担当課 みどり公園課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

供用開始から４５年以上経ち施設が老朽化していること
186,037

目　的 から、利用者の安全を確保し、公園の魅力や利便性を向
4年度 予算現額

上させる大規模改修整備工事を行います。
888,465

4年度 決算額隣接する旧商工会議所跡地等についても公園として拡張
し、大規模改修整備工事の中で整備を行います。 842,465
大規模改修整備にあたっては、芝生広場や休憩所の整備

4年度 財源内訳
を行い、憩いや賑わいのある誰もが足を運びたくなる公

国庫支出金 519,757
園の整備を行います。

手段手法 県 支 出 金 20,896

地 方 債 269,100

そ の 他 0

一 般 財 源 32,712

5年度 予算額

0

活　動　内　容

1
事業進捗率

2 3 4
指標

進捗率（累計計画事業額÷全体

計画事業額×１００）

予定 100 ％
（目標）

4年度
100 ％

実　績

3年度
21.5 ％

実　績

【　　】内は前年度数値

令和３年度に引き続き、やまと公園の大規模改修整備工事を行いました。
＜事業内容＞
　・整備面積：１．１９ｈａ
　・やまと公園大規模改修工事　給排水・遊具・植栽・擬木テラス・管理施設等
　・やまと休憩所新築工事　　　建築・機械・電気・外構・家具・太陽光発電等

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・やまと公園大規模改修工事　　　　４０８，１７５千円

　・やまと公園休憩所新築工事　　　　３９２，７４３千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　４１，５４７千円

・令和３～４年度継続工事が進捗したことに加え、令和４年度単年度工事にも着
　手し、出来高が上がったことにより事業費が前年度より増額しました。
・整備により公園の機能と利用者の利便性が向上し、当初の目的の通り、憩いや

評価課題 　賑わいのある誰もが足
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事業名 05 大和スタジアム施設改修事業 担当課 スポーツ課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

施設の適正な機能水準を維持し、安全で快適なスポーツ
0

目　的 環境を整えます。
4年度 予算現額

39,809

4年度 決算額・大和スタジアムにおいて、施設の老朽化などによる支
　障箇所を改修・更新・補修します。 36,883

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 34,500

そ の 他 0

一 般 財 源 2,383

5年度 予算額

0

活　動　内　容

1
工期内工事等の完了件数

2 3 4
指標

予定した工期内に工事や委託業

務が完了した件数

予定 1
（目標）

4年度
1

実　績

3年度
0

実　績

【　　】内は前年度数値

設置後相当年数を経過し、故障や不具合が多発している空調を更新しました。
＜決算額の内訳＞
　・大和スタジアム改修工事　３６，８８３千円

具体的

内 容

・今後も計画的に必要に応じて適正な改修を行います。

評価課題
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事業名 01 ゆとりの森整備事業 担当課 みどり公園課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

ゆとりの森の広々とした空間を活かし、市民にスポーツ
5,242

目　的 とレクリエーションの場を提供します。
4年度 予算現額

2,838

4年度 決算額・基本計画、実施計画に基づきスポーツ施設、レクリエ
　ーション施設を整備します。 2,828

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 2,828

5年度 予算額

3,783

活　動　内　容

1
整備面積

2
整備進捗率

3 4
指標

ゆとりの森整備完了面積（年間 累計整備進捗率（整備済み面積

） ÷計画面積×１００）

予定 0 ha 91 %
（目標）

4年度
0 ha 91 %

実　績

3年度
0 ha 91 %

実　績

【　　】内は前年度数値

令和４年度は借受地暫定整備、芝生保護材設置を行いました。
＜事業内容＞
　・公園整備工事：借受地暫定整備
　　　　　　　　　芝生保護材設置
＜決算額の内訳＞　

具体的 　・ゆとりの森整備工事　　２，５９５千円
内 容 　・その他　　　　　　　　　　２３３千円

・芝生保護材の設置により芝生が生えそろい、公園利用者の安全性や利便性が向
　上しました。
・残る大規模多目的スポーツ広場整備に向け、国による用地取得の動向に注視す

評価課題 　る必要があります。
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ックする自主研修を実施する体制づくりが必要です。
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事業名 07 消防職員研修事業 担当課 消防総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

消防大学校、消防学校への派遣研修等を通じ、知識・技
7,850

目　的 術の習得を図ります。
4年度 予算現額

8,341

4年度 決算額資格取得研修や消防学校、消防大学校等の教育機関に派
遣するとともに、消防本部においても職員の知識、技術 7,890
の習得のため自主研修を実施します。

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 7,890

5年度 予算額

9,950

活　動　内　容

1
研修への派遣人数

2
資格取得派遣

3 4
指標

消防大学校等の教育機関への派 各種資格取得のための派遣

遣

予定 27 人 32 人
（目標）

4年度
25 人 33 人

実　績

3年度
35 人 14 人

実　績

【　　】内は前年度数値

専門的知識・技術の習得と資格取得等のために関係機関へ職員を派遣しました。
＜事業内容＞
　派遣研修（専門的知識・技術）
　・県消防学校　　　　　１３科目　２３人【１０科目　３３人】
　・消防大学校　　　　　　２科目　　２人【　２科目　　２人】　

具体的 　資格取得等（資格・特別教育の受講）
内 容 　・救急救命士資格　　　　　　　　　２人【　　　　　　１人】

　・大型自動車免許　　　　　　　　　１人【　　　　　　２人】
　・その他資格取得　　　１２科目　３０人【　５科目　１１人】
＜決算額の内訳＞
　・職員研修旅費等　　　　　　　　　　　　　 １，４４１千円
　・各種教育機関養成研修負担金等　　　　　　 ５，７０２千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ７４７千円

・多くの研修等へ派遣を行うことにより、専門的で質の高い知識、技術の習得が
　できています。
・効率よく人材育成を行うために、研修修了者が講師となり受講内容を所属職員

評価課題   へフィードバ
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事業名 15 災害情報機器等整備管理事務 担当課 警防課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

災害対応のために必要となる情報を、効率よく収集し、
3,719

目　的 活用します。
4年度 予算現額

6,900

4年度 決算額・災害情報機器等を、常に適正な状態で管理します。

6,792

4年度 財源内訳

国庫支出金 1,925

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 4,867

5年度 予算額

6,039

活　動　内　容

1
無人航空機操作員養成数

2
無人航空機活用実績件数

3
遠隔情報共有システムを活

4
用した訓練

指標
無人航空機操作員の養成人数 災害等で飛行した実績件数 遠隔情報共有システムを活用し

た訓練を実施します。

予定 11 人 2 件 12 回
（目標）

4年度
11 人 3 件 10 回

実　績

3年度
12 人 1 件 0 回

実　績

【　　】内は前年度数値

情報収集に必要な消耗品の購入及び災害情報機器が正常に機能するための維持管
理を行いました。
＜事業内容＞
　・ドローンの修理　　　　　　　　　　２件【１件】
　・遠隔情報共有システム使用回数　　３０回【０件】

具体的 　・無人航空機登録　　　　　　　　　　１件【０件】
内 容 ＜決算額の内訳＞

　・消耗品、修繕費　　　　　　　　　２８０千円
　・通信費　　　　　　　　　　　２，６０７千円
　・遠隔情報共有システム使用料　３，８５０千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　５５千円
　

・災害情報機器等の使用については、経験と技術が必要となることから、職員に
　対して、適正な訓練を定期的に実施する必要があります。

評価課題
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価課題 　人的被害・物的被害の低減が図られます。
・新型コロナウイルス感染症の影響により、住宅防火訪問診断及び防火講話の実
　施回数が減少したため、広く普及啓発を行う新たな手法や取組を検討する必要
　があります。
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事業名 18 住宅防火対策事業 担当課 予防課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

火災による人的被害を低減するため、住宅の防火対策を
130

目　的 推進します。
4年度 予算現額

383

4年度 決算額・住宅防火訪問診断を実施します。
・各種広報媒体を活用し、住宅防火思想の普及啓発を行 380
　います。

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 380

5年度 予算額

371

活　動　内　容

1
住宅防火訪問診断数

2
住宅用火災警報器広報

3
住宅防火対策に係る講話

4
住宅防火モデル地区におけ

る火災予防啓発活動
指標

住宅防火訪問診断の実施件数 住宅用火災警報器普及啓発に係 住宅防火対策に係る講話等の実 住宅防火モデル地区火災予防啓

る広報実施回数 施回数 発チラシ配布件数

予定 100 件 8 回 3 回 4,700 件
（目標）

4年度
71 件 8 回 4 回 4,408 件

実　績

3年度
8 件 7 回 1 回 6,678 件

実　績

【　　】内は前年度数値

火災による人的被害を低減するため、住宅の防火対策を推進しました。
＜事業内容＞
　・住宅防火訪問診断の実施　　　　　　　            ７１世帯【　８世帯】
　・地域の住民を対象に防火講話の実施　　　　　　　　　４回　【　　１回】
　・住宅用火災警報器の適切な維持管理と未設置世帯へ

具体的 　　の設置促進及び設置支援の実施　　　　　　　　　　　１世帯【　４世帯】
内 容 　・住宅用火災警報器の設置と維持管理についての横断幕を設置（市内５か所）

　・各種広報媒体を活用した住宅防火に関する市民への啓発
＜決算額の内訳＞
　・消耗品　３７５千円
　・役務費　　　５千円

・住宅防火訪問診断や防火講話を実施することで、一般住宅からの出火防止が図
　られます。
・住宅用火災警報器の広報により、適正な維持管理を推進することで火災による

評
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　　　　　　９校【  ６校】
やまとＡＥＤ救急ステーション　９事業所【３０事業所】
＜決算額の内訳＞
　・各種講習会消耗品　　　　　　　７６３千円
　・その他　　　　　　　　　　　　７６８千円

・各種救命講習会を開催していますが、継続して市民、事業所及び団体のニーズ
  に合わせた救命講習会を開催していく必要があります。
・幼少期から人の命を救うことの大切さ、命の尊さを認識してもらうため、

評価課題   小、中学校での救命講習会を全校実施する必要があります。
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事業名 28 応急手当普及啓発事業 担当課 救急救命課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

救命率の向上を図ります。
1,505

目　的
4年度 予算現額

1,545

4年度 決算額・市民、事業所及び団体を対象に、各種救命講習会を開
　催し、指令課と協力して適切な１１９番通報及び口頭 1,531
　指導訓練を実施します。

4年度 財源内訳
・事業所などに設置されているＡＥＤ（自動体外式除細

国庫支出金 0
　動器）を、緊急時に提供していただけるよう「やまと

手段手法 県 支 出 金 214
　ＡＥＤ救急ステーション」として認定します。

地 方 債 0
・幼少期から命の大切さについて学べるよう小・中学校

そ の 他 0
　において救命講習会を実施します。

一 般 財 源 1,317

5年度 予算額

1,401

活　動　内　容

1
普通救命講習会参加数

2
上級救命講習会参加数

3
応急手当講習会参加数

4
応急手当普及員講習会参加

数
指標

国が定めた３時間の救命講習 国が定めた８時間の救命講習 ３時間に満たない救命講習 国が定めた応急手当普及員を養

成する２４時間の講習

予定 1,300 人 50 人 1,700 人 30 人
（目標）

4年度
864 人 52 人 5,077 人 25 人

実　績

3年度
341 人 17 人 2,851 人 0 人

実　績

【　　】内は前年度数値

市民、事業所及び団体を対象に、各種救命講習会を開催しました。
　・普通救命講習会　　　　　　　　　９７回【４９回】
　・上級救命講習会　　　　　　　　　　５回【  ３回】
　・応急手当講習会　　　　　　　　　９６回【７６回】
　・応急手当普及員講習会　　　　　　　３回【  ０回】

具体的 　・応急手当普及員再講習会　　　　　１１回【１２回】
内 容 市内中学校及び小学校の授業内で、救命講習会を実施しました。

　・中学校　　　　　　　　　　　　　　９校【  ４校】
　・小学校　　　　　　　　
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救急隊員の研修参加に伴うポイント管理を適切に行うとと
　もに継続した知識・技術の維持及び向上を図っていく必要があります。
・救急業務に携わる救急隊員の知識・技術の向上のためには、救急救命士を含

評価課題 　む救急隊員が病院実習を受けられる体制を継続していく必要があります。
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事業名 29 メディカルコントロール推進事業 担当課 救急救命課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

救急救命士を含む救急隊員が行う応急処置の知識・技術
4,827

目　的 の維持及び向上を図ります。
4年度 予算現額

5,565

4年度 決算額・定期的な教育研修及び訓練に救急救命士を含む救急
　隊員を派遣します。 4,841
・神奈川県メディカルコントロール協議会指導救命士制

4年度 財源内訳
　度運用要綱に基づき、指導救命士の認定を行います。

国庫支出金 0
・県北・県央地区メディカルコントロール協議会で定め

手段手法 県 支 出 金 0
　る実施基準に基づき、救急救命士を含む救急隊員の研

地 方 債 0
　修に伴うポイントを適切に管理します。

そ の 他 0

一 般 財 源 4,841

5年度 予算額

6,469

活　動　内　容

1
救急救命士就業前、生涯研

2
気管挿管認定救急救命士資

3
教育研修回数

4
修実施割合 格取得割合

指標
救急救命士として現場活動する 救急救命士の気管挿管認定資格 消防本部主催回数

ための研修 の割合

予定 100 ％ 78 ％ 2 回
（目標）

4年度
100 ％ 78 ％ 2 回

実　績

3年度
100 ％ 78 ％ 2 回

実　績

【　　】内は前年度数値

救急救命士の各種研修を実施しました。
＜研修実績＞
　・就業前研修　　　　　　　　４人【５人】
　・生涯研修　　　　　　　　３０人【２９人】
＜新資格研修＞

具体的 　・気管挿管認定救命士　　　　２人【２人】認定資格者合計３９人【３７人】
内 容 　・ビデオ喉頭鏡認定救命士　　３人【１人】認定資格者合計３４人【３１人】

＜決算額の内訳＞
　・研修負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，６１０千円
　・県北・県央地区メディカルコントロール協議会負担金　　１，１０５千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，１２６千円

・救急救命士を含む
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、設置したＡＥＤの
　定期点検を含めた適正な維持管理を図っていく必要があります。
・市民が２４時間ＡＥＤを使用でき、心肺停止状態の傷病者に対し早期に除細動
　が実施できる環境を継続して整備する必要があります。

決算書ページ
款 09 消防費 項 01 消防費 目 01 常備消防費

163

事業名 30 救護活動用機材整備事業 担当課 救急救命課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

心肺停止状態の傷病者が、早期に除細動の処置を受ける
8,533

目　的 ことができる環境を整備します。
4年度 予算現額

18,797

4年度 決算額・市内２４時間営業のコンビニエンスストア、公共施
　設、郵便局及び大規模集合住宅等にＡＥＤ（自動体外 16,743
　式除細動器）を設置し、維持管理します。

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 16,743

5年度 予算額

11,751

活　動　内　容

1
AEDの定期点検

2 3 4
指標

維持管理確認のための動作点検

（6ヶ月毎）

予定 250 回
（目標）

4年度
250 回

実　績

3年度
250 回

実　績

【　　】内は前年度数値

平成２９年度に長期継続契約して設置したコンビニエンスストア、公共施設及び
大規模共同住宅等のＡＥＤを更新、購入しました。
＜事業内容＞
　・コンビニエンスストア　　　　　６社９８店舗【６社９９店舗】
　・公共施設（消防署）　　　　　　　　　５箇所【　　　５箇所】

具体的 　・大規模集合住宅　　　　　　　　　　４３箇所【　　４３箇所】
内 容 　・市内小中学校　　　　　　　　　　　２８箇所【　　２８箇所】

＜決算額の内訳＞
　・コンビニエンスストア、公共施設及び大規模集合住宅等のＡＥＤの更新
　　及び使用料並びに市内小中学校増台分購入費用　　　　１６，７４３千円

・コンビニエンスストア、公共施設及び大規模集合住宅等のＡＥＤを更新すると
　ともに、市内小中学校にＡＥＤを増台させ、１校当たり２台体制にすることに
　より、決算額が増加しています。

評価課題 ・市内各店舗にＡＥＤが常設されていることが、救命率の向上につながることか
　ら、開店、閉店又は移転の情報を早期に収集するとともに
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消耗品等    １３，１１６千円
　　　　　　　　　・酸素容器検査等　　      １，２１８千円
　　　　　　　　　・その他　　　　　      　２，６１７千円

・救急件数は前年度と比較し増加しています。
・心肺停止等の重症患者や搬出困難な救急現場など、救急隊だけでは対応困難な
  事案に対して、消防隊が支援出動する件数が増加しています。

評価課題 ・救急出動件数が増加していることに加え、救急資器材及び新型コロナウイルス
  感染症対策用消耗品等が増加したことにより、救急隊の管理負担が増加してい
　ます。
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事業名 35 救急活動事業 担当課 消防署管理課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

病気又は怪我による傷病者に、救命処置等を実施しなが
13,473

目　的 ら、医療機関に搬送することで、救命率の向上を図りま
4年度 予算現額

す。
17,573

4年度 決算額・救急隊を６隊配置し、傷病者に応急処置又は救命処置
　を行い、迅速に医療機関へ搬送します。 16,951
・重度傷病者の収容時及び心肺機能停止状態の傷病者が

4年度 財源内訳
　発生した時などは、消防隊との連携により救急活動を

国庫支出金 5,985
　行っています。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 10,966

5年度 予算額

22,006

活　動　内　容

1
救急出動時の現場到着時間

2
救急車定期消毒回数

3
救急資機材点検日数

4
指標

指令から現場到着までの平均所 救急車両内及び資機材定期消毒 救急資機材の日常点検日数

要時間（10進法） 回数

予定 6.31 分 84 回 365 日
（目標）

4年度
7.21 分 84 回 365 日

実　績

3年度
6.85 分 84 回 365 日

実　績

【　　】内は前年度数値

災害出動用消耗品の購入及び酸素ボンベ等の検査・点検を行いました。
＜実績の内訳＞
  ・救急出動件数　急　　病　　　９，３５５件【７，５４６件】
　　　　　　　　　一般負傷　　　２，１０４件【１，７４０件】
　　　　　　　　　交通事故　　　　　７６４件【　　７２５件】

具体的 　　　　　　　　　そ の 他　　　１，７５３件【１，７５３件】
内 容   ・救急搬送人員　急　　病　　　８，３１１人【７，００５人】

　　　　　　　　　一般負傷　　　１，９１８人【１，６１１人】
　　　　　　　　　交通事故　　　　　７０３人【　　６８５人】
　　　　　　　　　そ の 他　　　１，２３０人【１，２３３人】
＜決算額の内訳＞　・救急隊管理
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しました。
・市内各所に設置しているスタンドパイプ消火資機材用の収納箱や台車が経年劣
　化しているものがあり、修理や更新の維持管理が必要です。

決算書ページ
款 09 消防費 項 01 消防費 目 01 常備消防費

165

事業名 37 地域防災訓練事業 担当課 消防署管理課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

地震災害などに備えるため、市民の防火防災に対する知
2,288

目　的 識や技術を高めます。
4年度 予算現額

9,107

4年度 決算額・自主防災組織の要望により訓練習熟度に合わせた初期
　消火訓練、負傷者救護訓練、心肺蘇生訓練、地震体験 8,132
　訓練等の地域防災訓練を指導します。

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 2,111

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 6,021

5年度 予算額

4,896

活　動　内　容

1
訓練実施数

2
訓練実施組織数

3
訓練参加者数

4
指標

訓練申込件数 訓練参加延べ組織数 訓練参加延べ人数

予定 55 件 149 組織 5,500 人
（目標）

4年度
24 件 47 組織 1,382 人

実　績

3年度
6 件 13 組織 249 人

実　績

【　　】内は前年度数値

自治会、自主防災会等の市民に対し初期消火訓練、心肺蘇生訓練、震度体験訓
練、ＡＥＤの取扱い訓練等の指導を行いました。
＜事業内容＞
　・救出救護訓練　　　　１，０５１人【１７３人】
　・初期消火訓練　　　　１，２０１人【３３９人】

具体的 　・身体保護訓練　　　　１，０１９人【　　０人】
内 容 ＜決算額の内訳＞

　・需用費　　　  　　　３，４１３千円
　・役務費　　　    　　　　２９２千円
　・備品購入費　　　　　４，４２１千円
　・その他   　　　　 　　　　　６千円

・スタンドパイプ消火資機材の認知度向上を図るため、市内小中学校に横断幕を
　掲出し、コミュニティセンターには広報用の標章を設置するなど市民への啓発
　を行いました。

評価課題 ・市内全市立中学校の授業でスタンドパイプ消火資機材の取扱いを行い、新たな
　担い手の育成に取り組みました。
・訓練用スタンドパイプ、模擬消火栓の整備により備品購入費が増額
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事業名 05 消防団活動用資機材整備事業 担当課 警防課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

消防団員の災害活動の充実、強化を図ります。
5,100

目　的
4年度 予算現額

3,689

4年度 決算額・消防団が行う災害活動に対し、適切な資機材を選定し
　整備します。 3,593

4年度 財源内訳

国庫支出金 28

手段手法 県 支 出 金 1,250

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 2,315

5年度 予算額

5,351

活　動　内　容

1
消火用資機材

2
個人装備資機材

3 4
指標

消防用ホースを計画的に整備し 個人の活動用資機材を計画的に

ます。 整備します。

予定 34 本 10 個
（目標）

4年度
34 本 10 個

実　績

3年度
34 本 0 個

実　績

【　　】内は前年度数値

消防団活動用消耗品、資機材、備品を整備しました。
＜事業内容＞
　・消防用ホース　　　　　　　　　　　　　３４本【３４本】
　・ヘッドライト、ゴーグル　　　　　　　　各５個【各１０個】
　・救急資機材一式　　　　　　　　　　　　１７個【新規】

具体的 　・ポンプ性能検査　　　　　　　　　　　　　１式【１式】
内 容 　・消防団員用アプリケーション使用料　２５０人分【新規】　　　　　　　　

＜決算額の内訳＞
　・消耗品、修繕費　　　　　　　　　　２，５７０千円　　　　　　　　
　・委託料　　　　　　　　　　　　　　　　１１６千円
　・消防団員用アプリケーション使用料　　　９０７千円

・保有する資機材は、適宜見直しを行い、計画的に更新することにより、大規模
　災害に備えることができます。
・消防団員に求められる応急手当等の資機材を充実させ、地域住民の被害軽減を

評価課題 　図ることができます。
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ベント等の機会を

評価課題 　利用しアピールしていく必要があります。
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事業名 06 消防団員手当等支給事務 担当課 警防課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

消防団員の活動に対して報酬・出動手当を支給します。
29,646

目　的
4年度 予算現額

50,283

4年度 決算額・消防団員の報酬、水火災及び警戒又は訓練等のために
　出動した回数に応じた手当の支給並びに退団者（５年 41,275
　以上在団者）への退職報償金の支給を行います。

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 4,023

一 般 財 源 37,252

5年度 予算額

64,490

活　動　内　容

1
消防団の役員及び団員の報

2
費用弁償（出動手当）

3
出動報酬

4
酬支給人員

指標
年額を定められた年間２回の支 警戒・訓練のための出動の人員 警戒・訓練のための出動の人員

給者数

予定 240 人 0 人 9,337 人
（目標）

4年度
211 人 0 人 6,518 人

実　績

3年度
207 人 4,637 人 0 人

実　績

【　　】内は前年度数値

消防団員の年額報酬や災害、警戒・訓練等に出動した出動報酬の支給と退団者（
５年以上勤務）への退職報償金の支給をしました。
＜事業内容＞
　・出動人員　訓練等　　　　　　　６，５１８人【４，６３７人】
　　　　　　　火災等　４時間未満　　　　１７人【６７人】

具体的               　　　　４時間以上　　　　　０人【Ｒ３年は区分けなし】
内 容 　・退団者（５年以上勤務）　　　　　　　　７人【１１人】

＜決算額の内訳＞
　・年額報酬　　　　　　　　９，９４９千円
　・出動報酬　　　　　　　２１，５７９千円
　・退職報償金　　　　　　　２，４６１千円
　・負担金・その他　　　　　７，２８６千円

・令和４年度に条例改正を行い、手当を見直し、報酬を増額したため決算額が増
　加しました。
・消防団員入団促進のため、消防団活動の重要性や魅力を各イ
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事業名 02 消防活動用資機材整備事業 担当課 警防課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

安全かつ迅速な消防活動と、効果的な災害防ぎょ活動を
9,218

目　的 行うために必要な資機材の整備を行います。
4年度 予算現額

11,585

4年度 決算額・消防活動に必要な資機材及び装備品を計画的に整備し
　ます。 11,577

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 880

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 10,697

5年度 予算額

16,819

活　動　内　容

1
空気呼吸器購入

2
空気呼吸器用ボンベ購入

3
消防用ホース購入

4
指標

隊員を保護する空気呼吸器を整 空気呼吸器の交換用ボンベを整 消火活動に欠かせない消防用ホ

備します。 備します。 ースを整備します。

予定 4 基 14 本 104 本
（目標）

4年度
4 基 14 本 104 本

実　績

3年度
0 基 1 本 89 本

実　績

【　　】内は前年度数値

消防活動用消耗品及び消防救助用資機材を整備しました。
＜事業内容＞
　消防活動用消耗品
　　・救助ロープ　　　　　　　　　　　　　　　４コイル【４コイル】
　　・消防用ホース　　　　　　　　　　　　　　１０４本【　８９本】

具体的 　消防救助用資機材
内 容 　　・空気呼吸器　　　　　　　　　　　　　　　　　４式【　　４式】

　　・軽量二焦点型可搬式信号機付投光器　　　　　　１台【　　０台】
＜決算額の内訳＞
　・消防活動消耗品　　　　　　　　　　　　　　　　５，５９９千円
　・消防・救助・救急用資機材購入費　　　　　　　　５，９７８千円

・消防活動用資機材は、消防活動を行う上で重要なものであり、計画的に整備す
　る必要がありますが、昨今の世界情勢等の影響を受け、価格は高騰し、品薄な
　状況にあるため、調査研究を重ね、購入物品の選定を慎重に実施していくこと

評価課題 　が必要です。
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事業名 03 消防車両整備事業 担当課 警防課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

災害活動の中心となる消防車両を整備し、消防力の向上
323,785

目　的 を図ります。
4年度 予算現額

48,096

4年度 決算額・複雑多様化する災害に対応するため、また車両の老朽
　化に伴う消防力の低下を防ぐため、消防車両等更新基 39,536
　本計画に基づき、各車両の更新・整備を行います。

4年度 財源内訳

国庫支出金 13,405

手段手法 県 支 出 金 12,995

地 方 債 11,600

そ の 他 0

一 般 財 源 1,536

5年度 予算額

64,531

活　動　内　容

1
購入車両数

2 3 4
指標

整備の必要のある車両数

予定 1 台
（目標）

4年度
1 台

実　績

3年度
3 台

実　績

【　　】内は前年度数値

消防車両を整備しました。
＜事業内容＞
　・高規格救急自動車　　　　　　　　　　　　　　１台【１台】
　・３０ｍ級先端屈折式はしご付消防車　　　　　　０台【１台】
　・小型水槽付消防ポンプ自動車　　　　　　　　　０台【１台】

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・投資的備品購入費　　　　　　　　　３９，３９７千円

　・その他　　　　　　　　　　　            １３９千円

・消防車両等更新基本計画に基づく更新車両が高規格救急自動車１台のみだった
　ため決算額が減少しています。
・消防車両は、消防活動を行う上で重要なものであり、計画的に整備する必要が

評価課題 　ありますが、昨今の世界情勢等の影響を受け、価格が高騰し、品薄な状況にあ
　るため、必要な装備を十分に精査し、綿密な計画と執行により確実に更新して
　いくことが必要です。
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ワークリーダー
内 容 　会議を開催しました。

・市立全小中学校における情報モラル教育を支援しました。
＜決算額の内訳＞
　・業務委託料　　　　　　　　４，１４０千円
　・その他　　　　　　　　　　　　８６５千円

・今後も引き続き、児童生徒１人１台端末の効果的な活用に向けて、市立小中学
　校での授業での端末使用状況を調査し、活用の幅を広げるための研修や調査研
　究を実施します。

評価課題 ・ＩＣＴ機器の活用が進む中で、児童生徒が情報モラルについて主体的に考えて
　いけるよう、情報モラル教育を支援していきます。
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事業名 05 情報教育推進事業 担当課 教育研究所

3年度 決算額 (以下単位:千円)

教育の情報化に関する知識・技能習得の場を提供し、Ｉ
5,155

目　的 ＣＴ機器を活用した授業での指導力向上を図り、教員が
4年度 予算現額

教育の情報化の課題に対応できるようにします。
5,110

4年度 決算額・教育の情報化有識者及び授業実践者を招き、ＩＣＴ機
　器を活用した様々な授業実践に関する研修講座の開催 5,005
　や、調査研究を行います。

4年度 財源内訳
・教育の情報化推進校研究委託は指導講師の提言を受け

国庫支出金 0
　学校をあげて２年間実践研究を行います。

手段手法 県 支 出 金 0
・市立小中学校における情報モラル教育を支援します。

地 方 債 0
・教育の情報化を推進するため、教育の情報化プロジェ

そ の 他 0
　クト委員会やネットワークリーダー会議を開催しま　

一 般 財 源 5,005
　す。

5年度 予算額

6,847

活　動　内　容

1
研修講座開催数

2
調査研究部会開催数

3
教育の情報化プロジェクト

4
ネットワークリーダー会議

委員会開催数 開催数
指標

教職員の資質・能力向上のため 教育の情報化についての調査研 教育の情報化プロジェクト委員 ネットワークリーダー会議の会

の研修講座の開催数 究部会の開催数 会の会議開催数 議開催数

予定 39 回 12 回 2 回 3 回
（目標）

4年度
20 回 8 回 1 回 3 回

実　績

3年度
17 回 8 回 2 回 3 回

実　績

【　　】内は前年度数値

・教育の情報化に関する調査研究と研修を行いました。
・教育の情報化に関する実践研究を２年間行い、当該期間内に研究成果を３回
　以上発表しました。
・教育の情報化に関する基本方針や方向性について検討することを目的とした
　大和市教育の情報化プロジェクト委員会を開催しました。

具体的 ・教育の情報化に関する情報提供及び支援の場として、ネット
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事業名 08 教育ネットワーク運用管理事業 担当課 教育研究所

3年度 決算額 (以下単位:千円)

教育ネットワークを正常に維持管理することにより、学
60,253

目　的 校間、校内の情報の共有及び情報通信を活用した授業の
4年度 予算現額

円滑化を図ります。
269,752

4年度 決算額・ネットワークの維持管理及び時代に即したネットワー
　ク構築を行います。 214,792

4年度 財源内訳

国庫支出金 156,882

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 57,910

5年度 予算額

88,699

活　動　内　容

1
ネットワーク接続台数

2 3 4
指標

教育ネットワークに接続してい

るコンピュータ数

予定 22,682 台
（目標）

4年度
23,180 台

実　績

3年度
22,901 台

実　績

【　　】内は前年度数値

・校務支援システム及びＩＴ資産管理システムの運用管理を行いました。
・市立小中学校、院内学級、教育支援教室、大和市特別支援教育センター、教育
　委員会をインターネット網で結ぶ教育ネットワークシステムの保守管理を行い
　ました。
＜決算額の内訳＞

具体的 　・通信運搬費　　　　　　　　　　　２０，７８３千円
内 容 　・業務委託料　　　　　　　　　　１７６，６７３千円

　・その他使用料　　　　　　　　　　１７，３３６千円

・ＩＴ資産管理システム更改のため、事業費が増加しました。
・ＧＩＧＡスクール構想に基づき、児童生徒１人１台端末の運用を維持するとと
　もに、端末利用の増加によるネットワークの輻輳が課題となったことから、ネ

評価課題 　ットワーク環境の改善を図りました。
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教育アドバイザー、日本語指導巡回教員および外国人児童生徒支援　　
具体的 　コーディネーターを配置し、支援・助言指導体制の充実を図りました。
内 容 ・日本語指導が必要な編入児童・生徒に対して、拠点方式による日本語指導　　

　(プレクラス)を行いました。
・大和市国際化教会と連携し、プレスクールを開催しました。
＜決算額の内訳＞・会計年度任用職員報酬・手当等　１１，０２８千円
　　　　　　　　・外国人児童生徒教育相談員等謝礼　６，５１９千円
　　　　　　　　・役務費(筆耕翻訳料・保険料等)　　１，０６２千円
　　　　　　　　・委託料(プレスクール)、その他　　１，３２２千円

・様々な国籍を有した外国につながりのある児童生徒の小中学校における在籍数
　は年々増加傾向にあり、入管法の改訂に伴い今後も増加が予想されます。
・日本語指導が必要な外国につながりのある児童生徒に対して、日本語力の向上

評価課題 　や学校生活を円滑に送るためのきめ細やかな支援が必要です。日本語指導員や
　外国人児童生徒教育相談員のより効果的な運用が求められています。
・外国につながる未就学児童への支援に関して、プレスクール事業の充実に向け
　た見直しが必要です。さらに、外国につながる入学児童への早期のアセスメン
　トとそれにともなう適切な支援が必要です。
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事業名 04 外国人児童生徒教育推進事業 担当課 指導室

3年度 決算額 (以下単位:千円)

外国につながりを持つ児童生徒が、日本語で教育内容を
19,317

目　的 理解できるようにします。
4年度 予算現額

21,860

4年度 決算額・小中学校に日本語指導員及び外国人児童生徒教育相談
　員を派遣します。 19,931
・外国につながりを持つ児童生徒と保護者用に教育委員

4年度 財源内訳
　会や学校からの通知文書等を各言語に翻訳します。

国庫支出金 0
・「楽しい学校」改訂版を残部に応じて増刷します。

手段手法 県 支 出 金 0
・日本語教育アドバイザー、日本語指導巡回教員、外国

地 方 債 0
　人児童生徒支援コーディネーターを配置します。

そ の 他 0
・編入児童・生徒への拠点方式による日本語指導を行い

一 般 財 源 19,931
　ます。（プレクラスの開設）

5年度 予算額
・プレスクールを実施します。

20,796

活　動　内　容

1
日本語指導員の派遣回数

2
外国人児童生徒教育相談員

3
通知文書の翻訳枚数

4
「楽しい学校」配布冊数（

派遣回数 ３冊で１セット）
指標

外国人児童・生徒に対して日本 外国人児童・生徒に対して教科 通知文書等を各言語等に翻訳し 学校教育に必要な内容を各言語

語指導等を行った回数 指導等を行った回数 た枚数 に翻訳し、配付した冊数

予定 450 回 500 回 350 枚 50 ｾｯﾄ
（目標）

4年度
447 回 365 回 209 枚 22 ｾｯﾄ

実　績

3年度
436 回 390 回 255 枚 20 ｾｯﾄ

実　績

【　　】内は前年度数値

・小中学校に日本語指導員および外国人児童生徒教育相談員を派遣しました。
　 (日本語指導員：７名、外国人児童生徒教育相談員：２２名)
・国際教室担当教員の指導力向上に資する研修会の充実および国際教室未設置　
　校に在籍する児童生徒への支援体制の充実を図りました。
・日本語
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が、高学年で
　教科化された外国語科や、中学年に新設された外国語活動の授業がしっかりと
　行われるよう引き続き支援していく必要があります。

評価課題 ・中学校において、令和３年度より新学習指導要領が全面実施されましたが、指
　導内容の増加などの観点から、支援をしていく必要があります。
・義務教育９年間を見据えた英語教育を推進するため、新学習指導要領の検討を
　継続しつつ、小・中学校が連携した英語教育の研究を継続していくことが必要
　です。
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事業名 06 英語教育推進事業 担当課 指導室

3年度 決算額 (以下単位:千円)

外国語を通して積極的にコミュニケーションを図ろうと
61,437

目　的 する態度、言語、文化について理解を深めるコミュニケ
4年度 予算現額

ーション力の向上を図ります。
65,582

4年度 決算額・小学校外国語活動を充実させるため、外国語の音声や
　基礎的な表現に慣れ親しむことを目的に、外国語を母 62,853
　語とする外国語活動指導助手を配置します。

4年度 財源内訳
・中学校の英語指導を助けるため、外国人の英語指導助

国庫支出金 0
　手が各中学校を巡回し、指導にあたります。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 62,853

5年度 予算額

63,509

活　動　内　容

1
外国語活動指導助手派遣回

2
英語指導助手派遣回数

3
小学校英語学習実施校数

4
数

指標
対象：小学校 対象：中学校 小学校における英語学習活動の

実施校数

予定 2,100 回 684 回 19 校
（目標）

4年度
2,075 回 684 回 19 校

実　績

3年度
2,044 回 681 回 19 校

実　績

【　　】内は前年度数値

・市内の全中学校へ英語指導助手を派遣しました。
・市内の全小学校へ外国語活動指導助手を派遣しました。
・中学校外国語教育、小学校外国語教育の充実に向けて、引き続き英語教育スー
　パーバイザーを設置しました。
・夏休みのイングリッシュ・デイは、直前に新型コロナウイルス感染症が急拡大

具体的 　したため、開催を中止しました。
内 容 ・外国語教育における小中連携を、市として正式に開始しました。

＜決算額の内訳＞
　・非常勤特別職報酬、会計年度任用職員報酬・手当　　６２，６６８千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８５千円

・小学校において、新学習指導要領が改訂され３年が経過しました
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  必要です。
・保護者との信頼関係を築きつつ、子どもの状況を的確に把握し、情報を提供
  する必要があります。
・多岐にわたる相談内容により、より専門的知識が求められます。
・学校や関係機関と連携を取りながら、就学後もフォローアップが必要です。
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事業名 07 就学相談事業 担当課 指導室

3年度 決算額 (以下単位:千円)

教育上配慮を要する児童生徒が、適切な就学ができるよ
8,083

目　的 うにします。
4年度 予算現額

8,995

4年度 決算額・特別支援教育担当指導主事及び特別支援教育相談員が
　保護者からの相談を受けます。 7,930
・教育的なニーズに対する適切な支援を進めるために情

4年度 財源内訳
　報収集に努めます。

国庫支出金 0
・関係機関と連携を図りながら、最も適正な教育のあり

手段手法 県 支 出 金 0
　方と就学先について、教育支援委員会の意見を踏まえ

地 方 債 0
　保護者に助言します。

そ の 他 0

一 般 財 源 7,930

5年度 予算額

8,988

活　動　内　容

1
相談件数

2
就学相談説明会

3 4
指標

教育上配慮を必要とする児童生 入学前から入学までに関する就

徒の保護者からの相談件数 学相談説明会の実施件数

予定 280 件 4 件
（目標）

4年度
300 件 4 件

実　績

3年度
289 件 4 件

実　績

【　　】内は前年度数値

・就学相談説明会を書面にて実施しました。
・特別支援教育担当指導主事及び特別支援教育相談員が、保護者の相談を受け、
　適切な情報提供を行いました。
・関係機関と連携し、必要な情報を収集しました。
・処遇委員会や関係機関の意見を就学先に伝え、学校の支援体制が整うよう助言

具体的 　しました。
内 容 ＜実績＞

　・就学相談　　　　　　　　　 　３００件【２８９件】
　・就学相談説明会　　　　　　　 　　４件【　　４件】
＜決算額の内訳＞
　・特別教育相談員報酬・手当（３人）　７，９１９千円
　・旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１千円

・特別支援教育相談員による効果的な相談体制を充実させていく必要がありま
  す。
・教育的ニーズの高い子どもの就学相談の際には、関係機関との連携や調整が

評価課題

－222－



替えが
  必要です。
・児童への充実した指導のため、環境の整備が必要です。
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事業名 08 ことばの教室運営事業 担当課 指導室

3年度 決算額 (以下単位:千円)

ことばと聞こえの障がいを改善するため、その児童の症
471

目　的 状に合わせた指導を行い、会話などを通じたコミュニケ
4年度 予算現額

ーション能力の向上を図ります。
728

4年度 決算額・市立小学校3校（草柳小・渋谷小・林間小）のことば
　の教室へ対象児童を通級させ、障がいを改善するため 718
　の指導を行います。

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 718

5年度 予算額

380

活　動　内　容

1
ことばの教室在籍児童数

2
ことばの教室設置校

3
ことばの教室修了者

4
指標

対象：ことばの発達に心配のあ 草柳小・渋谷小・林間小 初期の目的を達成した児童数

る児童

予定 230 人 3 校 65 人
（目標）

4年度
218 人 3 校 35 人

実　績

3年度
224 人 3 校 42 人

実　績

【　　】内は前年度数値

・在籍する小学校で通常の学習を続けながら、障がいの程度によりことばの教
　室に通級させ、障がいを改善するための指導を行いました。
・個々のニーズに応じたきめ細やかな支援・指導の充実のため、指導に使用す
　る消耗品及び備品を整備しました。
・聴力検査機器の校正点検を実施しました。

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・消耗品購入費　　　　　　　　　　　　　　１７１千円

　・備品購入費　　　　　　　　　　　　　　　３６５千円
　・オージオメーター点検校正料　　　　　　　１８２千円

・ことばや聞こえの障がいについては、早期からの適切な指導や訓練が効果的と
  されており、早期の入級が求められます。
・就学する子どもたちの多様な学びの場の１つとして、広く周知を図ることが必

評価課題   要とされます。
・個々の教育的ニーズに対応するため、指導に使用する視聴覚機器の入れ
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。
内 容 ・医療的ケアの必要な児童生徒への支援の充実を図るため、看護師を４校に派遣

　しました。
・特別支援教育における研修の充実を図りました。
＜決算額の内訳＞
　・特別支援教育ヘルパー、スクールアシスタント報酬　　９９，６４４千円
　・委託料（看護師派遣費用等）　　　　　　　　　　　　１０，４９１千円
　・その他（消耗品費、備品費、旅費等）　　　　　　　　　２，２３１千円

・教育的ニーズの高い児童生徒が特別支援学級に在籍し、多岐にわたる支援が求
　められるため、巡回相談等活用による教職員に対する専門的知識及びスキルの
　向上が必要です。

評価課題 ・通常の学級に在籍し支援を必要とする児童生徒の数が増加する中、児童生徒一
　人一人のニーズに応じた支援が求められます。
・医療的ケアの必要な児童生徒に対応するため、今後も継続的に看護師派遣を行
　う必要があり、ガイドラインの作成や看護師の派遣方法の再検討が必要です。
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事業名 09 特別支援教育推進事業 担当課 指導室

3年度 決算額 (以下単位:千円)

教育上配慮を要する児童生徒に対し、教育的ニーズに応
112,906

目　的 じたきめ細やかな支援を行うことにより、特別支援教育
4年度 予算現額

の充実を図ります。
124,522

4年度 決算額・市内の小中学校を対象に、必要に応じて特別支援教育
　ヘルパーを配置します。 112,366
・市内の小中学校を対象に、特別支援教育スクールアシ

4年度 財源内訳
  スタントを配置します。

国庫支出金 3,412
・大和市特別支援教育巡回相談チームを各学校の要請を

手段手法 県 支 出 金 0
　受け派遣します。

地 方 債 0
・医療的ケアの必要な児童・生徒が在籍する学校に看護

そ の 他 0
　師を派遣します。

一 般 財 源 108,954
・特別支援教育における専門的な研修の充実を図りま

5年度 予算額
　す。

128,904

活　動　内　容

1
特別支援教育ヘルパーの配

2
特別支援教育スクールアシ

3
特別支援教育巡回チームの

4
特別支援学級新１年生に関

置人数 スタントの配置人数 派遣回数 する関係機関との連絡会
指標

大和市立小中学校に配置した人 大和市立小中学校に配置した人 支援を必要とする児童生徒に対 就学前所属施設の関係者と学校

数 数 するアドバイス回数 との情報の共有件数

予定 96 人 37 人 150 回 12 件
（目標）

4年度
96 人 37 人 118 回 13 件

実　績

3年度
96 人 36 人 65 回 10 件

実　績

【　　】内は前年度数値

・特別支援教育ヘルパーを配置し、特別支援学級に在籍する児童生徒の介助にあ
　たりました。
・特別支援教育スクールアシスタントを配置し、教員とともに通常の学級に在籍
　する発達障害等の児童生徒の指導にあたりました。
・特別支援教育巡回相談チームを派遣し、教職員への助言や保護者への相談支援

具体的 　を行いました
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事業名 10 人権教育推進事業 担当課 指導室

3年度 決算額 (以下単位:千円)

学校教育における人権教育を推進し、教職員の人権意識
249

目　的 を高めます。
4年度 予算現額

289

4年度 決算額・人権教育に係る研修を実施します。
・人権に関する各種研修会に参加します。 194
・各学校の校内研修会等への支援をします。

4年度 財源内訳
・人権教育啓発に関する情報資料提供を行います。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 194

5年度 予算額

222

活　動　内　容

1
人権教育の研修会実施回数

2
校内研修会の支援件数

3
研修会参加回数

4
指標

各種研修会において人権教育に 各校の校内研修会等への講師派 研修会等へ参加し、人権教育に

関する研修を実施します。 遣、情報提供を実施します。 対する理解を深めます。

予定 4 回 25 件 20 回
（目標）

4年度
4 回 16 件 20 回

実　績

3年度
4 回 17 件 20 回

実　績

【　　】内は前年度数値

・教職員向けに、人権・同和教育に係る研修会を開催しました。
・人権同和団体等が主催する人権に関する各種研修会に参加し、入手した人権・
　同和問題に関する各種資料を各学校へ配付しました。
＜決算額の内訳＞
　・消耗品費（冊子購入等）　　　　１８５千円

具体的 　・その他（旅費等）　　　　　　　　　９千円
内 容

・人権に関する各種研修会で得られた情報資料を各学校へ提供する必要がありま
　す。
・教職員の人権意識をより高めるために、各学校におけるさまざまな人権教育に

評価課題 　係る研修の充実を図る必要があります。
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９校　　　【１９校】
＜決算額＞
　・防犯ブザー等消耗品　　　　１，７１２千円
　・メール配信サービス使用　　　　７５２千円

・学校ＰＳメールは緊急時の連絡手段としての重要性が高いため、今後も学校Ｐ
　Ｓメール世帯普及率を高い水準で維持する必要があります。
・防犯ブザーの継続的な配布と効果的な使用方法の周知が必要です。

評価課題
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事業名 11 児童生徒安全対策事業 担当課 指導室

3年度 決算額 (以下単位:千円)

犯罪等から子どもの安全を守り、保護者が安心して学校
2,504

目　的 に通わせられるよう、安全対策を強化します。
4年度 予算現額

2,733

4年度 決算額・メール配信システムを活用し、犯罪・不審者・自然災
　害等の情報を、利用登録した保護者へ迅速に伝達しま 2,464
　す。

4年度 財源内訳
・学校ごとの連絡事項をメール配信で保護者へ伝達しま

国庫支出金 0
　す。

手段手法 県 支 出 金 0
・市内小学校の新１年生を対象に防犯ブザーを配付しま

地 方 債 0
　す。

そ の 他 0
・見守り活動を視覚的にアピールするため「大和市子ど

一 般 財 源 2,464
　も見守り隊」のベストを購入します。

5年度 予算額

2,733

活　動　内　容

1
学校ＰＳメール実施学校数

2
学校ＰＳメール配信件数

3
学校ＰＳメール世帯普及率

4
防犯ブザー配布校数

指標
大和市内全公立小中学校 不審者・登下校・行事・その他 児童生徒在籍世帯数における学 新一年生へ防犯ブザーを配布し

について配信 校ＰＳメール登録世帯数の割合 た小学校数

予定 28 校 1,456 件 99 ％ 19 校
（目標）

4年度
28 校 1,648 件 98.7 ％ 19 校

実　績

3年度
28 校 2,039 件 99.1 ％ 19 校

実　績

【　　】内は前年度数値

・加入者に対して、犯罪、不審者、自然災害等の情報を電子メールで迅速に伝達
　しました。
・学校ごとの連絡事項をメール配信で伝達しました。
・市内小学校の新１年生を対象に防犯ブザーを配布しました。
＜事業内容＞

具体的 　・学校ＰＳメール実施学校数　　　　２８校　　　【２８校】
内 容 　・学校ＰＳメール配信件数　　１，６４８件【２，０３９件】

　・学校ＰＳメール世帯普及率　　９８．７％　【９９．１％】
　・防犯ブザー配布校数　　　　　　　１
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　全生徒及び市内全５・６年生児童が使用できる環境を整備しました。
内 容 ＜決算額の内訳＞

　・児童支援中核教諭に伴う非常勤講師報酬　　　　　　　１４，４９１千円
　・委託料（匿名報告・相談アプリケーション等）　　　　　３，３００千円
　・いじめ・不登校ポスターコンクール参加記念品・その他　　　３４３千円

・いじめ問題への啓発活動を行うとともに、いじめについてのアンケートを実施
　することで、いじめの早期発見・早期対応につながりました。
・いじめ防止対策推進法のいじめの定義に基づく、いじめの認知については浸透

評価課題 　してきています。また、より精度の高い児童生徒理解と認知後の丁寧な対応が
　できるよういじめ防止基本方針の共通理解が必要です。
・匿名報告相談アプリについて、市内全中学校生徒及び全小学校５、６年生児童
　が利用できるよう整備しました。相談が必要な時に、端末等からいつでも利用
　できることを学校に広く周知し、活用を促進させる取り組みが必要です。
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事業名 12 いじめ等対策事業 担当課 指導室

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市立小中学校におけるいじめの撲滅を目指すとともに、
16,275

目　的 子どもたちが安心して学校生活が送れるような学校づく
4年度 予算現額

りに取り組みます。
18,523

4年度 決算額・いじめ防止を学校指導者・地域で考え、行動に移せる
　よう教育フォーラムを開催します。 18,134
・児童支援中核教諭に伴う非常勤講師を配置します。

4年度 財源内訳
・全小中学校に対して児童・生徒指導研修会（訪問研修

国庫支出金 0
　）を実施します。

手段手法 県 支 出 金 0
・匿名報告・相談アプリケーションを市内全５・６年生

地 方 債 0
　児童及び全生徒が使用できる環境を整備します。

そ の 他 0

一 般 財 源 18,134

5年度 予算額

23,649

活　動　内　容

1
リーフレットの配付枚数

2
フォーラムの開催回数

3
1人1台端末によるアプリケ

4
スマートフォン・PC等によ

ーション登録率 るアプリケーション登録率
指標

いじめ撲滅や不登校対策の啓発 いじめ撲滅や不登校対策のフォ 1人1台端末による匿名報告・相 スマートフォン・PC等による匿

リーフレットの配布枚数 ーラムの開催回数 談アプリ登録率 名報告・相談アプリ登録率

予定 4,500 枚 1 回 100 ％ 8 ％
（目標）

4年度
4,500 枚 1 回 100 ％ 0.59 ％

実　績

3年度
4,500 枚 1 回 100 ％ 5.38 ％

実　績

【　　】内は前年度数値

・全小学校において指導体制の充実を図るため、児童支援中核教諭を校内から
　選任し、その授業代替要員として非常勤講師を県費と市費で配置しました。
・大和市いじめ防止基本方針に基づき、いじめ問題対協議会や、いじめ問題対策
　調査会を定期的に開催しました。
・一人一台端末及びスマートフォン用の匿名報告・相談アプリケーションを市内

具体的
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（全９校）
＜決算額の内訳＞
　・放課後寺子屋やまと関連報酬・手当（　９４人）　１００，１９５千円　
　・中学校学習支援関連報酬・手当　　（　３６人）　　６０，８８４千円
　・放課後子ども教室関連報酬・手当　（１１４人）　　３８，１２４千円
　・教材等消耗品購入費、保険料、その他　　　　　　　１１，８８６千円

・小学校において、放課後寺子屋やまとと放課後子ども教室の開催日を調整して
　平日毎日いずれかを実施する体制の整備に伴い、全小学校で学習支援員・パー
　トナーの増員が必要です。

評価課題 ・中学校学習支援事業が各学校に浸透してきており、参加生徒は増加傾向にあり
　ます。今後も、中学校学習支援員の配備は必要です。
・放課後寺子屋やまと及び放課後子ども教室、中学校学習支援における学習等に
　必要な消耗品・備品について、さらに充実させる必要があります。
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事業名 13 学力向上対策推進事業 担当課 指導室

3年度 決算額 (以下単位:千円)

児童生徒への学習支援を行うとともに、特に小学校の若
211,732

目　的 手教員の指導力を養うことで、総体的に学力の向上を図
4年度 予算現額

ります。
233,347

4年度 決算額・小学校において「放課後寺子屋やまと」「夏休み寺子
　屋やまと」「放課後子ども教室(ひろば)」を開催しま 211,089
　す。

4年度 財源内訳
・小学校教員の指導力向上のための支援を行います。

国庫支出金 5,749
・中学校において「中学校寺子屋やまと」「長期休業期

手段手法 県 支 出 金 68,374
　間中における学習支援」を開催し、授業中、放課後及

地 方 債 0
　び長期休業期間中の学習支援を行います。

そ の 他 0
・オンライン学習システムを市内全児童生徒が使用でき

一 般 財 源 136,966
　る環境を整備します。

5年度 予算額

228,381

活　動　内　容

1
小学校放課後寺子屋やまと

2
中学校放課後寺子屋やまと

3 4
の開催校 の開催校

指標
小学校空き教室を利用し、学習 中学校空き教室を利用し、学習

支援を行った校数 支援を行った校数

予定 19 校 9 校
（目標）

4年度
19 校 9 校

実　績

3年度
19 校 9 校

実　績

【　　】内は前年度数値

・全小学校において、空き教室等を活用した「放課後寺子屋やまと」「放課後子
　ども教室」を開催し、児童の学習支援を行いました。また寺子屋と子ども教室
　共同で体験的な学習活動を行いました。（全１９校）
・全小学校において、経験年数の少ない教員に対する指導を実施し、授業力・指
　導力の向上を図りました。　

具体的 ・全中学校において、授業中及び放課後に生徒への学習支援を行いました。また
内 容 　「夏休み・冬休み寺子屋やまと」を開催し、長期休業期間中における学習支援

　を行いました。
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事業名 15 引地台中学校分教室整備事業 担当課 指導室

3年度 決算額 (以下単位:千円)

不登校状態が長期化した生徒を支援するための施設とし
41,043

目　的 て、引地台中学校分教室を整備します。
4年度 予算現額

18,199

4年度 決算額・不登校状態が長期化した生徒を支援するための施設と
　して、柳橋小学校敷地内に新設した引地台中学校分教 17,884
　室を整備するため、内外装等の改修工事を実施しま

4年度 財源内訳
　す。

国庫支出金 2,685

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 5,200

そ の 他 0

一 般 財 源 9,999

5年度 予算額

0

活　動　内　容

1
在籍予定生徒数

2 3 4
指標

次年度当初に引地台中学校分教

室へ在籍予定の生徒数

予定 30 人
（目標）

4年度
18 人

実　績

3年度
13 人

実　績

【　　】内は前年度数値

引地台中学校分教室の改修工事を行い、不登校状態が長期化した生徒を支援す　
るための施設としての環境整備を実施しました。
＜決算額の内訳＞
　・工事請負費（施設改修）　１７，８８４千円

具体的

内 容

・生徒への充実した指導のための改修工事等による環境の整備を行うことができ
　ました。

評価課題
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５千円
　・その他備品　　　　　　　　　　　　　４９，４１６千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　１，１３５千円

・児童生徒増加分及び故障代替分の端末整備に伴い、事業費が増加しました。
・ＧＩＧＡスクール構想に基づき、児童生徒１人１台の端末が整備されたことに
　伴い、ＩＣＴ機器を活用した授業も増加しているため、ＩＣＴ支援員の必要性

評価課題 　が増すとともに、関連する業務量も増加傾向にあります。
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事業名 16 教育用コンピュータ運用管理事業 担当課 教育研究所

3年度 決算額 (以下単位:千円)

教育の情報化を推進するため、教育ネットワークに接続
358,225

目　的 するコンピュータ機器等の整備と保守を行います。
4年度 予算現額

464,607

4年度 決算額・小中学校の教室等に設置した教育用コンピュータの保
　守管理を業者に委託します。 456,879
・校務用及び教育用コンピュータを教員数や児童生徒　

4年度 財源内訳
　数、及び活用方法により適性な配置、整備を行いま　

国庫支出金 152,009
　す。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 304,870

5年度 予算額

384,968

活　動　内　容

1
保守管理コンピュータ台数

2
校務用コンピュータ台数

3
教育用コンピュータ台数

4
指標

市内市立小中学校保守対象コン 市内教職員が使用する校務用コ 児童生徒が使用する教育用コン

ピュータ数 ンピュータ台数 ピュータ台数

予定 22,682 台 1,240 台 21,442 台
（目標）

4年度
24,134 台 1,240 台 22,894 台

実　績

3年度
22,901 台 1,240 台 21,661 台

実　績

【　　】内は前年度数値

・小中学校のコンピュータ教室等に設置した教育用コンピュータ及び周辺機器の
　更新、保守管理を行いました。
・ＧＩＧＡスクール構想に基づき整備した１人１台端末の管理を行いました。
・ＩＣＴ機器を有効活用するため、ＩＣＴ支援員を配置しました。
・校務用コンピュータの更新、保守管理を行いました。

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・消耗品（教育用端末等）　　　　　　１０３，９２１千円

　・業務委託料　　　　　　　　　　　　　３５，２７４千円
　・施設管理・保守等委託料　　　　　　　３４，１８８千円
　・その他使用料　　　　　　　　　　　２３２，９４
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　　 ３０４回【３１２回】
　・街頭補導従事者数　　　　　　　　 ９７３人【９８６人】
＜決算額の内訳＞
　・相談員等報酬・手当　　　５６，９５２千円
　・その他　　　　　　　　　　３，５６８千円

・市内小学校に派遣されている教育相談員の活動が定着し、学校と連携すること
　で各ケースについて迅速かつ適切な初期対応が可能になっています。
・各地区に青少年心理カウンセラー及びスクールソーシャルワーカーを配置し、

評価課題 　毎週、情報共有会議を開催することで複雑なケースにも対応できています。
・学校主体の相談体制をより一層支えるために、教育相談員の資質向上を図りつ
　つ、特別相談員の助言を生かした連携の在り方を今後も検討していく必要があ
　ります。
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事業名 02 青少年相談･街頭補導事業 担当課 青少年相談室

3年度 決算額 (以下単位:千円)

青少年やその家庭が抱える課題の解消を図ります。
60,694

目　的
4年度 予算現額

63,727

4年度 決算額・電話や来室（オンライン相談を含む）で相談を受け、
　課題解消に向けた支援を行います。 60,520
・スクールソーシャルワーカー、青少年心理カウンセ

4年度 財源内訳
　ラーを中心に家庭環境の改善等の支援を行います。

国庫支出金 0
・青少年街頭指導員と青少年相談員による街頭補導を行

手段手法 県 支 出 金 0
　います。

地 方 債 0
・青少年の健全育成のため、社会環境実態調査・有害看

そ の 他 0
　板撤去活動等を行います。

一 般 財 源 60,520

5年度 予算額

69,995

活　動　内　容

1
年間の新規相談受理件数

2
年間の継続相談件数

3
少年補導回数

4
有害看板等撤去活動回数

指標
年間の電話・来室新規相談件数 年間の継続相談件数の合計 補導(指導・声かけ等)した回数 関係団体と協力して実施した回

の合計 数

予定 600 件 600 件 300 回 1 回
（目標）

4年度
626 件 910 件 304 回 1 回

実　績

3年度
644 件 755 件 312 回 0 回

実　績

【　　】内は前年度数値

電話や来室により相談を受け、必要に応じて継続相談や学校との連携を図り、問
題解決につなげました。
　・電話相談受理件数　　　　　　     ２４０件【２２６件】
　・来室相談受理件数　　　　　　     １１１件【１４７件】
　・年間相談継続件数　　　　　　     ９１０件【７５５件】

具体的 　・メール相談件数　　　　　　　　       １件【　１０件】
内 容 街頭指導員が毎日午前と午後の２回、街頭補導を行います。また各地区の青少年

相談員とともに月２回、街頭補導を行います。
　・街頭補導回数　　　　　　　　
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１８人
＜決算額の内訳＞
　・教育支援教室指導員報酬・手当　　　１０，２３０千円
　・不登校児童生徒支援員報酬・手当　　１７，５３３千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　８４７千円

・スクールソーシャルワーカーや青少年心理カウンセラー、指導主事が学校に対
　し、積極的に訪問や訪問を通してコンサルティング等を行い、学校主体の支援
　体制の充実に努めます。

評価課題 ・研修の回数や内容をより一層精査し、児童生徒への対応や進め方についての不
　登校児童生徒支援員及び教職員の資質やスキルの向上を図ります。
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事業名 03 不登校児童生徒援助事業 担当課 青少年相談室

3年度 決算額 (以下単位:千円)

不登校児童生徒の社会的自立に向けて支援します。
27,750

目　的
4年度 予算現額

29,905

4年度 決算額・不登校児童生徒が通室する学校外の施設として、教育
　支援教室を開設します。　 28,610
・学校には登校できるが、教室では授業を受けることが

4年度 財源内訳
　できない児童生徒への学習支援及び相談・家庭訪問す

国庫支出金 25
　る不登校生徒支援員・不登校児童支援員を配備し、支

手段手法 県 支 出 金 0
　援を行います。

地 方 債 0
・長期不登校生徒の社会的自立を目指す不登校特例校を

そ の 他 0
  開設します。

一 般 財 源 28,585

5年度 予算額

30,483

活　動　内　容

1
教育支援教室開室日数

2
教育支援教室行事回数

3
不登校児童生徒対応教職員

4
研修会回数

指標
教育支援教室の年間開室日数 教育支援教室が実施した教室行 不登校児童生徒対応教職員を対

事の年間回数 象とした研修会を実施した回数

予定 205 日 35 回 3
（目標）

4年度
196 日 39 回 3

実　績

3年度
197 日 19 回 0

実　績

【　　】内は前年度数値

不登校児童生徒が通室する学校外の施設として教育支援教室を開設しています。
通室児童生徒に対して、カウンセリング・学習支援・人間関係づくりの補助等を
行い、社会的自立を目指した支援を行いました。
　・教育支援教室への通室児童生徒数　　　　　　４１人【４３人】
　・通室児童生徒のうち学校復帰した人数　　　　３６人【４０人】

具体的 全中学校に不登校生徒支援員と小学校重点校に不登校児童支援員を配置し、不登
内 容 校の解消を目指しています。不登校特例校を開設し長期不登校生徒の社会的自立

を目指した支援を行いました。
　・不登校特例校への通室生徒数　　　　　　　　

－232－



決算書ページ
款 10 教育費 項 02 小学校費 目 02 教育振興費

173

事業名 02 小学校学用品等就学援助事業 担当課 学校教育課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

経済的理由により、小学校への就学が困難な家庭の負担
179,060

目　的 を軽減します。
4年度 予算現額

185,754

4年度 決算額・保護者からの申請をもとに、要保護・準要保護基準に
　合うか審査し、認定者に給食費や学用品費等の援助を 168,418
　行います。

4年度 財源内訳

国庫支出金 191

手段手法 県 支 出 金 61

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 168,166

5年度 予算額

190,261

活　動　内　容

1
就学援助の申請・審査件数

2
就学援助の認定・支給件数

3 4
指標

就学援助の申請を受け審査した 就学援助対象として認定し、就

件数 学援助費を支給した件数

予定 3,000 人 2,300 人
（目標）

4年度
2,439 人 2,123 人

実　績

3年度
2,592 人 2,248 人

実　績

【　　】内は前年度数値

受給申請書等を審査し、認定者に給食費等を援助しました。
＜給食費等を援助した人数＞
　・給食費　　　　　　　　２，０６９人【２，１９０人】
　・学用品費　　　　　　　２，０８３人【２，２０１人】
　・新入学学用品費　　　　　　３０２人【　　１４４人】

具体的 　・修学旅行費　　　　　　　　３４８人【　　３８７人】
内 容 　・宿泊を伴う校外活動費　　　４１６人【　　２８８人】

　・入学準備金（新小１）　　　１９８人【　　２５１人】
　・入学準備金（新中１）　　　３５０人【　　３７４人】
＜決算額の内訳＞
　・学用品等経費　　　１６８，４１８千円

・認定基準、援助項目について、他市の動向を注視しつつ、効率的な事務処理が
　できるようシステム改修を検討する必要があります。

評価課題
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事業名 04 小学校特別支援教育就学奨励事業 担当課 学校教育課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

特別支援学級への就学や「ことばの教室」「はぐくみの
8,123

目　的 教室」に通級する家庭に援助を行うとともに、特別支援
4年度 予算現額

教育就学奨励費の普及を図ります。
9,985

4年度 決算額・保護者からの申請に対し、どの支弁区分に該当するか
　審査し、支弁区分に応じて給食費や学用品費、通学費 8,836
　等の援助を行います。

4年度 財源内訳

国庫支出金 4,421

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 4,415

5年度 予算額

9,980

活　動　内　容

1
就学奨励費申請・審査件数

2
就学奨励費認定・支給件数

3 4
指標

就学奨励費の申請を受け、審査 就学奨励費の支給対象として認

した件数 定した件数

予定 230 件 230 件
（目標）

4年度
329 件 329 件

実　績

3年度
294 件 294 件

実　績

【　　】内は前年度数値

保護者からの申請を審査し、所得基準に応じて給食費等を援助しました。
＜実績の内訳＞
　・給食費　　　　　　　　　　　２４６人【２２５人】
　・学用品費　　　　　　　　　　２３８人【２１９人】
　・新入学学用品費　　　　　　　　５３人【　５２人】

具体的 　・修学旅行費　　　　　　　　　　２９人【　３１人】
内 容 　・宿泊を伴う校外活動費　　　　１３６人【　２１人】

　・通学費　　　　　　　　　　　　２０人【　３３人】
　・交流・共同学習費　　　　　　　　０人【　　０人】
＜決算額の内訳＞
　・学用品費等経費　　　　　８，８３６千円　

・保護者への周知及び申請の受領は学校で行っているため、学校共同事務室との
　連携を図りながら、効率的な事務処理方法を検討する必要があります。

評価課題
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する学校運営協議会（コミュニティスクール）の活動につい

評価課題 　て検証し、設置校を増やしていくことが望まれます。
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事業名 06 小学校地域教育力活用推進事業 担当課 指導室

3年度 決算額 (以下単位:千円)

学校評議員をはじめ、地域の人材を積極的に活用し、家
895

目　的 庭･地域と一体となって開かれた学校運営を図ることに
4年度 予算現額

より、学校教育の充実を図ります。
1,247

4年度 決算額・学校評議員を依頼します。
・各学校に対し、地域教育力を活用した教育活動を支援 941
　します。

4年度 財源内訳
・教育委員会で作成した学校支援ボランティア人材バン

国庫支出金 0
　クのファイルを各校へ配付します。

手段手法 県 支 出 金 0
・コミュニティスクールを導入します。

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 941

5年度 予算額

1,028

活　動　内　容

1
学校評議員の人数

2
地域教育力活用実施校数

3
学校支援人材ボランティア

4
学校運営協議会設置校数

登録者数
指標

小学校における学校評議員の人 地域教育力を活用して教育活動 地域教育力活用として学校運営 学校運営協議会を設置している

数 を進める学校数 に携わるボランティア登録者数 学校数

予定 97 人 19 校 70 人 1 校
（目標）

4年度
97 人 19 校 37 人 1 校

実　績

3年度
106 人 19 校 40 人 0 校

実　績

【　　】内は前年度数値

・学校評議員及び運営協議会委員を依頼、委嘱しました。
・地域教育力を活用した創意ある教育活動を支援しました。
・学校支援ボランティア人材バンクのファイルを各校へ配布しました。
＜決算額の内訳＞
　・学校運営協議会委員報酬　　　　　　　　４８千円

具体的 　・学校評議員、地域教育力謝礼　　　　　８７０千円
内 容 　・コミュニティスクール導入消耗品　　　　２３千円

・学校評議員による外部の立場からの助言は、教育活動を展開していくうえでも
　重要であることから、今後も学校評議員を活用した学校運営が望まれます。
・地域をさらに活用
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システム活用により図書資料鮮度維持、蔵書充実につながりつつありますが、
　引き続き円滑で適切な蔵書管理を維持していく必要があります。
・蔵書管理及び蔵書検索の充実や貸出時間の短縮などの利便性の向上や新聞配架

評価課題 　の継続により、「情報センター」及び「学習センター」の機能が充実しつつあ
　りますが、児童の主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業の実現のた
　め、更なる拡充が求められます。
・各教科の特質を踏まえつつ新聞を有効活用することで、児童の豊かな人間性の
　育成に取り組む必要があります。
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事業名 10 小学校図書館教育推進事業 担当課 指導室

3年度 決算額 (以下単位:千円)

学校図書館の機能を十分発揮できるよう、図書環境の充
47,570

目　的 実を図ります。
4年度 予算現額

61,406

4年度 決算額・国が定める学校図書館図書標準に基づき、計画的に図
　書を購入します。 59,628
・各小学校の学校図書館に学校司書を配置します。

4年度 財源内訳
・学校図書館に配架している新聞を普通教室に配架し　

国庫支出金 8,900
　ます。

手段手法 県 支 出 金 0
・子どもたちの読書活動推進のため、読書フェスティバ

地 方 債 0
　ル及び調べる学習コンクールを開催します。

そ の 他 739

一 般 財 源 49,989

5年度 予算額

47,347

活　動　内　容

1
学校図書館蔵書数

2
学校図書館図書標準充足校

3 4
指標

全１９校合計 国が定める蔵書冊数を満たして

いる学校数

予定 217,160 冊 19 校
（目標）

4年度
220,499 冊 19 校

実　績

3年度
218,784 冊 19 校

実　績

【　　】内は前年度数値

・国が定める学校図書館図書標準に基づき、計画的に図書を購入しました。
・各小学校に学校司書を１人配置しました。
・蔵書の電算管理システムを用いて、データの活用を進めました。
・図書館、小学校の５、６年生及び特別支援学級の教室に新聞を配架しました。
・読書フェスティバル及び調べる学習コンクールを開催しました。

具体的 ・学校図書館の安全対策及び環境整備のため備品の購入を行いました。
内 容 ＜決算額の内訳＞

　・学校図書館スーパーバイザー報酬　　１，７１２千円
　・学校司書報酬・手当（１９人）　　２８，４３３千円
　・図書館用図書等消耗品費　　　　　１４，６１０千円
　・図書館用パソコン・備品費　　　　１３，４８９千円
　・図書館システム利用料、その他　　　１，３８４千円

・
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建設後４０年を経過する施設が約９割を占める中、教育環境の維持向上を図る

評価課題 　うえでは、経年による劣化を計画的に改修し、建物の延命化を図るため、今後
　も文部科学省の学校施設環境改善交付金を活用しながら、適切な施設改修を実
　施していく必要があります。
・小学校の学級編制の標準の引下げ（３５人学級）に伴い、適切な教育環境を確
　保する必要があります。
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事業名 01 小学校大規模改修事業 担当課 教育総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

児童及び学校関係者の学校生活における教育環境の向上
14,850

目　的 を図ります。
4年度 予算現額

97,717

4年度 決算額・建設年度及び現在の状況を総合的に判断し、学校施設
　の改善や設備の新設･更新を行います。 93,108
・文部科学省「学校施設環境改善交付金」の対象事業と

4年度 財源内訳
  なるものについては、「施設整備計画」を策定し、整

国庫支出金 3,637
  備を行います。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 53,300

そ の 他 0

一 般 財 源 36,171

5年度 予算額

323,805

活　動　内　容

1
小学校大規模施設改修等の

2
施設整備計画

3 4
整備・改善件数

指標
大規模な老朽施設等の改修等 交付金申請に必要な施設整備計

画の策定

予定 7 件 1 件
（目標）

4年度
7 件 1 件

実　績

3年度
1 件 1 件

実　績

【　　】内は前年度数値

市立小学校における老朽化した施設の整備・改善を行いました。
＜事業内容及び決算額の内訳＞
　・教室改修工事（林間小、西鶴間小）　　　　　２９，４２６千円
　・防火シャッター改修工事　　　　　　　　　　１６，３６６千円
　　（大和東小、柳橋小、福田小、引地台小）

具体的 　・非常階段塗装工事（下福田小）　　　　　　　　４，３２７千円
内 容 　・給水設備改修工事（中央林間小）　　　　　　３１，２３８千円

　・空調機改修工事（渋谷小）　　　　　　　　　　６，６４９千円
　・受変電設備機器交換工事（上和田小）　　　　　２，９５１千円
　・ＧＩＧＡネットワーク増設改修工事　　　　　　２，１５１千円
　　（林間小、西鶴間小）

・改修計画を見直し、令和４年度は児童数増加に対応するため２校の教室改修を
　対象としたことを含め事業費が前年より増加しました。
・
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事業名 02 小学校防音設備整備事業 担当課 教育総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

厚木基地の航空機騒音による影響を軽減し、教育環境の
176,721

目　的 向上を図ります。
4年度 予算現額

13,154

4年度 決算額・老朽化してきている防音設備（建具、内装、空調）の
　機能復旧を計画的に行っていきます。 12,668

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 12,668

5年度 予算額

63,860

活　動　内　容

1
設計実施校数

2
工事実施校数

3 4
指標

防音・空調設備整備のための設 防音・空調設備整備のための工

計 事

予定 1 校 0 校
（目標）

4年度
1 校 0 校

実　績

3年度
0 校 1 校

実　績

【　　】内は前年度数値

緑野小学校復旧温度保持除湿工事（実施設計）を実施しました。
＜事業内容及び決算額の内訳＞
　・復旧温度保持除湿工事実施設計委託　　　　　１２，６５０千円
　・その他（旅費等）　　　　　　　　　　　　　　　　　１８千円

具体的

内 容

・令和４年度は実施設計のみの実施であったため、事業費が減少しました。
・施設の老朽化による防音設備（建具・空調等）の機能低下に伴い、教育環境が
　劣悪な状況となることが想定されるため、計画的に改修を実施していく必要が

評価課題 　あります。
・事業費が多額になるため、補助金を活用するなど市の財政負担を軽減しながら
　計画的に事業を進めていく必要があります。
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事業名 03 北大和小学校増築事業 担当課 教育総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

児童数の増加に伴う教室不足を解消し、快適な教育環境
117,982

目　的 を確保します。
4年度 予算現額

562,530

4年度 決算額・敷地西側に校舎を増築し、また、既存プレハブやプー
　ルの解体、体育館の建替え、校庭整備等を行います。 532,066

4年度 財源内訳

国庫支出金 35,417

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 441,000

そ の 他 0

一 般 財 源 55,649

5年度 予算額

16,506

活　動　内　容

1
工事実施校数

2 3 4
指標

教室不足を解消するための増築

工事

予定 1 校
（目標）

4年度
1 校

実　績

3年度
1 校

実　績

【　　】内は前年度数値

北大和小学校体育館建替工事及び校庭整備工事を行いました。
＜事業の内容及び決算額の内訳＞
　・体育館建替工事　　　　　　　　　５０８，２６３千円
　・体育館建替工事監理業務委託　　　　　９，０５０千円
　・工事に伴う付帯工事　　　　　　　　　３，９９９千円

具体的 　・校庭整備工事　　　　　　　　　　　　８，１９３千円
内 容 　・その他（引越業務委託等）　　　　　　２，５６１千円

　

・児童数の増加に伴う教室不足等を解消し、快適な教育環境を確保するよう努め
　ます。
・工事開始に伴い、児童及び教職員等の安全を確保し、学校生活への影響を最小

評価課題 　限にできるよう調整を行いました。引き続き、安全の確保を行いながら工事を
　実施します。
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事業名 04 中央林間小学校校庭整備事業 担当課 教育総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

児童数の増加に伴う教室不足を解消し、快適な教育環境
547,301

目　的 を確保します。
4年度 予算現額

63,156

4年度 決算額・敷地西側に校舎を増築します。

46,801

4年度 財源内訳

国庫支出金 10,937

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 30,800

そ の 他 0

一 般 財 源 5,064

5年度 予算額

0

活　動　内　容

1
工事実施校数

2 3 4
指標

教室不足を解消するための増築

工事

予定 1 校
（目標）

4年度
1 校

実　績

3年度
1 校

実　績

【　　】内は前年度数値

校舎増築工事に伴い、校庭整備工事を行いました。
＜事業内容及び決算額の内訳＞
　・校庭整備工事　　　　　　　４６，８０１千円

具体的

内 容

・大型マンションの建築に伴う児童増に対し、快適な教育環境を確保するため増
　築工事を実施しました。増築工事の後に、工事で使用した校庭の改修を行いま
　した。

評価課題
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事業名 02 中学校学用品等就学援助事業 担当課 学校教育課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

経済的理由により、中学校への就学が困難な家庭の負担
101,981

目　的 を軽減します。
4年度 予算現額

114,225

4年度 決算額・保護者からの申請をもとに、要保護・準要保護基準に
　合うか審査し、認定者に給食費や学用品費等の援助を 99,142
　行います。

4年度 財源内訳

国庫支出金 392

手段手法 県 支 出 金 160

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 98,590

5年度 予算額

112,063

活　動　内　容

1
就学援助の申請・審査件数

2
就学援助の認定・支給件数

3 4
指標

就学援助の申請を受け審査した 就学援助対象として認定した件

件数 数

予定 1,500 件 1,100 件
（目標）

4年度
1,232 件 1,055 件

実　績

3年度
1,361 件 1,149 件

実　績

【　　】内は前年度数値

受給申請書等を審査し、認定者に給食費等を援助しました。
＜給食費等を援助した人数＞
　・給食費　　　　　　　　１，０００人【１，０８７人】
　・学用品費　　　　　　　１，０３３人【１，１１７人】
　・新入学学用品費　　　　　　　４４人【　　　３３人】

具体的 　・修学旅行費　　　　　　　　３３４人【　　３７５人】
内 容 　・宿泊を伴う校外活動費　　　２９０人【　　３３８人】

　・通学費　　　　　　　　　　　　２人【　　　　 1人】
　・体育実技用具費　　　　　　　　０人【　　　１５人】
＜決算額の内訳＞
　・学用品等経費　　　　９９，１４２千円　　　　

・認定基準、援助項目について、他市の動向を注視しつつ、効率的な事務処理が
　できるようシステム改修を検討する必要があります。

評価課題

－241－



決算書ページ
款 10 教育費 項 03 中学校費 目 02 教育振興費

177

事業名 04 中学校特別支援教育就学奨励事業 担当課 学校教育課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

特別支援学級へ就学する家庭に援助を行うとともに、特
3,740

目　的 別支援教育就学奨励費の普及を図ります。
4年度 予算現額

5,471

4年度 決算額・保護者からの申請に対し、どの支弁区分に該当するか
　審査し、支弁区分に応じて給食費や学用品費、通学費 3,948
　等の援助を行います。

4年度 財源内訳

国庫支出金 1,946

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 2,002

5年度 予算額

5,592

活　動　内　容

1
就学奨励費申請・審査件数

2
就学奨励費認定・支給件数

3 4
指標

就学奨励費の申請を受け、審査 就学奨励費の支給対象として認

をする件数 定する件数

予定 90 件 90 件
（目標）

4年度
95 件 95 件

実　績

3年度
92 件 92 件

実　績

【　　】内は前年度数値

保護者からの申請を審査し、所得基準に応じて給食費等を援助しました。
＜実績の内訳＞
　・給食費　　　　　　　　　　　６８人【　７２人】
　・学用品費　　　　　　　　　　６６人【　７２人】
　・新入学学用品費　　　　　　　２８人【　２６人】

具体的 　・修学旅行費　　　　　　　　　１９人【　１８人】
内 容 　・宿泊を伴う校外活動費　　　　２１人【　１９人】

　・通学費　　　　　　　　　　　１７人【　１２人】
　・体育実技用具費　　　　　　　　０人【　　０人】
＜決算額の内訳＞
　・学用品費等経費　　　　３，９４８千円

・保護者への周知及び申請の受領は学校で行っているため、学校共同事務室との
　連携を図りながら、効率的な事務処理方法を検討する必要があります。

評価課題
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事業名 06 中学校地域教育力活用推進事業 担当課 指導室

3年度 決算額 (以下単位:千円)

学校評議員をはじめ、地域の人材を積極的に活用し、家
568

目　的 庭・地域と一体となって開かれた学校運営を図ることに
4年度 予算現額

より、学校教育の充実を図ります。
806

4年度 決算額・学校評議員を依頼します。
・各学校に対し、地域教育力を活用した教育活動を支援 606
　します。

4年度 財源内訳
・教育委員会で作成した学校支援ボランティア人材バン

国庫支出金 0
　クのファイルを各校へ配付します。

手段手法 県 支 出 金 0
・コミュニティスクールを導入します。

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 606

5年度 予算額

761

活　動　内　容

1
学校評議員の人数

2
地域教育力活用実施校数

3
学校支援人材ボランティア

4
職業体験及び職業講話の実

登録者数 施校数
指標

中学校における学校評議員の人 地域教育力を活用して教育活動 地域教育力活用として学校運営 職業体験及び職業講話を実施し

数 を進める学校数 に携わるボランティア登録者数 た学校数

予定 41 人 9 校 70 人 9 校
（目標）

4年度
41 人 9 校 37 人 2 校

実　績

3年度
50 人 9 校 31 人 0 校

実　績

【　　】内は前年度数値

・学校評議員及び運営協議会委員を依頼、委嘱しました。
・地域教育力を活用した創意ある教育活動を支援しました。
・学校支援ボランティア人材バンクのファイルを各校へ配布しました。
＜決算額の内訳＞
　・学校運営協議会委員報酬　　　　　　　５４千円

具体的 　・学校評議員、地域教育力謝礼　　　　５２２千円
内 容 　・コミュニティスクール導入消耗品　　　３０千円

・学校評議員による外部の立場からの助言は、教育活動を展開していくうえでも
　重要であることから、今後も学校評議員を活用した学校運営が望まれます。
・地域をさらに活用する学校運営
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事業名 07 中学校部活動等支援事業 担当課 指導室

3年度 決算額 (以下単位:千円)

中学校の部活動の振興を図り、体力向上や社会性を養い
15,779

目　的 ます。
4年度 予算現額

16,903

4年度 決算額・各中学校に補助金を交付します。
・部活動の外部指導者へ謝礼金を支給します。 16,517
・全国大会等への出場にあたって派遣費用を支給しま

4年度 財源内訳
　す。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 16,517

5年度 予算額

16,785

活　動　内　容

1
部活動補助金の交付学校数

2
外部指導者の人数

3
外部指導者の派遣日数

4
指標

対象：大和市立中学校 指導者が必要な中学校に対し外 外部指導者１人当たりの派遣日

部指導者を派遣します 数

予定 9 校 30 人 52 日
（目標）

4年度
9 校 29 人 52 日

実　績

3年度
9 校 29 人 52 日

実　績

【　　】内は前年度数値

・部活動振興のため、全中学校へ補助金を交付しました。
・部活動の地域指導者へ謝礼金を支給します。
・大和市中学校体育連盟へ補助金を交付しました。
＜事業内容＞
　・部活動補助金の交付学校数　　　９校　【９校】

具体的 　・外部指導者の人数　　　　　　２９人【２９人】
内 容 　・外部指導者の派遣日数　　　　５２日【５２日】

＜決算額の内訳＞
　・指導者への謝礼　　　　　　　　５，０７５千円　　
　・負担金、補助及び交付金　　　１１，４４２千円

・外部指導者の派遣による専門的な指導を行うことにより、市内学校の部活動が
　活発に進められております。
・経験の浅い教職員や臨時的任用教員の増加、教職員の高齢化等により、専門的

評価課題 　な技術指導ができる顧問の確保が困難な学校もあるため、引き続き要望を伺い
　ながら外部指導者の配置を行う必要があります。
・部活動指導員（教員に代わり部活動の指導
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により図書資料鮮度維持、蔵書充実につながりつつありますが、
　引き続き円滑で適切な蔵書管理を維持していく必要があります。
・蔵書管理及び蔵書検索の充実や貸出時間の短縮などの利便性の向上や新聞配架

評価課題 　の継続により、「情報センター」及び「学習センター」の機能が充実しつつあ
　りますが、生徒の主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業の実現のた
　め、更なる拡充が求められます。
・各教科の特質を踏まえつつ新聞を有効活用することで、生徒の豊かな人間性の
　育成に取り組む必要があります。
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事業名 11 中学校図書館教育推進事業 担当課 指導室

3年度 決算額 (以下単位:千円)

学校図書館の機能を十分発揮できるよう、図書環境の充
32,253

目　的 実を図ります。
4年度 予算現額

36,525

4年度 決算額・国が定める学校図書館図書標準に基づき、計画的に図
　書を購入します。 35,949
・各中学校の学校図書館に学校司書を配置します。

4年度 財源内訳
・学校図書館に配架している新聞を普通教室に配架し　

国庫支出金 4,100
　ます。

手段手法 県 支 出 金 0
・子どもたちの読書活動推進のため、読書フェスティバ

地 方 債 0
　ル及び調べる学習コンクールを開催します。

そ の 他 0

一 般 財 源 31,849

5年度 予算額

30,237

活　動　内　容

1
学校図書館蔵書数

2
学校図書館図書標準充足校

3 4
指標

全９校合計 国が定める蔵書冊数に達してい

る学校数

予定 128,080 冊 9 校
（目標）

4年度
140,896 冊 9 校

実　績

3年度
140,780 冊 9 校

実　績

【　　】内は前年度数値

・国が定める学校図書館図書標準に基づき、計画的に図書を購入しました。
・各中学校に学校司書を１人配置しました。
・蔵書の電算管理システムを用いて、データの活用を進めました。
・図書館、全普通教室及び特別支援学級の教室に新聞を配架しました。
・読書フェスティバル及び調べる学習コンクールを開催しました。

具体的 ・学校図書館の安全対策及び環境整備のため備品の購入を行いました。
内 容 ＜決算額の内訳＞

　・学校図書館スーパーバイザー報酬　　　　　８５６千円
　・学校司書報酬・手当（９人）　　　　１３，４１６千円
　・図書館用図書等消耗品費　　　　　　１５，１０２千円
　・図書館用パソコン　　　　　　　　　　５，９８０千円
　・図書館用システム利用料・その他　　　　　５９５千円

・システム活用
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事業名 01 中学校大規模改修事業 担当課 教育総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

生徒及び学校関係者の学校生活における教育環境の向上
19,030

目　的 を図ります。
4年度 予算現額

25,720

4年度 決算額・建設年度及び現在の状態を総合的に判断し、学校施設
　の改善や設備の新設・更新を行います。 2,932
・文部科学省「学校施設環境改善交付金」の対象事業と

4年度 財源内訳
  なるものについては、「施設整備計画」を策定し、整

国庫支出金 0
  備を行います。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 2,932

5年度 予算額

98,352

活　動　内　容

1
中学校大規模施設改修等の

2
施設整備計画

3 4
整備・改善件数

指標
大規模な老朽施設等の整備・改 交付金申請に必要な施設整備計

修等 画の策定

予定 1 件 1 件
（目標）

4年度
1 件 1 件

実　績

3年度
1 件 1 件

実　績

【　　】内は前年度数値

市立中学校における老朽化した施設の整備・改善を行いました。
＜事業内容及び決算額の内訳＞
　・受変電設備機器交換工事（大和中、光丘中）　　２，９３２千円

具体的

内 容

・改修計画を見直し、令和４年度は受変電設備機器交換工事のみを対象としたた
　め事業費が前年より減少しました。
・建設後４０年を経過する施設が約９割を占める中、教育環境の維持向上を図る

評価課題 　うえでは、経年による劣化を計画的に改修し、建物の延命化を図るため、今後
　も文部科学省の学校施設環境改善交付金を活用しながら、適切な施設改修を実
　施していく必要があります。
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ます。
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事業名 02 中学校防音設備整備事業 担当課 教育総務課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

厚木基地の航空機騒音による影響を軽減し、教育環境の
1,600,758

目　的 向上を図ります。
4年度 予算現額

1,651,144

4年度 決算額・老朽化してきている防音設備（建具、内装、空調）の
　機能復旧を計画的に行っていきます。 1,526,698

4年度 財源内訳

国庫支出金 427,157

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 842,600

そ の 他 0

一 般 財 源 256,941

5年度 予算額

81,536

活　動　内　容

1
工事実施校数

2 3 4
指標

防音・空調設備整備のための工

事

予定 2 校
（目標）

4年度
2 校

実　績

3年度
2 校

実　績

【　　】内は前年度数値

引地台中学校の復旧防音・大規模改修工事及び鶴間中学校と引地台中学校の校庭
整備工事を行いました。
＜事業内容及び決算額の内訳＞
　・復旧防音・大規模改修工事（引地台中）　　　　１，１６５，８５３千円
　・復旧防音・大規模改修工事監理委託（引地台中）　　　１３，３６５千円

具体的 　・仮設校舎賃借料（引地台中）　　　　　　　　　　　２１４，０３０千円
内 容 　・工事に伴う付帯工事（引地台中）　　　　　　　　　　　５，０６８千円　

　・その他（引越業務委託等）　　　　　　　　　　　　　　８，２９７千円
　・校庭整備工事（鶴間中）　　　　　　　　　　　　　　７６，９２６千円
　・校庭整備工事（引地台中）　　　　　　　　　　　　　４３，１５９千円

・施設の老朽化による防音設備（建具・空調等）の機能低下に伴い、教育環境が
　劣悪な状況となることが想定されるため、計画的に改修を実施していく必要が
　あります。

評価課題 ・事業費が多額になるため、補助金を活用するなど市の財政負担を軽減しながら
　計画的に事業を進めていく必要があり
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事業名 06 青少年育成事業 担当課 こども・青少年課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

大和ユースクラブの各種活動を通して、若者の健全育成
128

目　的 と能力開発を図ります。
4年度 予算現額

861

4年度 決算額・大和ユースクラブに青少年に関わる事業を委託し、自
　主企画・自主運営を促進します。 798
※令和４年度は新型コロナの影響で、一部の事業手法を

4年度 財源内訳
変更

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 384

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 414

5年度 予算額

853

活　動　内　容

1
ユースクラブ活動日数

2 3 4
指標

ユースクラブが実施した研修・

ボランティア活動等の日数

予定 90 日
（目標）

4年度
70 日

実　績

3年度
39 日

実　績

【　　】内は前年度数値

大和ユースクラブの各種活動を通し若者の健全育成と能力開発を図りました。
＜事業内容＞　
　・青少年社会・自然体験推進事業委託（大和ユースクラブ）
　　　わくわく冒険隊（小学５・６年生）：　８回３２９人【　２回　７７人】
　　　ジュニアシニアクラブ（中・高生）：３３回　８８人【２１回　７４人】

具体的 　　　ユースボランティア（青年）　　　：３３回　６３人【２１回　４２人】
内 容 ＜決算額の内訳＞

　・青少年社会・自然体験推進事業委託　　　　７６９千円
　・旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９千円

・ユースクラブ会員やわくわく冒険隊の活動範囲の拡大を念頭に、ユースクラブ
　会員の確保と会員それぞれの資質向上とともに、活動の運営方法や事業の周知
　方法等について、コロナの影響を見定めながら引き続き検討していく必要が

評価課題 　あります。
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円
　・委託料（外遊びイベント）　　　　　　　　　　　　　 １５８千円
　・補助金（青少年指導員、子ども会、母親クラブ） 　１，６８７千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２８６千円
　　　

・新型コロナウイルス感染症の感染対策を講じながら、各団体で実施可能な活動
　を工夫して実施しました。

評価課題
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事業名 07 青少年指導者育成支援事業 担当課 こども・青少年課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

地域で青少年健全育成を進める団体の協議会活動を支援
4,640

目　的 し、指導者を養成することで、青少年が活動しやすい環
4年度 予算現額

境を構築します。
7,499

4年度 決算額・地域で青少年の健全育成を進める３団体については、
　補助金による運営費の支援と、行政内に事務局を置く 6,052
　人的な支援を行っています。

4年度 財源内訳
・青少年育成団体や中高生ボランティア等が主体とな

国庫支出金 0
　り、青少年を対象としたイベントを開催します。

手段手法 県 支 出 金 562
・さらに指導者の資質向上のための研修も開催していま

地 方 債 0
　す。

そ の 他 0

一 般 財 源 5,490

5年度 予算額

7,128

活　動　内　容

1
青少年指導員年間活動数

2
市子ども会連絡協議会加入

3
青少年センターまつり参加

4
子どもの外遊び地域イベン

数 団体数 ト開催地区数
指標

各地区での活動数＋専門部会開 市子ども会連絡協議会加入子ど 青少年センターまつりのステー 子どもの外遊び地域イベントを

催数＋連協事業数 も会数 ジや出店等の参加団体数 開催した地区数

予定 300 回 25 団体 3 団体 12 地区
（目標）

4年度
274 回 25 団体 3 団体 10 地区

実　績

3年度
144 回 25 団体 0 団体 0 地区

実　績

【　　】内は前年度数値

青少年育成を進める３団体に対して補助金交付等の支援を行い、青少年健全育成
を推進しました。
＜補助金交付団体＞
　・青少年指導員連絡協議会　年度末青少年指導員数：９８人【９４人】
　・子ども会連絡協議会

具体的 　・母親クラブ連絡協議会
内 容 ＜決算額の内訳＞

　・青少年指導員謝礼　　　　　　　　　　　　 　　　３，６０２千円
　・青少年指導員活動用消耗品　　　　　　　　　　　 　　３１９千
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やかに育てる会
　・活性化会議保険料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１８千円

・新型コロナウイルス感染症の感染対策を講じながら、各地区で実施可能な活動
　を工夫して実施しました。
・今後もコロナの影響を見定めながら、活動を充実させる必要があります。

評価課題
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事業名 08 大和市家庭・地域教育活性化会議支援事業 担当課 こども・青少年課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

学校と地域・家庭の連携を強化し、家庭や地域の教育力
1,514

目　的 を高めるとともに、地域の連帯感を高め、地域ぐるみの
4年度 予算現額

青少年健全育成活動を推進します。
1,706

4年度 決算額・地区活性化会議については、推進委員会をとおして事
　業内容に応じた運営費の支援を補助金によって行っ 1,396
　ています。また、各種団体代表及び地区代表から成る

4年度 財源内訳
　推進委員会との連絡調整を行っています。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 697

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 699

5年度 予算額

1,710

活　動　内　容

1
推進委員会開催回数

2
研修会等への役員参加地区

3
環境浄化活動の実施地区数

4
数

指標
推進委員会と研修会等の開催回 研修会等に役員が参加した地区 環境浄化活動に関わる事業を実

数 数 施した地区数

予定 4 回 9 地区 7 地区
（目標）

4年度
4 回 9 地区 8 地区

実　績

3年度
3 回 0 地区 7 地区

実　績

【　　】内は前年度数値

推進委員会、地域青少年健全育成会に対して補助金の交付と保険の加入等により
地区活動を支援しました。
＜事業内容＞
　・推進委員会開催回数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４回【３回】
＜決算額の内訳＞

具体的   ・家庭・地域教育活性化会議推進委員会（９地区）補助金　１，１７６千円
内 容 　　　つきみ野中学校区、南林間地区、鶴間中学校区、和中地区、光中地区、

　　　引地台地区、上和田中学校区、高座渋谷地区、下福田中学校区
　・地域青少年健全育成会（３地区）　　　　　　　　　　　　　１０２千円
　　　「愛の一声をかける運動」をすすめる会
　　　中央林間連合自治会環境浄化推進協議会
　　　大和東小学校区青少年を健
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４９千円

・コロナ禍において安心安全な講座運営を行うため、会計年度任用職員を一名増
　員したため、前年度決算額に対し１３４．８％と事業費が増加しています。
・「市民でつくる健康学部」の講座は、年間２００回を超える開催回数に加え、

評価課題 　延べ６，５０３人の受講があり、学びを通した市民の居場所としての役割を発
　揮できたものと捉えています。
・「市民でつくる健康学部」の講座開催に加え、「四季学祭」の実施や、制度そ
　のもののあり方の見直しなど、より効率的に多くの市民へ学びの場を周知でき
　るよう、検討する必要があります。
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事業名 02 健康都市大学事業 担当課 図書・学び交流課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

学びを通した、市民の新たな居場所づくり、市民どうし
3,726

目　的 の繋がりの創出を図るとともに、市民の充実した学習環
4年度 予算現額

境を整備します。
6,144

4年度 決算額・市や外郭団体などが実施する講座等に共通のポイント
　制度を設定するほか、当事業を構成する多種多様な講 5,025
　座を広く周知します。

4年度 財源内訳
・市民が講師を務め、市民どうしで学び合える場「市民

国庫支出金 0
　でつくる健康学部」の講義を実施します。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 5,025

5年度 予算額

5,923

活　動　内　容

1
市民講師登録者数

2
「市民でつくる健康学部」

3
ガイドブック発行回数

4
ＰＲ手段数

講座開催回数
指標

年度末時点での市民講師登録者 一年間で「市民でつくる健康学 一年間に健康都市大学ガイドブ 一年間に事業を周知宣伝したメ

数 部」の講座を開催した回数 ックを発行した回数 デイア等の数（HP、広報等)

予定 162 人 244 回 2 回 17 種類
（目標）

4年度
157 人 236 回 2 回 17 種類

実　績

3年度
140 人 251 回 2 回 17 種類

実　績

【　　】内は前年度数値

健康都市大学の講座や生涯学習に関する情報をまとめたガイドブックの発行や、
市民が講師を務める「市民でつくる健康学部」の講座等を企画、運営しました。
＜事業内容＞
　・「市民でつくる健康学部」の受講者数　延べ６，５０３人【６，６８６人】
　・健康都市大学ガイドブック発行部数　　　　３，５００部【３，５００部】

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・報酬　　　　　３，６１５千円

　・印刷製本費　　　　４５２千円
　・職員手当等　　　　４３３千円
　・報償費　　　　　　３７６千円
　・その他　　　　　　１
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事業名 03 生涯学習センター管理運営事業 担当課 図書・学び交流課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

生涯学習センターの円滑な管理運営を行います。
328,881

目　的
4年度 予算現額

331,978

4年度 決算額・指定管理者による管理運営を行います。

327,082

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 220

一 般 財 源 326,862

5年度 予算額

343,011

活　動　内　容

1
指定管理者との協議回数

2 3 4
指標

指定管理者と運営に関する協議

・会議等を行った回数

予定 12 回
（目標）

4年度
12 回

実　績

3年度
12 回

実　績

【　　】内は前年度数値

指定管理者制度を活用し、市内５館の学習センターの管理運営を行いました。
＜事業内容＞
　・指定管理者による管理運営の実施
　　　生涯学習センター、北部文化・スポーツ・子育てセンター、
　　　地区館（つきみ野学習センター、桜丘学習センター、渋谷学習センター）

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・指定管理料　　３０５，０７９千円

　・光熱水費　　　　２１，７０５千円
　・その他　　　　　　　　２９８千円

・各学習センターにおいて、地域の実情等に応じたさまざまな生涯学習、社会教
　育事業を展開し、多くの市民に学習機会の提供を行いました。
・学習センターで開催する講座において、各学習センターが連携し、別会場でも

評価課題 　受講可能なサテライト開催の講座を設けることにより、身近な場所で学習する
　ことができるよう工夫しました。
・今後も市民の継続的な学習機会を確保するため、デジタルディバイド解消を目
　的とした取組を進めるとともに、従来の対面による講座にとらわれない方法を
　指定管理者とともに検討していきます。
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事業名 04 学習センター施設整備事業 担当課 図書・学び交流課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

施設の適正な機能水準を維持し、学習環境の向上を図り
202,031

目　的 ます。
4年度 予算現額

366,998

4年度 決算額・学習センターの機能保全のため、年次ごとに整備や改
　修工事を進めます。 363,311

4年度 財源内訳

国庫支出金 72,614

手段手法 県 支 出 金 13,866

地 方 債 210,600

そ の 他 0

一 般 財 源 66,231

5年度 予算額

0

活　動　内　容

1
整備工事数

2
庁内他課・事業者との打合

3 4
せ等

指標
施設整備のための工事数 庁内他課・事業者との打合せ等

の回数

予定 1 件 18 回
（目標）

4年度
1 件 17 回

実　績

3年度
1 件 5 回

実　績

【　　】内は前年度数値

つきみ野学習センターの老朽化に伴い、令和３～４年度に大規模改修工事を実施
しました。
＜事業内容＞
　・つきみ野学習センター大規模改修工事に伴う監理業務委託料、工事費（建　
　　築、機械設備、電気設備）等

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・監理業務委託料　　　９，３９６千円

　・工事費　　　　　３４４，０３３千円
　・その他　　　　　　　９，８８２千円

・つきみ野学習センターの改修工事を令和４年１月から令和５年３月までの期　
　間で行い、完了しました。
・改修工事中に生じた課題（納期遅延等）に迅速に対応するため、施工業者、監

評価課題 　理業者、関係機関等との情報共有や連絡調整を密接に行っていくことにより、
　課題を解決しながら開館に向けての準備を円滑に進めることができました。
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事業名 01 図書館管理運営事業 担当課 図書・学び交流課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

図書館の円滑な管理運営を行います。
604,626

目　的
4年度 予算現額

646,195

4年度 決算額・指定管理者による管理運営を行います。
・図書館の運営に必要なインフラの管理をします。 639,075

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 24,192

一 般 財 源 614,883

5年度 予算額

577,940

活　動　内　容

1
指定管理者との協議回数

2 3 4
指標

指定管理者と図書館運営に関す

る協議・会議等を行った回数。

予定 6 回
（目標）

4年度
6 回

実　績

3年度
6 回

実　績

【　　】内は前年度数値

指定管理者制度を活用し、市内３館の図書館の管理運営を行いました。
＜事業内容＞
　・指定管理者による管理運営の実施
　　　大和市立図書館、中央林間図書館、渋谷図書館
＜決算額の内訳＞

具体的 　・指定管理料　　　 　 　　　４４７，４５４千円
内 容 　・光熱水費　　　　　 　 　　　２１，８７６千円

　・システム使用料　　  　　　　８３，３６３千円
　・中央林間図書館賃料　　　　　３９，８１６千円
　・その他　　　　　　　　　　　４６，５６６千円

・市立図書館を中心とする３つの図書館において、それぞれの特性に合わせたさ
　まざまなサービスを展開し、市民が本に親しむことのできる機会を提供するこ
　とができました。

評価課題 ・中央林間図書館の閲覧席については、学習室の再開及び既存区画への増設によ
　り、３４席増やすことができました。
・引き続き、指定管理者と連絡、調整を行いながら、図書館運営のさらなる充実
　を図り、各種施策の推進に努めていきます。
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事業名 03 スポーツ大会開催事業 担当課 スポーツ課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市民の体力向上及び競技力向上を図ります。
2,043

目　的
4年度 予算現額

4,089

4年度 決算額・大和市民総合スポーツ選手権大会、大和市駅伝競走
　大会、スポーツフェスタを開催します。 3,948
・大和市民ゴルフ大会（年２回）、大和市民まつり

4年度 財源内訳
　スポーツイベントの開催を支援します。

国庫支出金 0
※令和４年度は、新型コロナの影響で一部の事業を中止

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 614

一 般 財 源 3,334

5年度 予算額

4,089

活　動　内　容

1
大会等開催回数

2
広報掲載回数

3 4
指標

主催・委託・支援した大会の回 大会の告知及び結果の掲載

数

予定 6 回 6 回
（目標）

4年度
5 回 5 回

実　績

3年度
3 回 3 回

実　績

【　　】内は前年度数値

次の大会を開催しました。
　・大和市民総合スポーツ選手権大会
　　　　　　　　　　　　 選手：約６，６００人【選手：約５，５００人】
　・大和市駅伝競走大会　 参加：８６チーム　　【中止】
　・スポーツフェスタ　　 来場者：約５５０人　【中止】

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・大和市民総合スポーツ選手権大会委託料　　２，５８８千円

　・大和市駅伝競走大会委託料　　　　　　　　　　９６０千円
　・スポーツフェスタ委託料　　　　　　　　　　　４００千円

・開催事業へより多くの市民参加を促すため、新型コロナの影響を含めた開
　催にあたる安全性の確保、また、開催日の設定や周知方法について検討を
　行う必要があります。

評価課題
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ピック・パラリンピックのレガシーが創出できるよう、関
　心の高い種目を選定し、魅力あるスポーツ教室を開催します。
・運動機会が得にくい子育て世代、働く世代にも、広く参加していただけるよう

評価課題 　な環境を創出します。
・総合型地域スポーツクラブや各種目協会等と連携し、スポーツ教室での経験を
　きっかけとし、その後も地域で継続的にスポーツができる環境を整えます。
・スポーツ教室を再開していますが参加者数が減じているため、告知等の方法を
　見直し参加者を増やせるよう努めます。
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事業名 04 スポーツ教室開催事業 担当課 スポーツ課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

スポーツに関心をもち、親しむ機会を提供します。
4,746

目　的
4年度 予算現額

5,497

4年度 決算額・各種団体が独自で取り組むことが難しい種目、また市
　の施策に発展的につながるスポーツ教室を開催しま　 5,367
　す。

4年度 財源内訳
※令和４年度は、新型コロナの影響で一部の事業を中止

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 5,367

5年度 予算額

5,534

活　動　内　容

1
開催種目数

2
開催延べ教室数

3 4
指標

各教室で開催した種目数 開催延べ教室数

予定 12 種目 17 教室
（目標）

4年度
11 種目 15 教室

実　績

3年度
4 種目 4 教室

実　績

【　　】内は前年度数値

次のスポーツ教室を開催しました。（１１種目　１５回）
　・スポチャレ　　　　　　　　　　　　　　 　（１回）【中止】
　・親子ふれあいサッカー教室　　　　　　　 　（１回）【１回】
　・障がい者サッカー教室　　　　　　　　　 　（１回）【１回】
　・総合型地域スポーツクラブ連携教室３団体 ×（５回）【１回】

具体的 　・ファミリースポーツ教室      　　　　　   （１回）【中止】
内 容 　・オリンピック種目体験教室　　　　　　　 　（１回）【中止】

　・ラグビー体験教室　　　　　　　　　　　 　（１回）【中止】
　・障がい者フライングディスク体験教室　　 　（１回）【中止】
　・パラチャレ（パラスポーツ体験教室）       （１回）【中止】
　・親子のスポーツ教室   　　　　　　　　    （１回）【１回】
　・ボランティアサミット      　　　　　　　 （１回）【中止】
＜決算額の内訳＞スポーツ教室委託　    ５，３６７千円

・東京２０２０オリン
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活動できるよう、支援を継続していく必要があります。

評価課題
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事業名 05 スポーツ関係団体支援事業 担当課 スポーツ課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市民の体力向上、スポーツ精神の養成、青少年の健全育
3,990

目　的 成等を図ります。
4年度 予算現額

4,221

4年度 決算額・大和市社会体育関係団体補助金交付要綱により大和市
　地区体育振興会、大和市体育協会、大和市スポーツ少 3,877
　年団本部、大和市レクリエーション協会、大和市軽ス

4年度 財源内訳
　ポーツ協会に補助金を交付します。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 3,877

5年度 予算額

4,367

活　動　内　容

1
スポーツ少年団本部登録団

2
体育協会加盟団体数

3 4
体数

指標
スポーツ少年団本部への総登録 大和市体育協会への各種目加盟

団体数 団体総数

予定 13 団体 24 団体
（目標）

4年度
13 団体 24 団体

実　績

3年度
13 団体 24 団体

実　績

【　　】内は前年度数値

次の団体に対して補助金を交付しました。
　・大和市体育協会（２４協会及び連盟）　：約２０，５００人
　・大和市スポーツ少年団（１３団体）　　：団員数約２５０人
       　                               　指導者約１２０人
　・大和市レクリエーション協会（２協会）：約１８０人

具体的 　・大和市軽スポーツ協会　　　　　　　　：約１１０人
内 容 　・大和市地区体育振興会（１１地区）

＜決算額の内訳＞
　・大和市体育協会（２４協会及び連盟）　　　　１，６８０千円
　・大和市スポーツ少年団（１３団体）　　　　　　　　５９千円
　・大和市レクリエーション協会（２協会）　　　　　　３０千円
　・大和市軽スポーツ協会　　　　　　　　　　　　　　１５千円
　・大和市地区体育振興会（１０地区）　　　　　２，０９３千円

・各団体が持続的に
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携を密に行い、課題解決を図ります。
・老朽化した備品の更新等、地区を横断した課題については、学校開放事業実施

評価課題 　委員会連絡協議会と連携し、事業の効果的な運営に努めます。
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事業名 08 学校施設スポーツ開放事業 担当課 スポーツ課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

学校施設を利用してスポーツ及びレクリエーション活動
7,073

目　的 の場を提供します。
4年度 予算現額

7,741

4年度 決算額・小・中学校の校庭及び体育館等を登録団体に開放しま
　す。 7,159
・学校施設を利用したい団体の登録手続を行います。

4年度 財源内訳
　

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 4,324

一 般 財 源 2,835

5年度 予算額

29,650

活　動　内　容

1
校庭開放延件数

2
体育館・武道場開放延件数

3
プール開放延日数

4
登録団体数

指標
小・中学校すべての校庭開放の 小・中学校すべての体育館・武 小学校のすべてのプール開放の 小・中学校の開放利用登録団体

延べ件数 道場開放の延べ件数 延べ日数 数（夜間開放を除く）

予定 3,000 件 10,000 件 0 日 430 団体
（目標）

4年度
3,169 件 10,456 件 0 日 377 団体

実　績

3年度
2,364 件 7,261 件 0 日 370 団体

実　績

【　　】内は前年度数値

スポーツ及びレクリエーション活動の場として市内小・中学校の校庭、体育館、
武道場を開放しました。
＜事業内容＞
　・校庭開放　　　　利用人数　　　１１４，３４４人【８７，２１６人】
　・体育館、武道場　利用人数　　　２０２，９９２人【１３２，４２２人】

具体的 　・プール開放　　　開放校　　　　　　　　　中止　【中止】
内 容 　　　　　　　　　　開放期間　　　　　　　　中止

＜決算額の内訳＞
　・学校開放事業管理運営委託　　　　４，７５４千円
　・学校プール開放管理業務委託　　　　　　　０千円
　・その他　　　　　　　　　　　　　２，４０５千円　

・各地域（学校開放地区）ごとの課題・問題に関しては、各地区学校開放事業実
　施委員会との連
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    ４，７５７千円
　・「トップスポーツ観戦デー」　　　　　    １，１００千円
　・総合型地域スポーツクラブの活動支援　　　　　    ０千円
　・啓発グッズ　　　　　　　　　　　　　　　　    ９９千円

・ＪＦＡこころのプロジェクト「夢の教室」が再開したため、決算額が増加しま
　した。
・スポーツ庁が生涯スポーツ社会の実現を掲げる中推し進める総合型地域スポー

評価課題 　ツクラブに対して、会員拡大や人材育成につながる支援を継続します。
・東京２０２０オリンピック・パラリンピックのレガシーを引継ぎ、多角的にス
　ポーツの魅力を発信するよう努め、スポーツへの関心を高めます。
・熱中症、感染症等に配慮しながら、安全に事業を実施できるよう努めます。
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事業名 14 地域スポーツ推進事業 担当課 スポーツ課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

市民が主体的にスポーツに取り組み、世代を超えた交流
1,893

目　的 が促進されるよう、地域スポーツの推進を図ります。
4年度 予算現額

6,265

4年度 決算額・スポーツ関連イベントを実施し様々な場面で「する」
「みる」「ささえる」「つながる」それぞれの分野から 5,956
　スポーツに親しむことができる機会を提供します。

4年度 財源内訳
・総合型地域スポーツクラブの活動を支援します。

国庫支出金 0
・本市をホームタウンとする「横浜F・マリノス」との

手段手法 県 支 出 金 0
　連携を図り、スポーツへの関心を高めます。

地 方 債 0
※令和４年度は新型コロナの影響で一部の事業を中止

そ の 他 0

一 般 財 源 5,956

5年度 予算額

6,341

活　動　内　容

1
総合型地域スポーツクラブ

2
「夢の教室」実施クラス数

3
出前講座「スポーツだいす

4
設置数 き！」実施回数

指標
総合型地域スポーツクラブの設 「夢の教室」を実施したクラス 出前講座「スポーツだいすき！

置数 数 」を実施した回数

予定 3 団体 61 ｸﾗｽ 15 回
（目標）

4年度
3 団体 60 ｸﾗｽ 15 回

実　績

3年度
3 団体 0 ｸﾗｽ 4 回

実　績

【　　】内は前年度数値

＜事業内容＞
　・ＪＦＡこころのプロジェクト「夢の教室」の開催  ６０回　１，９６１人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【０回】
　・「トップスポーツ観戦デー」の開催 ３回  ４，１３５人
　　　　　　　　　　　　　　　　　 【０回（無観客１回）】

具体的   ・出前講座「スポーツだいすき！」の開催　１５回４３５人【４回１８５人】
内 容 　・総合型地域スポーツクラブの活動支援    　０回　【０回】

＜決算額の内訳＞
　・「夢の教室」開催事業　　　　　　　　
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　　 ６００千円
　・女子サッカー観戦デー（なでしこレジェンド）　 ８００千円
　・大和シルフィードシティセールス広告料　　 ３，０００千円
　・その他女子サッカー推進事業　　　　　　　　　 ５９０千円

・女子サッカー人口の裾野を広げるために、「大和なでしこカップ」の開催や女
　子小中学生を対象とした体験会を継続的に開催し、女子サッカー事業の取り組
　みを定着させ、認知拡大を図ります。

評価課題 ・子ども世代だけに留まらず、シニアの女性たちにもボールを蹴る機会を提供　
　し、身体を動かすことで「健康」へとつなげる取組みを検討します。
・女子サッカー事業の成果を検証するとともに、「女子サッカーのまち大和」の
　将来的なビジョンについて検討していきます。
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事業名 15 女子サッカー推進事業 担当課 スポーツ課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

地域スポーツの推進を図るため、女子サッカーに取り組
3,142

目　的 む市民の活動を支えます。
4年度 予算現額

5,310

4年度 決算額・「大和なでしこカップ」等、女子サッカーに関するイ
　ベントを開催します。 4,990
・ホームタウンチーム「大和シルフィード」の活動を通

4年度 財源内訳
　じたシティセールスを展開するための支援を行いま　

国庫支出金 0
　す。

手段手法 県 支 出 金 0
・女子サッカーの環境整備を行うための調査、研究を行

地 方 債 0
  います。

そ の 他 0

一 般 財 源 4,990

5年度 予算額

5,310

活　動　内　容

1
女子サッカー関連のイベン

2
女子サッカー関連イベント

3
「大和シルフィード」ホー

4
ト回数 の参加者数 ムゲーム平均来場者数

指標
女子サッカー関連のイベントの 女子サッカー関連イベントの参 「大和シルフィード」ホームゲ

実施回数 加者数 ーム平均来場者数

予定 30 回 7,000 人 700 人
（目標）

4年度
25 回 6,196 人 411.3 人

実　績

3年度
16 回 1,985 人 274 人

実　績

【　　】内は前年度数値

＜事業内容＞
　・大和なでしこカップ（Ｕ－１５)　　　　　　１回８４５人【中止】
　・大和なでしこカップ（Ｕ－１２）　 　　　　１回８４０人【中止】
　・「女子サッカー観戦デー（なでしこレジェンドイベント他）」の開催
　　１０回 ４，２８８人【１１回うち４回無観客１，９１９人】

具体的 　・女子小中学生体験会の実施  　     　　　１２回１２３人【５回６６人】
内 容 　・女子サッカークラブの活動を通したシティセールス

　・大和なでしこサッカーフェスティバル　　　 １回１００人【中止】
＜決算額の内訳＞
　・大和なでしこカップ２０２２開催事業委託　
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事業名 16 ねんりんピック開催事業 担当課 スポーツ課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

長寿社会を健やかで明るいものとし、国民一人ひとりが
0

目　的 積極的に健康づくりや社会参加に取り組み、活動の意義
4年度 予算現額

について広く国民の理解を深めることを目的とします。
16,091

4年度 決算額・第３４回全国健康福祉祭神奈川・横浜・川崎・相模原
　大会（ねんりんピックかながわ２０２２）開催にあた 7,085
　り、大和スポーツセンターを会場に太極拳交流大会を

4年度 財源内訳
　開催します。

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 7,085

5年度 予算額

0

活　動　内　容

1
参加チーム数

2 3 4
指標

太極拳交流大会（リハーサル大

会及び本大会）の参加チーム数

予定 60 ﾁｰﾑ
（目標）

4年度
56 ﾁｰﾑ

実　績

3年度
0 ﾁｰﾑ

実　績

【　　】内は前年度数値

＜事業内容＞　
  ・太極拳交流大会（全国健康福祉祭（ねんりんピック）神奈川・横浜・川崎・
　　相模原大会交流大会における太極拳競技大会リハーサル大会
　・太極拳交流大会（全国健康福祉祭（ねんりんピック）神奈川・横浜・川崎・
　　相模原大会交流大会における太極拳競技大会

具体的 ＜決算額の内訳＞
内 容 　・ねんりんピック補助金　　　　　　７，０８５千円

・ねんりんピックかながわ２０２２大和市実行委員会への支援を行い、関係団体
　と連携を図り、太極拳交流大会の開催を通じて「する」「みる」「ささえる」
　「つながる」の各分野でスポーツに親しむ機会を提供しました。

評価課題 ・新型コロナウイルスの感染防止に配慮しながら、安全に事業を実施することが
　でき、参加者や多くの来場者の方々に喜んでいただける大会となりました。
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事業名 02 学校給食管理運営事業 担当課 保健給食課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

安全で良質な学校給食を提供するほか、衛生管理の徹底
5,288

目　的 を図ります。
4年度 予算現額

97,006

4年度 決算額・食材の食品衛生検査及び月２回職員の細菌検査を実施
　します。 96,467
・学校給食をよりよくしていくために、大和市学校給食

4年度 財源内訳
　共同調理場運営協議会を実施します。

国庫支出金 89,692
・調理従事者の資質向上のため、調理従事者研修会を実

手段手法 県 支 出 金 0
　施します。

地 方 債 0

そ の 他 84

一 般 財 源 6,691

5年度 予算額

85,631

活　動　内　容

1
衛生検査の実施回数

2 3 4
指標

栄養士による調理場・単独校・

受入校の衛生検査の実施

予定 16 回
（目標）

4年度
16 回

実　績

3年度
16 回

実　績

【　　】内は前年度数値

・学校給食共同調理場運営協議会を開催しました。(年２回）
・職員に対し細菌検査を毎月２回、ノロウイルススクリーニング検査を１０～
　３月の間に月１回行いました。
・食品細菌検査(県指定）を行いました。(年３回)
・調理施設の衛生管理検査を行いました。（年１回・３場）

具体的 ・調理従事者研修会を行いました。（年１回）
内 容 ・物価高騰の影響を受けても安定した学校給食の提供を図るため、食材料費の

　一部を補助しました。（令和４年１０月から令和５年３月まで）
＜決算額の内訳＞
　・報酬等　　　１，９０９千円
　・消耗品費　　２，５５０千円
　・補助金　　８９，６９２千円
　・その他　　　２，３１６千円

・物価高騰の影響を受けても安定した学校給食の提供を図るため、食材料費の一
　部を補助します。
・また、今後も安全で良質な学校給食を提供するために、衛生管理の徹底管理等

評価課題 　を図る必要があります。
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事業名 05 北部学校給食共同調理場運営事業 担当課 保健給食課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

北部学校給食共同調理場における給食調理業務が円滑に
168,747

目　的 実施されるように、適切な運営管理の推進を図ります。
4年度 予算現額

177,072

4年度 決算額安全で良質な学校給食を提供するため、学校給食衛生管
理基準に基づく給食調理業務を実施します。 176,470

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 176,470

5年度 予算額

182,436

活　動　内　容

1
検食の実施回数

2
食に関する指導

3 4
指標

受入校に給食を配送する前に調 栄養士によるティームティーチ

理場で行う検食の回数 ング等による指導を行った回数

予定 191 回 15 回
（目標）

4年度
191 回 10 回

実　績

3年度
191 回 7 回

実　績

【　　】内は前年度数値

給食調理業務等の委託、施設の運営管理を行いました。
　・対象校：大野原小、文ヶ岡小、中央林間小学校
　　　　　　大和中、つきみ野中学校
　・令和４年度食数：３，９７１食【３，９８０食】（５月１日現在）
＜決算額の内訳＞

具体的 　・給食業務委託　　　　　　１３８，７３２千円
内 容 　・光熱水費、燃料費　　　　　２６，１１８千円

　・食器等消耗品費　　　　　　　７，９８６千円
　・その他　　　　　　　　　　　３，６３４千円

・食品の搬入から調理、保管、配食における衛生管理を徹底し、安全で良質な学
　校給食の提供を維持する必要があります。

評価課題
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事業名 06 中部学校給食共同調理場運営事業 担当課 保健給食課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

中部学校給食共同調理場における給食調理業務が円滑に
181,516

目　的 実施されるように、適切な運営管理の推進を図ります。
4年度 予算現額

195,479

4年度 決算額安全で良質な学校給食を提供するため、学校給食衛生管
理基準に基づく給食調理業務を実施します。 192,726

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 192,726

5年度 予算額

195,580

活　動　内　容

1
検食の実施回数

2
食に関する指導

3 4
指標

受入校に給食を配送する前の調 栄養士によるティームティーチ

理場での検食の実施 ング等による指導を行った回数

予定 191 回 45 回
（目標）

4年度
191 回 62 回

実　績

3年度
193 回 38 回

実　績

【　　】内は前年度数値

給食調理業務等の委託、施設の運営管理を行いました。
　・対象校：柳橋小、南林間小、緑野小学校
　　　　　　光丘中、鶴間中、南林間中学校　　　
　・令和４年度食数：４，４３９食【４，４３３食】(５月１日現在）
＜決算額の内訳＞

具体的 　・給食業務委託　　　　　１４８，１２６千円
内 容 　・光熱水費、燃料費　　　　２９，９１２千円

　・食器等消耗品費　　　　　１０，２５６千円
　・その他　　　　　　　　　　４，４３２千円

・食品の搬入から調理、保管、配食における衛生管理を徹底し、安全で良質な学
　校給食の提供を維持する必要があります。

評価課題
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事業名 07 南部学校給食共同調理場運営事業 担当課 保健給食課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

南部学校給食共同調理場における給食調理業務が円滑に
192,067

目　的 実施されるように、適切な運営管理の推進を図ります。
4年度 予算現額

198,260

4年度 決算額安全で良質な学校給食を提供するため、学校給食衛生管
理基準に基づく給食調理業務を実施します。 195,522

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 195,522

5年度 予算額

201,649

活　動　内　容

1
検食の実施回数

2
食に関する指導

3 4
指標

受入校への配送前に、調理場で 栄養士によるティームティーチ

給食の検食を実施する。 ング等による指導を行った回数

予定 191 回 10 回
（目標）

4年度
191 回 1 回

実　績

3年度
189 回 6 回

実　績

【　　】内は前年度数値

給食調理業務等の委託、施設の運営管理を行いました。
　・対象校：上和田小、福田小、下福田小、引地台小、大和東小学校
　　　　    渋谷中、引地台中、上和田中、下福田中学校
　・令和４年度食数：４，２０８食【４，２０３食】（５月１日現在）
＜決算額の内訳＞　　

具体的 　・給食業務委託　　　　　　１５５，２９８千円　
内 容 　・光熱水費　　　　　　　　　２７，０４３千円　

　・食器等消耗品費　　　　　　　８，０７６千円
　・その他　　　　　　　　　　　５，１０５千円

・食品の搬入から調理、保管、配食における衛生管理を徹底し、安全で良質な学
　校給食の提供を維持する必要があります。

評価課題
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事業名 08 単独調理校運営事業 担当課 保健給食課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

単独調理校８校における給食調理業務が円滑に実施され
238,479

目　的 るように、適切な運営管理の推進を図ります。
4年度 予算現額

250,887

4年度 決算額安全で良質な学校給食を提供するため、学校給食衛生管
理基準に基づく給食調理業務を実施します。 246,990

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 246,990

5年度 予算額

258,295

活　動　内　容

1
給食の検食実施回数

2
食に関する指導

3 4
指標

児童への給食提供前に、学校長 栄養士によるティームティーチ

が検食を行います。 ング等による指導を行った回数

予定 191 回 100
（目標）

4年度
191 回 50

実　績

3年度
191 回 51

実　績

【　　】内は前年度数値

給食調理業務等の運営（２校）・委託（６校）、施設の運営管理を行いました。
　・対象校：北大和小、林間小、大和小、草柳小、深見小、桜丘小、渋谷小、
　　　　  　西鶴間小学校
　　  令和４年度食数：６，２４４食【６，２２９食】（５月１日現在）
＜決算額の内訳＞

具体的 　・給食業務委託
内 容 　　　北大和小　４４，６１６千円　　林間小　　３８，８０８千円

　　　大和小　　３８，５４４千円　　桜丘小　　２５，２９９千円
　　　渋谷小　　２８，８１１千円　　西鶴間小　２９，８３２千円
　・光熱水費、燃料費　　　　１９，７６０千円
　・食器等消耗品　　　　　　　２，９１２千円
　・学校給食調理補助員報酬　　５，０６７千円
  ・その他　　　　　　　　　１３，３４１千円

・直営校における調理員の退職時期を見据え、給食調理業務委託の拡大について
　検討する必要があります。

評価課題
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事業名 13 学校給食施設大規模改修事業 担当課 保健給食課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

学校給食施設の大規模な改修を行い、安全で良質な学校
83,843

目　的 給食を提供します。
4年度 予算現額

59,494

4年度 決算額学校給食施設設備の老朽化に対応するために、安全で　
衛生的な施設改善として大規模な改修を行います。 48,743

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 28,700

そ の 他 0

一 般 財 源 20,043

5年度 予算額

224,194

活　動　内　容

1
大規模改修件数

2 3 4
指標

給食施設に係る改修工事を行っ

た件数

予定 3 件
（目標）

4年度
3 件

実　績

3年度
2 件

実　績

【　　】内は前年度数値

・中部学校給食共同調理場中規模改修工事設計業務委託及びボイラー改修
　工事を行いました。
・林間小学校給食室床改修工事を行いました。
・緑野小学校配膳室扉改修工事を行いました。
＜決算額の内訳＞

具体的 　・中部学校給食共同調理場中規模改修工事設計業務委託
内 容 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８，０８７千円

　・中部学校給食共同調理場中規模改修工事（ボイラー設備）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０，８００千円
　・林間小学校給食室床改修　　　　　　　　　７，０５１千円
　・緑野小学校配膳室　　　　　　　　　　　　２，８０５千円

・調理場の改修工事については設計業務委託費のみのため、事業費が減少しまし
　たが、次年度以降については工事費等が見込まれるため、事業費が増加する見
　込みです。

評価課題 ・給食施設の老朽化が進んでいることから、引き続き計画的に施設整備を進めて
　いきます。
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事業名 14 学校給食食育推進事業 担当課 保健給食課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

健全で豊かな人間性を育むため、学校給食における食育
91

目　的 を推進します。
4年度 予算現額

497

4年度 決算額・食育の推進を図る重要性から、学校給食の環境整備に
　取り組みます。 424
・学校給食への理解を深めるため、学校給食展を開催す

4年度 財源内訳
　るほか、調理従事者等の資質向上を図るため、研修会

国庫支出金 0
　等を実施します。

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 424

5年度 予算額

427

活　動　内　容

1
米飯給食の週平均回数

2
夏休み親子料理教室実施回

3 4
数

指標
給食で米飯を提供した、週当た 児童・生徒と保護者を対象とし

りの平均回数 た料理教室の実施回数

予定 4 回 2 回
（目標）

4年度
4 回 1 回

実　績

3年度
4 回 0 回

実　績

【　　】内は前年度数値

・学校給食展は新型コロナウイルス感染拡大防止の観点からＷＥＢ開催としま
　した。（令和４年７月２１日（木）～８月２５日（木））
・学校給食ポスター展は新型コロナウイルス感染拡大防止の観点からＷＥＢ
　開催としました。（令和５年１月２４日（火）～２月２８日（火））
・親子料理教室は新型コロナウイルス感染拡大防止の観点からＷＥＢ開催し、

具体的 　クックパッドの「大和市給食の公式キッチン」の中から親子で取り組みメニ
内 容 　ューを選んでもらって料理を作るきっかけとしました。

・学校給食講習会は新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から中止しました。
＜決算額の内訳＞
　・消耗品　　　　　　　　３４５千円
　・その他　　　　　　　　　７９千円

・新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から中止にしていた一部の事業におい
　て、手法を変えて実施しました。
・食環境を整備し、米飯給食の回数を維持すると共
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決算書ページ
款 10 教育費 項 05 保健体育費 目 02 学校給食管理費

185

事業名 15 学校給食設備整備事業 担当課 保健給食課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

学校給食施設の給食設備を整備します。
34,694

目　的
4年度 予算現額

55,176

4年度 決算額・衛生管理の改善充実を行うために、耐用年数を超過し
　た設備機器を順次買い替えます。 54,225
・耐用年数を経過した学校給食設備の交換などを行い、

4年度 財源内訳
　安心、安全な給食の提供ができる環境を整えます。

国庫支出金 13,800

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 40,425

5年度 予算額

66,532

活　動　内　容

1
購入備品数

2 3 4
指標

購入した給食調理用備品の数

予定 38 台
（目標）

4年度
53 台

実　績

3年度
28 台

実　績

【　　】内は前年度数値

安全かつ安定的に給食を提供するため、調理機器等総合点検結果等を踏まえ、調
理機器等を整備しました。
＜実績＞
　・食器消毒保管機　　　　　　　　　　６台
　・ブラストチラー＆フリーザー　　　　１台

具体的 　・ガス回転釜　　　　　　　　　　　　２台
内 容 　・食器洗浄機　　　　　　　　　　　　１台

　・自動食器洗浄機　　　　　　　　　　１台　他
＜決算額の内訳＞
　・備品購入費　　　　　　　４５，００５千円
　・工事請負費　　　　　　　　７，５２５千円
　・消耗品費　　　　　　　　　１，６９５千円

・決算額の増加は、令和５年度に予定していた中部及び南部学校給食共同調理
　場における調理用機器の更新について、再編関連訓練移転等交付金（オスプ
　レイ関連）を活用して実施するため、補正予算（１９,７６７千円）を計上

評価課題 　したことによります。
・今後も調理用機器については、既存機器の経過年数や総合点検の結果及び機
　器の使用状況を踏まえ、計画的に更新していく必要があります。
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決算書ページ
款 10 教育費 項 05 保健体育費 目 02 学校給食管理費

185

事業名 16 学校給食費助成事業 担当課 保健給食課

3年度 決算額 (以下単位:千円)

第３子以降の児童生徒に係る学校給食費を助成し、保護
10,351

目　的 者の経済的負担の軽減を図ります。
4年度 予算現額

11,287

4年度 決算額・申請に基づき、支払った学校給食費実費を年２回に分
　けて保護者に支払います。 10,863

4年度 財源内訳

国庫支出金 0

手段手法 県 支 出 金 0

地 方 債 0

そ の 他 0

一 般 財 源 10,863

5年度 予算額

11,247

活　動　内　容

1
補助金交付決定件数

2 3 4
指標

補助金を交付した件数

予定 216 件
（目標）

4年度
223 件

実　績

3年度
216 件

実　績

【　　】内は前年度数値

市立小中学校及び特別支援学校の小学部又は中学部に在籍する児童生徒を同時に
３人以上養育する保護者に助成しました。
＜実績＞
　・補助金交付決定件数　　　　　　　２２３件【２１６件】
＜決算額の内訳＞

具体的 　・補助金　　　　　　　　　　１０，８２０千円
内 容 　・印刷製本費　　　　　　　　　　　　４３千円

・保護者の経済的負担の軽減を図るため、引き続き制度内容を周知していきま
　す。

評価課題
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３．令和４年度国民健康保険事業特別会計決算 

歳入総額は 21,369,478 千円で、前年度（21,939,100 千円）と比較して 569,622 千円、2.6％の

減で、収入率は92.1％となりました。一方、歳出総額は21,277,514千円で、前年度（21,669,841

千円）と比較して392,327千円、1.8％の減で、執行率は97.8％となりました。 

 歳入の主なものは、国民健康保険税が対前年度比 1.2％減の 4,498,081 千円（構成比 21.1％）

で、１人当たり95,890円となりました。県支出金は対前年度比3.0％減の14,415,234千円（構成

比67.5％）となりました。 

歳出の主なものは、保険給付費が対前年度比 3.1％減の 14,196,421 千円(構成比 66.7％）とな

り、１人当たりの費用額は302,637円で、前年度に対し715円の増となりました。 

なお、本年度の年間平均被保険者数は46,909人で、前年度比3.4％の減となりました。 

ア 歳 入  （単位：千円、％） 

区 分 最終予算額 決算額 構成割合 前年度決算額 比較 増減率 

１．国民健康保険税 4,412,418 4,498,081 21.1 4,552,256 △ 54,175 △ 1.2

２．県 支 出 金 14,779,694 14,415,234 67.5 14,867,884 △ 452,650 △ 3.0

３．財 産 収 入 28 8 0.0 10 △ 2 △ 20.0

４．繰 入 金 2,365,614 2,310,847 10.8 2,348,620 △ 37,773 △ 1.6

５．繰 越 金 51,978 51,978 0.2 36,412 15,566 42.7

６．諸 収 入 135,505 93,260 0.4 120,043 △ 26,783 △ 22.3

７．国 庫 支 出 金 0 70 0.0 13,875 △ 13,805 △ 99.5

合 計 21,745,237 21,369,478 100.0 21,939,100 △ 569,622 △ 2.6

イ 歳 出  （単位：千円、％） 

区 分 最終予算額 決算額 構成割合 前年度決算額 比較 増減率 

１．総 務 費 265,487 230,953 1.1 231,851 △ 898 △ 0.4

２．保 険 給 付 費 14,552,426 14,196,421 66.7 14,655,005 △ 458,584 △ 3.1

３．国民健康保険事業費納付金 6,588,333 6,588,331 31.0 6,506,633 81,698 1.3

４．保 健 事 業 費 257,537 206,528 1.0 219,728 △ 13,200 △ 6.0

５．積 立 金 28 8 0.0 10 △ 2 △ 20.0

６．諸 支 出 金 71,887 55,273 0.2 56,614 △ 1,341 △ 2.4

７．予 備 費 9,539 0 0.0 0 0 0.0

合 計 21,745,237 21,277,514 100.0 21,669,841 △ 392,327 △ 1.8
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国民健康保険加入状況（年間平均） 

（単位：世帯、人、％） 

区   分 令和４年度 令和３年度 比較 増減率 

国保加入世帯 32,024 32,803 △ 779 △ 2.4

被保険者数 46,909 48,539 △ 1,630 △ 3.4

 

国民健康保険税の収入状況 

（単位：千円、％） 

区  分 
令和４年度決算額 令和３年度 

決算額(Ｃ) 

比較 

(Ｂ)－(Ｃ) 

徴収率 

調定額(Ａ) 収入済額(Ｂ) 令和４年度 令和３年度 

現年度分 4,701,589 4,215,291 4,224,141 △ 8,850 89.7 90.3

滞納繰越分 1,574,387 282,790 328,115 △ 45,325 18.0 19.5

計 6,275,976 4,498,081 4,552,256 △ 54,175 71.7 71.6

 

保険給付の状況 

（単位：千円、％） 

区  分 
令和４年度 令和３年度 

比較 増減率 
最終予算額 決算額 決算額 

療養諸費 12,623,549 12,323,639 12,742,361 △ 418,722 △ 3.3

高額療養費 1,828,809 1,789,503 1,826,332 △ 36,829 △ 2.0

移送費 176 175 0 175 皆増

出産育児諸費 80,641 64,230 69,243 △ 5,013 △ 7.2

葬祭諸費 17,100 16,750 15,000 1,750 11.7

傷病手当金 2,151 2,124 2,069 55 2.7

計 14,552,426 14,196,421 14,655,005 △ 458,584 △ 3.1
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４．令和４年度介護保険事業特別会計決算 

歳入総額は 17,730,517 千円で、前年度（17,039,206 千円）と比較して 691,311 千円、4.1％の

増加で、収入率は99.1％となりました。一方、歳出総額は17,541,245千円で、前年度（16,849,503

千円）と比較して691,742千円、4.1％の増加で、執行率は97.3％となりました。 

歳入の主なものは、介護保険料が対前年度比0.5％増の3,961,965 千円（構成比22.3％）、支払

基金交付金が対前年度比3.9%増の4,498,566千円（構成比25.4％）、国庫支出金が対前年度比6.1％

増の 3,650,676 千円（構成比 20.6％）、繰入金が対前年度比 8.1％増の 3,084,702 千円（構成比

17.4％）、県支出金が対前年度比2.9％増の2,436,314千円（構成比13.7％）となりました。また、

保険料徴収率は96.6％でした。 

歳出の主なものは、保険給付費が対前年度比4.1％増の16,145,436 千円（構成比92.0％）で、

そのうち居宅介護サービス費が対前年度比7.0％増の7,539,930千円、施設介護サービス費が対前

年度比0.1％増の4,455,134 千円、地域密着型サービス費が対前年度比5.7％増の2,393,164千円

でした。また、地域支援事業費は、対前年度比5.6％増の819,367 千円（構成比4.7％）となりま

した。 

第一号被保険者は、年度末では対前年度比 0.5％増の58,220 人で、そのうち65 歳から74 歳ま

での前期高齢者は4.8％減の25,982人、75歳以上の後期高齢者は、5.3％増の32,238人でした。 

また、要支援・要介護認定者数は年度末では11,127人で、令和4年4月から令和5年3月の月

平均数では、10,962人で、認定者１人当たりの保険給付額は、1,472,855円となりました。 

ア 歳 　入

最終予算額 決算額 構成割合 前年度決算額 比較 増減率

１． 介 護 保 険 料 3,949,129 3,961,965 22.3 3,941,171 20,794 0.5

２． 国 庫 支 出 金 3,683,747 3,650,676 20.6 3,440,078 210,598 6.1

３． 支 払 基 金 交 付 金 4,599,295 4,498,566 25.4 4,331,246 167,320 3.9

４． 県 支 出 金 2,497,112 2,436,314 13.7 2,366,799 69,515 2.9

５． 財 産 収 入 157 27 0.0 38 △ 11 △ 28.9

６． 繰 入 金 3,210,920 3,084,702 17.4 2,852,757 231,945 8.1

７． 繰 越 金 89,703 89,703 0.5 99,998 △ 10,295 △ 10.3

８． 諸 収 入 3,752 8,564 0.1 7,119 1,445 20.3

18,033,815 17,730,517 100.0 17,039,206 691,311 4.1

イ 歳 　出

最終予算額 決算額 構成割合 前年度決算額 比較 増減率

１． 総 務 費 561,615 494,762 2.8 476,273 18,489 3.9

２． 保 険 給 付 費 16,477,147 16,145,436 92.0 15,507,538 637,898 4.1

３． 地 域 支 援 事 業 費 902,550 819,367 4.7 775,806 43,561 5.6

４． 積 立 金 157 27 0.0 38 △ 11 △ 28.9

５． 諸 支 出 金 82,346 81,653 0.5 89,848 △ 8,195 △ 9.1

６． 予 備 費 10,000 0 0.0 0 0 0.0

18,033,815 17,541,245 100.0 16,849,503 691,742 4.1合　　　　計

（単位：千円、％）

区　　　　分

合　　　　計

（単位：千円、％）

区　　　　分
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介護保険料の収入状況
（単位：千円、％）

令和３年度 比較

調定額（Ａ） 収入済額（Ｂ） 決算額（Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ） 令和４年度 令和３年度

特別徴収 3,547,487 3,547,702 3,548,759 △ 1,057 100.0 100.0

普通徴収 448,615 400,744 377,855 22,889 89.3 88.6

計 3,996,102 3,948,446 3,926,614 21,832 98.8 98.8

滞納繰越分 普通徴収 103,590 13,519 14,557 △ 1,038 13.1 13.3

4,099,692 3,961,965 3,941,171 20,794 96.6 96.5

保険給付の状況
（単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度 比較 増減率

7,539,930 7,046,484 493,446 7.0

2,393,164 2,263,749 129,415 5.7

4,455,134 4,450,913 4,221 0.1

16,272 15,620 652 4.2

49,375 48,703 672 1.4

952,945 901,756 51,189 5.7

13,199 13,389 △ 190 △ 1.4

485,148 485,247 △ 99 0.0

239,940 281,265 △ 41,325 △ 14.7

329 412 △ 83 △ 20.1

16,145,436 15,507,538 637,898 4.1

第一号被保険者（年度末）
（単位：人、％）

令和４年度 令和３年度 比較 増減率

25,982 27,306 △ 1,324 △ 4.8

32,238 30,622 1,616 5.3

23,241 22,186 1,055 4.8

8,997 8,436 561 6.7

58,220 57,928 292 0.5

要支援・要介護認定者（年度末）
（単位：人）

区　　分 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

認定者数 1,232 1,493 2,418 2,060 1,519 1,424 981 11,127

区 分

区 分
令和４年度決算額 徴収率

現年度分

計

居宅介護サービス費

地域密着型サービス費

施設介護サービス費

福祉用具購入費

サービス計画給付費

計

　   後期高齢者のうち
　   75～84歳

　   後期高齢者のうち
　   85歳以上

住宅改修費

前期高齢者（65～74歳）

審査支払手数料

高額サービス費

特定入所者介護サービス等諸費

被災利用者負担支援経費

計

区 分

後期高齢者（75歳以上）
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５．令和４年度後期高齢者医療事業特別会計決算 

歳入総額は3,376,400 千円で、前年度（3,227,846 千円）と比較して148,554 千円、4.6％の増

加で、収入率は 98.9％となりました。一方、歳出総額は 3,248,239 千円で、前年度（3,104,654

千円）と比較して 143,585 千円、4.6％の増加で、執行率は 90.9％となりました。 

歳入の主なものは、後期高齢者医療保険料が対前年比5.0％増の2,771,652千円（構成比82.1％）

で、１人当たり90,948円となりました。繰入金は対前年比5.4％増の464,823千円（構成比13.8％）

となりました。 

歳出の主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金が対前年比4.3％増の3,177,141 千円(構成

比97.8％)となりました。 

なお、本年度の年間平均被保険者数は30,475人で、前年度比4.8％の増加となりました。 

ア 歳 入  （単位：千円、％） 

区 分 最終予算額 決算額 構成割合 前年度決算額 比較 増減率 

１．後期高齢者医療 

保険料 
2,920,338 2,771,652 82.1 2,639,609 132,043 5.0

２．繰 入 金 518,302 464,823 13.8 441,187 23,636 5.4

３．繰 越 金 123,192 123,192 3.6 137,390 △14,198 △10.3

４．諸 収 入 9,716 16,733 0.5 9,660 7,073 73.2

合 計 3,571,548 3,376,400 100.0 3,227,846 148,554 4.6

イ 歳 出  （単位：千円、％） 

区 分 最終予算額 決算額 構成割合 前年度決算額 比較 増減率 

１．総 務 費 80,563 69,200 2.1 55,874 13,326 23.9

２．後期高齢者医療 

広域連合納付金 
3,485,596 3,177,141 97.8 3,046,075 131,066 4.3

３．諸 支 出 金 3,389 1,898 0.1 2,705 △807 △29.8

４．予 備 費 2,000 0 0.0 0 0 0.0

合 計 3,571,548 3,248,239 100.0 3,104,654 143,585 4.6
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後期高齢者医療加入状況（年間平均） 

 （単位：人、％） 

区   分 令和４年度 令和３年度 比較 増減率 

被保険者数 30,475 29,090 1,385 4.8

 

後期高齢者医療保険料の収入状況 

                                （単位：千円、％） 

区  分 
令和４年度決算額 令和３年度 

決算額(Ｃ) 

比較 

(Ｂ)－(Ｃ) 

徴収率 

調定額(Ａ) 収入済額(Ｂ) 令和４年度 令和３年度 

現年度分 2,778,150 2,762,464 2,633,185 129,279 99.4 99.5

滞納繰越分 31,826 9,188 6,424 2,764 28.9 21.1

計 2,809,976 2,771,652 2,639,609 132,043 98.6 98.6
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担当課別の索引です。

事業名 掲載ページ

市長室 広報広聴課 市政等ＰＲ事業 20

市長室 基地対策課 基地対策渉外・要請等活動事業 40

市長室 基地対策課 大和市基地対策協議会活動支援事業 41

市長室 基地対策課 騒音測定事業 42

市長室 危機管理課 自主防災組織支援事業 52

市長室 危機管理課 防災備蓄品等維持管理事業 53

市長室 危機管理課 災害対策本部運営等事業 54

政策部 政策総務課 寄附金等管理事業 21

政策部 総合政策課 健康都市推進事業 22

政策部 デジタル戦略課 デジタルサービス運用管理事業 23

総務部 人財課 一般研修事業 18

総務部 人財課 職員健康管理事務 19

総務部 収納課 収納サービス向上推進事業 55

総務部 収納課 滞納整理・処分事務 56

市民経済部 市民活動課 市民活動推進事業 28

市民経済部 市民活動課 市民活動センター管理運営事業 29

市民経済部 市民活動課 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業 65

市民経済部 市民活動課 電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業 66

市民経済部 市民相談課 市民相談支援事業 30

市民経済部 市民相談課 消費者啓発事業 177

市民経済部 市民相談課 消費生活相談事業 178

市民経済部 市民課 戸籍住民基本台帳等各種届出事務 57

市民経済部 生活あんしん課 地域防犯活動支援事業 31

市民経済部 生活あんしん課 地域防犯活動推進事業 32

市民経済部 生活あんしん課 防犯灯設置事業 33

市民経済部 生活あんしん課 自治会活動支援事業 34

市民経済部 生活あんしん課 自治会活動推進事業 35

市民経済部 生活あんしん課 コミュニティセンター管理運営事業 36

市民経済部 生活あんしん課 大和駅周辺防犯特別対策事業 37

市民経済部 産業活性課 障がい者雇用促進支援事業 160

市民経済部 産業活性課 勤労者生活資金支援事業 161

市民経済部 産業活性課 勤労者サービスセンター支援事業 162

市民経済部 産業活性課 大和商工会議所運営支援事業 166

索　　　　引

担当部・課
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事業名 掲載ページ担当部・課

市民経済部 産業活性課 中小企業事業資金支援事業 167

市民経済部 産業活性課 企業活動促進支援事業 168

市民経済部 産業活性課 さがみロボット産業特区促進支援事業 169

市民経済部 産業活性課 起業家支援事業 170

市民経済部 産業活性課 また来てねクーポン券発行事業 171

市民経済部 産業活性課 コロナに負けない新規出店応援補助事業 172

市民経済部 産業活性課 原油価格・物価高騰対策中小企業支援事業 176

環境施設農政部 環境総務課 環境意識啓発事業 143

環境施設農政部 環境総務課 太陽光発電等推進事業 144

環境施設農政部 生活環境保全課 公害対策調査事業 145

環境施設農政部 生活環境保全課 路上喫煙防止対策事業 146

環境施設農政部 生活環境保全課 大和市クリーンキャンペーン事業 147

環境施設農政部 生活環境保全課 不法投棄物未然防止事業 148

環境施設農政部 みどり公園課 緑化推進支援事業 181

環境施設農政部 みどり公園課 緑地保全事業 182

環境施設農政部 みどり公園課 保存樹林等支援事業 183

環境施設農政部 みどり公園課 ゆとりの森管理運営事業 198

環境施設農政部 みどり公園課 既設公園等大規模改修事業 201

環境施設農政部 みどり公園課 街区公園等整備事業 202

環境施設農政部 みどり公園課 やまと公園改修整備事業 203

環境施設農政部 みどり公園課 ゆとりの森整備事業 205

環境施設農政部 農政課 市民朝霧市支援事業 163

環境施設農政部 農政課 農業近代化等支援事業 164

環境施設農政部 農政課 市民農園運営事業 165

環境施設農政部 施設課 公衆便所等管理運営事業 149

環境施設農政部 施設課 焼却灰等有効利用事業 155

環境施設農政部 施設課 環境管理センターごみ処理施設維持補修事業 156

環境施設農政部 施設課 可燃ごみ焼却処理事業 157

環境施設農政部 施設課 不燃・粗大ごみ処理事業 158

環境施設農政部 廃棄物対策課 ごみ減量化推進事業 150

環境施設農政部 廃棄物対策課 資源循環型生ごみ処理事業 151

環境施設農政部 廃棄物対策課 家庭系ごみ排出抑制推進事業 152

環境施設農政部 廃棄物対策課 生ごみ処理容器等設置支援事業 153

環境施設農政部 廃棄物対策課 資源分別回収推進支援事業 154

環境施設農政部 廃棄物対策課 塵芥収集事業 159
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健康福祉部 健康福祉総務課 民生委員児童委員活動支援事業 58

健康福祉部 健康福祉総務課 災害時避難行動要支援者対策事業 59

健康福祉部 健康福祉総務課 自殺対策事業 60

健康福祉部 健康福祉総務課 保健福祉センター施設維持管理事務 81

健康福祉部 おひとりさま政策課 おひとりさま施策推進事業 61

健康福祉部 医療健診課 女性の健康診査事業 119

健康福祉部 医療健診課 休日夜間急患診療所運営事業 120

健康福祉部 医療健診課 夜間診療所運営支援事業 121

健康福祉部 医療健診課 がん患者等支援事業 122

健康福祉部 医療健診課 予防接種事業 125

健康福祉部 医療健診課 感染症予防事業 126

健康福祉部 医療健診課 健康診査事業 138

健康福祉部 医療健診課 公衆衛生支援事業 142

健康福祉部 健康づくり推進課 生きがい対応型デイサービス事業 74

健康福祉部 健康づくり推進課 食育推進事業 123

健康福祉部 健康づくり推進課 健康づくり普及啓発事業 124

健康福祉部 健康づくり推進課 健康相談･教育事業 139

健康福祉部 健康づくり推進課 大和市健康ポイント事業 140

健康福祉部 健康づくり推進課 歩く健康づくり事業 141

健康福祉部 人生100年推進課 シルバー人材センター支援事業 75

健康福祉部 人生100年推進課 老人クラブ育成支援事業 76

健康福祉部 人生100年推進課 高齢者見守り事業 77

健康福祉部 人生100年推進課 施設入所等措置事業 78

健康福祉部 人生100年推進課 認知症施策推進事業 79

健康福祉部 人生100年推進課 養護老人ホーム建替え支援事業 80

健康福祉部 障がい福祉課 自立支援給付事業 67

健康福祉部 障がい福祉課 地域生活支援事業 68

健康福祉部 障がい福祉課 自立支援医療等給付事業 69

健康福祉部 障がい福祉課 在宅重度障がい者サポート事業 70

健康福祉部 障がい福祉課 市障害者福祉手当支給事業 71

健康福祉部 障がい福祉課 心身障害者医療費助成事業 72

健康福祉部 障がい福祉課 松風園運営事業 73

健康福祉部 生活援護課 配偶者暴力等相談支援事業 62

健康福祉部 生活援護課 生活困窮者自立支援事業 63

健康福祉部 生活援護課
新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支
給事業 64
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健康福祉部 生活援護課 生活保護事業 118

健康福祉部
新型コロナウイルスワクチン接
種担当

新型コロナウイルスワクチン接種事業 127

こども部 こども総務課 小児医療費助成事業 82

こども部 こども総務課 児童手当支給事業 83

こども部 こども総務課 子育て支援センター運営事業 84

こども部 こども総務課 つどいの広場事業 85

こども部 こども総務課 子育て世帯への臨時特別給付事業 103

こども部 こども総務課
低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特
別給付金事業 104

こども部 こども総務課 子育て世帯応援給付金事業 105

こども部 こども総務課 ひとり親家庭等医療費助成事業 110

こども部 こども総務課 ひとり親家庭等家賃助成事業 111

こども部 こども総務課 ひとり親家庭等相談事業 112

こども部 こども総務課 児童扶養手当支給事業 113

こども部 こども総務課 母子家庭等自立対策支援事業 114

こども部 ほいく課 屋内こども広場管理運営事業 86

こども部 ほいく課 病児保育事業 87

こども部 ほいく課 子育て支援施設管理運営事業 88

こども部 ほいく課 認定保育施設運営費助成事業 89

こども部 ほいく課 民間保育所建設・増設支援事業 90

こども部 ほいく課 保育所等乳児見守り安全対策事業 91

こども部 ほいく課 公私連携型保育所等整備事業 92

こども部 ほいく課 保育所等施設型給付事業 107

こども部 ほいく課 民間保育所等運営支援事業 108

こども部 ほいく課 認可保育所等運営事務 109

こども部 ほいく課 保育事業（市立保育所） 115

こども部 ほいく課 保育所給食事業（市立保育所） 116

こども部 ほいく課 保育所施設維持管理事務（市立保育所） 117

こども部 すくすく子育て課 子ども家庭総合支援拠点事業 93

こども部 すくすく子育て課 ファミリーサポートセンター事業 94

こども部 すくすく子育て課 子育て世代包括支援センター事業 95

こども部 すくすく子育て課 発達相談支援システム推進事業 96

こども部 すくすく子育て課 児童発達支援事業 97

こども部 すくすく子育て課 障がい児自立支援給付事業 98

こども部 すくすく子育て課 障がい児地域生活支援事業 99

こども部 すくすく子育て課 出産・子育て応援事業 106
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こども部 すくすく子育て課 妊婦健康診査事業 128

こども部 すくすく子育て課 ４か月児健康診査事業 129

こども部 すくすく子育て課 ３歳６か月児健康診査事業 130

こども部 すくすく子育て課 母子保健相談指導事業 131

こども部 すくすく子育て課 妊産婦・新生児等訪問事業 132

こども部 すくすく子育て課 不妊治療費助成事業 133

こども部 すくすく子育て課 不育症治療費助成事業 134

こども部 すくすく子育て課 出産費用助成事業 135

こども部 すくすく子育て課 産後健康診査事業 136

こども部 すくすく子育て課 産後ケア事業 137

こども部 こども・青少年課 児童館管理運営事業 100

こども部 こども・青少年課 放課後児童クラブ事業 101

こども部 こども・青少年課 こども食堂支援事業 102

こども部 こども・青少年課 青少年育成事業 248

こども部 こども・青少年課 青少年指導者育成支援事業 249

こども部 こども・青少年課 大和市家庭・地域教育活性化会議支援事業 250

文化スポーツ部 文化振興課 地域歴史資料整理・保存事業 43

文化スポーツ部 文化振興課 大和市市史編集発刊事業 44

文化スポーツ部 文化振興課 文化芸術振興事業 47

文化スポーツ部 文化振興課 文化創造担い手育成事業 48

文化スポーツ部 文化振興課 美術鑑賞推進事業 49

文化スポーツ部 文化振興課 芸術文化ホール管理運営事業 50

文化スポーツ部 国際・男女共同参画課 海外友好都市交流事業 17

文化スポーツ部 国際・男女共同参画課 男女共同参画意識啓発事業 24

文化スポーツ部 国際・男女共同参画課 国際化推進事業 25

文化スポーツ部 国際・男女共同参画課 平和都市推進事業 26

文化スポーツ部 国際・男女共同参画課 外国人避難民受入事業 27

文化スポーツ部 国際・男女共同参画課 人権啓発事業 38

文化スポーツ部 国際・男女共同参画課 人権相談支援事業 39

文化スポーツ部 図書・学び交流課 文化創造拠点シリウス管理運営事業 51

文化スポーツ部 図書・学び交流課 健康都市大学事業 251

文化スポーツ部 図書・学び交流課 生涯学習センター管理運営事業 252

文化スポーツ部 図書・学び交流課 学習センター施設整備事業 253

文化スポーツ部 図書・学び交流課 図書館管理運営事業 254

文化スポーツ部 スポーツ課
大和スタジアム・つきみ野野球場・宮久保野球場施設
管理運営事業 199
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文化スポーツ部 スポーツ課 ゆとりの森スポーツ施設管理運営事業 200

文化スポーツ部 スポーツ課 大和スタジアム施設改修事業 204

文化スポーツ部 スポーツ課 スポーツ大会開催事業 255

文化スポーツ部 スポーツ課 スポーツ教室開催事業 256

文化スポーツ部 スポーツ課 スポーツ関係団体支援事業 257

文化スポーツ部 スポーツ課 学校施設スポーツ開放事業 258

文化スポーツ部 スポーツ課 地域スポーツ推進事業 259

文化スポーツ部 スポーツ課 女子サッカー推進事業 260

文化スポーツ部 スポーツ課 ねんりんピック開催事業 261

文化スポーツ部 イベント観光課 観光等促進事業 173

文化スポーツ部 イベント観光課 イベント観光協会支援事業 174

文化スポーツ部 イベント観光課 大和市民まつり支援事業 175

街づくり施設部 街づくり総務課 コミュニティバス運行事業 191

街づくり施設部 街づくり総務課 地域公共交通施策事業 192

街づくり施設部 街づくり総務課 中央林間駅周辺まちづくり事業 193

街づくり施設部 建築指導課 建築確認事務 179

街づくり施設部 建築指導課 建築物の耐震化等促進事業 180

街づくり施設部 建築指導課 空家等対策事業 194

街づくり施設部 街づくり計画課 都市計画決定事務 195

街づくり施設部 街づくり推進課 特定地域土地利用誘導事業（内山地区） 196

街づくり施設部 街づくり推進課 特定地域土地利用誘導事業（中央森林地区） 197

街づくり施設部 道路安全対策課 交通安全啓発事業 45

街づくり施設部 道路安全対策課 放置自転車対策事業 46

街づくり施設部 道路安全対策課 自転車利用環境推進事業 184

街づくり施設部 道路安全対策課 福田相模原線（福田地区）道路整備事業 186

街づくり施設部 道路安全対策課 生活道路整備事業 187

街づくり施設部 道路安全対策課 福田相模原線（南林間地区）道路改良事業 188

街づくり施設部 道路安全対策課 交通安全施設整備事業 189

街づくり施設部 道路安全対策課 歩道セーフティーアップ事業 190

街づくり施設部 道路管理課 道路維持修繕事業 185

教育部 教育総務課 小学校大規模改修事業 237

教育部 教育総務課 小学校防音設備整備事業 238

教育部 教育総務課 北大和小学校増築事業 239

教育部 教育総務課 中央林間小学校校庭整備事業 240

教育部 教育総務課 中学校大規模改修事業 246
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教育部 教育総務課 中学校防音設備整備事業 247

教育部 学校教育課 小学校学用品等就学援助事業 233

教育部 学校教育課 小学校特別支援教育就学奨励事業 234

教育部 学校教育課 中学校学用品等就学援助事業 241

教育部 学校教育課 中学校特別支援教育就学奨励事業 242

教育部 保健給食課 学校給食管理運営事業 262

教育部 保健給食課 北部学校給食共同調理場運営事業 263

教育部 保健給食課 中部学校給食共同調理場運営事業 264

教育部 保健給食課 南部学校給食共同調理場運営事業 265

教育部 保健給食課 単独調理校運営事業 266

教育部 保健給食課 学校給食施設大規模改修事業 267

教育部 保健給食課 学校給食食育推進事業 268

教育部 保健給食課 学校給食設備整備事業 269

教育部 保健給食課 学校給食費助成事業 270

教育部 指導室 外国人児童生徒教育推進事業 220

教育部 指導室 英語教育推進事業 221

教育部 指導室 就学相談事業 222

教育部 指導室 ことばの教室運営事業 223

教育部 指導室 特別支援教育推進事業 224

教育部 指導室 人権教育推進事業 225

教育部 指導室 児童生徒安全対策事業 226

教育部 指導室 いじめ等対策事業 227

教育部 指導室 学力向上対策推進事業 228

教育部 指導室 引地台中学校分教室整備事業 229

教育部 指導室 小学校地域教育力活用推進事業 235

教育部 指導室 小学校図書館教育推進事業 236

教育部 指導室 中学校地域教育力活用推進事業 243

教育部 指導室 中学校部活動等支援事業 244

教育部 指導室 中学校図書館教育推進事業 245

教育部 教育研究所 情報教育推進事業 218

教育部 教育研究所 教育ネットワーク運用管理事業 219

教育部 教育研究所 教育用コンピュータ運用管理事業 230

教育部 青少年相談室 青少年相談･街頭補導事業 231

教育部 青少年相談室 不登校児童生徒援助事業 232

消防本部 消防総務課 消防職員研修事業 206
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事業名 掲載ページ担当部・課

消防本部 警防課 災害情報機器等整備管理事務 207

消防本部 警防課 消防団活動用資機材整備事業 214

消防本部 警防課 消防団員手当等支給事務 215

消防本部 警防課 消防活動用資機材整備事業 216

消防本部 警防課 消防車両整備事業 217

消防本部 予防課 住宅防火対策事業 208

消防本部 救急救命課 応急手当普及啓発事業 209

消防本部 救急救命課 メディカルコントロール推進事業 210

消防本部 救急救命課 救護活動用機材整備事業 211

消防署 消防署管理課 救急活動事業 212

消防署 消防署管理課 地域防災訓練事業 213
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